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第１章 解 題 

１.１. はじめに 

情報処理技術を基盤とする企業間のネットワークは、企業内の価値連鎖を解体すること

で速度の経済を享受してきた。また、企業活動における意思決定のスピードと質が組織の

環境適応能力と競争優位を決定づけ、それが現場に近い人々の裁量権を拡大する動因とな

ったことは周知の事実である。しかしながら、持続的な競争優位を追求するには既存事業

の経営を維持しながら、これまでにないまったく新しい成果を短期間のうちに目指すプロ

ジェクトマネジメントが要求される。 

プロジェクトマネジメント(Project Management)は、特定の戦略的意図のもとで組織

の目的を達成する手段として実施されることが多い。例えば、自動車エンジンのカム･シャ

フトを駆動させるタイミング･チェーンを製造している㈱椿本チェインでは、顧客である自

動車メーカー各社に統括責任者を張り付け、エンジンの開発段階から顧客の要望を一手に

引き受ける｢プロジェクトマネジメント･システム｣を２００２年１０月から採用している。

同社の自動車部品事業部長は、この制度の導入により｢エンジン部品の開発や資材調達、製

造にかかる時間を３分の１に短縮できる｣と述べていた(1)。藤沢薬品工業㈱もまた、２００

３年９月に研究本部内にプロジェクトマネジメント制を導入すると発表した。同社では、

移植,炎症,糖尿病,感染症,中枢,泌尿器の各分野でプロジェクト部を設けて責任体制を明

確にし、迅速な新薬開発を目指すという(2)。他方で、情報システムやソフトウェア開発に

おいては、顧客から要求される納期が短期化する一方で、開発途中で仕様が変更されると

いったケースも多く見られる。日本ＩＢＭや日本ユニシス,ＮＥＣなどでは、プロジェクト

の採算や品質を保つための人材育成や社外向けの教育活動に積極的に取り組んでいる。 

プロジェクトマネジメントによる事業活動は、民間企業に限られたものではない。その

例として、経済産業省は｢プロジェクトマネジメント研究会｣を設立し、電子政府のインフ

ラとなる情報システム調達案件にプロジェクトマネジメント手法を取り入れ、決められた

コストや納期の範囲内で開発が進んでいるかをチェックできる体制の整備を進めている(3)。

また、こうした動きに同調するかたちで、高知県では独自に情報システム調達のガイドラ

イン作成に取り組んでいるという(4)。昨夏の住民基本台帳ネットワークの稼働を機会に｢電

子自治体｣が試行されている背景から、プロジェクトマネジメントをベースとした地方公共

団体による情報システムの調達は、今後ともますます増加する傾向にあると思われる。 

このように、プロジェクトマネジメントの対象となるのは、研究開発活動を通じて新製

品を特定の市場へ投入するといったプロジェクトや、プラント建設やソフトウェア開発の

ような組織間の契約行為によって成立するプロジェクトなどが存在する。そして、プロジ

ェクトマネジメントでは、新しい製品やサービスの開発および調達のような｢明確に定義さ

れた望ましい結果を有する１度限りの活動｣を実践するためのマネジメントのノウハウを

追求することを目的としている。より具体的には、こうしたプロジェクトの所要期間と利

用可能な経営資源の管理ならびに専門的な技能や知識を有するメンバーを効果的に協働さ
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せるための組織編成などが求められる。 

そのためには、プロジェクトに必要とされるすべての作業内容を規定し、かつプロジェ

クト･ライフサイクルの展開に供するようにマネジメントの対象となるすべての構成要素

を特定するワーク･ブレークダウン･ストラクチャー(Work Breakdown Structure)の存在

が欠かせない。ワーク･ブレークダウン･ストラクチャー(以下､ＷＢＳと略称する)とは、プ

ロジェクトで達成される検証可能な目的や成果,プロジェクト･スコープ,ステークホルダ

ーからの要求事項および制約条件などを考慮して、プロジェクトを構成する要素を識別し、

それらを詳細に定義することを支援するツールである。しかしながら、これまでＷＢＳの

開発や使用については、それらが事業の収益管理と密接に関連することから、明記され外

部に発表される事例は限られていた。それゆえ、｢なぜＷＢＳを必要とし、それをどのよう

に開発･運用しているか｣を明らかにすることは、事業組織がプロジェクトを成功裏に完了

するために、必要かつ重要な経営課題のひとつであると考えられる。 

 

１.１.１. 本論文の目的 

この論文は、プロジェクトマネジメントにおけるＷＢＳの開発とその用途について考察

した研究をまとめたものである。この論文では、 International Journal of Project 

Management 誌における Turner, J. R.と Cochrane, R. A.および Lamers, M.のＷＢＳ開発

に関する議論に基づいて、この研究領域における新たな展開の方向を探索することを目指

している。具体的には、当該分野の既存研究を整理すると共に、プロジェクトマネジメン

トの導入に焦点をあてたケーススタディに基づいて、以下の目的を達成することを試みる。 

研究目的１：ＷＢＳを要求する背景およびその開発プロセスを解明する。 

研究目的２：ＷＢＳの用途を特定する条件を明らかにする。 

研究目的３：プロジェクトの最終成果物を段階的に細分化する基準(The Principle of 

Decomposition)を提示する。 

 
上記の研究目的がどのように達成されるのかについては、後章で詳述する。ここでは、

それぞれの研究目的について若干の説明を加える。まず、研究目的１に示した｢ＷＢＳを要

求する背景｣とは、プロジェクトマネジメントを実践するに際してＷＢＳを開発･導入する

に至った経緯とその目的のことである。｢開発プロセス｣については、プロジェクトの構成

要素を類別し、それらを詳細に定義する一連の作業を表している。 

次に、研究目的２であるが、ＷＢＳで定義した構成要素はプロジェクトのコストやスケ

ジュールの管理などに利用される。｢ＷＢＳの用途を特定する条件｣とは、このようなＷＢ

Ｓの使用目的や適用範囲を制約するものを指している。ＷＢＳの用途に関する既存研究の

多くは、個々のプロジェクトで実用しているＷＢＳの有効性に焦点を当ててきたために、

その機能を限定する要因については、ほとんど取り上げてこなかった。本論文においては、

この目的に沿ってＷＢＳの用途を系統的に整理することを試みる。 
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最後の研究目的３は、｢同じような用途であるのに、なぜＷＢＳの構造には一定のパタ

ーンが存在しないのか｣という疑問から生じている。すなわち｢プロジェクトの最終成果物

を段階的に細分化する基準｣が定まらないと、プロジェクトの進行管理に適したＷＢＳを構

築することが困難であると考える。また、この疑問は研究目的２とも関係している。もし、

使用目的が同じＷＢＳが複数存在するのであれば、それらの構成要素や階層構造にも共通

部分が見られるはずである。しかしながら、実際には類似するＷＢＳ形態はほとんど皆無

に等しいのである。 

経営戦略からどれほど優れたプロジェクト計画を策定しようとも、実行すべきアクティ

ビティを特定し、その遂行に必要なコストやリソース投入要件などを正確に把握すること

ができるか否かは、適正なＷＢＳの開発に依存するところが大きい。このような認識から、

ＷＢＳ開発の手法を解明することは、プロジェクト運営管理の学問的体系化を追究する｢プ

ロジェクトマネジメント学｣や｢技術経営論  “Management of Technology”｣に与えられた

新たな研究課題であり、プロジェクト型ビジネス/サービスの実践を目指す事業組織におい

ても重要なトピックとなるはずである。 

以下の項では、Turner と Cochrane および Lamers の論議を概観することにより、ＷＢ

Ｓ開発における彼らの研究の動向を把握する。 

 

１.１.２. ＷＢＳはどのようにして作り出されるのか 

International Journal of Project Management 誌で編集主幹を務め、Netherlands 

Erasmus 大学で教鞭をとる Turner, J. R.によると、“Work Breakdown Structure”という

専門用語は、１９５０年代に米軍が考案したという。そして、当時のＷＢＳが定義してい

たのは、プロジェクトの最終製品のための製品ブレークダウン(Product Breakdown)ない

しは資材明細書(Bill of Materials)であった。すなわち米軍が提案していたのは、プロジ

ェクトの最終成果物のコンポーネントを定義し、それらの中間成果物を作り出す作業を管

理することであった。しかしながら、多くの人々が“Work Breakdown”の語意を｢作業分解｣

と理解したことによって、ＷＢＳはいつの間にか｢プロジェクトで予想される作業｣を最初

から定義するようになってしまったという。それゆえ Turner は、本来のコンセプトに立

ち戻り、成果物のコンポーネントの定義を通してプロジェクトを管理すべきであると主張

している(Turner, 2000)。 

Turner の主張を要約すると、プロジェクトの計画のための出発点であり、その最初のブ

レークダウン･ストラクチャーとなるのはＰＢＳ(Product Breakdown Structure)である。

そしてＰＢＳの次に、ＯＢＳ(Organizational Breakdown Structure)を編成するという。

ここでいうＰＢＳとは、プロジェクトで創り出すファシリティのための資材明細書(部品

表)を指し、ＯＢＳはＰＢＳ要素を生み出すのに利用可能なスキルの定義である。 

ＯＢＳとＰＢＳは、それぞれ複数の階層に分解され、両者は互いに組み合う傾向にある

という。Turner によれば、２つのブレークダウン･ストラクチャーは、基本的には同じ階
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層数(３階層)を持っている。そして、２次元マトリックスの要素(ＰＢＳ×ＯＢＳ)がどの

階層においても、その製品の製造に欠かせないスキルによって着手された仕事/アクティビ

ティ/タスクを定義するという。したがって、ＷＢＳはＰＢＳとＯＢＳを交差させた２次元

マトリックスから構成されることになる[ＷＢＳ＝ＰＢＳ×ＯＢＳ]。その一例として、プ

ロジェクトのアウトプットを産出するスキルと責任範囲を表わすための責任マトリックス

(Responsibility Matrix)やリニア･リスポンシビリティ･チャート(Linear Responsibility 

Chart)では、その行列にＰＢＳとＯＢＳを配置し、マトリックスの交点となるセルがＷＢ

Ｓとなる。ＷＢＳを割り当てられた人物ないしチームは、自分(達)が責任のとれるレベル

になるまで、その構成要素を分解することになる。 

それでは Turner の論理の基盤を形成している概念とは、どのような研究に依拠するの

であろうか。それを知るには、Turner が文中で掲げていた論文を参照する必要があると考

える(5)。 

 
１.１.３. Ｔｕｒｎｅｒの論拠：Ｇｏａｌｓ-ａｎｄ-ｍｅｔｈｏｄｓ ｍａｔｒｉｘ 

Turner と Cochrane(1993)は、プロジェクトと“Breakdown Structure”との関連につい

て、プロジェクトのゴールとそれを達成する方法の観点から次のように解説している。そ

れによると、多くの伝統的なプロジェクトの定義では、プロジェクトを｢明確に定義された

目的を果たす複雑な一連の活動｣であると見なしている。そして、その背景には｢プロジェ

クトの実行段階までには、ゴールとそれを達成する方法が明確に定義される｣という暗黙の

前提条件が存在する。しかしながら、現実のプロジェクトにおいては、ゴールとそれを達

成する方法の両方あるいはその片方が、実行段階の開始時点までに明確に定義されていな

いことがある。 

Turner と Cochrane は、プロジェクトの(1)ゴールが正確に定義されているか (2)ゴー

ルを達成する方法がどれだけ明確に定義されているか の２つのパラメーターを対比させ

ることでプロジェクトを類別し、これと３つのブレークダウン･ストラクチャー(ＰＢＳ,

ＯＢＳ,ＷＢＳ)との関連性について論じている。彼らは、まずゴール･メソッド･マトリッ

クス(Goals-and-Methods Matrix)と称する２×２のマトリックス表によって、プロジェク

トを４つのタイプに分類している(図１-１参照)。 
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出所:Turner and Cochrane(1993) 

図１-１ ゴール･メソッド･マトリックス 

 

・タイプ-１ プロジェクト: プロジェクトを完成させるゴールと方法が明確に定義され

ているプロジェクト 

[例:大規模エンジニアリング･プロジェクト] 

・タイプ-２ プロジェクト: ゴールは明確に定義されているが、それを達成する方法が

明確に定義されていないプロジェクト 

[例:国防･宇宙開発プロジェクト] 

・タイプ-３ プロジェクト: ゴールが明確に定義されていないが、方法は明確に定義さ

れているプロジェクト 

[例:ソフトウェア開発プロジェクト] 

・タイプ-４ プロジェクト: ゴールも方法も明確に定義されていないプロジェクト 

[例:組織開発プロジェクト] 

 

次に、３種類のブレークダウン･ストラクチャーを以下のように定義している。 

・Product Breakdown Structures (ＰＢＳ): ＰＢＳは成果物のカスケード(Cascade)

である。製品全部かあるいはプロジェクトの目標が、サブ･プロダクトやアセンブラ

ージュ(Assemblages),コンポーネントに分けられる。ＰＢＳはプロジェクトのため

の資材明細表(部品表)になる。 

・Organization Breakdown Structures (ＯＢＳ): ＯＢＳはリソースやスキルの種類あ

るいはアクティビティのカスケードである。上位のレベル(階層)は、その名称がし

ばしばプロジェクトの｢フェーズ｣と呼んでいるものに類似しているかもしれない。

下位のレベル(階層)は、具体的なリソースの種類となっている。 

・Work Breakdown Structures (ＷＢＳ): ブレークダウンのどのレベルにおいても、製

品とアクティビティの２次元のマトリックスが、タスク･マトリックスとそれぞれの

製品を生み出すのに必要なアクティビティの序列を定義する。タスク･マトリックス

のカスケードが、プロジェクトのＷＢＳとなる。 

タイプ２  
製品開発  

タイプ１  
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

タイプ３  
ｿﾌﾄｳｪｱ開発

タイプ４

組織改革

失敗への可能性大  

成功の可能性大  

正確に定義されたゴール

明
確
に
定
義
さ
れ
た
方
法 

Yes 

No 

Yes No
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Turner と Cochrane によると、たいていのプロジェクトではＯＢＳが既に与えられてお

り、それが入手可能なリソースとスキルの種類を明らかにするが、ＰＢＳとＷＢＳのどち

らか一方は、そうならないかもしれないという。例えば、タイプ-１のプロジェクトでは、

ＰＢＳ,ＯＢＳ,ＷＢＳは明確に定義されているが、ゴールや成果物とそれらを達成する方

法を区別しないこともあり、ＰＢＳとＷＢＳはしばしば混同されて扱われることがある。 

タイプ-２のプロジェクトの場合、ＰＢＳは明確に定義されるがＷＢＳやアクティビテ

ィの序列が鮮明ではない。タイプ-１のプロジェクトと同様に、作業(Work)はしばしば成

果物と同一視される。タイプ-３のプロジェクトにおいては、ＷＢＳが部分的に定義される

が、ＰＢＳは明らかでない。成果物を達成するのに必要なタスクの典型的な順序はよく知

られているが、成果物の形状は鮮明でない。この環境ではＯＢＳが明確に定義されている

ので、人々はしばしばＯＢＳとＷＢＳを区別することに厳格でない。タイプ-４のプロジェ

クトでは、ＰＢＳもＷＢＳも明確に定義されていない という。 

以上のことから、プロジェクトのゴールと方法はＰＢＳ,ＯＢＳ,ＷＢＳの定義によって

明らかになることが分かった。例えば、タイプ-２とタイプ-３のプロジェクトを比較した

場合、タイプ-２のプロジェクトでは、ゴールを達成する方法が明確にならないとＷＢＳは

明確に定義されない。ところが、タイプ-３のように方法が明確であれば、ＷＢＳもまた部

分的に定義することが可能となる。なお、後者のＷＢＳが不完全なのは、ＷＢＳの一部を

構成する成果物ないし“Product” が明確に定義されていないことによる。これらのことか

ら、ＷＢＳはプロジェクトのゴールを達成するための方法を形象化していると考えられる。 

 
１.１.４. Ｌａｍｅｒｓの反論 

上掲した Turner の議論に対して、Lamers(2002)は、ＷＢＳがＰＢＳとＯＢＳの結合の

結果として生じた２次元マトリックスだけではないと主張する。それのみならず、Turner

が提唱したＰＢＳ,ＯＢＳ,ＷＢＳの流れ[ＷＢＳ＝ＰＢＳ×ＯＢＳの論拠]は、誤った推論

であったと述べている。その理由は、プロジェクトマネジメントが発明された要因のひと

つが、既存の組織構造から独立した活動をするためであったことによる。それゆえ、Lamers

の論理としては｢最初に製品の定義があり、それから製品を作り出すのに必要なプロセスの

定義、そしてプロセスをコントロールし、実施する組織という順序になる(6)｣。このように、

ＷＢＳはＰＢＳ編成の後に組み立てられ、僅かに組織的な見方ができる構造物なのである。 

ＷＢＳの主要な目的は、ワークパッケージ間の階層関係を確立し、ワークパッケージ記

述書(Work Package Descriptions)を作り出すことにある。ワークパッケージ記述書は、

アクティビティを実施するのに必要なインプット,アクティビティおよびその成果物であ

るアウトプットから成り立っている。したがってワークパッケージの名称は、アウトプッ

トを産出する行為を動詞で表現すべきであるが、実際には多くのケースで名詞が用いられ

ているという。Lamers によると、ワークパッケージの名称は、現在でも“Management”
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のような動詞から派生した名詞、さらには構成品(Constituent Product)の名前であったり

する。Lamers はこうした現象が、多くの人々が“Work Breakdown”を字義どおりに解釈し

ていないことに起因すると考えている。その結果、｢ＷＢＳの構成要素はプロセスよりも製

品に、方法よりもゴールに傾いている(7)｣という。こうした指摘は、ＷＢＳ開発における要

素分解の基準やプロジェクトのコントロール指標を検討する際の重要な指針になると思わ

れる。 

他方、ＰＢＳの目的は、最終製品を構成しているすべてのプロダクトを名前と番号によ

って識別することである。その２番目の目的は、製品のあらゆる(メタ)特性にタグを付け

るための共通のリファレンスを提供することである。またＰＢＳの構造は、製品を従属的

なプロダクトに分解することによって組み立てられる。最終製品とプロダクトの分解は、

その構成要素を解析することによって行なわれる。例えば、ＰＢＳの第２階層の区分は、

ＰＢＳから得られるシステム図の構造,プロジェクトのＯＢＳあるいは母体組織,ＷＢＳの

レイアウトなど、数多くの視点と考察の影響を受ける。このように｢思考の理論的な流れと

しては、システム図→ＰＢＳ→ＷＢＳ→ＯＢＳとなり、システムやサブシステムから専門

領域を通じて部門や部署までが実際の経験よって限定され、[そのほうが]明らかに都合が

よい(8)｣のである。 

 
１.１.５. ＷＢＳを規定し、条件付けるものは何か 

以上、検討してきた諸研究は、いずれもＷＢＳ開発の根拠を考察するものであった。

Turner の論理は、最初にプロジェクトのコンポーネントが何であるかを定義し、それから

誰に責任があるのか、さらに作業領域が何処までなのかを決定していった。したがって、

プロジェクトにおいて最初に構築されるのはＰＢＳであり、続いてＯＢＳが編成される。

ＰＢＳとＯＢＳは、それぞれの構成要素によって階層ごとに分解され、両方の階層を重ね

合わせることでＷＢＳを組織する。分解のレベルはＰＢＳとＯＢＳともに同一であるが、

ＷＢＳは中間成果物の完成を任された人物もしくはチームによって、彼らが管理しやすい

レベルまでさらに細分化される。それゆえ、人々がプロジェクトで管理しているものは、

ＯＢＳのリソースのインプット[Skill/Personnel]とＰＢＳにおける製品[Product]の受け

渡しであると考えられる。 

他方、Turner と Cochrane の解説では、ＯＢＳが既に存在するという前提条件があるた

めに、ＰＢＳの定義の有無だけでＷＢＳの構造化が論じられていた。したがって Turner

と Cochrane の論理は、まずＯＢＳを組織化したのちに、プロジェクトのゴールを定義す

ることで、それを達成する方法がＷＢＳによって明確にされることになる。しかしながら

この論理は、定義したＰＢＳが既存のＯＢＳによるアウトプットと関連する場合にのみ有

効であると言える。なぜならＰＢＳを構築するには、その構成要素を作製し、それらを組

み合わせるプロセスをある程度まで理解していなければならない。もしプロジェクトの成

果物を作り出すプロセスが未知である場合には、それに投入する資材や部品もまた不明で
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ある可能性が高い。それゆえ、プロジェクトの成果物が既存のＯＢＳから産出されるアウ

トプットとまったく関係のない場合には、そのプロジェクトにおけるＰＢＳの構成要素を

特定することが困難であると推察される。 

 それに対して Lamers は、ＷＢＳがＰＢＳに基づいて展開され、ＰＢＳはＷＢＳに先行

すべきであると主張していた。ＯＢＳについては明確な定義をしていなかったが、Lamers

の論文からは、ＷＢＳの開発においてＯＢＳを参照したり、ＯＢＳがＷＢＳの一部を構成

するという記述は見られなかった。ＷＢＳとＯＢＳの関係については、ＷＢＳを構築する

ことでプロジェクトの作業を特定し、それを実行する要員を指名するためにＯＢＳを組織

するということであった。 

 
１.２. 本論文における問題意識の所在と研究課題 

以上は、International Journal of Project Management 誌においてＷＢＳの開発と組織

構造(Organizational Breakdown Structure)の関連性について説述した Turner と

Lamers の研究が、どのような議論を重ねてきたのかを検討してきた。本節では、上記の

議論を踏まえて、この研究に取り組む際の問題意識を紹介し、この論文で設定する研究課

題(リサーチ･クエスチョン)を提示する。 

 
１.２.１. プロジェクトの作業に関する情報の所在 

第１の問題意識は、ＷＢＳを開発するのはＯＢＳを編成する前なのか、あるいはその後

なのか、という疑問である。Bachy と Hameri(1997)によると｢通常は、既存の組織構造が

ＷＢＳの上位階層の分割に影響している。このようにＷＢＳは既存のＯＢＳと著しく矛盾

するものではない。そしてまたＯＢＳがＷＢＳを決定するものでもない(9)｣という。上記の

文脈および Turner と Cochrane による定義から、この論文ではＯＢＳを｢プロジェクトを

遂行するための組織体制｣と理解している。もし Lamers が唱えるように、プロジェクトを

計画した段階で新たにＷＢＳを作成し、それを実現するためにＯＢＳを組織するのであれ

ば、作成したＷＢＳの数だけＯＢＳも存在することになる。ところが別の見方をすれば、

既存のＷＢＳを繰り返し使用する場合には、既にあるＯＢＳがそのまま利用できるはずで

ある。すなわち既存のＷＢＳが再利用できるのは、それを実現するＯＢＳが既に存在する

からである。それでは、｢プロジェクトを完成させるための作業ないしプロセスは、既存の

ＯＢＳあるいはＷＢＳのどちらにおいて既知であるのだろうか｣。これが、第１の研究課題

である。 

 

１.２.２. ＷＢＳの役目 

第２の問題意識は、ＷＢＳの用途に関するものである。通説によると、ＷＢＳはプロジ

ェクトで創り出される製品やサービスを、その特性や機能あるいは作業の視点からマネジ

メントしやすい構成要素に分割する。細分化した構成要素は、プロジェクトのコストやス



- 9 - 

ケジュールの管理,マンアワーの見積り,リスク確認ならびにプロジェクトの実績測定など

に利用できるという。しかしながら、これらの役目を同時に果たすＷＢＳというのは存在

するのだろうか、第２の問題意識はこのような疑問から生じている。 

Matthews(1993)によると、｢ＷＢＳの機能やその有効性が認識されているにも拘らず、

多くのプロジェクトではＷＢＳを準備しないか、あるいはネットワーク図やスケジュール

を作成するプロセスをＷＢＳの利用から切り離して行なう (10) ｣という。あるいは

Nosbisch(2002)が指摘するように、｢建設業における見積りは、包括的なＷＢＳがＣＰＭ

ネットワーク図のアクティビティに変換するために含まれなければならない詳細レベルに

は滅多にならない(11)｣こともある。これらの記述は、ＷＢＳの構築がスケジュールの作成

から独立していることや、見積りのレベルがネットワーク図作成のためのアクティビティ

と一致していないことを示している。 

それでは、ＷＢＳの用途はステークホルダーからの要求事項やプロジェクトにおける管

理指標の影響を受けるのであろうか。別の言い方をすると、マネジメントやコントロール

の対象を特定することによって、ＷＢＳの用途や構造あるいは構成要素が条件付けられる

のであろうか。第２の研究課題は、｢ＷＢＳの用途は、プロジェクトにおけるマネジメント

の対象によって決まるのか｣ということである。 

 
１.２.３. ＷＢＳで定義するプロジェクトの特性 

第３の問題意識は、ＷＢＳで定義する要素は成果物のコンポーネントなのか、あるいは

それらを作製するプロセスなのか、ということである。この問題意識は、ＷＢＳを開発す

るための｢基準｣と呼べるものが存在するのだろうか、という疑問からきている。先述した

Turner と Lamers の議論においても、ＷＢＳを組織するにはＰＢＳを参照していることが

理解できた。このことは、“Product”がＷＢＳの構成要素に影響することを示唆している。 

プロジェクト･スケジュールの作成に関する Carlson(1989)の比較研究では、プロジェク

トの主要な作業領域を区分･選択するのにＷＢＳを用いていた。例えば、建設産業ではサブ･

ジョブ内の機能的なグループによってパッケージの作業を区分し、それらをスケジュール

化する傾向がある。それに対してエンジニアリング/製造業(防衛電子産業)では、ＷＢＳ内

の機能的なグループによってプロジェクトを分割する傾向があるという。こうした産業間

でのスケジュール作成の違いは、プロジェクトの特性ないし成果物の仕様に依拠するもの

と考えられる。すなわち、建設業では建造物の意匠や構造が変わろうとも、プロジェクト

に要する作業の内容と依存関係は大きく変化しない。ところが、製造業では最終製品の仕

様や特性によって、中間成果物(コンポーネント)とそれを作製する作業の内容およびプロ

セスが大きく変わってくる。このように、プロジェクト(成果物)の特性によってＷＢＳの

構成要素にも違いが出てくるのではないか。そこで、第３の研究課題は、｢ＷＢＳはその開

発過程において、プロジェクトの特性をどのように反映しているか｣を探索することである。 
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１.２.４. ＯＢＳとの関連性 

第４の問題意識は、ＯＢＳあるいは組織構造はＷＢＳの開発過程に関連するのか、とい

う疑問である。この疑問は、上掲した Turner と Cochrane の推論に基づいており、第１

の研究課題とも関係している。つまり、既存の組織構造ないしＯＢＳが成果物を完成させ

るプロセスやノウハウを具備しているので、ＷＢＳが開発できるというものである。これ

と同じように、Aptman(1986 a)は｢機能指向のＷＢＳは、職能制組織構造をベースに展開

されている。例えば、自動車に対する第一階層は、設計,エンジニアリング,研究,製造など

であろう。[……]効果的なＷＢＳは次のようになっている。[……]マネジメントの目的と

一致する組織のスタッフとラインメンバーの最新の計画されたブレークダウンを詳述する

(12)｣と述べている。もしそうであるならば、ＷＢＳとＯＢＳのそれぞれの編成過程におい

て、両者のあいだには何らかの依存関係を示すような証拠が存在するのだろうか。 

さらに Lamers の推論によると、ＯＢＳはワークパッケージを担当する要員を指名する

ために準備される。仮にそうだとすると、ＯＢＳの機構はＷＢＳの階層構造と合致してい

ることが望ましいのではないか。その理由は、各ワークパッケージを１人の人物ないし組

織単位に割り当て、彼らの所属する部門の責任者がその進捗報告を受け取れるようにして

おいた方が、ワークパッケージの実施に対して迅速かつ適確な指示や意思決定が行なえる

からである。それでは、｢ＷＢＳとＯＢＳのあいだには、その編成過程とコミュニケーショ

ンの観点からどのような特徴があるのだろうか｣。そして、それはどのように明示すること

ができるであろうか。これが、第４の研究課題である。 

 

１.２.５. 主たる研究目的と研究課題 

ここでもう一度、この論文の目的に立ち戻ることにする。この論文の目的は、(1)ＷＢ

Ｓを要求する背景およびその開発プロセスを解明する (2)ＷＢＳの用途を特定する条件を

明らかにする (3)プロジェクトの最終成果物を段階的に細分化する基準を提示するであっ

た。これらの研究目的と１.２.４.までの問題意識から、以降の章では下記の研究課題につ

いて取り組んでいく。 

研究目的１：ＷＢＳを要求する背景およびその開発プロセスを解明する。 

研究課題１：｢プロジェクトを完成させるための作業ないしプロセスは、ＯＢＳまたは

ＷＢＳのどちらにおいて既知であるのか｣に焦点をあて、ＯＢＳとＷＢＳ

の編成過程ならびにそれらの背景を記述する。 

 

研究目的２：ＷＢＳの用途を特定する条件を明らかにする。 

研究課題２：プロジェクトにおけるマネジメントの対象に注目して、ＷＢＳの用途を

限定しているものを推測する。 

研究課題４：ＯＢＳにおけるコミュニケーション･ツールとしてのＷＢＳの実用性につ

いて検証する。 
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研究目的３：プロジェクトの最終成果物を段階的に細分化する基準(The Principle of 
Decomposition)を提示する。 

研究課題３：｢プロジェクトの特性をどのように反映しているか｣に着目し、ＷＢＳの

構成要素を類別しているルールを探索する。 

 

以上の研究目的または研究課題に対して、この論文では既存研究の文献レビューと実証

研究(ケーススタディ)を通してこれらを解明することを試みる。言うまでもなく、この論

文の中核となるのは実証研究であるが、ＷＢＳに関する研究が充分になされているとはい

えない現状においては、この分野における既存研究のレビューにもそれなりの価値がある

と考えている。 

 
１.３. 本論文の構成 

この論文は６つの章によって構成されている。第１章[解題]は、本研究の目的および研

究課題を設定した。International Journal of Project Management 誌における Turner と

Cochrane および Lamers によるＷＢＳとＯＢＳの関連性についての議論を整理すると共

に、本研究の問題意識を明らかにしＷＢＳ開発のプロセスを探るうえでの視座を提示した。 

第２章[既存研究の検討]では、既存研究の貢献と課題を明らかにしながら、ＷＢＳと組

織構造との関連性についての議論を整理する。まず、国内および海外のＷＢＳ適用事例を

調査することにより、ＷＢＳを要求する背景およびその過程を概観する。次に、ＷＢＳの

用途をコスト･マネジメント,スケジュール･マネジメントおよび要員配置の観点から類別

し、それぞれの研究の動向を把握する。さらに、ＷＢＳの編成基準とその階層構造を定義

する構成要素およびプロジェクト遂行組織との関係性についての諸研究をレビューする。

最後は、ＯＢＳの形態に着目し、マトリックス組織おけるコミュニケーション(情報処理)

活動の研究蓄積に焦点をあてる。 

第３章[分析枠組みと調査方法]は、第２章の既存研究のレビューを踏まえて、ＷＢＳと

ＯＢＳの関連性を分析するための概念枠組みを提示する。そして、枠組みを構成する３つ

の概念(ＷＢＳ,プロジェクト,ＯＢＳ)とそれらを結び付ける関係について説明する。この

ほか、調査対象のプロファイルならびに調査方法を採択した理由について述べる。 

第４章[事例研究]においては、前章で示した分析枠組みに則して、日本下水道事業団に

おけるプロジェクトマネジメントの導入とその運用,ＷＢＳの開発ならびにＯＢＳの編成

について事例研究を行なう。 

第５章[分析と考察]では、第１章で提示した４つの研究課題に答えるかたちで、これま

での発見事実および分析結果を考察したうえで、本研究における仮説命題を導出する。さ

らに、プロジェクトの構成要素を定義し、それらを細分化するための基準についても言及

する。 
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第６章[結論と含意]では、以上の分析と考察を通じて得られた結論を述べる。そして、

結論から導き出される含意を示し、今後の研究課題に言及して本研究の結びとする。 

 

(1) ｢椿本､自動車向け強化､エンジンチェーン世界も視野‐内外各社の要望に即応｣､『日経産業新聞』､

２００３年５月２３日､１２頁。 

(2) ｢藤沢薬が部署新設､研究本部内の責任体制明確化｣､『日経産業新聞』､２００３年９月２４日､２３

頁。 

(3) ｢政府のソフト調達効率化、外部専門家登用を‐経産省研究会報告書案｣､『日本経済新聞 朝刊』､２

００１年１２月３１日､３頁。 

(4) ｢情報システム産業地殻変動(４)ＩＴ調達基準をつくれ‐ＣＩＯ設置､高知が先駆け｣､『日経産業新

聞』､２００３年１月１０日､４頁。 

(5) Turner, J. R. and Cochrane, R. A. (1993). “Goals-and-methods matrix: Coping with 

project with ill defined goals and/or methods of achieving them” International 
Journal of Project Management, Vol.11, No.2, pp.93-102. 

(6) Lamers(2002) p.326 
(7) Lamers(2002) p.326 
(8) Lamers(2002) p.328 
(9) Bachy and Hameri(1997) p.216 
(10) Matthews(1993) p.CSC.03.1 
(11) Nosbisch(2002) p.11 
(12) Aptman(1986a) p.25 
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第２章 既存研究の検討 

ＷＢＳ構築の意義や要素分解の基準についての研究は、プロジェクトマネジメントの知

識ないし実務慣行の中心的な研究テーマである。これまでに海外および国内で行なわれて

きたＷＢＳに関する研究は、研究者の関心領域によってその対象や研究テーマが異なって

おり、その成果もさまざまであった。 

本章においては、これらの既存研究の貢献と課題を明らかにしながら、ＷＢＳと組織構

造との関連性についての議論を整理する。加えて、本研究の調査過程を誘導し、統整する

ための作業仮説(Working Hypothesis)を提示することを目指している。そこで、次の４つ

の関心に基づいて既存研究のレビューを行なうことにする。第１に、国内および海外のＷ

ＢＳ適用事例を調査することにより、ＷＢＳを要求する背景およびその過程を明示する。

第２に、ＷＢＳの用途を類別する。第３は、プロジェクトの目的に関連する要素成果物を

識別し、それを段階的に詳細化する基準と方法について調査する。第４に、コミュニケー

ション･ツールとしてのＷＢＳの実用性と、母体組織の構造がＷＢＳ構築に及ぼす影響につ

いて把握する。 

以上の関心にしたがって、文献調査では次のような作業を行なった。先ず｢Project 

Management Journal｣誌、｢International Journal of Project Management｣誌ならびに

｢プロジェクトマネジメント学会誌｣を中心として、ＷＢＳについて記述のある文献を調査

した。その際にはＷＢＳに加えてマトリックス組織に関する文献調査も並行して行なった。 

調査対象とした｢Project Management Journal｣誌は、米･ペンシルヴェニア州に本拠を

構え、２００３年１０月の時点で世界１３５ヶ国に１１８,７５２人もの会員を擁するＰＭ

Ｉ (Project Management Institute) に よ っ て １ ９ ７ ０ 年 に 創 刊 さ れ た 。 他 方 、

｢International Journal of Project Management｣誌はスイスに拠点を置き、主にヨーロッ

パ,アフリカ,アジアを中心に２０,０００人超の会員から構成されるＩＰＭＡ(The 

International Project Management Association)が１９８３年に創刊している。これら２

つの協会は、その活動範囲が世界規模であるだけでなく、プロジェクトマネジメントに関

する最新の情報と研究成果を提供するという点で至高の専門機関である。それに対して｢プ

ロジェクトマネジメント学会誌｣は、ＳＰＭ(The Society of Project Management)が１９

９９年に創刊した、我が国で最初のプロジェクトマネジメントを専門に扱う学術雑誌であ

る。会員数は２００３年６月の時点で１,４３３名を有する。３誌ともにプロジェクトマネ

ジメントに関する様々な論題を扱っており、当該分野の中心的な学術誌である。 

次 に “OCLC First Search”, “ProQuest ABI/INFORM Global”, “Elsevier Science 

Direct”などのデータベース,電子ジャーナル検索エンジンを使い、タイトル,キーワードあ

るいはアブストラクトに“ＷＢＳ”あるいは“Work Breakdown Structure”の文字のあ

る資料を可能な限り調査した。該当する文献の中からソフトウェア製品などの商業広告や

ユーザー･レポートを除いたうえで、入手が可能な文献については国内の主要な大学図書館

な ら び に “University of Oregon Libraries Catalog”, “The British Library Public 
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Catalogue”からハードコピーもしくはＰＤＦファイルですべて手元に取り寄せた。さらに

検索した参考文献のリファレンスの中からも、本研究に関連する書誌を探した。一方、国

内におけるＷＢＳならびにマトリックス組織に関する文献は、国立国会図書館 蔵書検索

NDL-OPAC,国立情報学研究 NACSIS-Webcat 総合目録データベース,早稲田大学情報検

索システム WINE などのデータベース,サーチ･エンジンを使って検索したのち、該当誌の

参考文献からも資料を求めた。 

本論文における文献レビューは、次の５つの節によって構成されている。第１節では、

ＷＢＳがこれまでどのようなプロジェクトで必要とされ、利用されてきたかについて事例

研究を調査し、ＷＢＳの適用分野を把握する。第２節では、ＷＢＳの適用範囲すなわち機

能や役割について扱った文献を詳覧することで、ＷＢＳの用途を分析している。第３節は、

ＷＢＳ編成の手順と階層構造を定義する構成要素、あるいは属性に関する議論の整理を試

みる。第４節は、本論文の全体を貫くＷＢＳと組織構造との関連性における論議に注目し、

第５節では、プロジェクトを遂行する組織構造の視点からマトリックス組織内のコミュニ

ケーションに焦点をあててレビューしている。 

 

２.１. ＷＢＳの適用事例 

当初は、防衛システムならびに艦艇･航空機･車両などの軍事物資の開発･調達業務にお

いて使用されてきたＷＢＳではあったが、プロジェクトマネジメントの適用範囲が防衛産

業以外の分野へ拡大するにしたがい、当該分野のプロジェクトに適応するかたちで発展し

てきた。以下の節では、調査した文献を掲載年度毎に区分し、その運用の流れを見ていく

ことにする。 

  

２.１.１. １９８０年代におけるＷＢＳの適用事例 

１９８０年代は、電力,ガス,通信などのインフラ整備や製造現場におけるＷＢＳの使用

が目立ち、以下のような事例が調査･報告されていた。Silvestrini(1979)によると、米･マ

サチューセッツ州･ボストンにある Stone & Webster Engineering 社では、プロジェクト

マネジャーが加圧水型原子炉や火力発電所の建設プロジェクトの作業を管理するための統

合管理システムが存在し、そこに組み込まれたエンジニアリングＷＢＳが、マンアワー(人

時)の見積りと集計に利用されたという。 

Howes(1982)は、プロジェクトマネジメントシステム(Brown and Root Integrated 

Control System)の開発事例を紹介すると共に、そこで使用されたＷＢＳについて概説し

ていた。Cressman(1983)は、採掘パイロットプラントの原価計算･配賦システムにおける

ＷＢＳの役割について詳述していた。そこでのＷＢＳの適用は、プロジェクトで発生する

コストを製造プロセス毎に区分して、収集することであった。Johnson(1985)は、複数の

プロジェクトを同時に管理することができる Battelle 社のプログラム･コントロール･シス

テムの開発においてＷＢＳが作成されることを紹介していた。 
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米環境保護局のある研究所では、環境管理技術の研究開発を行なっている研究所のため

に出来高(Budgeted Cost for Work Performed)の概念を用いたプロジェクトマネジメント

システムを１９７７年から開発･使用していた。Oldman, Ripberger, Cook(1986)等は、こ

のシステムに内蔵されたＷＢＳが、請負業者の作業の進捗状況を測定するために利用され

ていたと報告した。 

Cochran と Galloway(1987)は、公共事業など長期にわたるプロジェクトを支援するこ

とができる“5-year living schedule”について概説した。Cochran と Galloway が例示した

スケジュールは、米･スリーマイル島の原子力発電所改修プロジェクトであった。そこでは

ＷＢＳの概念が適用され、プロジェクトのスケジュールが５階層で描かれていた。 

Glatt(1987)の報告によると、国防契約監査局(Defense Contract Audit Agency)が、主

要な防衛機器メーカー約３００社に送付した書簡には、各社が所有するＭＲＰⅡシステム

(Manufacturing Resource Planning System)で見つかった欠陥について概説したリスト

が同封されていた。それに応じるかたちで、Western Data System 社の社員は、国防契約

監査局が求める契約指向のＭＲＰⅡシステムに必要な条件を記した報告書を作成した。報

告書には、棚卸方法が異なる企業間での費用計上で生じる問題に対して、個別の在庫記録

を確認できるようにシステムを設計するとともに、詳細な予算および実コスト情報を管理

するＷＢＳと、システムを統合する必要性について記されていた。同書はまた、契約によ

って請負業者が入札し、実コストを見積り、修正できるように、実際の契約ＭＲＰⅡシス

テムのＷＢＳは製造と財務のプログラムに統合すべきであると進言していた。 

Naughton(1987)によると、キャッシュフローの問題で１９８５年に経営危機に陥った

アイルランドの Dublin Gas 社を再建すべく、Irish Gas Board からプロジェクトチームが

送り込まれた。チームのメンバーであったコストエンジニアは、経営陣との話し合いを通

じて徐々にＷＢＳを展開したという。コストエンジニアはプロジェクトの作業スコープを

設定し、それを基本に計画を立て、予算を編成しようとしていた。 

米国防総省は、既存のコミュニケーションならびに(1)生産性 (2)品質 (3)ロジスティ

クス･サポートの適時性を改善するためにＣＡＬＳプログラムを設立した。Sobczak(1987)

は、Simplimatrix と呼ばれるＣＡＬＳの各レベルからの情報を構造化する３次元構造のデ

ータベースについて解説していた。例示された Simplimatrix の断面図には、Air Force 

Logistics Command における１１のプログラムが紹介され、それらがマトリックス状のＷ

ＢＳに類別されていた。 

Adamczyk(1989)は、米･オハイオ州･アクロンにある Ohio Edison 社の総計１,６００万

ドルの変電所更新プロジェクトにおいて、プロジェクトの関係者が作業範囲(Scope of the 

Work)を理解するために、地域あるいは変電所レベルでＷＢＳを開発したと述べている。 

Caravella(1989)は、ある情報システム(ＩＳ)担当役員による情報管理サポート･システ

ム設置に関するケーススタディを詳述していた。その実行アプローチとは、次の４つのス

テップ (1)ＩＳを組織の目標と緊密に提携させる (2)ＩＳ部の仕事を体系的に評価する 
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(3)ＩＳ経営支援システムを改善するための優先事項を設定する (4)それぞれの活動に対

して重要なマネジメント指標を定義する であった。そのうちＷＢＳは、(2)と(3)のステッ

プで用いられた。Caravella は、ＷＢＳによって経営支援システムを適切な問題に集中さ

せることで、経営陣はＷＢＳで示された活動だけに取り組むべきであることを認識できた

という。 

Fleetham(1989)は、米･ミシガン州･ウェインにあるフォード社の Wayne Integral 

Stamping and Assembly Plant で、新車種製造に伴なうプレス車体工場建設におけるプロ

ジェクトマネジメントの導入事例を報告した。同社のプロジェクトマネジメントの導入は、

１９８８年の４月に開始された。(1)スコープの設定 (2)ＷＢＳの確認 (3)チーム編成(調

整) (4)論理ネットワークの構築 (5)コンピューター管理されたＰＭ管理オフィスの設置 

などが導入のための主要なアプローチであった。Fleetham はこうした一連の業務が、コ

ンサルタント会社を通じて速やかに実施されたと述べている。 

Horan と McNichols(1990)は、アメリカ電気通信業界のプロジェクトマネジメント導入

を概観したあと、カリフォルニア州立大学 ローレンス･リヴァーモア国立研究所における

ＩＳＤＮ敷設プロジェクトに関する調査報告を行なった。Horan と McNichols によると、

ＡＴ＆Ｔ社がアーンドバリューを適用し、５００を越えるＷＢＳ要素に基づいてプロジェ

クト計画を策定したことが記されていた。Moore(1990)は、エンジニアリング調査を準備

するプロジェクトでＷＢＳを利用した事例を調査すると共に、コストデータの収集にＷＢ

Ｓを適用することの有用性について説いていた。事例では、９１個のアクティビティに対

してサポート要員の時間を正確に割り当てる際に、ＷＢＳが効果的に使用されたという。 

Speed(1990)は、製紙工場での抄紙機の入れ替えプロジェクトにおいて、ＷＢＳがコス

ト管理とスケジュール作成に用いられたと述べている。プロジェクトでは、ＷＢＳ,コス

ト報告予算,操業停止前と停止時のスケジュールならびに作業指示票が用意されたのち、

その進捗状況が定期的に捕捉されたという。抄紙機入れ替えのためのスコープは非常に複

雑であるうえ、製図面や仕様書に付随する作業の精緻な記述や、詳細なコスト見積りを含

んでいなければならない。このため設計エンジニアや請負業者は、コスト管理やスケジュ

ール作成のために共通のＷＢＳを使用した。 

 

２.１.２. １９９０年代におけるＷＢＳの適用事例 

１９９０年代に入ると、プロジェクトマネジメントに対する理解も深まり、プロジェク

トを実施する組織の間でさまざまな要求事項が生まれてきた。それと同時に、スコープ定

義やコスト見積り,スケジュール作成など、従来までは計画フェーズでの利用に主眼が置か

れていたＷＢＳも、ステークホルダーへのアカウンタビリティが重視されるようになると、

プロジェクトの実施フェーズでの利用が増えるようになってきた。 

Reith と Kandt(1991)によると、Johnson Control 社の自動車システムグループで使用

しているＷＢＳは、一般的な製品開発計画に必要なすべての業務を網羅しており、(1)ライ
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フサイクルフェーズ (2)作業/ﾀｲﾐﾝｸﾞ/責任者 (3)同時(Simultaneous)エンジニアリング

会議 を含み、３００以上の作業を定義していた。Reith と Kandt は、こうした手法のそ

れぞれが製品開発における経験豊かな従業員のナレッジの蓄積であり、これらの実行で重

要なのは、それを支援する環境,全社規模の教育および経営者のレビューならびに彼らの期

待を記した声明文であったと述べていた。 

Setzer(1993)ならびに Rubin(1995)は、政府関係者が有害廃棄物の清掃コストを見積る

ための積算基準を作成したことを取材し、そのなかでＷＢＳが準備されていたと報告した。

有害廃棄物を清掃する業者の多くは、一般的に人件費や資材費および処理技術に対する固

定費を定量化することには卓越しているが、充分に整備されていない現場や法律上の責任

に対処するには問題を抱えていた。こうした状況に対して政府の当局者は、組合,環境保護

局,陸軍工兵部隊,エネルギー省,国防総省からコスト･エンジニアリングの専門家を召集し、

コスト積算委員会(Interagency Cost Estimating Group)を組織した。委員会は清掃コス

ト積算のための標準規格を検討し、その過程の中で共通のＷＢＳを開発した。彼らが提案

したＷＢＳは、リスク分析やコンティンジェンシーに推奨される手順を含み、勘定科目の

費用を取り出すための基準を備えていた。関係者によると、標準化プログラムは１９９２

年４月に、米･ネブラスカ州･オマハにあるミズーリ河川部局のエンジニア組合が運営する

総ての清掃プロジェクトに対して義務化されたという。 

Thompson と O’Bryant(1993)は、Virginia Power がノース･アナ第一区の加水型原子炉

の蒸気発生装置(ＳＧＲ)交換プロジェクトの競争入札においてＷＢＳを使用した事例を紹

介した。そこでのＷＢＳの主要な機能は、蒸気発生装置内のチューブ束の劣化によって装

置を取り替えるあいだ、改修が必要なすべてのプラントシステムの概要を示すことで、交

換スコープの理解を促進することであった。Thompson と O’Bryant が例示したＷＢＳは、

ベクテル電力会社によって開発され、幾つかのＳＧＲプロジェクトにおいてコスト･コント

ロールや最終コスト報告で成功裏に使用されたという。オーナー(発注者)にとってＷＢＳ

は、(1)標準化された入札形式で入札分析を簡単にする (2)資金繰りを助ける (3)事前のコ

スト管理を促進する などの利点があり、契約者(受注業者)の視点からは(A)ＳＧＲのスコ

ープを確認する (B)積算の準備をする (C)事前にプロジェクト･コストの計画とコントロ

ールをするのに不可欠であったという。 

Hauser(1994)は、米･ワシントン州･シアトルでの地下鉄整備プロジェクト(Regional 

Transit Project)において、ＷＢＳが成功裏に開発され、実用されたことを報告していた。

プロジェクトでは、ＷＢＳがプロジェクトのタイプ,路線,建設エリア,実施フェーズ,作業

項目ごとに独自の識別番号で定義され、作業項目の作表･識別のための階層構造を提供して

いた。 

Cleveland(1995)は、米･アラスカ州･プルドーベイで行なわれた建設プロジェクトでの

自身の経験に基づき、遠隔地における建設プロジェクトのコスト積算方法について解説し

た。Cleveland は、ＷＢＳをプロジェクト･コストの見積りを作成するために使用した。 
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その目的は、(1)クリティカルコスト要因の識別 (2)作業遂行計画とスケジュールの作成 

(3)ロジスティクス計画の作成 であった。Cleveland によると、ＷＢＳの開発は作業遂行

計画を作成し、積算基準を準備するのに極めて重要であったという。ＷＢＳは入札書類(作

業,契約,図面,仕様書の範囲)のレビューの後に作成された。Cleveland が例示したＷＢＳ

の最上位は、採掘調査/現場支援から成り、５つのカテゴリー(動員,現場保守･支援,キャン

プ施設,建設,解散)に分類されていた。これらは、さらに細分化された２８のワークパッケ

ージから構成されていた。 

Inwood(1995)は、あるアプリケーション･プログラムの交換プロジェクトの失敗事例を

紹介した。失敗の要因としては、人事管理やリスク評価の拙さのほかに、当て推量による

作業量の見積りなどが挙げられていた。Inwood はこうした失敗を回避するには、幾つか

の質問と簡単な計算を伴なうチェックリストで支えられたＷＢＳが必要であったという。 

Luby, Peel, Swahl(1995)等は、米海軍工廠団体によるビジネス･プロセスと組織の再設

計の結果、コンポーネント･ベースのＷＢＳ(ＣＢＷＢＳ)が開発された経緯を概説していた。

彼らによると、ＣＢＷＢＳは船舶のハードウェア･コンポーネントと合理的な作業フェーズ

に基づいているため、作業計画の論理的な体系化や再編成のための柔軟性を備えていると

同時に、各コンポーネントに対する継続的なアカウンタビリティを可能にしているという。

ＣＢＷＢＳは９３年にチャールストン海軍工廠において、６千１百万ドルの原子力潜水艦

近代化プロジェクトとして実行された。そのプロジェクトは予定通りに完了し、これまで

に同様のプロジェクトで達成されたコスト効率を２０％も下回ったという。 

Ayas(1996)は、航空機メーカーのフィールド･リサーチを通じて、プロジェクトマネジ

メントにおける組織学習について論じていた。Ayas が例示したＷＢＳ構造は、プロジェク

ト内の調整ニーズを最小限にするためにＰＮＳ(Project Network Structure)の階層と連

動しており、さらにコスト管理のためにＣＢＳ(Cost Breakdown Structure)と結び付いて

いた。そのため、通常のＷＢＳよりも階層数が少ないのが特徴であった。その理由は、組

織内の情報移転を促進するためであり、個人間の接触の機会を増やすことを意図していた

からである。したがって、ＷＢＳによるプロジェクトの細分化も、垂直というよりむしろ

水平に展開されていた。 

操業中のプラント内での建設は、通常の建設プロジェクトとはまったく異なる状況下で

遂行しなければならない。Derkach(1996)によると、操業中のプラント内における建設プ

ロジェクトにおいては、スケジュール指向のＷＢＳが使用され、ワークパッケージは、設

計,調達,建設図面ならびに作業フェーズに合わせて分割しなければならないという。事例

として挙げられたプロジェクトは、新しい試掘坑のためにコントロール･ルームを移転させ

るというものであった。その中で Derkach は、初期設計,計画,シャットダウンのワークパ

ッケージについて詳説していた。 

Jani(1996)は、カナダ･オンタリオに拠点をおく Hatch Associates 社で使用している見

積りの技法と方法論について解説していた。Jani は、ＷＢＳを｢プロジェクトの最終目標
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を達成するためのすべての仕事を図示した、地理的/作業エリアまたはタスクの階層である

(1)｣と定義した。但し、Jani が紹介したＷＢＳは、コーディング･システムとしての性質だ

けが強調されていた。このコーディング･システムは、５つの文字(Characters)を用いて、

プラントやプロジェクトの物理的な分解を明らかにしていた。その対象となるのは、作業

図書のスコープ,ＥＰＣＭ(エンジニアリング,調達,建設マネジメント)の作業時間管理,製

図面ナンバー,備品/装置ナンバー,見積り,コストマネジメント,タイムマネジメント,調達

および発注であった。こうしたＷＢＳコードは、エンジニア達が自分の部署の作業を見積

るツールとして利用していた。 

Bachy と Hameri(1997)は、大型素粒子ビーム衝突器(Large Hadron Collider)開発プロ

ジェクトにおけるＷＢＳについて論じていた。Bachy と Hameri によると、ＷＢＳはプロ

ジェクトの責任単位と進行計画を定義することを主要な目的とし、ＰＢＳ(Product 

Breakdown Structure)とＡＢＳ(Assembly Breakdown Structure)を参照して構築する

という。 

Fleming と Koppelman(1997)によると、｢ＷＢＳは、作業量を特定し、作業スコープ、

スケジュールおよび承認されたコストを統合する最良の媒体である(2)｣という。人工衛星通

信プロジェクト(IRIDIUM Project)の定義プロセスでは、ＷＢＳで定義した作業を内製か

外部調達か(Make or Buy)を分析した。ＷＢＳ要素の最小単位はコスト会計計画(Cost 

Account Plan)と称し、作業範囲記述書,スケジュールおよび予算が含まれていた。これら

は、ある一定の時間的枠組みの中で論理的に配列し、定義した作業が完了するまでコント

ロールされ、その進捗状況が測定されていた。 

Kiewel(1998)は、ソフトウェアの開発において、既製品を変更した記録としてＷＢＳを

使用していた。ひとたびＷＢＳが完成すると、開発者達は自分の専門領域での変更のため

にワークパッケージを作り出す。ワークパッケージは仕事の範囲を設定し、完成までのス

ケジュールや完成基準,プロジェクトマネジャーに進捗状況を報告する方法などを明確に

していたという。 

Leung, Chuah, Tummala(1998)等は、香港の超高圧送電線建設プロジェクトのために開

発されたリスク識別ナレッジ･ベースシステム(Risk Identification knowledge-Based 

System)について詳説していた。彼らによると、このシステムに組み込まれたＷＢＳとナ

レッジ･ベースのエキスパートシステムによって、リスク効果(Risk Effect)と関係するワ

ークパッケージが識別できたという。 

Grove, Hallowell, Smith(1999)等は、国際プロジェクトにおけるクロス･ボーダー/クロ

ス･カルチャー的なリスクを回避･軽減するための項目を網羅した“Parallel WBS”を提示

した。Parallel WBS には、国際プロジェクトを管理するためのリスクマネジメント･チー

ムの設置から、規制や商習慣、民族性や価値観、組織学習などに対する調査･検討内容が９

つのＷＢＳ要素で定義され、各項目には予算,担当職員,完了日(Delivery Dates)が明記さ

れていた。しかしながらこのＷＢＳは、個別作業の手続きと調査項目を同じ階層内に併記
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するなど、構成要素の属性を考慮しておらず、むしろ作業明細項目としての性格が強いと

いえる。 

１９９０年代の後半になると、日本でもＷＢＳの適用事例が報告されるようになってき

た。関屋(1999a･b)は、静岡県湖西市にあるユニクラフトナグラ㈱において、製造ライン

の改善にＷＢＳを適用した事例を紹介していた。同社では、社長とプロジェクトマネジャ

ーが関連部門からプロジェクトメンバーを選抜し、ＷＢＳごとの課題を割り付けて、それ

を解決したという。関屋は｢『重点的に解決すべき経営課題をプロジェクト化し、ＷＢＳと

して分解する』『中小企業の限りある人財にプロジェクトメンバーとしてテーマを与え、解

決することによって、組織を超えたプラスアルファの効果を出す』(3)｣ことにより、全部門

が組織の壁を乗り越えて協力する体制ができたという。 

ＷＢＳを製品開発や工程管理の改善に適用した事例には、このほかにも小野(1998)や大

沢(1999)の報告がある。小野は、愛知県刈谷市にある㈱ＣＮＫにおいて、転造盤のリード

タイム短縮に関する改善活動でＷＢＳを使用した事例を報告していた。小野と同様に大沢

もまた、オーエスジー㈱新城工場が｢超硬工具１０万本生産体制の構築｣を戦略的課題とし

て掲げ、それを基に(1)リードタイム短縮 (2)新製品開発 (3)人材育成 の３つのプロジェ

クトを立ち上げた例を紹介していた。それぞれのプロジェクトでは戦略遂行上の課題を抽

出し、それらをＷＢＳとしてリストアップしたという。しかしながら、関屋,小野ならびに

大沢が例示したＷＢＳの記録はどれも手書きであったことから、それらの再利用は乏しく、

むしろ改善項目を人的資源に割り当てるためのツールである性向が強かったと考えられる。 

畑田(1999)によると、日本下水道事業団のＷＢＳは｢『どのような成果』を得るために

『何の作業をするか』を体系的に整理したコードのことである(4)｣。プロジェクトで遂行す

る作業を、このコードで表現することによって、｢電子情報として蓄積,共有,再利用,集計

あるいは分析などが可能となる(5)｣という。松井(1999)もまた｢ＷＢＳはプロジェクトの３

大要素である品質,コスト,工期を管理する単位に利用する(6)｣と述べていた。松井は、日本

下水道事業団ではプロジェクトを遂行するうえで必要となる作業と、その作業の対象とな

る施設を細分化した２つのＷＢＳを組み合せて利用している。このＷＢＳはプロジェクト

マネジメントシステムに組み込まれており、その階層ごとにプロジェクトの管理レベルを

明確に表示できるので、各自の役割に応じた効率的な業務遂行が可能になると述べていた。 

勝田(2000)は、情報システム開発プロジェクトの計画立案と実行段階におけるＷＢＳの

活用方法について詳述していた。勝田によると、日本ユニシス㈱の情報システム開発手法

であるＴＥＡＭmethod では、立案したプロジェクト計画のコントロール方式の完備と有

効性を評価するために、ＷＢＳが重要なレビュー対象となる。実行段階では、ＷＢＳ毎に

作業の出来高を測定し、ベースラインと対比することによってプロジェクトの進捗状況を

把握したという。 
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２.１.３. ２０００年以降のＷＢＳ適用事例 

この時期の文献レビューからは、１９９０年代の適用事例と比べても、ＷＢＳの使用目

的および用途に大きな相違は見られなかった。このことは、ＷＢＳの実用が標準化しつつ

あることを窺わせる。加えて、アメリカ以外の国々からもＷＢＳ利用の報告が目立つよう

になってきた。 

Albright(2001)は、携帯端末に住宅建設に関する積算データを記録し、積算担当者が建

設現場からプロジェクト･ガイドラインや部材リスト,ＷＢＳコードのような詳細見積りに

アクセスすることによって、建築工事のスケジュール作成と資材調達のコストと時間を最

小限にできたという。Baram と Barken(2001)は、カナダに本拠地をおく SNC-Lavalin

社のＰＭ＋Ｗシステムが、ＷＢＳ,実施戦略(Project Commitment Structure)およびＯＢ

Ｓから、資本コスト見積り,プロジェクト･スケジュール作成,文書管理,エンジニアリング

内容のリストアップ,調達パッケージ作成,コスト･コントロール予算を設定できると述べ

ていた。 

Bergeron(2001)の報告によると、米･ルイジアナ州の公共事業(ハイウェイ開発プロジェ

クト)では、システム維持,交通安全,許容量/新施設,運営/サービスの視点からプロジェク

トの優先順位と予算配分を定め、ＷＢＳを用いてプロジェクトの所要時間,リソース,担当

責任者を管理していた。同州のプロジェクト開発課長である Boagni のコメントでは、Ｗ

ＢＳはアクティビティを明確に定義することで、クリティカルパスを識別するだけでなく、

それを担当する課の活動を調整することにも役立っていたという。 

高速増殖炉サイクル関連の研究開発活動を行なっている大洗工学センターでは、１９９

３年度より｢研究開発要領｣を自主的に定めて、原子力の研究開発業務の Quality 

Assurance (品質保証)活動を行なっていた。鈴木と石川(2001)によると、同センターでは

ＷＢＳを使って、高速増殖炉の実用化のための研究課題を細分化･体系化した。このＷＢＳ

は、各研究課題の位置付けと相互関係を明示するだけでなく、実施計画書を記載すること

で、計画策定段階や実施期間における四半期ごとの評価について検討できるように工夫さ

れていた。さらに年度ごとの目標管理制度(計画･実施･評価･是正の経営管理サイクル)や、

予算策定および成果評価の時期と連動させることによって、研究開発業務の品質保証活動

の制度化に成功したという。 

Dominguez-Larrea と Popescu(2002)は、メキシコ社会保障研究所(Mexican Social 

Security Institute)が病院の設計管理を行なうためのＷＢＳを作成するとともに、ベッド

数８０床の病院のためにアクティビティ･ネットワークを構築し、人的資源(専門家)の配分

計画を作成したと報告している。 

環境修復(Environmental Restoration)プロジェクトのためのコスト管理の必要性を認

識して、米環境保護局の薦めに応じるかたちで、放射性廃棄物に対するコスト積算委員会

(Interagency Cost Estimating Group)が１９８９年に発足した。Gutierrez(2002)は、コ

スト積算委員会が、ＨＴＲＷ-ＲＡ-ＷＢＳ(Hazardous, Toxic, and Radiological Waste 
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Remedial Action Work Breakdown Structure)と、清掃プロジェクトのコストを収集する

ためにコスト履歴分析システム(Historical Cost Analysis System)を開発したことを報告

した。ＨＴＲＷ-ＲＡ-ＷＢＳは、環境修復プロジェクトで使用する作業タスクの階層的な

分類であり、論理的な方法で組織化されたコード体系であった。このＷＢＳは、コストエ

ンジニアやプロジェクトマネジャー,積算担当者達が、プロジェクト･コストを見積り、実

コストを追跡･収集し、修復作業のチェックリストや請負業者の提案の合理性を確認するた

めに利用されていた。 

Murai(2003)は、ＷＢＳで定義したワークパッケージの抜け洩れを識別する方法につい

て解説した。ここでいうワークパッケージとは、プロジェクトの遂行に必要な作業と責任

の範囲を設定し、スケジュールで管理され、完成時の基準を備えたアクティビティのこと

である。Murai は早稲田大学における産学協同研究会の報告書作成で、プロジェクト･ネ

ットワーク技法をＷＢＳの作成過程に適用した事例を紹介し、そのなかでワークパッケー

ジをプロジェクト･ネットワーク上で同時展開することを提案した。 

 

２.１.４. ＷＢＳ適用事例に関する既存研究の貢献と課題 

以上は、行政機関や民間の事業組織におけるＷＢＳの開発とその利用について見てきた。

その結果、ＷＢＳは建設(改修工事を含む),環境保全,通信/公共交通事業,インフラ整備,

製品開発,経営/業務革新,製造工程変更,研究開発,衛星通信,情報システム/ソフトウェア

開発,改善活動などのプロジェクトにおいて利用されていることが明らかになった。 

調査した４５の適用事例のうち、プロジェクトを立ち上げる際に、新たにＷＢＳを開発･

導入したケースは２８例であった(Howes, 1982; Cochran and Galloway, 1987; Naughton, 

1987; Adamczyk, 1989; Caravella, 1989; Fleetham, 1989; Horan and McNichols, 1990; 

Moore, 1990; Speed, 1990; Reith and Kandt, 1991; Setzer, 1993; Hauser, 1994; Luby Peel 

and Swahl, 1995; Rubin, 1995; Bachy and Hameri, 1997; Fleming and Koppelman, 1997; 

Kiewel, 1998; 小野, 1998; Grove, Hallowell and Smith, 1999; 畑田, 1999; 松井, 1999; 大

沢 , 1999; 関屋 , 1999a･b; Bergeron, 2001; 鈴木･石川 , 2001; Dominguez-Larrea and 

Popescu, 2002; Murai, 2003)。 

これに対して既存のＷＢＳを繰り返し使用したケースは１４例あり(Silvestrini, 1979; 

Cressman, 1983; Johnson, 1985; Oldham, Ripberger, and Cook, 1986; Glatt, 1987; 

Sobczak, 1987; Thompson and O Bryant, 1993; Ayas, 1996; Jani, 1996; Leung, Chuah, 

and Tummala, 1998; 勝田, 2000; Albright, 2001; Baram and Barken, 2001; Gutierrez, 

2002)、文脈からその判断が付かない事例は３件であった(Cleveland, 1995; Inwood, 1995; 

Derkach, 1996)。ところがＷＢＳを要求する背景としては、過去に実施したことのないプ

ロジェクトの作業範囲を識別するよりも、むしろコストやスケジュール,リソース使用の視

点からプロジェクトの進捗状況を測定し、そのパフォーマンスをコントロールする単位を

区分けるためにＷＢＳを適用した事例が大半を占めていた。これらの事例から推察される
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のは、プロジェクトで創出する製品またはサービスの特性,顧客や市場からの要求事項なら

びに制約条件などが、プロジェクトの概念設計の段階で明確に定義されていたということ

である。しかしながら、プロジェクトの最終目的を達成する方法ないしプロセスが既知か

どうかによってＷＢＳの用途が特定される、という論理は明らかにされていない。 

 

２.２. ＷＢＳの用途 

プロジェクトマネジメントでは、当該プロジェクトにおけるステークホルダーからの要

求事項のバランスを適当に保つことが求められる。ここでいう要求事項とは、具体的には

スコープ,スケジュール,コスト,品質,リスクを指している。これらの要求事項を競合させ

ることなく適切に処理するためには、プロジェクトの最終成果物を、より小さな、マネジ

メントしやすい構成要素にまで細分化しなければならない。本節では、ＷＢＳの使用目的

に焦点を当ててレビューを行なう。 

 

２.２.１. コスト･マネジメント 

コスト･マネジメントとは、事業主体から承認された予算の範囲内でプロジェクトのア

クティビティを完遂するのに必要なリソースのコストを、プロジェクト･ライフサイクルを

通じて管理することである。ここでは、(1)コスト見積り (2)コスト予算化 (3)コスト･コ

ントロール の観点から、ＷＢＳの果たす役割を見ていくことにする。 

 

〔１〕コスト見積り 

PMBOK Guide によると、ＷＢＳによるコスト見積りとは｢プロジェクトのアクティビ

ティを完了するのに必要なリソースの概算[積算]コストを作成すること(7)｣である。コスト

見積りは、リソース･プランニング(資源計画)プロセスとも密接な関わりをもち、どのよう

な物的資源(要員,資材,設備機器など)がどれだけ(数量)必要で、それらの実勢価格を知っ

ておく必要がある。またアクティビティの実行に際して、母体組織からの支援や資金調達

コスト(利息)が含まれる場合には、一般管理費やアクティビティの所要期間を考慮しなけ

ればならない。 

ＷＢＳの最下位レベルであるワークパッケージと、コスト見積りの結びつきに言及した

文献には、次のようなものがある。Howes(1982)は、ＷＢＳの最下位レベルにおける作業

スコープを測定可能な単位で数量化し、その遂行に必要なマンアワーとコストを見積ると

いう。Lanford と McCann(1985)が例示したワークパッケージでは、作業(Performance)

および必要とされる時間とコストの見積りと計画を立てることができるという。 

McNeil と Hartley(1986)もまた、プロジェクトのスケジュールとコストの両方を計画し、

管理するためにワークパッケージを用いたという。Cochran と Galloway(1987)によるＷ

ＢＳは、第２階層がワークパッケージであったが、コスト見積りとネットワーク･スケジュ

ールを作成していた。Raz と Globerson(1998)によると、ワークパッケージは総コスト見
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積りの精度向上に寄与できるところまで細分化するという。Chakravartty(1992)が例示し

たＷＢＳのワークパッケージは、マトリックス表を用いて自社で担当する作業と請負業者

に外注する作業を分離し、個々の作業コストを見積るというものであった。 

ソフトウェア開発プロジェクトは要求仕様の定義が難しいだけでなく、プロジェクトを

開始した後でも、仕様変更などによるスコープの変更が頻繁に起こる。こうした問題に対

処するために、初田,原田,大野(2002)等はプロジェクトの詳細見積をボトムアップ見積り

で行ない、ＷＢＳを適用することを勧めていた。しかしながらファンクションポイント法

やＳＬＯＣ(Software Lines of Code)などのソフトウェア自体の規模を見積る手法と、Ｗ

ＢＳとの関連については明確にしていなかった。 

Smith と Mandakovic(1985)は、原価計算,プロジェクトマネジメント,経営(管理)科学,

コストエンジニアリングの分野から主要な文献をレビューした後、プロジェクトの見積り

においてはＷＢＳの階層数に注意を払う必要があることを提言した。それによると見積り

の詳細度合いはＷＢＳの階層数によって定義され、ＷＢＳをアクティビティにまで細分す

ることで、より精緻で正確な見積りが実現できるだけでなく、集計作業でのエラーも発見

しやすくなるという。 

Zelkowitz(1988)のケーススタディによると、NASA Goddard Space Flight Center にあ

るＳＥＬ(The Software Engineering Laboratory)は、ＮＡＳＡに納入されるソフトウェ

ア製品とソフトウェア構築のためのプロセスの両方を改善するために、ソフトウェア･コス

ト,生産性,信頼性,モジュール性および他の要素についてのデータを収集し分析していた。

ＳＥＬによる調査の結果、ＷＢＳはシステムを小さなピース(要素)に分けて、それぞれの

ピースを合計して見積るために用いられていたという。 

Adamczyk(1989)は 、 地 域あ る い は変 電 所 レベ ル で 組み 立 て たＷ Ｂ Ｓ をＯ Ｒ Ｓ

(Organization Reporting Structure)と交錯することにより、各職能部門を通じて当該作

業に費やしたコスト集計が可能になると述べていた。Speed(1990)によるケーススタディ

では、抄紙機入れ替えのためのＷＢＳは、詳細なコスト見積りを含んでいなければならな

かった。 

Craighead(1991)によると、ＷＢＳの構築は製造費を測定し、製品を市場に投入するの

に必要なタスクの依存関係を詳述する。これにより、製品設計,プロセス設計,品質,生産お

よびマーケティング計画の相乗的な結合(Synergistic Combining)が達成できるという。

Setzer(1993)ならびに Rubin(1995)は、コスト積算委員会が有害廃棄物の清掃コストを見

積るための標準規格を検討し、その過程の中で共通のＷＢＳを開発したと報告していた。

また Cleveland(1995)は、遠隔地での建設プロジェクトにおけるクリティカル･コスト要因

を識別するために、ＷＢＳをプロジェクト･コストの見積りに利用することを強調していた。 

羽藤(1998)は、ＷＢＳを利用した情報システムの原価見積りについてコスト･エレメン

ト間の相関を取り扱えるモデルを提唱した。羽藤によると、伝統的な原価見積りのモデル

は実務への適用を優先するために過度の単純化がみられ、そのすべてをベータ分布で定義
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していたという。しかしながら、羽藤のモデルはＰＥＲＴのために開発されたモデルをベ

ースにしており、ここでいうコストエレメントがＷＢＳのワークパッケージに相当するか

どうかは明らかにしていなかった。 

Baram(2001)は、SNC-Lavalin 社のＰＭ＋Ｗシステムが、ＷＢＳ,実施戦略,ＯＢＳから

資本コスト見積り,コスト･コントロール予算を設定できると述べていた。Gutierrez(2002)

は、行政機関と民間の請負企業が放射性廃棄物に関するＷＢＳを適用したことにより、環

境修復プロジェクトを組織化し、コスト見積りが成功裏に行なわれたと報告していた。 

 

〔２〕コスト予算化 

コスト予算化とは、プロジェクトの進捗状況を測定するためのコスト･ベースライン

(Cost Baseline)を設定するために、コスト見積り全額を個々のプロジェクト構成要素に割

り付けることである。Knutson と Scotto(1978)は、日常業務の効率化を図るためにＷＢＳ

に類似した｢カスケード分析(Cascading Analysis)｣を提示した。しかしながら、この分析

手法の適用範囲については明らかにしていなかった。 

Cressman(1983)の採掘プラントにおけるケーススタディでは、原価計算･配賦システム

が製造プロセス毎にＷＢＳのコンポーネントを用意し、それぞれのＷＢＳには原材料費と

人件費が配賦できるように会計ナンバーを付与した。Cressman が例示した会計コードは、

プロジェクトを識別するための３桁の数字と、経費を表わす５桁の数字から構成されてい

た(例：Ｘ００１‐１３１０１)。ＷＢＳのコンポーネントは、プロジェクトの経費を示す

５桁の数字と一致しており、それぞれが各プロセスの原材料費と人件費に区分されていた。

ＷＢＳ毎に区分された経費は、会社の経理システム･給与システムを通じて集計され、その

相当額がプロジェクト単位で請求･配賦されていたという。 

Bitner(1985)は、プロジェクトの予算編成のためにＷＢＳを早期に作成し、その構造を

予算管理項目とコストデータの収集方法に対応させる必要性を強調した。Oldman, 

Ripberger, Cook(1986)らのケーススタディでは、環境管理技術の研究開発業務を請負う業

者が、拡張ＷＢＳ(Extended Work Breakdown Structure)を使って、タスク,サブタスク,

ワークパッケージの順にプロジェクトを細分化し、それぞれのＷＢＳ要素に契約で定めた

予算と所要時間を配分した。 

Lackman(1987)によると、プロジェクトの計画時における予算管理は、ＷＢＳ細分化の

最小単位を基準としており、それらをボトムアップに集計することで各ＷＢＳ要素(タス

ク)の予算を算出するという。Farid と Karshenas(1988)は、プロジェクト全体の予算がひ

とたび各ワークパッケージに配分されると、それぞれのワークパッケージで配賦予算にマ

ネジメント予備費,手数料あるいは利益を加算する。そして、総てのワークパッケージのコ

ストを集計し、プロジェクト全体の計画予算コスト(Budgeted Cost of Work Scheduled)

を算出すると述べていた。 

Moore(1990)によれば、ＷＢＳは総てのアクティビティを完成させるコストを算定する
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ことで、それらの予算を求めることができるという。Jani(1996)のケーススタディでは、

Hatch Associates 社が開発したＷＢＳは、(1)作業スコープのための構造 (2)予算編成,コ

スト及びスケジュール作成のためのフレームワーク (3)基本的なコーディング を提供す

ることであった。Kiewel(1998)は、ソフトウェア開発のＷＢＳはプロジェクトの総予算を

明らかにすることで、総てのコストと資源の配分が総計できると説いていた。 

 

〔３〕コスト･コントロール 

コスト･コントロールでは、コスト実績の測定を通じてコスト･ベースラインとの乖離を

モニタリングし、ベースラインの修正または変更を要する因子をコントロールすることで、

予算化したコストを許容範囲内に納まるように調整しなければならない。コスト･コントロ

ールに関する重要な修正行動は、プロジェクトの初期/計画段階で執るべきであるが、コス

ト見積りやコスト実績の測定の精度は、識別したスコープあるいはＷＢＳ要素の影響を受

けることになる。Martin(1981)は、設計および製図段階におけるエンジニアリングの進捗

と生産性の測定の重要性を説きながら、ＷＢＳの開発と所要時間の見積りは、配管設備,(計

測)器械,自動化,電気といった各分野のリーダーによって為されるべきであると主張した。 

McKim(1990)によると、プロジェクトをコントロールするには、コスト,スケジュール,

品質の視点からそれぞれの測定基準を定め、計画値と実績値の偏差(逸脱)を修正する必要

があるという。コントロールのレベルはそれに要する費用とＷＢＳコンポーネントの数に

関連するが、McKim は典型的なプロジェクトの約８０％のコストがＷＢＳ項目の約２０％

で操作されるとしたうえで、主要なＷＢＳ管理項目(要素)のコントロールに集中すること

によって、適切なプロジェクトマネジメントが実現できると述べていた。 

McMullan(1991)は、プロジェクト･ライフサイクルにおけるコスト管理とコントエンジ

ニアの果たす役割について論じていた。McMullan は、ＷＢＳを｢プロジェクトの作業項目

を定義し、それらを制御可能な要素に分割することによって、プロジェクト･スコープ,ス

ケジュールおよびコストを効果的にコントロールするために設計された階層的なコーディ

ング構造である(8)｣とした。McMullan によると、コスト･コントロールのためのＷＢＳ開

発の秘訣とは、有効な詳細レベルを備えていること、プロジェクトの作業範囲を適切に定

義 し 、 プ ロ ジ ェ ク ト 測 定 た め の 構 造 指 向 (Construction Oriented for Project 

Measurement)であること、多様な分析レベルでのコスト分類と要約を確実にすることで

あった。 

前述した Thompson と O’Bryant(1993)のケーススタディからは、複数の蒸気発生装置

交換プロジェクトにおいて、ＷＢＳがコスト･コントロールや最終コスト報告で成功裏に使

用されたことが記されていた。そのＷＢＳは、発注者にとって事前のコスト管理を促進す

るなどの利点があり、受注業者にとっては、事前にプロジェクト･コストの計画やコントロ

ールを行なうのに不可欠であったという。 
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２.２.２. スケジュール･マネジメント 

スケジュール･マネジメントでは、予定された所要期間内でプロジェクトを完成させる

ために、アクティビティ遂行のスケジュールを作成し、その変更処理を管理する。スケジ

ュールの作成は、要素成果物を生成するアクティビティを定義し、その論理的依存関係と

リソース投入要件を明らかにすると同時に、個々のアクティビティの所要期間を見積るプ

ロセスから構成される。本節では、こうしたプロセスの観点からＷＢＳについて言及した

文献を通覧するとともに、プロジェクト･ネットワーク技法との関連性について調査する。 

 
〔１〕スケジュールの作成と管理 

Kumar(1979)は、契約ＷＢＳ(Contract Work Breakdown Structure)が、作業の計画お

よびスケジュール作成に用いられると述べていた。ここでいう契約ＷＢＳとは、顧客と請

負業者のあいだで取り交わされる契約の下で供給される製品とサービスを表わしたＷＢＳ

のことである。Valkenhoff(1981)は、各作業の所要時間を算定するためにＷＢＳによるプ

ロジェクトの細分化を行ない、Bitner(1985)は、プロジェクトのスケジュール管理ために

ＷＢＳの早期開発の必要性を説いていた。 

McNeil と Hartley(1986)によると、プロジェクトのスケジュールとコストの両方を計画

し、管理するためにワークパッケージを用いるという。Lackman(1987)もまた、プロジェ

クトの計画時におけるＷＢＳは、予算,スケジュールおよび作業委任を決定するための基礎

になると述べていた。Plasket(1986)が例示した｢タスク/アクティビティリスト｣は、ＷＢ

Ｓの個別作業の所要時間を記載していた。 

Carlson(1989)は、製造業(防衛電子産業)と建設業におけるプロジェクトのスケジュー

ル作成について比較研究を行なった。Carlson によると、両産業とも総てのプログラム(プ

ロジェクトの集合)スケジュールは顧客からの提案依頼で開始されるが、ＷＢＳはそのスケ

ジュールを作成するうえで主要な作業領域を区分･選択するのに利用されたという。建設業

では、サブ･ジョブ内の機能的なグループによってパッケージの作業を区分し、それらをス

ケジュール化する傾向があった。他方、製造業ではフェーズによってプログラムを区分し、

ＷＢＳ内の機能的なグループによってプロジェクトを分割する傾向があるという。 

Speed(1990)のケーススタディでは、ＷＢＳがコスト管理とスケジュール作成に用いら

れていた。Derkach(1996)によると、操業中のプラント内における建設プロジェクトでは、

スケジュール指向のＷＢＳが使用されたという。Jani(1996)が紹介したＷＢＳの適用事例

も、スケジュール作成のためのフレームワークであったし、Kiewel(1998)もまた、ソフト

ウェアの開発担当者はそれぞれのアクティビティの所要時間を概算して、ワークパッケー

ジを完成させると報告していた。Baram と Barken(2001)の事例では、ＷＢＳ,実施戦略

およびＯＢＳからプロジェクト･スケジュールの作成が可能であった。 

Conkright (1998)は、それぞれのタスクにどれぐらいの時間を要し、どんな依存関係に

なっているかを確認するために、すべてのタスクとサブタスクをリストアップしたＷＢＳ
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を組織する必要性を強調していた。Mueller(2000)は、システムに装備するＷＢＳはスケ

ジュール作成機能を最優先すべきであると主張していた。 

椿(2000)によると、納期とコストを管理するためには設計図面などを利用して、必要成

果物をオカレンス分解した｢ＰＷＢＳ｣｢ＦＷＢＳ｣を組み合わせ、最小の作業単位である｢Ｗ

Ｐ｣(Work Package)を定義しなければならないという。ここでいうＰＷＢＳとは、プロジ

ェクトや物件を表わすものであり、ＦＷＢＳは工種を指している。椿は、ガントチャート

によるスケジュール管理が普及している建設工事では、仕事の種類を表わすＦＷＢＳを適

用するのが望ましいという。しかしながら、ＦＷＢＳでスケジュールを管理するというの

であれば、コストや品質を測定･操作できるようにＰＷＢＳのデータを定義する必要がある

が、その点については触れていなかった。初田,原田,大野(2002)等は、ＷＢＳによってプ

ロジェクトの作業項目を細分化することで、所要作業量とコスト,スケジュールをワークパ

ッケージ単位で見積ることができるとしていた。 

 
〔２〕プロジェクト･ネットワーク図によるＷＢＳの展開 

プロジェクトで実施する総てのアクティビティを網羅しているＷＢＳはまた、それらの

遂行順序あるいは論理的依存関係を描画するプロジェクト･ネットワーク図作成のための

フレームワークを提供している。Silvestrini(1979)が例示したＷＢＳのワークパッケージ

では、ネットワークが構築されていた。このネットワークは、プロジェクト要員が属性間

やワークパッケージ内およびワークパッケージ同士のインターフェースを確認したり、問

題部分(ループやよくない制約条件など)の発見や解決を支援するという。 

Dunne(1983)は、米国防総省の研究開発施設に勤務する２９名の民間契約職員と３１名

の軍司令官に対して、プロジェクトマネジメントのツールに対する認知度と使用の実態を

調査するインタビュー調査を行なった。ＷＢＳの使用頻度については、プロジェクトの計

画段階で４２％、コントロール段階でも３９％が定期的に利用していた。これに対して、

スケジュールを計画･管理するツールは、バーチャートが８１％･７９％ ネットワーク図は

それぞれ１５％であった。以上の結果から Dunne が調査した研究開発プロジェクトでは、

スケジュール作成においてＷＢＳがネットワーク展開される応用性は低く、両者はそれぞ

れ独立した運用がなされていたと推察される。 

Morreale(1985)は、プロジェクト計画の策定にＷＢＳを適用し、ワークパッケージ間の

依存関係と所要期間を明らかにする必要があるという。Aptman(1986 b)が説明するＷＢ

Ｓは、主要なマイルストーンを定義してプロジェクト･フェーズを確立し、それをネットワ

ーク展開することによって所要時間を算出するものであった。しかしながらマイルストー

ンを設定する基準となるのは、プロジェクトの中間成果物なのか、あるいはステークホル

ダーへの報告日なのかを明らかにしていなかった。 

Cochran と Galloway(1987)は、米･スリーマイル島の原子力発電所改修プロジェクトで

使用されたワークパッケージが、ＣＰＭ(Critical Path Method)によるスケジュール作成
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に適用されたと述べていた。Manglik と Tripathy(1988)によると、研究開発プロジェクト

のＷＢＳは、システム(第１階層),サブシステム(第２階層),タスク(第３階層)で分類し、

それぞれの階層でプロジェクトを測定･管理するためにネットワークを形成するという。 

Bu-Bushait(1989)は、１５件の建設プロジェクトと２１件の研究開発プロジェクトにお

けるインタビューを通じて、調査したすべての建設プロジェクトおよび９０％の研究開発

プロジェクトにおいてＷＢＳが使用されたと報告している。Bu-Bushait によると、ＷＢ

Ｓはバーチャートやネットワーク構築のために必要なアクティビティを決めるのに欠かせ

ないという。調査結果からは、建設プロジェクトにおけるＷＢＳとＰＮＤ(Project Network 

Diagram)の使用頻度が同じであったが、研究開発プロジェクトでは、ＷＢＳとバーチャ

ートの使用頻度が近似していた。 

Rahbar と Rowings(1992)は、ＷＢＳを作業レベルで細分したのち、その最小単位

(Repetitive Activity Scheduling Process Step Activity)に必要なリソースの投入量を算

定･調整することによって、スケジュールの実行可能性を検証した。これに対応する上位レ

ベルのＷＢＳ要素は、ＣＰＭのアクティビティとしてスケジュール作成に用いられるとい

う。 

Matthews(1993)は、ＷＢＳがネットワーク図を構成するアクティビティを識別すると

いい、ＷＢＳ構築とネットワーク図作成のプロセスを結びつけることにより、プロジェク

トの計画情報が有効に活用できると述べていた。Rodrigues と Bowers(1996)は、プロジ

ェクトマネジメントの伝統的なアプローチには、｢プロジェクトの個別要素が判れば、プロ

ジェクト全体の管理ができる｣という思い込みがあるため｢プロジェクトのコンポーネント

間の相互関係は、プロジェクト･ネットワークの伝統的なＷＢＳによって示唆されるよりも、

さらに複雑なことが経験によって示されている(9)｣と述べている。 

米･ルイジアナ州のハイウェイ開発プロジェクトの担当課長である Boagni によると、Ｗ

ＢＳはアクティビティを明確に定義することで、クリティカルパスを識別するだけでなく、

そ れ を 担 当 す る 課 の 活 動 を 調 整 す る の に も 役 立 つ と い う (Bergeron, 2001) 。

Dominguez-Larrea と Popescu(2002)のケーススタディでも、病院の設計管理を行なうた

めにＷＢＳコーディング･システムを作成するとともに、アクティビティ･ネットワークを

構築し、人的資源の配分計画を作成した。５桁のＷＢＳコードはＣＰＭによるアクティビ

ティ･コーディングの基準として使用されたという。 

Nosbisch(2002)は、市販の幾つかのソフトウェアを例に取り上げ、ＷＢＳ要素とＣＰＭ

のアクティビティを一致させる方法について詳説した。Nosbisch が参考としたＷＢＳは、

彼が過去に携わっていた米陸軍工兵部隊のＨＴＲＷ-ＷＢＳのテンプレートであった。

Murai(2002)は、ネットワーク･ロジックからワークパッケージの欠落が確認できるだけで

なく、作業遂行時間に余裕のないワークパッケージを特定することで適正なリソース配分

や並行処理が検討できるとしていた。 
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２.２.３. 作業遂行要員の配置 

作業遂行要員の配置とは、ＷＢＳによって要素分解されたワークパッケージ、あるいは

アクティビティ完遂の責任を有する人物を指名することである。この人物は、プロジェク

トマネジメント･チームのメンバーであったり、母体組織から選出された成員または外部組

織から召集された専門家であったりするが、ここでは特にそれらを区別していない。 

Knutson と Scotto(1978)によると、ＷＢＳはプロジェクトの進行と要員配置を計画し、

タスク間の依存関係を描画できるという。Kumar(1979)の契約ＷＢＳもまた、社内の担当

者にタスク完了の責任を割り当てることが可能であった。Aptman(1986 a)が提唱したＷ

ＢＳは、プロジェクト遂行に対する責任の割り当てが可能であった。Lackman(1987)によ

ると、ＷＢＳは作業委任(Work Authorization)を決定するための基礎となる。 

Olsen(1992)は、ＷＢＳが任務とタスクを割付け、ＰＮＤと共にプロジェクトを可視化

するのに有効なツールであるとしていた。Conkright(1998)は、それぞれのタスクを誰が

完成させるかを確認するために、すべてのタスクとサブタスクをリストアップしたＷＢＳ

を編成する必要があることを主張した。 

Raz と Globerson(1998)はワークパッケージの細分化について言及し、｢プロジェクトの

適正な運営管理のために、プロジェクトマネジャーは各ワークパッケージをひとりの人物

か組織単位に割り当てることが出来ること、またこの単位は、ワークパッケージのあらゆ

る局面に対処できる能力を備えていることを確実にしておかなければならない(10)｣と述べ

ていた。Hatfield(2000)もまた、ＷＢＳ要素には一人の担当者に作業を完了させる責任が

あるという。勝田(2000)によれば、ＷＢＳの作成は｢計画立案時に，工数の見積り，責任組

織の割り当て，リソースの割り当て，リスクの検討などに必要なレベルまでブレークダウ

ンするというのが現実的である(11)｣としていた。 

このほか、ＷＢＳの適用事例からも要員配置について次のような記述が見られた。

Cochran と Galloway(1987)が例示したＷＢＳの第３階層では、ワークパッケージを構成

している作業と、それに要する予算を１年ごとに計画し、遂行責任者を配置したという。

Prentis(1989)によるＷＢＳは、コミュニケーション,責任の割当て,作業権限,計画,モニタ

リング,コントロールに利用されていた。 

Reith と Kandt(1991)のケーススタディにおいて示されたＷＢＳには、作業/タイミング

/責任者が含まれており、３００以上の作業が定義されていた。Bachy と Hameri(1997)

は、ＷＢＳがプロジェクトの責任単位と進行計画を定義することを主要な目的としていた

と報告した。Kiewel(1998)もまた、ソフトウェアの開発においてＷＢＳの各構成要素に責

任(者)を割り当てたという。Bergeron(2001)によると、米･ルイジアナ州のハイウェイ開

発では、ＷＢＳを用いてプロジェクトの所要期間,リソース,担当責任者を管理していた。 

こうした事例と同じように、国内においてもＷＢＳによる要員配置を見ることができた。

小野(1998)が例示したＷＢＳのテーマは定量的な指標で表現されており、テーマの特性に

応じて担当者が指名され、３ヶ月以内で完了することを目指していた。関屋(1999 a･b)の
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事例からは、ＷＢＳ利用のメリットとして解決すべき経営課題を分解して表記することで、

どのような資質･技術を持った人材が必要であるかの判断が容易になった。その結果として、

メンバー編成の計画が促進され、目標も絞り込めるようになったという。 

 

２.２.４. 実績測定 

実績測定は、プロジェクトの目標達成に向けてリソースがどのように費やされているか

を測算し、アクティビティの進捗状況を把握する一連のプロセスを指す。その測定指標と

なるのは、プロジェクトで消費したコストや時間などである。ＷＢＳの構成要素は、ＥＶ

Ｍ(Earned Value Management)などの測定単位として使用することで、プロジェクトの

実績測定の基盤となる。Howes(1982)によると、プロジェクトの進捗状況は、ＷＢＳの最

下位ボックスの期間予算(Time Phased Budget)をベースに実績値を測定することで、各

ＷＢＳ要素における出来高(Earned Value)を算出するという。 

Canepari と Varrone(1985)は、プロジェクトの計画ではマネジメント業務を定義し、そ

れぞれのタスクを実施するためのベースライン予算と目標スケジュールを作成しなければ

ならない。そのためには、総てのプロジェクト･スコープを管理可能な区分(タスク)に分類

し、これらの区分間の論理関係を確立するためにＷＢＳと運営費ナンバリング･システム

(Work Charge Numbering System)を作成する必要があると述べていた。Pham(1985)は、

研究開発プロジェクトの進捗状況を、完了作業予算コスト(Budgeted Cost of Work 

Performed)で測定する有用性について論じていた。完了作業予算コストとは、所定の期間

内に完了したワークパッケージに対するコスト見積りを指している。 

 Oldman, Ripberger, Cook(1986)等は、完了作業予算コスト(出来高)の概念を用いたプ

ロジェクトマネジメント･システムに内蔵されたＷＢＳが、請負業者の作業の進捗状況を測

定するために利用されたと報告している。Farid と Karshenas(1988)によると、Ｃ/ＳＣＳ

Ｃ(Cost / Schedule Control Systems Criteria)もまたＷＢＳによるプロジェクトの分解を

必要としており、プロジェクトの進捗は計画予算コストをベースラインとして出来高と作

業完了実コストの差異からスケジュールとコストの達成度を測定するという。 

Pryor(1988)は、ＷＢＳで定義したすべてのアクティビティに対してコスト見積りを算

定し、それぞれのアクティビティ遂行に費やしたコストと完了した作業量を計測すること

によって、測定値と予定されたコスト見積りの差異からアクティビティの進捗状況を測定

する手法について詳説していた。Horan と McNichols(1990)のケーススタディでは、主要

なマイルストーンをＷＢＳの第３階層で定義し、毎月の進捗状況報告はアーンドバリュー

を使ってこのレベルで行なわれたという。Fleming と Koppelman(1997)は、人工衛星通

信プロジェクト(IRIDIUM Project)において、スケジュール/コストの測定単位がＷＢＳを

使って定義されたと報告している。勝田(2000)によると、日本ユニシス㈱の情報システム

開発手法であるＴＥＡＭmethod では、実行段階でＷＢＳ毎に作業の出来高を測定し、ベ

ースラインと対比することによってプロジェクトの進捗状況を把握するという。 
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他方、ＥＶＭを用いないでプロジェクトの進捗状況を測定･記録していたことを窺わせ

る文献は、次のとおりであった。Ponce-Campos と Ricci(1978)は、４つのＷＢＳ要素を組

み合わせることで、建設プロジェクトにおける進捗測定/管理用のＷＢＳを例示した。 

Kumar(1979)は、実績測定システム(Performance Measurement System)の設計手法を

解説すると共に、プロジェクト･コスト,スケジュールおよび専門的パフォーマンスのモニ

タリングを支援し、作業実績を要約するためのＷＢＳについて説いていた。Martin(1981)

は、作業項目毎にプロジェクト･コストをモニターするコード体系(Code of Accounts)を使

用することで、進捗状況をエンジニアリング･スケジュールと接続したワークパッケージ･

サマリーに組み入れられると提案した。 

Valkenhoff(1981)が例示したＷＢＳ‐Ｍａｔｒｉｘは、各作業量を数量化･金銭表示する

ことで、マイルストーン毎の進捗状況を測定･記録していた。Lanford と McCann(1985)

によるワークパッケージの役割とは、作業完遂の進捗測定と時間予算(Time Budget)の管

理、積算コスト内での運営であった。Morreale(1985)もまた、ワークパッケージ毎にプロ

ジェクトの進捗データを測定･保管するという。そこで収集されるデータはスケジュールに

関するものが大半であり、類似する新しいプロジェクトが計画される際の参考値として再

利用していた。同様に Aptman(1986a)のＷＢＳもプロジェクトの進捗測定が可能であった。 

Lackman(1987)によると、プロジェクトのコントロールは完成時総コスト見積り

(Estimate At Completion)を定期的に測定することによって行なわれる。これは、既に完

了したＷＢＳ要素の累計コストに、未完タスクのコスト見積りを加算することによって算

出される。Craighead(1991)は、ＷＢＳは計画に対する実コストとスケジュール実績の測

定に用いられると述べている。 

Marfleet(1991)は、システム開発プロジェクトの設計変更に対して、ファンクションポ

イント法を適用することを提案した。Marfleet によると、プロジェクトの進行中にその生

産性を測定するには作業計画とＷＢＳが欠かせないとし、見積りの過程で確立された相対

値を使って、ファンクションポイントの値がそれぞれのアクティビティに対して決定され

ると述べていた。Kiewel(1998)は、ソフトウェア開発のＷＢＳはコストやスケジュール,

資源配分と比較することにより、ワークパッケージのパフォーマンス(実績)を測定すると

いう。大沢(1999)はリードタイム短縮プロジェクトを紹介し、担当者が作成した｢ＷＢＳシ

ート｣を例示した。このシートは、所属部門の上司とプロジェクトリーダーが作業の進捗状

況を管理したり、アドバイスを与えるための判断材料として利用したという。 

 
２.２.５. その他の用途 

調査した文献の中には、上記の使用目的とは異なる役割を果たすＷＢＳも見られた。例

えば、米軍用規格ＭＩＬ-ＳＴＤ-４９９のＷＢＳは受委託契約の対象となる成果物を細分･

識別化するものであった(石坂, 1975)。Kumar(1979)は、契約業務にＷＢＳを適用する有

為性について論じていたし、Ｃ/ＳＣＳＣで使用するワークパッケージもまた、明確に識別
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できるマイルストーンかアウトプットを持つ契約業務の基本要素となる(Farid and 

Karshenas, 1988)という。Postula(1991)は、ＷＢＳが顧客と請負業者との間で相互に合

意され、管理される契約書類になると述べていた。 

Silvestrini(1979)ならびに Howes(1982)が例示したＷＢＳは、マンアワー(人時)の見積

りと集計に利用されていた。他方、Leung, Chuah, Tummala(1998)等は、リスク識別ナレ

ッジ･ベースシステムについて詳説していた。このシステムに組み込まれたＷＢＳからは、

(1)要因分析 (2)リスクの確認 (3)リスクに関連するワークパッケージの識別 ができると

いう。勝田(2000)は、計画立案時にリスク影響度とその回避行動を定義したＷＢＳを設定

しておく重要性について言及していた。 

Sotelo と Mercado(1993)は、クレーム処理を支援するためのＷＢＳを提案した。Sotelo

と Mercado によると、クレームの発生要因となる対象を処理しやすい部分に分けることで、

それらをコントロールしたり、文書作成に必要なデータを収集することができるという。 

Wiley, Deckro, Jackson Jr. (1998)等は、ＷＢＳが資金調達レベルの効果,リソース配分

およびプログラム,プロジェクト,コンポーネントの所要期間を調べる集計モデル

(Aggregate Model)を準備するためのフレームワークとして用いられるという。 

小野(1998)は、転造盤のリードタイム短縮に関する改善活動にＷＢＳを使用したという。

杉浦(1998b)は、ＴＰＭ(Total Productive Maintenance)活動にＷＢＳを適用する方法につ

いて解説し、ＷＢＳとは｢経営課題を達成するために、プロジェクトチームの目標をブレー

クダウンし、プロジェクトメンバー個人に与えられた解決すべき使命(12)｣であるという。

鈴木と石川(2001)の報告によれば、高速増殖炉サイクルの研究開発活動を行なっている大

洗工学センターでは、ＷＢＳを目標管理制度や予算策定ならびに成果評価の時期と連動さ

せることで原子力の研究開発業務のＱＡ(品質保証)活動を推進していた。これらのＷＢＳ

は、改善項目を人的資源に割り当てるためのツールである性向が強いと考えられる。 

 

２.２.６. ＷＢＳの用途に関する既存研究の貢献と課題 

本節では、ＷＢＳの使用目的とその役割について見てきた。その結果、ＷＢＳの用途は

プロジェクトのコスト見積りやスケジュール作成および進捗状況の測定などに利用されて

いることが分かった(表２-１参照)。しかしながら、これらは総てのＷＢＳに適合する条件

ではなかった。例えば、コスト･マネジメント,スケジュール･マネジメントおよびプロジェ

クトの実績測定のいずれかについて言及していた６３の文献のうち、３つの役割すべてに

当てはまるＷＢＳを提示したのは２例であった(Lackman, 1987; Kiewel, 1998)。それゆえ

ＷＢＳは通常、上記の役割の１つないし２つを果たすために開発されると推考する。その

場合、ＷＢＳの用途は(1)コスト見積り/予算化とスケジュール作成に利用する (2)コスト

見積り/予算化とプロジェクトの進捗管理に利用する (3)スケジュール作成とプロジェク

トの進捗管理に利用する (4)いずれか１つを実施する ことが考えられる。 
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見積り 予算化 ｺﾝﾄﾛｰﾙ 作成/管理 ﾈｯﾄﾜｰｸ

石坂(1975) 契 約 ○ ○
Knutson, J. and Scotto, M. (1978) ○ ○ ○
Ponce-Campos, G. and Ricci, P. (1978) ○ ○
Huot, J. C. (1979) ○ ○
Kumar, P. (1979) ○ ○ ○ 契 約 ○
Silvestrini, R. J. (1979) ○ ○ ＭＨ集計 ○
Tausworthe, R. C. (1980) ○
Martin, B. A. (1981) ○ ○
Valkenhoff, B. H. (1981) ○ ○ ○
Howes, N. R. (1982) ○ ○ Ｃ/ＳＣＳＣ ＭＨ見積 ○
Cressman, K. R. (1983) ○ ○
Dunne, E. J. (1983) ○
Lanford, H. W. and McCann, T. M. (1983) ○ ○ ○ ○
Bitner, L. M. (1985) ○ ○ ○
Canepari, J. E. and Varrone, M. J. (1985) ＥＶ ○ ○
Johnson, R. K. (1985) ○ ○
Morreale, R. (1985) ○ ○ ○
Pham, T. G. (1985) Ｃ/ＳＣＳＣ

Smith L. A., Mandakovic, T. (1985) ○ ○
Aptman, L. H. (1986 a) ○ ○ ○ ○
Aptman, L. H. (1986 b) ○
McNeil, H. J. and Hartley, K. O. (1986) ○ ○
Oldham, C. B., Ripberger, C. T. and Cook, J. E. (1986) ○ ○ Ｃ/ＳＣＳＣ ｽｺｰﾌﾟ ○ ○
Plasket, R. L. (1986) ○
Suhanic, G. (1986) ○ ○
Woolshlager, L. C. (1986) ｽｺｰﾌﾟ
Cochran, R. L. and Galloway, P. D. (1987) ○ ○ ○ ○ ○
Glatt, R. M. (1987) ○
Lackman, M. (1987) ○ ○ ○ ○ ○
Naughton, E. O. (1987) ○ ｽｺｰﾌﾟ
Sobczak, T. V. (1987) ○
Farid, F. and Karshenas, S. (1988) ○ Ｃ/ＳＣＳＣ 契 約 ○
Manglik, P. C. and Tripathy, A. (1988) ○ ○
Pryor, S. (1988) Ｃ/ＳＣＳＣ ○
Zelkowitz, M. V. (1988) ○
Adamczyk, W. F. (1989) ○ ○ ○
Bu-Bushait, K. A. (1989) ○
Caravella, R. T. (1989) ○ ｽｺｰﾌﾟ
Carlson, T. F. (1989) ○
Fleetham, C. (1989) ○
Prentis, E. L. (1989) ○ ○ ○
Horan, R. and McNichols, D. (1990) ○ ＥＶ ○
McKim, R. A. (1990) ○
Moore, J. M. (1990) ○ ○
Speed, W. S. (1990) ○ ○ ○
Craighead, T. G. (1991) ○ ○
Mansuy, J. (1991) ○ ○
Marfleet, B. (1991) ＦＰ
McMullan, L. E. (1991) ○
Postula, F. D. (1991) 契 約 ○ ○
Reith, W. D. and Kandt, D. B. (1991) ○ ○ ｽｺｰﾌﾟ
Chakravartty, A. (1992) ○
Olsen, E. (1992) ○ ○
Rahbar, F. F. and Rowings, J. E. (1992) ○
Matthews, M. D. (1993) ○ ○
Setzer, S. W. (1993) ○ ○
Sotelo, R. C. and Mercado, R. V. (1993) ｸﾚｰﾑ処理

Thompson, D. M. and O'Bryant, K. E. (1993) ○ ○
Turner, J. R. and Cochrane, R. A. (1993) ○
Globerson, S. (1994) ○ ○
Hauser, M. A. (1994) ○ ○
Cleveland, B. W. (1995) ○ ○
Davies, J. R. (1995) ○ ○
Inwood, C. (1995) ○
Luby, R. E., Peel, D. and Swahl, W. (1995) ○ ○
Rubin, D. K. (1995) ○ ○
Ayas, K. (1996) ○ ○ ○
Derkach, D. W. (1996) ○ ○
Jani, K. (1996) ○ ○ ○
Peters, L. A. and Homer, J. (1996) ○
Rodrigues, A. and Bowers, J. (1996) ○ ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ

Ayas, K. (1997) ○ ○
Bachy, G. and Hameri, A. (1997) ○ ○ ○ ○ ○
Fleming, Q. W. and Koppelman, J. M. (1997) ○ ＥＶ
Conkright, T. D. (1998) ○ ○
羽藤(1998) ○
Kiewel, B. (1998) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Leung, H. M., Chuah, K. B. and Rao Tummala, V. M. (1998) ○ リスク
小野(1998) ○ ○ 改善活動 ○
Raz, T. and Globerson, S. (1998) ○ ○ ○ ○
杉浦(1998a) 問題解決
杉浦(1998b) 問題解決

Wiley, V. D., Deckro, R. F. and Jackson Jr., J. A. (1998) ○
Grove, C., Hallowell, W. and Smith, C. J. (1999) ○ ○
畑田(1999) ○ ○
松井(1999) ○
大沢(1999) ○ ○ ○
Rad, P. F. (1999a) ○ ○
Rad, P. F. (1999b) ○
関屋(1999a) ○ ○
関屋(1999b) ○ ○
Berg, C. and Colenso, K. (2000) ○
Hatfield, M. (2000) ○ ○
勝田(2000) ○ ○ EV ﾘｽｸ測定
Mueller, S. E. (2000) ○ ○
椿(2000) ○
Turner, J. R. (2000) ○ ○
Wang, C. and Huang, Y. (2000) ○
Albright, B. (2001) ○
Baram, G. E. and Barken, D. M. (2001) ○ ○ ○ ○
Bergeron, A. (2001) ○ ○ ○
鈴木･石川(2001) ○ 品質保証

Dominguez-Larrea, A. and Popescu, C. M. (2002) ○ ○ ○
Gutierrez, J. A. (2002) ○ ○ ○
初田･原田･大野(2002) ○ ○
Lamers, M. (2002) ○
Leemann, T. (2002) ○
松尾谷(2002) ○
Nosbisch, M. R. (2002) ○
Murai, Y. (2003) ○ ○

組織構造著 者 適用事例 作成基準 階 層要員配置実績測定 その他
ｺｽﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ｽｹｼﾞｭｰﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ｺﾐｭﾆｹ‐ｼｮﾝ

２
０
０
０
年
代

１
９
７
０
年
代

１
９
８
０
年
代

１
９
９
０
年
代

組織学習構成要素 ＷＰ定義

 

表２-１ ＷＢＳに関する既存研究 
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先ず、コスト見積り/予算化とスケジュール作成にＷＢＳを利用する、としていた研究

は７例であった。(Bitner, 1985; McNeil and Hartley, 1986; Cochran and Galloway, 1987; 

Speed, 1990; Jani, 1996; Baram and Barken, 2001; 初田,原田,大野, 2002)。次に、ＷＢＳ

をコスト見積り/予算化とプロジェクトの実績測定に利用していた研究は、６例を確認する

ことができた。(Martin, 1981; Howes, 1982; Lanford and McCann, 1983; Farid and 

Karshenas, 1988; Oldham, Ripberger, and Cook, 1986; Craighead, 1991)。それに対して、

スケジュール作成と進捗管理にＷＢＳを利用する、と言及していたのは僅か２例しか見ら

れなかった(Kumar, 1979; Valkenhoff, 1981)。最後に、コスト･マネジメント,スケジュー

ル･マネジメントおよび実績測定のいずれか１つにＷＢＳを使用する、と述べていたのは４

５例あり、その中の１７例が実際のプロジェクトで使用されていた(Silvestrini, 1979; 

Cressman, 1983; Adamczyk, 1989; Horan and McNichols, 1990; Moore, 1990; Setzer, 

1993; Thompson and O’Bryant, 1993; Cleveland, 1995; Rubin, 1995; Derkach, 1996; 

Fleming and Koppelman, 1997; 大 沢 , 1999; 勝 田 , 2000; Bergeron, 2001; 

Dominguez-Larrea and Popescu, 2002; Gutierrez, 2002; Murai, 2003)。 

このほか、プロジェクト･ネットワーク図の作成とプロジェクトの実績測定を併用して

いるＷＢＳは１例のみであった。なおかつ後者が出来高(Earned Value)を測定する場合に

は、その例は皆無となる。このことは、同一のＷＢＳにおいてＰＮＤの展開とＥＶＭによ

る進捗測定を併用する難しさを示している。それでは、複数の用途を有するＷＢＳにおい

て、コスト･マネジメントと実績測定で使用しているＷＢＳと、スケジュール･マネジメン

トと実績測定で使用しているＷＢＳの間には、その構成要素や構造にどのような違いがあ

るのだろうか。あるいはＷＢＳを編成するロジックが、その用途を限定しているのだろう

か。ＷＢＳの用途に関する文献レビューからは、以上の事柄が課題として残されている。 

 

２.３. ＷＢＳ開発の方法 

ＷＢＳを組織化することは、プロジェクトの目的をさらに詳細に定義することに他なら

ない。そのためにはプロジェクトの最終成果物に焦点をあて、主要なコンポーネントとそ

れを創り出すアクティビティの観点からプロジェクトを構成している要素を分類しなけれ

ばならない。ところが、こうした｢分類｣もしくは｢分解｣の基準が明確でないばかりに、Ｗ

ＢＳの作成者はしばしば、プロジェクトの進行管理に役立たないか、あるいは否定的な影

響を及ぼすようなＷＢＳを構成してしまう。本節では、どのようにして適切なＷＢＳを開

発するのか ということについて、(1)編成基準 (2)階層構造 (3)構成要素 (4)ワークパッ

ケージ の視点から既存研究を通観する。 

 

２.３.１. ＷＢＳの編成基準とその方法 

我が国においてＷＢＳの研究が最初になされたのは、宇宙開発事業団を中心とする重工

業･航空宇宙産業であったと推察される。石坂(1975)は、米軍用規格ＭＩＬ-ＳＴＤ-４９９
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“System Engineering Management, 17 July 1969”の内容の一部を紹介し、そのなかに国

防用品目に対する作業明細構成(Work Breakdown Structure for Defense Materiel 

Items)が記載されていたことを明らかにしている。その概略を述べると、ＷＢＳには(1)

サマリーＷＢＳ(Summary WBS) (2)プロジェクト･サマリーＷＢＳ(Project Summary 

WBS) (3)契約ＷＢＳ(Contract WBS) (4)プロジェクトＷＢＳ(Project WBS) がある。

(1)サマリーＷＢＳでは、完成したシステム(例:航空機システム)とその構成要素を規定す

る。(2)プロジェクト･サマリーＷＢＳは、サマリーＷＢＳをテンプレートとしてプロジェ

クトの特性を加味し、補整したＷＢＳのことである。(3)契約ＷＢＳは、契約業者自らが作

成し、使用するＷＢＳである。(4)プロジェクトＷＢＳとは、製品の開発ないし生産に関す

るすべての要素を包含したＷＢＳである。 

国防総省の担当機関は、先ずサマリーＷＢＳから当該プロジェクトに適用できる要素を

選択し、プロジェクト･サマリーＷＢＳを作成する。次に、プロジェクト･サマリーＷＢＳ

から調達行為ごとに契約ＷＢＳを作り、それらに基づいて契約業者と協議する。協議を終

えた契約業者は、契約ＷＢＳを基にさらに詳細なレベルまでＷＢＳを展開し、それをプロ

ジェクト･サマリーＷＢＳと重ね合わせてプロジェクトＷＢＳを定義するという。 

Ponce-Campos と Ricci(1978)は、製造業で一般に使用されているＷＢＳの開発基準は、

契約書に基づくサービスまたはコンポーネント指向であるために建設業には適していない

という。そこで Ponce-Campos と Ricci は、建設プロジェクトを(1)アセンブリー (2)シス

テム (3)作業エリア(4)カテゴリー の４種類のＷＢＳ要素を組み合わせることで、進捗測

定/管理用のＷＢＳとスケジュール作成用のＷＢＳをそれぞれ例示した。彼らが提案するＷ

ＢＳ開発の基準とは、(A)すべての機能を網羅する (B)作業を実施する方法と一致させる 

(C)ネットワーク化に必要なすべてのインプットを備える ことであった。 

Huot(1979)は、既存のＷＢＳ手順(WBS procedures)における不備を指摘したうえで幾

つかの改善案を提示した。Huot が示したＷＢＳ手順の欠陥とは、次のとおりである。(1)

既存のＷＢＳは、それらの配置(Location)に充分な注意を払うことなくコスト(支払項目)

を重視している (2)プロジェクトが実施されるとおりに、ＷＢＳを開発する必要性を認識

していない (3)スケジュールの標準化レベルとうまく適合していない (4)設計を決定する

専門家によって、コンセプト段階の早い時期に作成されない (5)スコープ変更,コンフィギ

ュレーション･ベースライン･マネジメント,コスト見積り,マンアワー配分をコントロール

するために、ＷＢＳの構造を修正する必要性を充分に認識していない (6)組織のトップが

組織内の情報伝達ツールとして使用できるように配慮していない (7)ＷＢＳの異なる階層

において、コストと所要期間のサマリーを関連づけていない (8)ＷＢＳを開発している

人々と同じ数だけ多くの理論が存在する であった。Huot はさらに、以上の事項を踏まえ

たうえで６つの改善案を示している。(A)ワークパッケージが地理的に構築されることに

配慮する (B)機能的な(設計)から地理的なものへと推移する思考をもつ (C)ＷＢＳの階

層に作業領域を導入する (D)階層数を９以下に制限する (E)ネットワーク計画の最初の
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ステップとしてＷＢＳ構築を必須にすべきである (F)ＷＢＳの階層に従ってスケジュー

ルのレベルを標準化する であった。 

Tausworthe(1980)は、ソフトウェアの開発においてＷＢＳを組織するには、設計者はプ

ロジェクト目的,制約条件,必要とされる資材,インプットとアウトプットおよびインター

フェース要件を定義しなければならないと述べていた。Johnson(1985)によると、大規模

な研究プロジェクトを管理･支援するためのシステムを開発するには、プログラム管理者

(Program Control Specialist)が、研究プロジェクトの実務を担当するタスクリーダー

(Task Leader)と綿密な調整を重ねることにより、ＷＢＳ要素を決めていく。その詳細化

の基準は、タスクリーダーが管理する研究資金とスケジュールに関連しており、しばしば

経験に基づいて決定されるという。それに対して小野(1998)は、転造盤のリードタイム短

縮に関する改善活動で関係者全員がブレーンストーミングを通して問題点を抽出し、ＷＢ

Ｓのテーマ(内容)を決定したと報告している。 

Suhanic(1986)は、ひとつのＷＢＳ構造だけでは、必ずしもプロジェクトを定義できな

いこと、プロジェクトの定義とその分解には過去の経緯から２つの分割方法(Breakdown 

Route)があると主張した。そのひとつがプロジェクト(プロダクト)ブレークダウンであり、

完成した設備施設などが分割の対象となる。２つめは、職能制(機能別)組織プロジェクト･

ブレークダウンである。後者の分割基準は、最初に企業のライン組織が充てられ、分割の

過程でそれらの活動の結果やハードウェア項(品)目あるいは設備施設となっていた。 

Lackman(1987)によると、ＷＢＳとはプロジェクトの諸活動(Tasks)の機能的な分解で

あった。その細分化にあたり、Lackman は２つのガイドラインを提示していた。第１に、

プロジェクトの諸活動を分解する際には、組織的なラインではなく、機能的なラインを考

慮すること。第２は、あまり多くの階層に分解しないことであった。その程度は、管理者

が追跡したいレベル、すなわち処理不能な管理上の負荷を発生させずに適度なコントロー

ルと可視性が充分に保てるところまで細別するという。Mansuy(1991)もまた、合衆国空

軍での情報システム開発の経験から、ＷＢＳには成果物指向とプロセス指向の分解基準が

あると説明していた。 

Rad(1999a)によれば、ＷＢＳ開発の最も一般的な方法は、タスクかアクティビティある

いはフェーズを基準として用いる。その次によく知られた基準とは、専門分野(Discipline),

経営単位,勘定口座(Budget Account)のような管理上の基準である。Rad は、顧客がスコ

ープとスケジュールの制約条件を変更する際に作業量を判断するのが容易になるので、Ｗ

ＢＳには顧客が受け取ることに関心を持ち、支払いをするであろう要素を含めるべきであ

るという。Leemann(2002)は、ＷＢＳ開発の手順について言及し、実施するタスクをブレ

ーンストーミングで識別したり、アクティビティとそれに含まれる行動を説明するタスク

に動詞を使って名前を付けることを提唱した。 
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２.３.２. ＷＢＳの階層 

ＷＢＳの階層構造については、次のような所見が得られた。Huot(1979)は、従来のＷＢ

Ｓ開発がスケジュールの標準化レベルとうまく適合していない点を指摘したうえで、ＷＢ

Ｓの階層に作業領域を導入し、階層数を９以下に制限すること。加えて、ＷＢＳの階層に

従ってスケジュールのレベルを標準化することを提案した。それによると、第１階層は調

達パッケージ契約書となり、そのスケジュール･レベルはマスタープラン(基本計画書)であ

った。第２階層と第３階層はシステムとサブシステムからなり、サマリー･バーチャートに

よって日程が表示される。第４階層は、施工図(作製図,実施計画図)と作業領域(エリア)

であり、設計目標マイルストーンを設定する。第５階層はワークパッケージとなり、３ヶ

月先が判断できるバーチャートで予定が立てられる。第６階層は、ネットワーク･アクティ

ビティで構成され、詳細なＣＰＭネットワーク(フラグネット)で工程管理を行なうという。 

Silvestrini(1979)によるＷＢＳは７階層からなり、マンアワーの見積りと集計に利用さ

れていた(図２-１参照)。このＷＢＳの最下位層(アクティビティ)では作業範囲が特定され、

担当者の労働時間を見積ることができた。第５階層のワークパッケージでは、下位層で見

積られたマンアワーを集計するだけでなく、プロジェクト･ネットワークが構築されていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所:Silvestrini(1979) 

図２-１ エンジニアリングＷＢＳ 

 

Canepari と Varrone(1985)が例示したエンジニアリング･プロジェクトにおけるＷＢＳ

は、５つの階層から構成されていた。その最上位はプロジェクトであり、第２階層はプロ

ジェクトを遂行するための主要な活動からなる。第３階層が契約タスクとなり、第４階層

はその成果物ないしはアクティビティである。最下位層である第５階層は、成果物を担当
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する部門組織であった(図２-２参照)。例示されたＷＢＳの各タスクリーダーは、第３階層

やそれ以下の階層のＷＢＳ要素を測定することで、個々の契約タスクを管理することが可

能であったという。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所:Canepari and Varrone(1985) 

図２-２ 典型的なワーク･ブレークダウン･ストラクチャー 

 

Smith と Mandakovic(1985)の提言によると、プロジェクトの見積りの詳細度合いはＷ

ＢＳの階層数によって定義される。ＷＢＳの階層を独立した作業にまで展開することによ

って、より精緻で正確な見積りが実現できるだけでなく、集計作業でのエラー発見も容易

になるという。 

Cochran と Galloway(1987)が例示したのは、米･スリーマイル島の原子力発電所改修プ

ロジェクトで使用されたスケジュール指向のＷＢＳであった。その第１階層はプロジェク

トの主要活動から成るバーチャートで表示され、主として年単位のキャッシュフローを予

測していた。第２階層はワークパッケージと呼ばれ、改修作業が年単位で構成されていた。

ワークパッケージではコストの見積りと、ＣＰＭによるネットワーク･スケジュールを作成

する。第３階層ではワークパッケージを構成している作業と、それに要する予算を１年ご

とに計画し、遂行責任者を配置していた。第４階層は、上位の作業を６ヶ月間以内に完了

する規模で分解し、その計画と実績の乖離をコントロールする。第５階層(最下位)では、

週単位で単純作業を監視するという。各階層のＷＢＳ要素は、機能あるいは依存関係によ

って区分されていたが、そのいずれの規模も所要期間に依拠していた。 

Manglik と Tripathy(1988)によると、研究開発プロジェクトのＷＢＳは、システム(第

１階層),サブシステム(第２階層),タスク(第３階層)の順に分類される。ＷＢＳの階層は責

任センター(Responsibility Center)または別のモジュールに基づいて展開する場合もあ

るが、最下位層のタスクを担当する責任者は、それぞれの活動における信頼水準を設定し

なければならないという。 
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Prentis(1989)は、ＷＢＳの階層とワークパッケージの数はプロジェクトを効果的に実行

するうえで非常に重要である。もしＷＢＳの階層やワークパッケージの数が充分でないと、

計画やコントロールが難しくなるし、他方、その数があまりに多すぎると、プロジェクト

メンバーが必要以上に分散してしまい、ＷＢＳが適切に使用されないかもしれないと述べ

ていた。Prentis は、ＷＢＳの階層とワークパッケージの数が多くなる理由を、(1)プロジ

ェクトの複雑性や技術的な要求が高い場合 (2)プロジェクトのコストや期間が増加する場

合としていた。 

Postula(1991)は、ＷＢＳとその辞書(WBS Dictionary)を作成するためのガイダンスを

提示していた。Postula によると、ＷＢＳの第１階層は数量化されたプロジェクト目標の

みが記述されるという。第２階層は、プロジェクトの主要部分ないし小区分を含んでおり、

第３段階は、第２階層のＷＢＳ要素を達成するのに必要なコンポーネントやサブセットを

有していた。 

Matthews(1993)は、ＷＢＳとネットワーク図を共通させるために、ＷＢＳの各階層と

構成要素についてガイドラインを提示した。それによると、ＷＢＳの最初の階層はプロジ

ェクトであり、第２階層は製品またはサービスである。第３階層はフェーズ(業務レベル)

とし、第４階層はタスク(機能的なレベル)であった。さらに下位の階層は、プロジェクト

の要件(指示)によって分解され、それぞれのＷＢＳ要素は、そのアウトプットから定義さ

れる。ＷＢＳの各階層は、プロジェクトの計画に影響を与えるステークホルダーの変更を

反映し、組織の境界を設定し、リソースと制約条件を識別するのに役立つとしていた。 

Globerson(1994)は、ＷＢＳの階層およびワークパッケージと組織構造の関係性につい

て論じていた。Davies(1995)は、プロジェクトを分解するための手順とＷＢＳの階層構造

について言及していた。Davies が提唱するＷＢＳとは、第１階層(プログラム) 第２階層

(プロジェクト) 第３階層(タスク) 第４階層(サブタスク) 第５階層(ワークパッケージ) 

第６階層(作業レベル[Level of Effort])であった。第１から３階層までは顧客によって規

定されるが、第４階層以下は、請負業者が自社で利用するために展開されるという。 

ＨＴＲＷ-ＲＡ-ＷＢＳは、環境修復プロジェクトで使用する作業タスクの階層的な分類

であり、論理的な方法で組織化されたコード体系である。ＨＴＲＷ-ＲＡ-ＷＢＳは、(1)

建設 (2)エンジニアリング (3)マネジメントの３種類が存在し、Gutierrez(2002)が例示し

た建設ＷＢＳは４階層から構成されていた。それによると、レベル１は｢会計｣レベルと称

し、プロジェクトを識別するものである。レベル２は｢システム｣レベルで、定義された２

１のシステムと予備システムから成り、ＷＢＳ辞書を定義するという。レベル３は｢サブシ

ステム｣レベルと呼ばれ、見積りが作成されるレベルであった。 

 

２.３.３. ＷＢＳの構成要素 

ＷＢＳを構成する要素(WBS Element)とは、ＷＢＳの各層の独立した部分を指している。

Aptman(1986 a)によると、ＷＢＳの構成とその内容はプロジェクト毎に異なっており、
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プロジェクトの規模と複雑性,権限委譲の範囲および組織構造などが考慮されるという。ま

たＷＢＳは伝統的に製品指向か機能指向で開発され、とりわけ後者は職能制組織構造をベ

ースに展開される。 

Luby, Peel, Swahl(1995)は、従来までの米海軍工廠団体のＷＢＳは、現状の作業工程を

詳細化し、技術主体の生産組織の構造を反映しているに過ぎなかった。こうした階層構造

は、プロジェクトの途中で発生する変更に対応する柔軟性を有していなかった。このため

ＩＰＴ(Interdisciplinary Project Team)は、船舶のハードウェア･コンポーネント(モータ

ー,ポンプ等)と、それらに割り振る作業タスクを分離してＷＢＳを設計する結論を下した

という。 

Bachy と Hameri(1997)の大型素粒子ビーム衝突器におけるＷＢＳは、設計,製造,購買,

財務などの職能(Function)と、磁性体,低温冷蔵,真空装置などの中間成果物(Main 

Components)を組み合わせたマトリックス構造をしていた(図２-３参照)。マトリックス

の交点がワークパッケージとなり、それぞれのワークパッケージは、ＰＮＤを構成する幾

つかのアクティビティを内包していた。 

 

 

 

 

 

 

 

出所:Bachy and Hameri(1997) 

図２-３ マトリックスＷＢＳ 

 

Rad(1999 a･b)は、プロジェクトを分解し、ＷＢＳを構築する基準を、その構成要素か

ら (1)成果物指向 (2)スケジュール指向 (3)リソース指向 に分類した。(1)成果物指向の

ＷＢＳ要素には、製品,機能システム,物理的空間が含まれる。このＷＢＳは、プロジェク

ト全体がそれを構成する明確なコンポーネントに分割できるケースに適用される。(2)スケ

ジュール指向のＷＢＳは、タスクないしアクティビティ,序列から構成されるが、それらは

遂行上の制約条件によって規定される。これらのＷＢＳ要素は、スケジュールを作成する

場合にのみ用いるべきである。(3)リソース指向のＷＢＳ要素は、専門分野,経営単位,支払

い口座からなり、コストとリソースの配分に使用され、その資金調達手順がプロジェクト

の性質に影響を及ぼすべきではない と主張する。 

Berg と Colenso(2000)は、ＷＢＳ実用標準化プロジェクト(WBS Practice Standard 

Project)において｢ＷＢＳはアクティビティを含んでいるのか？ あるいは含むべきなの

か？｣といった議題が討論されたが、意見の一致は見られなかったと報告していた。ＷＢＳ
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がアクティビティを含まない理由としては、(1)ＷＢＳの表記が名詞である (2)個人が担当

したり、依存関係が認められるような詳細項目レベルまで細分化していない (3)ＷＢＳの

創作とネットワーク構築が独立しており、両者の関連性は皆無である であった。他方、Ｗ

ＢＳがアクティビティを含む理由には、(A)ＷＢＳに包含されるアクティビティが成果物

を生み出す (B)アクティビティの結果として生じた成果物はＷＢＳの階層構造の一部で

ある (C)ＷＢＳはＰＮＤ作成のための変換を備えたトップダウンの計画プロセスである 

という。 

Hatfield(2000)は、ＷＢＳ要素の４つの側面(Aspects)について言及していた。その側面

とは、(1)明確な開始と終了の日程を備えている (2)資源(予算)を割り当てることができる 

(3)スコープが認識できる (4)一人の担当者に作業を完了させる責任がある ことであった。

Hatfield はこうした側面を備えていない場合には、有効なＷＢＳ要素とはならないばかり

か、そこから導き出される管理指標も利用価値がないという。仮に、これらをすべて含ま

ないＷＢＳ要素は、ＯＢＳあるいはＦＢＳ(Functional Breakdown Structure)の構成要素

を含んでいる可能性があると述べていた。 

Mueller(2000)は、プロジェクトマネジメント･ソフトウェアシステムに実装するＷＢＳ

は、スケジュール作成機能を最優先すべきであると提案していた。このことは、ＷＢＳが

コストやリソースなどの会計･組織的要素を含まないことを意味する。こうした要素は別の

コード体系やＣＢＳを用意することでＷＢＳから独立させるのである。ＷＢＳからコスト

とリソース要素を取り除くことは、ＷＢＳの階層数を減らし、論理関係を鮮明にするので

ネットワークを解かり易くする。その結果、より正確な進捗状況の更新が行なえるという。 

Dominguez-Larrea と Popescu(2002)は、メキシコ社会保障研究所が病院の設計管理を

行なうためのＷＢＳコーディング･システムを作成した。作業区分(Divisions),グループ

(Groups),構成要素(Elements)からなる５桁のＷＢＳコードは、ＣＰＭによるアクティビ

ティ･コーディングの基準として使用されたという。 

松尾谷(2002)は、業界内で合意された役割分担と仕事の仕切りを、メタＷＢＳと称して

いた。｢メタＷＢＳとは，特定分野において社会的に合意された，仕事の進め方や仕切りの

ための粗いＷＢＳである(13)｣。松尾谷は、情報システム開発においてメタＷＢＳが形成さ

れにくいのは、役割分担をライフサイクルで区切ることが困難であるからだという。そし

てメタＷＢＳに代わるものとして、国際規格を共通フレームに適用することを提案してい

た。 

 

２.３.４. ワークパッケージ 

ワークパッケージは定義上、プロジェクトの最も小さい作業単位もしくは要素成果物で

ある。したがって、個別の調整やプロジェクト全体のコントロールを容易にする方法で、

それらを定義することが重要である。Howes(1982)は、作業を管理するＷＢＳの最下位ボ

ックスを｢コントロールパッケージ(Control Packages)｣と称し、その特性を (1)活動範囲
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の狭い一般的な作業であること (2)所要時間が短いこと (3)作業の遂行手順に論理性があ

ること (4)完成に対する責任者を必ず割り当てていること と定義した。 

Lanford と McCann(1985)によるワークパッケージの定義とは、(1)作業(Performance)

および必要とされる時間とコストの見積りと計画を立てる (2)作業完遂の進捗測定と時間

予算(Time Budget)の管理、積算コスト内での運営 (3)作業,時間,コストをコントロール

するために細分化されたＷＢＳの最下位レベルであった。 

Bitner(1985)は、ワークパッケージ記述用紙(Work Package Description)について概説

した。Bitner によると、プロジェクトのスケジュール管理と予算編成のバックアップとし

て、ワークパッケージ記述用紙を利用することで、プロジェクトにおける不測の事態の発

生を減少させることができるという。ワークパッケージ記述用紙には、(1)作業範囲 (2)

スケジュールの制約 (3)アクティビティ･ナンバー (4)予算項目 (5)責任範囲 (6)リソー

ス (7)資材･設備機器･要員の費用 などが定義･記載されていた。 

Morreale(1985)は、ワークパッケージの規模を１～２週間で完遂する作業量と定義して

いた。Farid と Karshenas(1988)によると、調達品の発注先である企業のコストパフォー

マンスを測定するＣ/ＳＣＳＣもまたＷＢＳによるプロジェクトの分解を必要としており、

各ワークパッケージは明確に識別できるマイルストーンかアウトプットを持つ契約業務の

基本要素となるという。 

Mansuy(1991)は、合衆国空軍での情報システム開発の経験を通じて、ＷＢＳ開発のた

めのルールを提示していた。その内容は、(1)すべてのワークパッケージやタスクは、所定

の階層において完成時間とコストで比較できるようにする (2)ワークパッケージは定義可

能なアウトプット,タスクを完了させることで生み出される特定のプロダクトを持たなく

てはならない (3)すべてのワークパッケージは限定可能な開始と終了を持つ というもの

であった。Ayas(1997)が例示したワークパッケージもまた、予算,リードタイム,依存関係,

リスクなどが詳述されていた。 

Bachy と Hameri(1997)によると、｢ＷＢＳの『葉』に相当する部分はワークパッケージ

と呼ばれ、それぞれが設計や報告,文書作成,工業製品(Artifact)やサービスのような、一

定の仕事や工程を完了させるのに必要な作業単位である(14)｣という。Kiewel(1998)もまた、

ワークパッケージはその作業に費やせる予算と必要な資源,作業遂行のための詳細計画と

マイルストーン,プロジェクトマネジャーに進捗状況を報告する方法などを明らかにし、短

期間(40－100 時間)のスケジュールを持っていて、ひとつの活動領域に限定され、完成時

の基準が定義づけられていたという。 

Raz と Globerson(1998)は、ワークパッケージの規模と内容の決定に関わる要因につい

て考察していた。ワークパッケージの細分化,適正規模とは、次のとおりである。(1)総コ

ストの見積りの精度向上に寄与できるところまで (2)ワークパッケージ内のあらゆる局面

に対処できる能力を備えたひとりの人物か組織単位に割り当てられること (3)進捗測定･

報告が１～３回行なわれること (4)その内容が単一の活動または緊密な相互依存関係にあ
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る少数の活動群になっていること であった。Raz と Globerson によると、｢ワークパッケ

ージは定義上、プロジェクトの最も小さい管理可能な作業要素(Work Elements)である。

しかしながら、各ワークパッケージは多数のアクティビティから成り立っていて、アクテ

ィビティのすべてが、そのワークパッケージに対する責任がある団体の管轄下に入らなけ

ればならない(15)｣という。 

 

２.３.５. ＷＢＳ開発に関する既存研究の貢献と課題 

本節では、ＷＢＳの編成基準ならびにその階層構造を定義する構成要素に関する諸研究

を概観してきた。 

先ず、ＷＢＳの編成基準については、プロジェクトを (1)機能あるいはプロセス (2)中

間成果物 (3)アクティビティ (4)ロケーション などの要素で分割することが理解できた。

なお、上記の文献の中で、ひとつのＷＢＳに２つ以上の基準を含んでいたのは、

Ponce-Campos と Ricci が提示した建設プロジェクトのＷＢＳのみであった。 

次に、ＷＢＳ開発の方法に関しては、発注者が規定したＷＢＳを請負業者が自分達で扱

いやすいように詳細に展開するケース(石坂, 1975; Davies, 1995)がある一方で、プロジェ

クトの実務担当者との調整を通じてＷＢＳ要素を決めていくケースも見受けられた

(Johnson, 1985)。その他には、ＷＢＳ要素をブレーンストーミングで識別することも行な

われていた(小野, 1998; Leemann, 2002)。このように、ＷＢＳ開発の方法には一定の基準

があるわけではなかった。しかも既存研究からは、ＷＢＳを編成する過程において、その

構成要素の抜け洩れを確認する方法が示されていなかった。ＷＢＳの用途と組織化の関係

が明瞭になれば、ＷＢＳの開発はより適確で簡易なものになると思われる。 

階層構造に関する研究からは、ＷＢＳがプロジェクトをさまざまな構成要素でスライス

するように分解し、その階層ごとにマネジメントの対象を限定していることが理解できた。

ＷＢＳの最上層はプロジェクトあるいはその成果物が一様に占めていたが、最下層では、

要素成果物(Postula,1991)か部門組織(Canepari and Varrone, 1985)、あるいはアクティ

ビティないしタスクが割り当てられていた(Huot, 1979; Silvestrini, 1979; Cochran and 

Galloway, 1987; Manglik and Tripathy, 1988; Matthews, 1993; Davies, 1995)。また、そ

の階層数も多様であり、最も少ないものは３階層から成り(Manglik and Tripathy, 1988; 

Postula,1991)、多いものでは７階層に達していた(Silvestrini, 1979)。 

Prentis は、ＷＢＳの階層とワークパッケージの数が多くなる理由を、(1)プロジェクト

の複雑性 (2)技術的な要求水準 (3)コストや期間の増加 であるとしていた。もし、そうで

あるならば、３階層のＷＢＳで表現するプロジェクトの方が、７階層のプロジェクトより

も簡明であるということになる。それに対して Globerson は、階層数が増えることでプロ

ジェクトの管理プロセスが複雑になると述べていた。しかしながら、ＷＢＳの階層数はプ

ロジェクトの規模や複雑性に依存するのか、あるいはコントロールないしはマネジメント

のレベルに依存するのか という命題については、これまで論議がなされてこなかった。 
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ＷＢＳの構成要素については、プロジェクトの最終成果物を形作るために必要な製品や

システムを含むことが上記の内容から読み取れた。また｢機能｣がその一部を構成すること

も指摘されていた(Aptman, 1986 a; Bachy and Hameri, 1997)。ところが、ＷＢＳの構成

要素はアクティビティを含むべきか否か、という見解については一致を見ることはなかっ

た。その例として、米海軍工廠団体のＷＢＳは、船舶のハードウェアと作業タスクを分離

して再構成したし(Luby, Peel, Swahl, 1995)、ＷＢＳ実用標準化プロジェクトにおける議

論の内容は、上述のとおりであった(Berg and Colenso, 2000)。あるいは、特定の機能(用

途)を優先させるために別のコード体系や分類構造(Breakdown Structure)を用意して、そ

れ以外の構成要素を切り離すＷＢＳがある一方で(Mueller, 2000)、２つの異なる構成要素

を組み合わせることで、ひとつのＷＢＳを編成する例も見られた(Bachy and Hameri, 

1997)。したがって、ＷＢＳ要素の選定はプロジェクトにおけるマネジメントの対象と何ら

かの関わりがあるのかもしれない。 

ワークパッケージに関する記述からは、プロジェクトの成果物を生み出す作業を管理す

る単位であり、そのための所要時間とコストを見積り、担当責任者やリソースを割り当て

ることが確認できた。そればかりではなく、限定した作業のパフォーマンスを測定する基

準となる(Lanford and McCann, 1985; Farid and Karshenas, 1988; Kiewel, 1998; Raz 

and Globerson, 1998)ことが分かった。 

ワークパッケージの大きさ(規模)については、１～２週間で完遂する作業量(Morreale, 

1985)とするのもあれば、４０時間から１００時間(Kiewel, 1998)、さらには進捗測定･報

告が１～３回行なわれる程度(Raz and Globerson, 1998)であると定義されていた。このこ

とから、プロジェクト全体の期間とワークパッケージの数は相互に関係し合っていると推

察される。しかしながら、ワークパッケージを定義する指標が、上記のような｢作業時間｣

なのかどうかは明らかにされていなかった。 

 

２.４. プロジェクト遂行組織との関わり 

ＷＢＳの構築とその構成要素に関する事柄は、プロジェクトの要求事項を満たすための

技 術 的 ･経 済 的 目 標 の み な ら ず 、 プ ロ ジ ェ ク ト 遂 行 の 論 理 的 順 序 関 係 (Logical 

Relationship)とも関わりがある。アクティビティを遂行する手順は、組織の運営プロセス

に関係しているが、ＷＢＳと組織的な事柄との結び付きについて論じた文献は以下に示す

とおりである。ここでは、ラーニング･ツール(Learning Tool),コミュニケーション媒体

(Communication Vehicle)およびプロジェクト遂行組織との関係性の観点から、先行する

諸研究を見ていくことにする。 
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２.４.１. ラーニング･ツール 

ＷＢＳと組織学習の関連性について言及した文献には、次のものが挙げられる。

Ayas(1996･97)は、航空機メーカーのフィールド･リサーチを通じて、プロジェクトの効率

性の向上と継続的な改善による学習の観点から、ＰＮＳ(Project Network Structure)を提

唱した。ＰＮＳとは、ＷＢＳあるいはプロジェクトの変更要求に応じてＳＭＴ(Self 

Management Team)を有機的に発展させ、プロジェクト作業への参加契約を行なう組織構

造を指している。ＰＮＳによる組織学習とは、ワークパッケージで定義した作業要件に応

じてＳＭＴを編成し、メンバーの異動を通じて組織内での知識の交流を活性化しようとす

るものである。Ayas が例示したＷＢＳは、ＳＭＴに作業を割り当て、複数のプロジェクト

において共有することが意図されていた。その構造は極めて簡素であり、収集したデータ

はデータベースに記録･保管される(図２-４参照)。これによりＳＭＴのメンバーは、共通

のワークパッケージに蓄積された過去のデータを参照することで、当該作業に関する学習

を促進することが可能になるという。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ayas(1996)に加筆して修正 

図２-４ 組織学習のためのワーク･ブレークダウン･ストラクチャー 

 
Peter と Homer(1996)は、経験の浅いプロジェクトマネジャーは、観察や指導,実践に

よってプロジェクトを管理する手法を学んでいくとしたうえで、シミュレーションによる

プロジェクトマネジメントのトレーニングが、数多くのマネジメント･プロセス－チーム編

成,チーム構築,計画立案,ＷＢＳ構築,スケジュール作成,プロジェクト管理システムの導

入など－を訓練するのに有効であったと述べていた。 

畑田(1999)によると、｢ＪＳでは標準のＷＢＳをすでに作成し,ＰＭＳ[プロジェクトマ

ネジメントシステム]に対応させている。ＷＢＳの活用は個人に蓄積されていたノウハウを

組織のノウハウとすることができ,もっとも優れたやり方,『ベストプラクテス』を実践し

ようと考えている(16)｣とある。引用文にあるＪＳとは、日本下水道事業団(Japan Sewage 

Works Agency)の別称である。 
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２.４.２. コミュニケーション媒体 

コミュニケーション媒体とは、プロジェクトの遂行を円滑にするために、ステークホル

ダーが必要とする情報を伝達する手段となるものである。なお、ここで論じる｢コミュニケ

ーション｣とは、特に断りのない限り、プロジェクト情報の収集,作成,配布,保管などの処

理活動とプロジェクトの状況報告を指している。ステークホルダーとの意思疎通や情報伝

達にＷＢＳを利用したことを示す文献は、以下のとおりである。石坂(1975)によると、米

軍用規格ＭＩＬ-ＳＴＤ-４９９では、国防総省の担当機関がプロジェクト･サマリーＷＢＳ

から調達行為ごとに契約ＷＢＳを作り、それらに基づいて契約業者と協議するという。

Kumar(1979)は、｢請負業者の作業に関する契約ＷＢＳの概要が、プロジェクトマネジャ

ーによって計画提案と契約交渉のなかで説明される(17)｣と述べていた。 

Prentis(1989)は、ＷＢＳを｢階層分類的に構造化されたプロジェクト目標[例:物理的な

項目,手順,サービスなど]の一覧であり、プロジェクトチームの努力によって、さらに細か

な作業の塊に分割される(18)｣と定義したうえで、その共通するスコープ/コスト/スケジュ

ールの枠組みをコミュニケーションに利用すると説いていた。 

Hauser(1994)が例示した地下鉄整備プロジェクトのＷＢＳは、プロジェクトの組み合わ

せ,フェーズ管理,エクイティおよび財務上の影響に関するステークホルダーの質問に答え

るために必要であったという。Hauser によると、ＷＢＳの開発はプロジェクト特有の情

報を収集し、配布するためのツールであり、ＷＢＳはプロジェクトチームとステークホル

ダーに財務的な情報を伝えるための最良の媒体であったという。 

大沢(1999)はリードタイム短縮プロジェクトを紹介し、担当者が作成した｢ＷＢＳシー

ト｣を例示した。このシートは、所属部門の上司とプロジェクトリーダーが作業のアドバイ

スを与えるための判断材料として利用したという。 

計測したプロジェクトの進捗状況をステークホルダーに｢報告｣するための媒体として

ＷＢＳを用いたものは、次のとおりであった。Knutson と Scotto(1978)のＷＢＳに対する

認識は、進捗状況を報告するためのツールであった。Canepari と Varrone(1985)が例示し

た小規模のエンジニアリング･プロジェクトにおけるＷＢＳは、最下位のレベルで実コスト

を収集し、ボトムアップに集計することによって、どの階層からの報告も可能であったと

いう。Oldman, Ripberger, Cook(1986)によるケーススタディでも、米･環境保護局の研究

所に所属するプロジェクトオフィサーが、調達要求と作業範囲記述書およびサマリーＷＢ

Ｓを用いて、請負業者からコストとスケジュールに関する月次報告を受けていた。 

Pryor(1988)によると、ＷＢＳはプロジェクトの進捗状況を測定･報告するための単位を

識別できるという。Horan と McNichols(1990)のケーススタディでは、ＩＳＤＮ敷設プロ

ジェクトの主要なマイルストーンがＷＢＳのレベル３で定義され、毎月の進捗状況報告は

このレベルで行なわれていたという。Raz と Globerson(1998)は、ワークパッケージの分

解基準を｢進捗測定･報告が１～３回行なえる(19)｣程度としていた。Kiewel(1998)は、ソフ

トウェア開発に用いたワークパッケージが、プロジェクトマネジャーに進捗状況を報告す
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る方法を明らかにしていたという。 

 
２.４.３. 組織構造との関わり 

母体組織の構造や文化がプロジェクトにさまざまな影響を及ぼすことは、数多くの研究

者からの調査･報告で明らかにされている。例えば、プロジェクトマネジャーの権限や職責

などが、既存の組織構造や人事慣行によって制約を受けることはよく知られている。しか

しながら、母体組織やプロジェクトマネジメント･チームの構造がＷＢＳと結び付けられた

り、その構築に影響を及ぼすことについては、依然として不明な部分が多い。ここでは、

ＷＢＳが組織構造とどのような関わりがあるかについて見ていくことにする。 

Valkenhoff(1981)は、ＷＢＳの最小単位をワークアイテム(Work Item)と称し、これを

既存の組織構造に結びつけることで、ワークアイテムの遂行責任単位を特定する“ＷＢＳ

‐Ｍａｔｒｉｘ”を提示した(図２-５参照)。ＷＢＳと組織構造の交点が測定単位となり、

英数字の組み合わせによってそれぞれの作業項目と担当部署が識別できる。例えば｢ＡＣ９

１００ＰＡＣ｣であれば、“ＡＣ”がＷＢＳで識別された｢機械装置｣を示し、そのあとに続

く“９１００ＰＡＣ”が組織部門の｢機械エンジニア｣を表わしていた。Valkenhoff が示し

たＷＢＳ‐Ｍａｔｒｉｘは、恒常的な組織構造にプロジェクト毎に開発した一過性のＷＢ

Ｓを割り当てるというものであった。 
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Lanford と McCann(1985)が提示したＷＢＳは、行方向に製品指向のＷＢＳが位置し、

列方向に職能制組織を対置させることによって、タスク遂行の責任単位を特定する構造を

していた(図２-６参照)。２つの構造体の交点がワークパッケージとなり、タスクの作業内

容,遂行目的およびその達成に必要なリソースを定義していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所:Lanford and McCann(1985) 

図２-６ ＷＢＳと職能制組織の統合 

 

Aptman(1986 a)によれば、ＷＢＳは伝統的に製品指向か機能指向で開発され、とりわ

け後者は職能制組織構造をベースに展開されるという。このことは機能指向のＷＢＳ要素

が、組織のラインメンバーと関係することを示唆している。 

Suhanic(1986)は、ひとつのＷＢＳ構造だけでは、必ずしもプロジェクトを定義できな

いこと、その構造が階層内では論理的であってもコスト管理に適切かどうかは判らない、

と主張した。Suhanic が例示したのは、プロジェクトの実績測定のためにＷＢＳと職能制

組織が組み合わさった構造体であった(図２-７参照)。Suhanic によると、このプロダク

ト/要員(または要員/プロダクト)の交点が、プロジェクトコード,作業スコープ,予算およ

びスケジュールを割り当てたり、別のワークパッケージを使ってプロジェクトの進捗やコ

スト状況を測定したり調整するのに用いられた。こうした構造は、公共機関と民間の契約

業者が公共事業プロジェクトを管理する際に有効であったという。 

Adamczyk(1989)によると、プロジェクトの関係者が作業範囲を理解するためにＷＢＳ

を開発したが、このＷＢＳはＯＲＳ(Organization Reporting Structure)と交錯させるこ

とで各職能部門はプロジェクトのどの作業に対して責任があるのかを確認することができ

たという。Postula(1991)もまた、ＷＢＳは最下層にある特定のタスクを組織構造と交差

させることにより、組織成員にタスク遂行の責任を割り当てることができると述べていた。 

Olsen(1992)は、複数の上司からなる組織ネットワークの欠陥を指摘しながらも、プロ

ジェクトマネジャーが職能部門長よりも優位に立つマトリックス組織は、選り抜きのシス

テムであるとしていた。そして、ＷＢＳは任務とタスクを割り付け、ＰＮＤと共にプロジ

ェクトを可視化するのに有効なツールであるという。 
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出所: Suhanic(1986) 

図２-７ ＷＢＳとＯＢＳの統合 

 
Globerson(1994)は、ＷＢＳの階層数と組織の情報処理能力の関係について論じていた。

そして、｢あまりにも多いＷＢＳの階層は、膨大な情報で組織に負担を懸けてしまい、その

プロジェクトの管理プロセスを複雑にしてしまう。その反対にごく僅かな階層だと、組織

単位の間でコミュニケーションの困難や、まずい調和を作り出してしまう(20)｣と提言した。

このことは、ＷＢＳの設計において組織構造や意思決定のルートを考慮する必要があるこ

とを示唆している。さらに｢ＷＢＳの設定は、プロジェクトの構成のみならず組織的な事柄

にまで影響を与える。設計や構成に関する事柄は、プロジェクトが果たすべき技術的な役

割と関係し、他方で組織的な事柄はプロジェクト実施の運営プロセスに関連している(21)｣

と述べていた。 

Ayas(1996)が提唱したＰＮＳ(Project Network Structure)とは、相補的なスキルや職務

上の専門性に基づいて編成したコア･チームを、ＷＢＳの展開に応じて分岐するネットワー

ク型の組織機構である。それゆえＰＮＳの形態は、ＷＢＳの階層構造と等しくなる。Ayas

の論文からは、ＷＢＳの構成要素が何であるかは明らかにされていないが、その文脈から

ＷＢＳの開発がコア･チームに依拠していないことが読み取れた。 

Bachy と Hameri(1997)は、大型素粒子ビーム衝突器の開発プロジェクトにおけるＰＢ

Ｓ(Product Breakdown Structure),ＡＢＳ(Assembly Breakdown Structure),ＷＢＳお

よびＯＢＳ(Organization Breakdown Structure)との関係について論説していた(図２-

８参照)。 
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出所:Bachy and Hameri(1997) 

図２-８ ４つのブレークダウン･ストラクチャーの関係 

 

Bachy と Hameri によると、ＷＢＳの設計には完全な部品リストやＰＢＳが不可欠であ

り、その構造はＯＢＳの設定に影響を与えるという。ＰＢＳは、最終成果物の構造や構成

部品,技術情報を詳細に定義した系図である。ＡＢＳは、スケジュールや資源配分,進捗管

理やプロジェクトマネジメントの期間を規定している。またＡＢＳは、資材や設備機器の

入手可能性とロジスティクスに関する情報、ならびにＰＢＳで定義した構成部品を組み立

てる手順とその制約条件などを明記している。ＷＢＳは、プロジェクトの責任単位と進行

計画を定義することを主要な目的とし、ＰＢＳとＡＢＳを参照して作成される。その上位

階層は、既存の組織構造において利用可能な人物のスキルが影響するという。ＯＢＳには、

当該プロジェクトに参加する既存組織とプロジェクトチームを割り当てていた。 

Baramと Barken(2001)の事例もまた、ＷＢＳ,ＰＣＳ(Project Commitment Structure)

およびＯＢＳから資本コスト見積り,プロジェクト･スケジュール作成,文書管理,コスト･

コントロール予算が設定できるという。 

 

２.４.４. ＷＢＳと組織構造の関連における既存研究の貢献と課題 

本節では、ラーニング･ツール,コミュニケーション媒体,および組織構造の観点から、

ＷＢＳと組織的な事柄との関連性について見てきた。組織内における学習行為は、ＷＢＳ

に記録･保管したデータを、類似する別のプロジェクトを担当するメンバーが参照すること

で、マネジメント業務を効率的に行なおうとするものであった。Ayas の調査によると、ワ

ークパッケージに蓄積されたデータはコストとスケジュールに関するものであった。それ

に対して Peter と Homer の報告は、シミュレーションによるＷＢＳ編成のトレーニング

であり、プロジェクトに参加しているメンバーが、ＷＢＳを通じてマネジメント･スキルの
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向上を目指すものではなかった。 

プロジェクトが実施されているあいだは、個人間の接触ないし交流が増えるため、自分

達がプロジェクトを通じて獲得した技能や知識を、他のメンバーに直接伝える機会を得る

ことも多い。畑田の報告は、このような技術的知識がＷＢＳを介して移転され、組織のメ

ンバーに蓄積されることを示唆する内容であった。しかしながら、プロジェクトを通じて

獲得し、学習する｢知識｣が、専門技術やマネジメントによるものなのか、あるいはリソー

ス配分やコミュニケーションに関するものかについては、未だに明らかにされていない。 

ステークホルダーとの情報伝達は、ＷＢＳで定義したスコープを関係者に提示し、その

特性や内容を説明するものであった。石坂と Kumar は、契約ＷＢＳにおけるアカウンタ

ビリティについて詳述し、請負業者からの製品やサービスが説明の対象となることを明ら

かにした。前者と同様に Hauser も、ＷＢＳが外部の関係者への財務状況の説明に用いら

れていたと述べている。一方で、Prentis ならびに大沢の報告では、ＷＢＳがプロジェク

トの遂行組織内だけで利用されていた。 

Knutson と Scotto, Raz と Globerson,および Kiewel 等は、ＷＢＳがプロジェクトの進

捗状況を報告するために利用できると説いていた。他方、Canepari と Varrone, Oldman, 

Ripberger, Cook, Pryor ならびに Horan と McNichols 等は、アーンドバリューシステム

への適用からコミュニケーション媒体としてのＷＢＳの実用性を例証していた。 

これらの文献から知り得たことは、ＷＢＳがプロジェクト遂行組織の内外において、ス

テークホルダーとのコミュニケーションに利用されている事実であった。プロジェクトを

実施している当事者のみならず、ステークホルダー自身がＷＢＳを利用するためには、ス

コープの内容やその進捗状況を伝達するための共通ルールが存在していると考えられる。

しかしながら上記の研究からは、その存在を窺い知ることはできなかった。 

母体組織の構造とＷＢＳとの関係は、概ねプロジェクトの要素成果物を完成させるため

に、タスク遂行の責任を組織成員に割り当てるものであった(Valkenhoff, 1981; Lanford 

and McCann, 1985; Postula, 1991)。ＷＢＳに既存の組織構造を対置させる構造は、一般

的に責任分担マトリックス(Responsibility Assignment Matrix)と呼ばれている。責任分

担マトリックスは、完成したＷＢＳに既存の組織構造を重ね合わせて作成する。それゆえ

ＷＢＳの開発時には、母体組織の職務権限やコミュニケーション･チャネルおよび人的資源

などを考慮していないことが多い。それに対して Aptman と Suhanic は、機能指向のＷＢ

Ｓは職能制組織構造に基づいて開発されると主張していた。Globerson もまた、ＷＢＳの

設計には、その遂行に適した組織構造やマネジメントを考慮する必要があるという。しか

しながら、こうしたアイディアは依然として抽象的な概念の域を出ていない。Ayas の調査

からは、ＷＢＳの展開に伴なってネットワーク組織が形成されたが、ＷＢＳは母体組織の

影響を受けるものではなかった。ＷＢＳの上位階層に既存組織の成員のスキルが影響して

いたと報告する Bachy と Hameri の事例でさえ、ＷＢＳの開発にはＰＢＳとＡＢＳを参考

としていた。 
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以上のことから、ＷＢＳと組織構造の統合は個々のＷＢＳ要素に対する責任の所在を明

らかにするが、ＷＢＳの開発プロセスにおいて母体組織の構造が考慮されることは実証さ

れていなかった。 

 

２.５. ＯＢＳの本質的属性 

前章においては、｢ＷＢＳの開発にＯＢＳがどのように関連しているか｣という議論につ

いて検討を加えるとともに、いくつかの研究課題を提示した。その中でわれわれは、ＯＢ

Ｓによって表わされる内容に違いがあることに気が付いた。例えば Turner によるＯＢＳ

の定義は｢ＰＢＳ要素を生み出すのに利用可能なスキルの定義(22)｣であった。他方で、

Turner と Cochrane は｢リソースやスキルの種類あるいはアクティビティのカスケードで

ある(23)｣と述べていた。Lamers はＯＢＳについての明確な定義をしていなかったが、そ

の文脈からＯＢＳはＷＢＳで定義した作業を遂行する組織であることが窺えた。 

このほか、ＰＢＳ,ＡＢＳ,ＷＢＳおよびＯＢＳの関係について論じた Bachy と Hameri

によると｢ＯＢＳは人々と彼らの組織的な関係に対する詳細なフレームワークを備え、権限

や報告の義務を含んでいる。[その構築においては]プロジェクトで利用する既存組織のそ

のままの部分を確認しておく(24)｣という。PMBOK Guide では、｢ワークパッケージと組織

単位を関連付けたプロジェクトの組織図(25)｣であるといい、Fleming と Koppelman(2000)

は、｢組織的な関係を示した機能指向の構造であり、作業の責任を割り当てるためのフレー

ムワークとして用いる(26)｣という。このようにＯＢＳには一定の語義があるわけではない

が、この論文ではＯＢＳを｢プロジェクトを遂行する組織構造｣と定義する。そしてこの定

義には、プロジェクトマネジメント･チーム(Project Management Team)と彼らの活動を

支援する母体組織(Performing Organization)の両方を含めることにする。PMBOK Guide

によると、前者は｢プロジェクトマネジメント活動に直接、従事しているプロジェクトチー

ムのメンバー(27)｣であり、後者は｢プロジェクトの作業に最も直接的に関与している従業員

が所属する組織(28)｣を指し示す。ここで論じるＯＢＳとは、｢プロジェクトを管理し、成功

させることに責任をもつ集団組織｣を意味している。 

 

２.５.１. プロジェクトを遂行する組織構造の形態 

プロジェクトは、独自の製品やサービスを創造するための有期的な活動であり、それを

実施する組織の形態もまた変化に富んでいる。PMBOK Guideの定義によれば、｢組織構造に

は、多様なマトリックス構造を中間形態とし、職能制からプロジェクト型組織までの範囲

で特徴づけられる(29)｣という。Hobday(2000)もまた、マトリックス組織を中心として、プ

ロジェクトベースの組織構造を６つに分類していた。これらに共通していたのは、組織の

形態をその階級構造と部門間の境界によって類別していたことである。組織構造の形態

(Configuration)はまた、職務上のコミュニケーションや意思決定のルートをある程度、限

定していると言える。例えば、職能制組織(Functional Organization)においては、人々は
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ビジネス･プロセスあるいは機能をベースに専門分野ごとに組織している(図２-９参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-９ 職能制組織の構造 

 

職能制組織の特徴は、それぞれの成員に一人の明確な上司がいることである。各分野(部

門)の責任者は、自部門に関連するプロジェクトに対して強力な権限を有しており、部門内

のすべての公式的なコミュニケーション･チャネルが彼に向けられている。それゆえ、プロ

ジェクトの実績報告および変更管理は、組織内の階層構造を上下するかたちで行なわれる。

仮に、製造部門の担当者から設計上の不確実性について指摘がなされた場合にも、その問

題点は必ず直属の上司に上申され、製造部門長から設計部門長を通じて当該事項の関係者

に回答を求めることになる。 

この組織構造は、一般にプロセスの反復による生産性および技術力の向上を目的として

設計されている。そのために、プロジェクトの遂行においては部門間の調整や協同に時間

が掛かり、機動性を追及するプロジェクトには適さない。また部門の壁を越えるようなプ

ロジェクト･スコープを用意することもない。 

職能制組織におけるプロジェクトマネジメントが自部門の部分最適に陥りやすく、機動

性に対しても有効に作用しないのは、プロジェクトの遂行権限をひとりの責任者あるいは

部門に集中させておらず、部門間の問題を調整する機能がうまく発揮されないことに因る。

そこで、定常業務を行なう機構からプロジェクトの遂行を独立させたのが、プロジェクト

型組織である(図２-１０参照)。 
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図２-１０ プロジェクト型組織の構造 

 

プロジェクト型組織(Projectized Organization)とは、ひとりのプロジェクトマネジャ

ーが、プロジェクトで遂行する総ての作業の優先順位と組織成員の割り当てを管理する権

限をもつ組織構造を指す。この組織構造は、プロジェクトマネジャーを起点として命令指

揮系統が機能するために、プロジェクトへの即応性が高いことが特徴である。しかしなが

ら、職能制組織のような専門性の効率化を追求していないために、プロジェクト毎にその

遂行に必要なすべての人的資源を保有しなければならない。加えて、プロジェクトを越え

た要員間の交流が少なく、組織的な専門知識や技術の継承が行なわれにくい。このように、

プロジェクト型組織はプロジェクトに対する起動性が高く、そのリードタイムも短いとい

う長所を持ちつつも専門知識や伎倆が個人の力量に依存しているために、結果的に組織と

して重複するリソースを多く抱え、その組織的な活用や相承が困難という側面を併せもつ。 

これらの組織に対して、より実践的なプロジェクト遂行組織としてマトリックス組織

(Matrix Organization)が挙げられる(図２-１１参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-１１ マトリックス組織の構造 
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PMBOK Guide によると、マトリックス組織とは｢優先順位の設定とプロジェクトに割

り当てられた人物の作業指示に関して、プロジェクトマネジャーが職能制マネジャーと責

任を共有する組織構造(30)｣であるという。マトリックス組織はさらに、プロジェクトマネ

ジャーのもつ権限の強弱によって４つの組織形態に分別される。例えば｢強いマトリックス

組織(Strong Matrix Organization)｣と呼ばれる組織体制は、職能制マネジャーがプロジェ

クトマネジャーの要請に応じるかたちで自部門のスタッフをプロジェクトに参加させる。

プロジェクトに割り当てられたスタッフは、任務遂行中はプロジェクトマネジャーの命令

指揮系統に属するが、技術的な要件やスキルに関する問題が生じた場合には職能制マネジ

ャーにこれを報告し、必要に応じて援助を求める。この組織構造は、プロジェクトへの即

応性が高く組織成員の育成と有効活用が実現できることから、職能制組織とプロジェクト

型組織双方の特長を併せ持っていると言える。 

本節において、われわれはＯＢＳをプロジェクト遂行組織として認識し、その代表的な

組織構造である(1)職能制組織 (2)プロジェクト型組織 (3)マトリックス組織 の特性につ

いて概観した。これらの組織構造の相違点は、主としてプロジェクトの進行をコントロー

ルする責任者の職権と人的資源の配置の仕方にあった。 

責任者の権限の強弱と組織成員の配置はまた、組織内におけるコミュニケーション･チ

ャネルの構築と関わりがあると考えられる。例えば、職能制組織においてプロジェクトを

定常業務と並行して実施する場合、既存のコミュニケーション･チャネルがプロジェクトの

進捗管理にも適しているという保証はどこにもない。あるいは、プロジェクト･フェーズ間

の情報移転が職能部門を横断するかたちで行なわれると、各部門長に過度の情報負荷が掛

かることになる。 

やがて、アウトプット(成果物)の種類と数量が増加してくると、それに伴ない発生する

情報処理量も増大するので、コミュニケーション･チャネルを再構築し、ひとつの部門内で

自己完結的にプロジェクトを遂行する組織が設計されることになる。さらに、プロジェク

トの特性に応じて必要とされる専門的な知識や技能を有効に活用し、それらを組織全体の

資産として管理するためには、プロジェクトの遂行と要員の育成が両立できる部門編成と、

そのための組織横断的なコミュニケーション･チャネルの構築が必要となる。このようにＯ

ＢＳには、ひとつの部門でプロジェクトを完遂する組織構造から、プロジェクトの遂行を

専任とする部門と専門分野の知識と技術力の向上を目指す部門が協業する組織構造が見ら

れる。言い換えると、ＯＢＳにはプロジェクトに関する情報処理がひとつの部門内で完結

する組織と、複数の部門のあいだでプロジェクト情報の遣り取りが行なわれる組織が存在

することになる。 

また、米国航空宇宙工学連盟(American Institute of Aeronautics and Astronautics)が、

１９７７年から７８年にかけて実施したプロジェクト活動と組織運営に関するアンケート

調査の結果によると、ソフトウェア開発プロジェクトに従事している企業の５９％がマト

リックス組織を採用していた。それに対して、プロジェクト型組織を運営していた企業は
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全体の３８％であり、残りの３％が職能制組織でプロジェクトを実施していた(有効回答数

＝６０)(Thayer, 1980)。このように、マトリックス組織はプロジェクト遂行に有効な組織

構造ではないかと考えられる。そこでこの論文ではマトリックス組織をＯＢＳと位置づけ、

以下の項において、マトリックス組織におけるコミュニケーションについて概観する。 

 
２.５.２. マトリックス組織におけるコミュニケーション 

マトリックス組織におけるコミュニケーションについて言及した文献には、以下のもの

が挙げられる。なお、ここで扱う｢コミュニケーション｣とは、相互に依存する職務を円滑

に進行させるために、組織成員がそれぞれの行動を調整し、意思決定に必要な情報を処理

する行為を指している。 

Dow Corning 社では１９６８年より企業全体をマトリックス組織で編成している。同社

の会長である Goggin(1974)によると、マトリックス組織導入の要因はコミュニケーショ

ンと情報伝達の鈍化から生じる事業環境への適応性の衰微であったという。 

北野(1981)は、マトリックス組織を｢機能部制組織とプロジェクト組織という機構と慣

行の異なる二つの組織を掛け合わせ，一つの組織に合成しようとする組織戦略である(31)｣

と定義している。そのうえで、機能部制組織は組織内の垂直的[階層]関係を通じて課業遂

行を能率化するのに適しており、プロジェクト組織が外部環境を探索し、課業に必要なデ

ータを摂取する役割に向いているのは、成員間の水平的コミュニケーションが情報の整合

性を能率化するからであるとしている。こうした能率性の違いから両組織間で対立が生じ、

コミュニケーションが断絶されると、知覚された情報は機能部制組織へ上手く伝わらない。

そこで、能率性基準の異なる領域間の橋渡しを意図して、二上司管理者(2-Boss manager)

を２つの組織体制に同時に所属させるという。 

土屋(1981)は、前川製作所,新日本電気,日立造船,東洋エンジニアリングにおけるマト

リックス組織の導入事例を紹介した。土屋の調査によると、日立造船は地域･顧客別の組織

軸に販売するシステム製品を組み込んだマトリックス構造を採用していた。この構造は、

限定した領域に人的･物的資源を集中することにより技術的水準を高めることを狙ってい

る。また同社では、組織を公式化したことで情報交流が活性化し、共有される情報も多く

なったので、情報の私物化による派閥的関係や権力闘争が導入以前よりも減少したという。 

Johnson と Davidson(1982)は、砕石用爆発物を製造しているスウェーデンの Nitro 

Nobel 社において、研究開発部門にマトリックス組織を導入した経緯について報告してい

る。製品の特性上、この企業では開発要員を１箇所に集中させることができない。しかし

ながら、それぞれの専門家に関する情報がプロジェクトを通して組織全体に広がることに

より、製品開発グループを新しく編成する際に最適な人材を確保するのが容易になったと

いう。 

阪柳(1982)は、マトリックス組織を構成する各担当者の組織行動に焦点を当て、マトリ

ックス組織の成否は、各担当者の個性や人格,コミュニケーション能力に大きく依存してい
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ると説いた。南(1982)もまた、マトリックス組織がその効能を発揮するためには、２上司

マネジャー(Two Boss Manager)が任務遂行に相応しい能力 (1)情報収集･分析能力 (2)

問題解決能力 (3)対人関係能力 (4)リーダーシップ を備える必要があると主張していた。 

McDonoughⅢ(1984)は、研究開発部門と製造部門のあいだで生じるコミュニケーション

問題について、１２件の新製品開発プロジェクトを対象に１００人の関係者に対してイン

タビュー調査を行なった。McDonoughⅢによると、こうした部門間のコミュニケーション

を活性化するには、(1)ジョブローテーション (2)プロジェクトリーダーに対する対人関係

能力の向上 (3)製造に関する専門能力の向上 だけに止まらず、(4)組織構造の再設計 (5)

統合機能 (6)報奨･コントロールシステムの構築 が欠かせないとしていた。Perry(1984)

もまた、半導体製造企業における参与観察とエンジニアへのインタビュー調査を実施した。

調査対象となった企業ではマトリックス組織を採用しており、そこに所属するエンジニア

には、技術的な才能よりもコミュニケーション能力と積極的な性格が求められるという。

厳格な就業規則と組織階級を尊重するこの企業では、成員間の情報交流は同僚との水平的

コミュニケーションによって行なわれ、意思決定は公式の委員会(Committee)を通じてな

される。このように、組織内の情報伝達はすべて当事者同士の直接対話で行なわれる。し

たがって、組織成員には上記の条件が要求され、それが昇進にも影響するという。 

事業の急速な多国籍化にともない Aluminum Company of America(Alcoa)社は、１９

８０年代に事業部制組織から製品/地理別マトリックス組織へと移行した。Alcoa 社の人事

部長である Hoffmann(1985)によると、進出先の地域性や市場環境に応じた生産と販売を

目指した結果、現地のビジネスユニットはより自己完結性の高い組織へと変移していった。

Alcoa 社のマトリックス組織を支えているのは、海外で勤務するマネジャー間の交流と非

公式なコミュニケーションを奨励する同社の組織文化であるという。 

Allen(1986)は、研究開発の生産性とパフォーマンスを向上させるためには、２つのタイ

プのコミュニケーションを適切に管理する必要があると説いていた。その２つのコミュニ

ケーションとは、研究開発プロジェクトに存在する数多くの複雑なタスクとサブシステム

の相互関係を調整するのに必要なコミュニケーションと、エンジニアを専門分野の最新事

情に精通させておくためのコミュニケーションである。Allen によると、これらのコミュ

ニケーションを達成するには、(1)基礎技術に関する知識ベース変更の速さ (2)プロジェク

トの所要期間 (3)タスクやサブシステムの相互依存性 を考慮して、それらに適した組織構

造を設計する必要があるという。しかしながら、組織構造によって実現した情報伝達のル

ートが情報処理システムに取って代られると、２つのコミュニケーション間のトレードオ

フが解消され、職能制組織やマトリックス組織を有効に機能させることができるようにな

ると指摘する。 

Joyce(1986)は、航空機製造会社のエンジニアリング部門での野外実験を通して、マト

リックス組織における(1)組織的な情報処理 (2)職務理解 (3)仕事に対する姿勢 の有効性

について調査した。それによるとマトリックス組織の編成は、組織内にコミュニケーショ
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ンの増加をもたらしたが、他方でその質を下げ、｢職務理解｣や｢仕事に対する姿勢｣にも否

定的な影響を及ぼしたという。調査結果から Joyce は、階層構造によるコミュニケーショ

ンの垂直的チャネルに加えて、水平的なチャネルを公式化することで、組織内の情報処理

の頻度と量を増やし、タスク間の調整が改善できることを示唆していた。 

Takahashi(1988)は、タスクの選択が逐次決定プロセス(Sequential Decision Process)

として公式化される組織の設計問題について論じていた。Takahashi は、ピラミッド型組

織とマトリックス組織の２つの組織構造をタスク割り当てのシステムとして定義し、マネ

ジメントシステムを推計環境(Stochastic Environment)における観測プロセスのコミュ

ニケーション･システムとして定義した。組織構造とパフォーマンス･レベルの分散の両変

分分析(Two-way Analysis of Variance)により、不確実性の低い環境下ではトップリーダ

ーによるピラミッド型組織が有効であり、不確実性の高い環境下においては、マネジャー

によるコミュニケーション･システムを有するマトリックス組織が有効であることが定式

化できたという。 

マトリックス組織およびプロジェクト環境におけるリーダーの行動とスキルを確認す

るために、DiMarco, Goodson, Houser(1989)は、製造会社のエンジニアリング部門に所属

する２２名のプロジェクトマネジャーと３４名の職能部門長およびそれぞれの部下(プロ

ジェクトメンバー＝８８名,職能部門＝１２２名)に対して、コミュニケーションと組織運

営に関する１９項目からなるアンケート調査を行なった。調査結果からは、彼らがさらに

多くの役割説明(Role Clarification)と問題解決(Problem Solving)の必要性を認知してい

ることが明らかになった。 

Bartlett と Ghoshal(1990)は、多様化する市場ニーズや競争のグローバル化などの複雑

化する外部環境への対応策としてマトリックス組織を導入した企業には、経営戦略とそれ

を実施する組織構造とのあいだにギャップが顕在していたと指摘する。Bartlett と

Ghoshal によると、企業の変化への対応は、コミュニケーションと意思決定プロセスを明

快にするなどの組織的な生理(衛生)上の改善をはかり、組織成員の心理的な変化を補強す

ることであると説いている。 

Skelton(1990)は、マトリックス組織のように分散した職員の業務を調整するコミュニ

ケーション･システム構築のためのプロセスについて解説していた。Skelton によると、マ

トリックス組織において相互依存するチーム間の職能的かつ文化的な相違が、互いの作業

を調整するのに必要なコミュニケーションと文書化の手続きを複雑にしているという。こ

うした障害を取り除くためには、コンピューター処理による情報通信技術を導入し、既存

のコミュニケーション慣行や組織文化との矛盾を解消する努力が必要となる。Skelton は、

社会工学設計(Sociotechnical Design)に従事するテクニカル･コミュニケーターの貢献が

欠かせないとしている。 

Khan(1991)は、バーレーンにおける民間企業４社のケーススタディを通じて、組織構

造,マネジメントおよび情報処理機能の調整とコミュニケーション戦略の比較研究を行な
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った。マトリックス組織を採用していた企業に共通していたのは、比較的早い段階で社内

の情報システムを整備し、公式･非公式のコミュニケーション･チャネルを駆使して、自社

の業務に適したシステムを開発する能力を備えていたことであった。プロジェクト指向の

マトリックス構造は、チームメンバー間の柔軟なコミュニケーションを促進するとともに、

作業に対する動機づけを改善すると考えられる。 

Jones, Jones, Deckro(1994)は、｢不確実な環境下でマトリックス組織が操業するならば、

戦略上の意思決定プロセスの包括性と戦略上の有効性の間には明白な繋がりがあるとい

う｣仮説のもと、２７のマトリックス組織からデータ分析を行なった。分析の結果、包括的

な指標を構成する５つの意思決定プロセス (1)明確な組織目標とコミュニケーション (2)

戦略モデルの開発 (3)挑戦的な戦略上の仮定 (4)目標と連結したタイムスケジュール (5)

目標支援システム のすべてが、戦略上の有効性に対して相関関係を示した。 

Staroba(1996)は、米旅行業協会(Travel Industry Association of America)が１９９５

年に実施した組織変革において、マトリックスを母体組織とするタスクチームを編成した

と述べている。同協会の最高経営責任者である Norman によると、タスクチームが組織内

部の問題に対処するために編成され、チーム同士が協働することもあるという。Norman

はこうした構造を、相互に連携したコミュニケーション ･ウェブ (Interconnected 

Communication Web)と見做していた。 

Proctor(1999)は、Boeing 社が１９９９年より商業輸送機の設計と製造エンジニアを５

つのプラットホーム･チームを基盤とするマトリックス組織に再編成したと報告している。

同社の副社長である Gillette によると、マトリックス組織への移行は世界有数の企業をベ

ンチマーキングした結果であり、７７７型機を開発した際のデザイン･ビルド･チームによ

る組織横断的な協働での経験が生かされているという。主要な従業員は同じ現場に配置さ

れるが、それ以外は電子メールやテレビ会議によるコミュニケーションが図られ、エンジ

ニアリング効率と設計の再利用が促進されると述べていた。 

上村(2000)は、企業が外部環境の変動に適応するためには｢『意思決定の一元化』に基

づく専門分化に伴う単位組織の固い結合関係ではなく，重複的なあるいは多元的な関係を

含む緩やかな結合関係が有効だ(32)｣と説いていた。 

除村(2000)は、ＩＢＭ社のノートパソコン“Think Pad”の開発･製造拠点が、アメリカ,

メキシコ,イギリス,日本に配置され、それらがマトリックス組織で編成されていると報告

していた。除村によると、｢マトリクス組織と明確に定義されたプロセスはプロジェクトの

効率という面からは優れているだけでなく、全員の合意というプロセスの性質上、決定は

声の大きいものに流れたりすることは避けられる反面、大胆な決定ができずらいという面

を持っている(33)｣という。 

Hobday(2000)は、プロジェクトベース組織(Project-based Organization)におけるＣｏ

ＰＳ(Complex Industrial Products and Systems)と称する高付加価値製品の生産性につ

いて調査を行なった。調査にあたり Hobday は、ドイツ籍企業における機能的マトリック
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ス組織とプロジェクトベース組織でのシンクロトロン粒子加速器開発でのケーススタディ

を比較した。ケーススタディからは、プロジェクトを越えた学習やコミュニケーションの

ための仕組みとインセンティブを持たないプロジェクトベース組織が、学習障害

(Learning Closure)の問題を抱えていることが判明した。 

渡辺(2001)は、マトリックス組織におけるコンフリクトへの対処を｢建設的論争｣という

観点から捉え、組織の二重の権限関係から生じる問題点について言及した。渡辺によると、

マトリックス組織を採用した企業は組織内部の権限の均衡状態を維持しようとするあまり、

｢意見の対立や論争は，『協調関係』の大義名分の下，回避され，抑圧されて(34)｣しまい、

その結果、成員間の意見の交換や交渉が衰えてしまったという。渡辺のいう｢建設的論争｣

とは、組織がこうした均衡に依らないでコンフリクトを有効に利用するプロセスであり、

その意図するところは、外部環境に適応するために組織内部の緊張関係がもたらす新しい

問題提起や課題設定を利用することであった。 

伊勢,荻窪,谷山(2002)は、２００１年に大阪市内で開業したアミューズメント･パーク

の建設工事において、受注業者が｢ＵＳＪ総合計画事務所｣と称するマトリックス組織を編

成したと報告している。この組織は、アメリカの Universal Studios 社側の設計組織と相

互に対応できるように、(1)パークワイドコーディネーション (2)設計情報システム管理･

運用 (3)インフラ (4)エリアディベロップメント (5)ファシリティ･デザイン (6)構造設

計 (7)設備設計 (8)ライド/ショー･エンジニアリング (9)コスト計画 (10)事務管理 (11)

申請 などの管理項目と、３分割した工事予定地を担当する受注業者群から構成されていた。 

Kuprenas(2003)は、ロサンゼルス市庁エンジニアリング局におけるマトリックス組織導

入のケーススタディを提示した。当局では、機能的マトリックス組織(Functional Matrix)

を採択したが、導入当初は設計チームを率いるファンクショナル･マネジャーとプロジェク

トの進捗管理をしているプロジェクトマネジャーとの間で深刻な混乱と衝突を数多く経験

したという。これらは新しい役職に前例が無かったり、その役割と責任があまり認知され

ていないことが主な原因であった。新しい組織では、プロジェクトマネジメント･コントロ

ール･システムを導入し、アーンドバリューを使って設計チームの進捗状況を追跡すること

が可能となった。その結果は、プロジェクトマネジャーとファンクショナル･マネジャーお

よびプログラムマネジャーに報告されるという。 

 
２.５.３. マトリックス組織のコミュニケーションに関する既存研究の貢献と課題 

以上は、マトリックス組織の運営事例を中心に、組織内のコミュニケーションに関する

諸研究を通観してきた。マトリックス組織におけるコミュニケーションには、タスク遂行

に必要な意思決定や調整行動を支援するための組織的な情報処理活動と、同僚または成員

とのあいだの意思疎通や相互作用による協働を促進するものがあった。 

前者に代表されるのは Allen の報告であり、プロジェクトの遂行を円滑にするためにタ

スクやサブシステム間の相互関係を調整し、専門分野の最新情報を収集･配布するなどのコ
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ミュニケーション活動から構成されている。それに対して、後者は対人関係能力における

他者との共通理解の促進であり、マトリックス組織を構成しているメンバーの非公式なコ

ミュニケーション･チャネルに拠るところが多く、マクロ的な組織の情報処理能力を向上さ

せ る も の で は な か っ た (Johnson and Davidson, 1982; 阪 柳 , 1982; 南 , 1982; 

McDonoughⅢ, 1984; Perry, 1984; Hoffmann, 1985; Staroba, 1996)。加えて、後者のコミ

ュニケーションについては、行為そのものが個人の裁量に委ねられているために、その発

生が一過性または不規則である。したがって、プロジェクト遂行組織としてのコミュニケ

ーションのパターンを捉えるには、前者の定式化されたコミュニケーション活動を調査対

象とするのが適当であると考える。 

マトリックス組織を導入した民間企業や行政機関では、組織の優先事項を再定義し、そ

のリソースを再配分することによって市場や技術の急速な変化に素早く対応しようとして

きた。それゆえ、マトリックス組織では組織内外の最新情報を適時に収集して処理し、そ

れらを実行するために部門横断的なコミュニケーションと意思決定を行なうことが正当化

されている。先行研究からは、組織階層による単純な権限関係を排し、交錯したコミュニ

ケーション･チャネルを組織内に形成することにより、外部環境のもつ複雑性に対応できる

ことを示唆した文献が数多く見受けられた(Goggin, 1974; 北野 , 1981; Takahashi, 1988; 

Bartlett and Ghoshal, 1990; Jones, Jones, Deckro, 1994; 上村 , 2000; 渡辺 , 2001; 

Kuprenas, 2003)。このほか、プラットフォーム･チーム(Platform Teams)と称する Boeing

社のマトリックス組織は、継続的なＰＤＣＡサイクルを通じて変化を遂げる｢学習する組

織｣として構造化されているという(Proctor, 1999)。 

土屋, McDonoughⅢ, Allen, Joyce, Skelton, Khan および Kuprenas 等は、階層構造に

よる垂直的コミュニケーションに加えて、部門間の水平的コミュニケーションを公式化す

ることにより、組織内の情報処理能力と調整機能を向上させることに言及していた。水平

的コミュニケーションを実現する手段としては、連絡調整(Liaison Roles)や統合的役割

(Integrating Roles)を果たす職位を組織内に設置したり、情報ネットワークを整備するこ

とが考えられる。例えば、McDonoughⅢが調査したマトリックス組織では、製造部門に所

属するインテグレーター(Integrator)が研究開発部門との活動を統合し、計画,スケジュー

ル作成およびプロジェクト活動を調整していた。それに対して Allen は、情報技術がタス

ク間の調整と専門情報の収集からなる２つのコミュニケーションのトレードオフを解消し、

マトリックス組織を有効に機能させることができると指摘した。Skelton もまた相互依存

関係にある職能間の業務を調整するために、コンピューター処理による情報通信技術を導

入し、既存のコミュニケーション慣行を任意に変更または削除する必要があることを説い

ていた。Khan の比較研究からは、それぞれの企業では情報処理機能とコミュニケーショ

ンに対する要件が異なるために、それに適合した組織構造を採用していたことが窺えた。 

このように、公式化された水平的コミュニケーションや情報ネットワークによる調整機

能は、それ以前の組織構造からマトリックス組織へ移行した際に具備されることが多い。
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しかしながら、マトリックス組織を運営していく過程の中でコミュニケーション･チャネル

の変化を経時的に追跡した研究は、これまで為されてこなかった。言い換えると、マトリ

ックス組織の編成後も内外環境の変化に応じて公式の情報伝達ルートを変更する、という

事実は明らかにされていない。マトリックス組織のコミュニケーションに関する文献レビ

ューからは、上記の事柄が課題として残されている。 

 
(1) Jani(1996) p.EST.7.3 
(2) Fleming and Koppelman(1997) p.15 
(3) 関屋(1999b) p.73 
(4) 畑田(1999) pp.15-16 
(5) 畑田(1999) p.16 
(6) 松井(1999) p.93 
(7) PMBOK(2000) p.86 
(8) McMullan(1991) p.O.5.4 
(9) Rodrigues and Bowers(1996) p.213 
(10) Raz and Globerson(1998) p.20 
(11) 勝田(2000) p.61 
(12) 杉浦(1998 b) p.71 
(13) 松尾谷(2002) p.5 
(14) Bachy and Hameri(1997) p.215 
(15) Raz and Globerson(1998) p.20 
(16) 畑田(1999) p.16 
(17) Kumar(1979) p.A.2.4 

(18) Prentis(1989) p.26 
(19) Raz and Globerson(1998) p.20 

(20) Globerson(1994) p.168  
(21) Globerson(1994) p.166 

(22) Turner(2000) p.83 
(23) Turner and Cochrane(1993) p.95 
(24) Bachy and Hameri(1997) p.216-217 
(25) PMBOK(2000) p.203 
(26) Fleming and Koppelman(2000) p.201 
(27) PMBOK(2000) p.205 
(28) PMBOK(2000) p.204 
(29) PMBOK(2000) p.19 
(30) PMBOK(2000) p.203 
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(31) 北野(1981) p.19 
(32) 上村(2000) p.118 
(33) 除村(2000) p.16 
(34) 渡辺(2001) p.133 
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第３章 分析枠組みと調査方法 

この章では、前章での諸研究の検討に基づき、ＷＢＳとＯＢＳの関連性を分析するため

の枠組みを提示し、調査対象組織のプロファイルならびに調査方法について述べる。 

 
３.１. 分析枠組み 

ここでは、本論文における調査と分析に用いる枠組みを示す(図３-１参照)。この枠組み

は、ＷＢＳ (Work Breakdown Structure),プロジェクト (Project),ＯＢＳ (Organizational 

Breakdown Structure) の３つの要素から構成されている。以下に、各構成要素の概念と

要素間の関係を示す矢印の意味について説明を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図３-１ 分析枠組み 

 
３.１.１. ＷＢＳ(Work Breakdown Structure) 

米 Ｐ Ｍ Ｉ (Project Management Institute) に よ っ て 作 成 さ れ た 米 国 標 準 規 格

“ANSI/PMI 99-001-2000 A Guide to the Project Management Body of Knowledge” の定

義によると、ＷＢＳとは｢プロジェクトのすべての作業スコープを組織化して定義づけた、

プロジェクト構成要素の成果物指向のグループ分け(1)｣である。このほか、米国防総省が発

行する“MIL-HDBK-881 Department of Defense Handbook Work Breakdown Structure”

におけるＷＢＳの定義は、軍需物資の調達に関するハードウェア,ソフトウェア,サービス,

データおよび設備機器から構成される製品指向の樹系図である(Department of Defense, 

1998)。さらに Ayas(1996)は、｢ワーク･ブレークダウン･ストラクチャー(ＷＢＳ)は、プロ

ジェクトを完成させるために必要な作業の階層を表現している『樹木』である。ＷＢＳの

ねらいは、組織単位に割付けることが出来るようにワークパッケージを定義することであ

る(2)｣という。このように、ＷＢＳはプロジェクトをその要素成果物やそれを生成する作業

の視点から定義し、構造化したものである。 

ＷＢＳはプロジェクトの初期フェーズで開発するが、そこではプロジェクトの最終成果

物を管理しやすいように要素成果物(Deliverable)またはコンポーネントに分解すること

ＷＢＳ ＯＢＳ プロジェクト

[1] スコープ定義 

[3] 進捗データの配布

[5] プロジェクトを 

通じて獲得したノウハウ

[6] プロジェクトマネジメントのカレント･ベスト･プラクティス 

[2] 実績測定 [4] プロジェクトマネジメント･

チームによるコントロール
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が行なわれる。細分化した要素成果物あるいはコンポーネントは、階層構造(Hierarchy)

で図示され、階層が一段下がるごとにさらに詳細な定義がなされる。その目的は、コスト

やスケジュール,リソースの見積り精度を向上させ、それらの指標からプロジェクトの進捗

状況を測定し、そのパフォーマンスをコントロールする責任者を割り当てるためである。 

ＷＢＳはまた、ステークホルダーへの情報伝達に利用されることがある。例えば、プロ

ジェクトから収集したデータをＷＢＳに則して逐次データベースに記録･蓄積し、ステーク

ホルダーの情報ニーズ(伝達方法･メディア･頻度など)に応じてそれらを配付する。あるい

は、進行中のプロジェクトがどのようにリソースを消費しているかを測定し、それらの利

用可能性(Availabilities)や単価を取り扱い、プールしたリソースの情報を体系的に整理す

る区分としてＷＢＳを利用することができる。既存の事例研究からも、ステークホルダー

に対するプロジェクトの状況報告にＷＢＳを利用したことを示す記述が幾つか見られた

(Hauser, 1994; Oldman, Ripberger and Cook, 1986; Horan and McNichols, 1990; Kiewel, 

1998)。 

Woolshlager(1986)によると、｢ＷＢＳを利用することは、すべての作業が確認され、共

通のフレームワークが定義されることを保証する。ＷＢＳはプロジェクトを管理可能なセ

グメントにまで細分化したり、各セグメント内の作業範囲を記述する方法を備えている(3)｣

のである。すなわち、ＷＢＳはプロジェクトの最終成果物と、それが生成されるプロセス

全体の明確なビジョンを作り出し、ステークホルダーがプロジェクトに対する共通の理解

を深めることを支援していると考えられる。 

 

３.１.２. プロジェクト(Project) 

Meredith と Mantel(2000)の定義によると、プロジェクトとは｢明確に定義された望ま

しい最終結果をもつ１度限りの活動(4)｣である。Oberlender(2000)は、｢発注者(Requesting 

Party)から期待された成果をあげるために請け負う活動(Endeavor)(5)｣であるといい、さ

らに Wysocki, Beck, Crane(2000)等は、｢ある目標や目的をもった独自で複雑なアクティ

ビティの連鎖であり、明確な期限と予算内で仕様書に従って完了しなければならない(6)｣

と述べている。このほか PMBOK Guide による定義では、｢独自の製品やサービスあるい

は成果を創造するために引き受ける有期的な活動(7)｣であるという。 

これらの定義は、プロジェクトが次のような特性を備えていることを示唆している。 

(1) 成果物に関係する目的あるいは明白な結果を有する 

(2) 明確な始まりと終わりがある１度きりの活動である 

(3) 独得の性質と能力を備えた成果物を創り出す 

組織の活動には、所定の順序に従って仕事を進める定常業務(Routine Work)と、通常の

業務範囲の中では対処できないような課題に取り組む活動(Project)があると考えられる。

例えば、定常業務は職能別に専門化することにより、安定した環境下での熟練の形成と専

門知識の蓄積に優れている。その一方で、目まぐるしい経営環境の変化や苛烈な市場競争
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に晒され、これまでにないまったく新しい成果を短期間のうちに目指す活動が増えている

ことも事実である。その例として、単独部門では解決できないような複合的な課題を解決

するために、各部課から精鋭を集めるクロス･ファンクショナル･チーム(Cross Functional 

Team)の台頭は、プロジェクトを機動的に行おうとする組織行動のひとつであるといって

よい。このように、定常業務とプロジェクトが目指す目的には、本質的に異なるものがあ

ると考えられる。すなわち、定常業務の目的は反復的な作業プロセスを繰り返し、事業を

持続させることに主眼を置くが、プロジェクトの目的は、新しい事業戦略などその時々に

掲げた目標あるいはゴールを達成して終結することにある。 

PMBOK Guide にある製品やサービスあるいは成果の｢独自性｣とは、プロジェクトの成

果物がいくらか識別できる点でほかと異なり、それだけに特有である性質や機能を備えて

いることをいう。｢例えば、何千ものオフィス･ビルが建設されてきたが、オーナー,意匠,

建設地,建設業者などが異なるので、それぞれの建物(施設)は独自のものである。反復的な

要素があるからといって、プロジェクト業務の基本的な独自性は変わらない(8)｣のである。 

プロジェクトがもつ｢有期性｣という特質は、実施するプロジェクトを分類するうえでも

有用である。例えば Oberlender の定義にあるように、建設業やエンジニアリング産業,ソ

フトウェア開発といった業界では、企業間の契約行為によってプロジェクトが成立する。

こうしたプロジェクトの特徴としては、特定の発注者と受注者が存在し、両者が取り交わ

した契約書の内容に基づいてプロジェクトが実施される。したがって、プロジェクトの所

要期間は両者が協議して決めた期日までとなる。 

それに対して、製造業やショー･ビジネス界のように、研究開発やプロモーション活動

を通じて、新しい製品やサービスを特定の市場へ投入するといったプロジェクトも存在す

る。このプロジェクトの特徴は、マーケティング･リサーチに基づいてプロジェクトの所要

期間が決まることである。言い換えると、プロジェクトの進退はその成果物を供給する市

場動向の影響を受けることになる。そこでは、経営戦略の視点から複数のプロジェクトを

同時に配置し、進行するプロジェクトに対して経営資源をどのように配分･調整するかが組

織の最大の関心事となる。 

Hammer と Champy(1993)はリエンジニアリングを｢コスト,品質,サービスおよびスピ

ードのような、重大で現代的なパフォーマンス指標を劇的に改善するために、ビジネス･

プロセスを根本的に再検討し、徹底的にそれを再設計すること(9)｣と定義している。第３の

プロジェクトは、企業経営の枠組みをプロジェクトの観点から見直し、既存の職務やプロ

セスを再設計する活動である。こうしたプロジェクトの特徴は、経営活動そのものを｢併行

する多数のプロジェクトの集合｣とみなしていることである。そこでは、複数のプロジェク

トが順次実施され、企業の競争力を維持･向上させるのに必要な革新性を不断に追求するこ

とが行なわれる。したがって個々のプロジェクトには終結があるが、総体としては新しい

目標を取り入れて継続していく傾向がある。 

なお、この論文で対象とするプロジェクトは２つある。ひとつは、日本下水道事業団の
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リエンジニアリング活動の過程で実施された｢業務改革遂行プログラム｣である。ここでい

うプログラムとは、関連するプロジェクトのグループを意味する。もうひとつは、地方公

共団体の要請に基づく下水処理施設の｢建設プロジェクト｣である。とりわけ後者は技術指

向が著しく、受委託契約によってプロジェクトが実施される。事業規模も大きく、ひとつ

のプロジェクトの期間はおよそ１０年近くに及ぶのが特徴である。 

 

３.１.３. ＯＢＳ(Organizational Breakdown Structure) 

ＯＢＳについては、そのあらましを２.５で既に述べている。この論文ではＯＢＳを｢プ

ロジェクトを遂行する組織構造｣と定義し、マトリックス組織をＯＢＳとして位置づけてい

る。したがって、この項ではマトリックス組織の形成と情報処理活動に焦点をあてた推論

を展開する。 

Davis と Lawrence(1977)の定義によると、マトリックス組織とは｢多元的命令系統を組

み入れた組織(10)｣である。多元的命令系統とは、多元的命令構造とそれを支持する制度お

よび関連する組織風土や人間の行動様式を指している。Davis と Lawrence は、マトリッ

クス組織を導入する前提条件として、(1)二元的要求の充足 (2)情報処理能力の高度化 (3)

資源の共有化 を挙げている。(1)二元的要求の充足とは、顧客からの要求と技術的優位性

を満足させる努力を指す。(2)情報処理能力の高度化では、組織全体の利益を優先し、不測

の事態にも即応できる人材を育成することが求められる。(3)資源の共有化は、高い業績を

追求するために、限られた人的資源や設備を効果的に共用することである。マトリックス

組織の編成には、これら３つの要件が同時に存在する必要があるという。 

これらの前提条件は、前述したプロジェクトの特性とも関連がある。例えば、二元的要

求の充足は、発注者からの要望に応えるためにプロジェクトの特質や難易度に応じて適材

を配置しなければならない。加えて、高度な専門知識と技術情報をもった人材を確保する

という、組織内部の要求も満たさなければならない。情報処理能力の高度化については、

刻一刻と変化するプロジェクトの進捗状況を測定し、迅速な意思決定を支援するためのプ

ロジェクトマネジメント･システムの構築が該当する。資源の共有化においても、アクティ

ビティの連鎖を設計する技法(Project Network Technique)を応用した資源配分計画

(Resource Allocation)によって、資源投入量を考慮した工程計画を作成することができる。 

このほか Kingdon(1973)は、｢マトリックス設計は混合設計の原則を織り込んでいる。

第一に、それは経済理論や自由企業から生じる組織設計原則をベースにした階層である。

すなわち、その目標のひとつは株主の利害関係の保全および促進である。[……] 第二に、

マトリックス設計は複合的な問題解決システムの一部であって、それはしばしばシステム

ズ･エンジニアリングといわれるような問題解決のためのテクノロジーの進歩から生じた

組織原則にもとづくものである(11)｣と述べている。ここで論じているマトリックス組織と

は、主としてテクノロジーの複雑性から生じる問題を解決するための集合体を意味してい

る。 



- 69 - 

組織内で発生するさまざまな課題や外部から持ち込まれる技術的要件に対処するには、

当該分野に関与する部門のメンバーを集めて｢プロジェクトマネジメント･チーム｣を編成

し、目的を達成するまで集中的に活動を続けることが考えられる。このようなプロジェク

トの特性や技術的要件に即した組織編成は、メンバーが本来所属する職能部門とプロジェ

クトマネジメント･チームとのあいだに、新たなコミュニケーション･チャネルや情報処理

のネットワークを構築する必要があることを窺わせる。 

 

３.１.４. 構成要素間の関係 

図３-１に提示した分析枠組みを構成している要素は、ＷＢＳ,プロジェクト,ＯＢＳの

３つの概念であった。ここではそれらの要素を結びつける矢印のもつ意味について説明す

る。 

 

[1] スコープ定義 

スコープ定義とは、プロジェクトで必要とされるすべてのスコープを含み、なおかつ、

プロジェクトが必要としないスコープを含まないことを確実にすることである。前者は、

プロジェクトが成功裏に完了するために欠かせない要件であり、後者は、無駄な時間とリ

ソースの浪費を避けるためである。つまり、上記の定義が成立しないようであれば、プロ

ジェクトは失敗するかもしれないし、ほぼ間違いなくコストやスケジュールの超過を経験

することが考えられる。 

ここでいうスコープ(Scope)とは、プロジェクトで提供する製品とサービスの総計を指

し、プロジェクト･スコープ(Project Scope)とプロダクト･スコープ(Product Scope)の２

種類からなる。PMBOK Guide では、前者を｢指定[明記]された特徴や機能を有する製品

を引き渡すために行なわなければならない作業(12)｣であるといい、後者を｢製品やサービス

に特有の性質[性能]や機能(13)｣と定義している。プロジェクトを立ち上げる際には、プロ

ジェクトの目的と最終成果物ならびに要求事項や制約条件を考慮する必要がある。そして、

プロジェクトの最終成果物を創出するスコープを順次明らかにしていかなければならない。 

 

[2] 実績測定 

プロジェクトのパフォーマンスを測定するには、それぞれのＷＢＳ要素(WBS Element)

に割り当てたコスト見積りに対して、実際に発生したコストを計上する方法がとられる。

通常は、ＷＢＳ要素の所要期間内に消費したリソースや既済した作業のボリュームを金銭

価値に置き換えて測定がなされる。なお、ここでいうＷＢＳ要素とは、ＷＢＳの独立した

パッケージを指している。 

先行研究からは、完了作業予算コスト(Budgeted Cost of Work Performed)の概念を用

いたＣ/ＳＣＳＣ(Cost / Schedule Control Systems Criteria)やＥＶＭ(Earned Value 

Management)による実績測定･分析の方法が数多く見られた(Howes, 1982; Canepari and 
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Varrone, 1985; Pham, 1985; Oldman, Ripberger and Cook, 1986; Farid and Karshenas, 

1988; Pryor, 1988; Horan and McNichols, 1990; Fleming and Koppelman, 1997; 勝田 , 

2000)。このほかには、ファンクションポイント法やスコープ定義した作業を数量化･金銭

表示する方法が紹介されていた(Marfleet, 1991; Valkenhoff, 1981)。 

 
[3] 進捗データの配付 

進行中のプロジェクトから収集したデータは、プロジェクトマネジメント情報システム

(Project Management Information System)を通して、一旦データベースに記録･蓄積さ

れる。データベースでは、プロジェクトのスコープすなわちＷＢＳの要素別･階層ごとに関

連するデータを保存している。プロジェクトマネジメント･チームのメンバーやＯＢＳの成

員は、自身の職位や権限に則してこれらのデータにアクセスしたり、当該プロジェクトの

進捗状況を類似する過去のプロジェクト･データと参照することができる。 

プロジェクトマネジメント情報システムは、既存の情報処理システムとデータの遣り取

りが出来るように設計されるので、プロジェクトで発生したデータを共通の定義でＯＢＳ

の各職能部門へ送信することが可能となる。その結果、事業計画や予算編成ならびに契約･

協定管理などを担当する部署は業務に関連するプロジェクト･データをタイムリーに受け

取ることができ、プロジェクトマネジメント･チームや他部門との情報共有が実現する。 

 

[4] プロジェクトマネジメント･チームによるコントロール 

同時並行的に複数のプロジェクトが進行している組織においては、それぞれのプロジェ

クトに対する責任単位として、プロジェクトマネジメント･チームを編成することがある。

通常、プロジェクトマネジメント･チームのメンバーは、プロジェクトマネジャーを中心に

プロジェクトの要件に適合する人物が母体組織(ＯＢＳ)から呼び集められる。 

チームのそれぞれのメンバーには当該プロジェクトの完成に必要な活動が割り当てら

れ、彼らはその遂行に責任を負うことになる。担当するスコープあるいはＷＢＳ要素が完

了するまでのあいだ、彼らはプロジェクトマネジメント情報システムからのフィードバッ

クを受けながら、そのパフォーマンスを計画に沿うかたちでコントロールしなければなら

ない。彼らは、チームに所属している間はプロジェクトマネジャーの指示に従って行動す

るが、技術的特性や品質に関する問題が生じた場合には職能制マネジャーにこれを報告し、

必要に応じて自部門からの援助を求めることになる。 

 

[5] プロジェクトを通じて獲得したノウハウ 

進行中のプロジェクトにおいて、プロジェクトマネジメント･チームのメンバーは、ス

テークホルダーとの情報の遣り取りによって、なんらかの判断(意思決定)を下したり、行

動を起こすと考えられる。あるいは、担当するスコープやＷＢＳ要素での活動を通じて、

そこから有用な知識を発見したり、それらを既存の技術情報と組み合せて新しい方法を創
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造することもある。このようなプロジェクト遂行のノウハウは、その内容を個人の記憶と

して留めておく場合もあれば、なんらかの媒体を通して組織の内部に記録･蓄積されること

がある。そこで、プロジェクトを通じて獲得したノウハウが、経営資源として組織の成長

と発展にとって重要な意味をもつと想定した場合、プロジェクトマネジメントにおけるコ

ミュニケーション(情報処理)活動は、経営資源を創出するプロセスとして認識することが

できる。 

 

[6] プロジェクトマネジメントのカレント･ベスト･プラクティス 

プロジェクトマネジメント･チームのメンバーは概して、担当していた任務が完了する

と同時にチームを離れ、本属の職能部門へ帰任することになる。そこでは、プロジェクト

での経験を通じて獲得した知識や技術的能力を職場の同僚と積極的に共有することにより、

組織成員のもつスキルや専門知識の向上が図られると推考される。 

この分析枠組みでは、プロジェクトを管理し成功させることに責任をもつ組織において、

最も優れていると考えられるプロジェクトマネジメントのプロセスやノウハウの開発に焦

点を当てている。これをこの論文では｢カレント･ベスト･プラクティス｣と呼ぶことにする。

カレント･ベスト･プラクティス(Current Best Practice)とは、現時点における最も効果

的･効率的な実践の方法を意味する。ＯＢＳからＷＢＳへ向かう矢印は、こうした個人の経

験で積み重ねられたノウハウを組織の標準的なビジネス･プロセスとして定式化し、それら

をＷＢＳに蓄積することでプロジェクトマネジメントの質の向上を図ることを想定してい

る。 

 
３.２. 調査対象 

本研究において調査の対象となる組織は、日本下水道事業団である。一般的に、市町村

における下水道事業の事業主体は地方公共団体である。したがって、行政区域内に下水道

の根幹的施設(下水処理場など)を建設する場合、地方公共団体の職員自らが予算申請,測量,

地質調査,基本/詳細設計,発注,施工管理,検収,維持管理などを行ない、下水道事業を遂行

していくことになる。しかしながら、下水道事業は土木,機械,電気,生物工学などの専門的

な知識と技術が多岐にわたり必要とされるうえ、事業期間がおおむね１０年前後と長期に

およぶことから、地方公共団体によっては単独での事業遂行が困難な場合もある。 

そこで、日本下水道事業団では地方公共団体に成り代わり、プロジェクトマネジメント

を適用して、下水道施設の設計と工事の監督管理および維持管理などを請け負うサービス

を提供している。 
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３.２.１. 調査対象の概略 

日本下水道事業団は、我が国の下水道整備を推進するために設立された地方共同法人で

ある。その創設は、下水道施設の建設･管理の技術者不足に対処するために、１９７２年に

国と地方公共団体の折半出資により設立された｢下水道事業センター｣を前身にもつ。当セ

ンターは、地方公共団体の下水道事業促進のための支援組織として、技術援助(土木･建築･

機械･電気･水質)を主たる業務として活動してきた。しかしながら、地方公共団体の要請が

しだいに技術援助から施設建設へと移行してきたために、１９７５年に改令改組し、日本

下水道事業団が発足した。 

ここでいう下水道施設とは、下水道管を通じて一般家庭や工場,商業施設から出された

排水を下水処理場まで流入させ、そこで汚泥を取り除いて消毒処理をした澄水を河川へ放

流するまでの一連の管渠および処理設備を指している。また下水処理場の機能を大別する

と、(1)水処理 と(2)汚泥処理 に分類することができる。前者は、排水に含まれる汚泥を

沈殿･分離させたのち(沈砂池施設)、微生物を使って残留有機物を分解し(反応タンク)、塩

素系消毒剤で殺菌処理(最終沈殿池･消毒設備)を施す。後者は、汚泥を脱水したのち(濃縮

槽･貯留槽)、①乾燥(乾燥床) ②焼却(焼却炉) ③埋め立て などの処分をする。このように

下水処理場は、排水と汚泥を処理するための設備に加えて、ポンプや脱臭装置,計測器など

の機械装置を完備したプラント施設であるといえる。 

日本下水道事業団は、日本下水道事業団法第１条により、地方公共団体などの要請に基

づく下水道施設の建設ならびに維持管理を主たる業務としている。さらに、下水道に関す

る技術開発,下水道技術者の養成を図りながら、地方公共団体の下水道整備の促進という地

域の生活環境の改善に貢献している。これにより、公共用水域の水質保全,水質環境基準の

達成という国の政策目標に直接関与する機関として、３０年間にわたり我が国の水質環境

保全に寄与している。 

 

３.２.２. 調査対象の事業概要 

日本下水道事業団が事業を遂行するには、事業年度の開始前に事業計画,予算計画,資金

計画を作成して国土交通大臣の認可を受け、認可された事業計画の範囲内で業務を遂行し

なければならない。その活動は、日本下水道事業団法第２６条により、次の業務を行なう

ことを目的としている。(1)計画設計 (2)実施設計 (3)建設工事 (4)技術援助 (5)下水汚泥

広域処理事業 (6)研修 (7)技術検定および認定試験 (8)試験研究 である。 

 ここで、日本下水道事業団の事業内容について簡略に説明しておく。先ず(1)計画設計と

は、日本下水道事業団が地方公共団体の委託に基づき認可設計を行なうことである。具体

的には、①基礎調査の実施 ②基本計画の作成 ③事業計画認可図書の作成からなる。(2)

実施設計は、下水道施設の終末処理場に関わる基本設計,水処理･汚泥処理施設,ポンプ場お

よび幹線管渠に関する設計業務のことである。(3)建設工事とは、下水道の終末処理場およ

び幹線管渠,終末処理場以外の処理施設,ポンプ場の受託建設工事を指している。(4)技術援
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助は、下水道に関する計画の策定,事業の実施,維持管理などについて、調査,企画,立案,

指導などを行なうことである。(5)下水汚泥広域処理事業とは、複数の地方公共団体の下水

汚泥を共同で処理する処理場の建設･維持管理することにより、汚泥を脱水･溶融処理また

は再資源化(建設資材)する業務を指す。(6)研修では、国または地方公共団体において下水

道技術を担当する職員を対象に、①計画設計 ②実施設計 ③工事監督管理 ④維持管理 ⑤

監督指導などの研修を行なっており、一部の研修修了者には、下水道法の法定資格も付与

している。 

(7)技術検定および認定試験は、下水道技術者の確保を図ることを目的に、技術的に共

通性の高い分野(河川,道路,上水道など)の技術者に対して、下水道特有の技術に関する知

識を検定するものである。また近年、下水道維持管理の業務量が増加しているが、これら

の業務に従事する民間技術者を対象に維持管理能力の適性を判定し、これを証明する試験

制度を設けている。(8)試験研究では、下水道および除害施設に関する技術開発･実用化の

ための調査研究を実施している。その対象となるのは、①下水の集水システムの改善 ②管

渠への浸入水の防止 ③放流水質の改善 ④汚泥処理法,汚泥処分･再利用法の確立 ⑤下水

および汚泥処理費の軽減 ⑥下水道構造物の設計･施工法の改善 などが挙げられる。 

日本下水道事業団では、これまでに全国に点在する下水処理場の約３分の１の建設に携

わってきた。２００２年度の総事業費は約２,６２１億円、職員数は７２４人である(14)。 

 

３.３. 調査方法 

組織におけるさまざまな行動事象(Behavioral Events)あるいは環境との関係を観察し、

認識するためには、何らかの｢調査方法｣を要する。本節では、その代表的な手法の特徴を

確認したのち、ケーススタディにおける証拠の提示について触れておく。 

 

３.３.１. ケーススタディの適用 

社会科学における調査で期待されるのは、ある特定の現象の生起を説明し、その変化を

予測する因果関係の確証を得ることである。しかしながら｢現象の固有の原因を分離しうる

ほどの方法が十分に発達しておらず，人為的に変数を操作して『現実の』原因を確定する

こともできない社会調査の現状にあって，現象の因果関係を経験的に実証することは難し

い(15)｣ことも事実である。企業活動の諸側面を研究する経営学においても、現実の経営現

象の原因(環境や意思決定)を推定するのは容易でない。そこでは調査手法として、(1)実験 

(2)サーベイ (3)フィールドスタディ が用いられる(中道, 1997)。 

安田(1970)によれば、実験(Experiment)とは、｢関連するすべての因子を統制した情況

において，人為的にある刺激を導入し，これによってこの刺激とその結果とに関する因果

関係を検証することである(16)｣という。実験には、社会的状況を室内で人工的に再現して

実験を行なう｢実験室実験｣と、現実の社会的状況のなかで実験を行なう｢野外実験｣との２

種類が存在する。両者はいずれも調査者がデータ収集の｢場｣に所在して、調査対象に人為
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的統制を加える調査手法である。 

次に、サーベイ(Survey)は、質問用紙などを用いて、調査対象となる複数の個人や集団

からデータを収集する調査手法をいう。その本質は｢『場』から独立した『統計的集団』を

用い,収集された『分析の単位』にかんするデータを統計的に集合化して比率や平均値など

を計算する(17)｣のである。また、調査目的が変数間の因果関係よりも、それらの相関関係

の究明に向けられることから、特定母集団の特性を描写するのに適した調査手法といえる。 

最後に、フィールドスタディ(Field Study)は、研究者自らが実際の｢場｣に入り、観察や

面接を通して調査対象から直接データを収集する手法である。また、｢研究の第１次的目的

は一般化にではなく，諸要因の複合体としての社会的実態に対して深い洞察をめぐらし，

諸要因間の関連性を分析・記述する(18)｣ことにある。フィールドスタディに代表される調

査手法は、さらにエスノグラフィ(Ethnography)や参与観察(Participant Observation),

ケーススタディ(Case Study)などに分類することができる。 

本研究では、日本下水道事業団におけるプロジェクトマネジメントの導入を調査するに

あたり、ケーススタディを採用した。その理由は、以下のとおりである。 

第１に、ＷＢＳ開発の要因が日本下水道事業団の業務改革と密接に関連していたので、

その文脈を慎重に探索する必要があったからである。Yin(2003)によれば｢ケーススタディ

法を用いるのは、前後関係の状況(Contextual Condition)が研究対象の現象と緊密に関連

するかもしれないと考え、それらを慎重に扱おうとする(19)｣からである。また、研究対象

としたプロジェクトマネジメントの導入事例からは、関連する人々の認知や行動あるいは

状況などを人為的に再現したり、ある行動事象の原因と考えられる因子を分離･操作するこ

とが不可能であった。加えて、ＷＢＳ開発の発生率や普及度を記録したり、その結果を予

測することを目指しているわけでもなかった。それゆえ、本研究においては｢実験｣および

｢サーベイ｣が適正な調査手法ではないと考える。 

第２に、この論文の研究課題が｢どのように｣や｢なぜ｣といった問題を扱っているからで

ある。問題の形態には、｢誰が(Who)｣,｢何が(What)｣,｢どこで(Where)｣｢なぜ(Why)｣あ

るいは｢どのように(How)｣といった質問の形式がある。Yin によれば、｢ケーススタディ戦

略は『どのように』と『なぜ』という問いに対しておそらく最も適している。それゆえ最

初の作業は、このことについて研究課題の性質を正確に明らかにすることである(20)｣。本

研究は、｢なぜＷＢＳを開発し、それをどのように利用しているか｣や｢ＷＢＳの開発にＯＢ

Ｓがどのように関連しているか｣といった問題を検討することから出発している。これらの

問題に答えるためには、行動事象が生起している現場に直接出向き、当事者へのインタビ

ューや資料記録などから多元的に収集･分析した１次データを重ね合わせるというトライ

アンギュレーション(Triangulation:三角測量手法)による証拠の収斂と前後関係の解明が

欠かせない。それゆえ本研究では、プロジェクトマネジメント導入のプロセスを経時的に

追跡し、事例(定性データ)の正確な描写とそれを支える複数の証拠源(Multiple Sources of 

Evidence)に基づいて、ＷＢＳ開発とＯＢＳ編成の経緯を説明することを目指している。 
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第３は、ＷＢＳの開発とＯＢＳの編成を研究対象とする場合、サーベイ･リサーチに必

要充分なサンプルの入手がきわめて困難であったことによる。そこで、参考とするケース

を探索すべく文献調査を行なったが、筆者が予備的調査を開始した２００１年１月の時点

で、国内においてＷＢＳ適用の事実を公表した資料は７篇を数えるのみであった。このう

ち、２篇は日本下水道事業団の職員による著述(畑田, 1999; 松井, 1999)であり、１篇が日

本ユニシス株式会社によるもの(勝田 , 2000)、残りの４篇は製造現場における改善活動に

ＷＢＳを適用したものであった(小野,1998; 大沢, 1999; 関屋 a, 1999; 関屋 b, 1999)。その

後の調査でも、核燃料サイクル開発機構における事例報告が見られたが、上記の４篇と同

様にＷＢＳの本義的な使用方法ではなかった(鈴木･石川, 2001)。さらにケースの記述に際

して、関係者へのインタビューや内部資料の提供などの全面的な協力を得られたのは、日

本下水道事業団 企画総務部情報システム室ならびに同･東京支社プロジェクトマネジメン

ト室の方々であった。このような理由から、本研究では単一組織を調査対象に選んだ。 

ケーススタディの設計では、単一のケースと複数のケースを用いる場合がある。単一ケ

ースによるケーススタディを選択する論拠としては、(1)充分に定式化された理論をテスト

する際の決定的なケース(Critical Case)である場合[理論の基本命題が正しいか、あるい

は代替説明の方がより適切かどうかを決めるのに用いる] (2)ケースが極端(Extreme)か

ユニーク(Unique)な実例である場合 (3)ケースが代表的(Representative)か典型的

(Typical)な場合 が挙げられる(Yin, 2003, pp.40-41)。 

ＷＢＳとＯＢＳの関連性について解明しようとする本論文のケースは、既存の事例研究

と比較しても、①ＷＢＳの階層構造を例示している点(国内の事例としては、松井, 1999 と

Murai, 2003 の２例しかない) ②プロジェクトマネジメント導入の文脈からＷＢＳ開発の

経緯と用途を記述している点 ③我が国の官庁組織における先駆的事例であるだけでなく、

それが数少ない成功事例となったこと がユニークであることから、上記の条件の(2)に相

当すると思われる。我が国のＷＢＳに関する研究蓄積が乏しく、調査対象となる行動事象

の報告やその認識を説明できる体系的な知識が不足している現状においては、単一ケース

の研究にも一定の価値があると考えている。 

 

３.３.２. 複数の証拠源とデータの収集 

Yin によれば、｢ケーススタディの証拠は、文書,資料記録(Archival Records),インタビ

ュー,直接観察,参与観察および物理的な人工物の６つの源泉から収集される(21)｣という。 

この論文ではその中から、文書,資料記録,インタビュー,参与観察などの証拠源を用い

た。まず文書には、日本下水道事業団が発行する機関誌『水すまし』や専門誌および新聞

への掲載記事のほか、事業団内部の管理文書などが含まれる。これらについては参考文献

にすべて収録している。資料記録は、職員数や事業費などの数値データの他に、『ＪＳ標準

ＷＢＳ_ＣＯＤＥ』『ＪＳドキュメント管理システム データ授受プロトコル定義書』『設計

コミュニケーションマニュアル』などが挙げられる。これらの資料もまたコンピューター
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データとして保存している。 

本研究では、２００１年１０月から２００２年５月までに行なった日本下水道事業団の

予備的調査に基づいてパイロット･ケーススタディを作成し、その後の２００２年６月から

２００３年１２月にかけて、パイロット･ケーススタディを基にのべ１２回のインタビュー

調査を行なった。インタビューの対象者は１９９６年１月から２００１年３月までのあい

だ、日本下水道事業団のＢＰＲ(Business Process Reengineering)活動とプロジェクトマ

ネジメント導入に中心的な役割を果たした当時のタスクフォースのメンバーが中心であっ

た。 

以下に、インタビュー調査の日時と場所を記しておく(調査実施順)。 

 

第１回 ２００２年 ６月 ７日 押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 

東京都 港区：日本下水道事業団 本社６Ｆ 会議室 

第２回 ２００２年 ６月２８日 飯島 雅氏・坂野 信行氏・井上 花江氏 

神奈川県 横浜市：日揮情報システム㈱ 本社３Ｆ 会議室 

第３回 ２００２年 ９月１３日 河井 竹彦氏・押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 

東京都 港区：日本下水道事業団 本社５Ｆ 会議室 

第４回 ２００２年 ９月２４日 押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 

東京都 港区：日本下水道事業団 東京支社３Ｆ 第１会議室 

第５回 ２００２年１０月３０日 押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 

東京都 港区：日本下水道事業団 東京支社２Ｆ 入札室 

第６回 ２００２年１０月３１日 飯島 雅氏・木村 善信氏・坂野 信行氏 

神奈川県 横浜市：日揮情報システム㈱ 本社３Ｆ 会議室 

第７回 ２００２年１２月１２日 押領司 重昭氏 

東京都 港区：日本下水道事業団 本社７Ｆ 小会議室 

第８回 ２００２年１２月１２日 畑田 正憲氏 

東京都 港区：日本下水道事業団 本社７Ｆ 小会議室 

第９回 ２００３年 ４月２３日 畑田 正憲氏・日高 利美氏 

東京都 港区：日本下水道事業団 本社５Ｆ 会議室 

第 10 回 ２００３年 ７月 ４日 押領司 重昭氏・富樫 俊文氏 

大阪府 大阪市：日本下水道事業団 大阪支社２０Ｆ 受託業務課 

第 11 回 ２００３年 ７月 ９日 押領司 重昭氏 

東京都 港区：日本下水道事業団 本社６Ｆ 会議室 

第 12 回 ２００３年１２月 ８日 畑田 正憲氏・日高 利美氏 

東京都 港区：日本下水道事業団 本社６Ｆ 第５会議室 
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インタビュイー(Interviewee:被面接者)の選定は、タスクフォースの中心的人物であっ

たインフォーマント(Informant:情報提供者)からの指名に依ってなされた。このほか、イ

ンタビュー方法は、面接に許された時間枠と質問の内容および項目数を考慮して、自由回

答形式(Open-Ended Nature)と焦点面接法(Focused Interview)を使い分けた。前者は、

インタビュアー(Interviewer:面接者)が知りたい情報について質問し、問題の事実関係や

行動事象についてインタビュイーの洞察や意見を尋ねることができる。後者は、調査の対

象や質問項目を既定し、限られた時間枠のなかでデータを収集するのに有効である。 

これらのインタビュー方法では、インタビュイーが質問内容に関して自由に見解を表明

できる反面、インタビュイーの話す内容や態度に応じてインタビュアー(筆者)が質問の語

句や訊き方あるいはその順番や深堀の程度などを調整することがしばしばあった。それゆ

えインタビューの過程では、回答から得られる情報に歪みを生じさせたり、質問の意味を

取り違えたり、記憶や発音が曖昧で不正確な回答を収集することもあった。加えて、デー

タ収集の構造上、言質が多様で数量的処理が難しいなどの側面を併せ持っていた。このた

め、本研究ではインタビューでの質疑応答をＭＤ(Mini Disc)に記録し、それを MS-Word

文書として編集したのち、インタビュイーに後日その内容を確認してもらう手続きをとっ

た。さらに、得られた回答の信憑性を高めるために、文書や資料記録および他のインタビ

ュイーからの証言でこれらを裏付けるようにした。 

参与観察では、あえて完全な参与者(Complete Participant)の立場をとらず、自己の身

分と調査の目的を明かしたうえで、インフォーマント(Informant:情報提供者)とのラポー

ルの形成に努めた。ラポール(Rapport)とは、研究者がインタビュイーとの間につくる親

和的･共感的関係のことを指す。調査においては、常に現場を訪れ、直接観察できない行動

事象(過去に起こった出来事など)については、インタビュイーから事情を聴取した。これ

らの証拠源は多分に相互補完的であり、実質的に同じ行動事象に関する複数の尺度を備え

ている。したがって Yin の言葉を借りれば｢もしケーススタディにおける発見物や結論が、

幾つかの異なる情報源とそれに続く立証的な方法に基づいているなら、[それらは]はるか

に説得力があり正確であろう(22)｣。複数の証拠源を用いることから得られる利点は、同じ

事実あるいは現象をより正確に実証できることにある。 

 

３.３.３. データ測定の妥当性と信頼性 

この論文では、ケーススタディによる調査を通じて｢なぜＷＢＳを開発する意思決定が

行なわれたのか｣,｢それはどのようにして実行に移されたのか｣そして｢ＷＢＳとＯＢＳの

間には、どのような関連性があるのか｣など、ケースの当事者の意思決定や行動ならびに環

境への対応について、その理由や動機を経時的に追跡し描写している。このために、デー

タの測定ではしばしば数量化がなされない知覚の形式をとっている。 

また、本研究においては、ケーススタディのデータ収集と測定に関して、その妥当性と

信頼性に関心を払う必要があると考える。ここでいう妥当性(Validity)とは、選択した測
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定用具または指標が測定対象に適合していることを指す。信頼性(Reliability)とは、デー

タの収集や測定などの操作を繰り返しても、その結果に一致性が認められることをいう。 

Yin はケーススタディの設計に関して(1)構成概念妥当性 (2)内的妥当性 (3)外的妥当

性および(4)信頼性の質を高めることを強調している(Yin, 2003)。本研究では、このうち

(1)構成概念妥当性と(4)信頼性の向上に力を注いでいる。(2)内的妥当性および(3)外的妥

当性については、次のとおりである。内的妥当性(Internal Validity)とは、ある条件が他

の条件をもたらすことを示す因果関係の確立を指している。言い換えると、調査対象とな

る行動事象が、ある一定の条件下で成立する普遍的･必然的関係の発見や理論の定式化を目

指すものである。しかしながら、ＷＢＳとＯＢＳの組織化の過程を因果律だけに特定して

調査するのは不合理であると考える。そこで、本研究が後のＷＢＳ研究にとって比較の対

象となり、時系列分析を適用することによって事実の追試が行なえるように、この論文で

はＷＢＳ開発の経緯を経時的に記述している。 

他方、外的妥当性(External Validity)は、研究の発見物を一般化しうる領域を示し、複

数のケーススタディによる追試の論理(Replication Logic)を利用する。しかしながら、我

が国のＷＢＳに関する研究は緒についたばかりであり、海外においても｢ＷＢＳ開発とＯＢ

Ｓ編成の経緯｣について比較･検討できるだけのケースが報告されていない現状においては、

複数のケースから同じ発見物を得るという事実の追試は難しい。それのみならず、この分

野は理論の追試を行なうだけの普遍的かつ体系的な知識も確立されていない。したがって、

単一のケースを扱う本研究においては、この研究領域における Turner, J. R.と Lamers, M.

の見解および学説への一般化を試みる。 

構成概念妥当性(Construct Validity)とは、｢研究中の概念に対する正確な操作的尺度の

確立(23)｣を意味する。あるいは｢ある指標の測定結果が理論から予想される結果とどれだけ

合致するかによって妥当性を評価する方法である(24)｣との定義が見られる｡ Yin によると

｢ケーススタディを行なう際に構成概念妥当性を高めるには、３つの手段を用いることがで

きる。第１は、探究の収斂を促す複数の証拠源を用いることであり、この手段はデータ収

集と関連がある。第２の手段は、証拠の連鎖を確立することであり、これもまたデータ収

集に関連する。第３の手段は、主要なインフォーマントによってレビューされたケースス

タディ･レポートの草稿を用意することである(25)｣という。 

前節で提示した証拠の利用は、同じ事実あるいは発見物に対する複数の指標を用意する

だけでなく、それらを参照することで、本研究で用いたケースの構成概念妥当性を高める

ことを目指している。さらにケースの記述に際しては、作業仮説の提示から結論に至るま

での証拠[提示]の連鎖を維持することに努めた。これらの証拠群については、論文の脚注

にその出典先を示している。これにより、この論文がどのような証拠を用いて論述されて

いるのかを容易に知ることができる。そして、この論文に限定されることなく証拠を直接

レビューし、独自の結論を引き出せるようにデータベースを用意した。例えば、面接記録

はＭＤ(Mini Disc)と MS-Word 文書として保存している。また、インタビューを行なった
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際にインタビュイーから引用の許諾を得た資料についても、これらを閲覧することが許さ

れている。さらに、広報用資料として既に公開されている文書については、ハードコピー

にしてファイリングし、主題別に検索できるように保存している。このようにケーススタ

ディの作成過程で収集したデータは、筆者が行なった研究の手順を追蹤できるように、す

べて文書ファイルまたはコンピューターデータとして記録･保存している。その目的は操作

手順の誤りや研究のバイアスを最小限にし、ケーススタディの信頼性を高めることにある。 

したがって、この論文の読者は、筆者が保管している文書,資料記録,インタビュー記録

などのデータから関連する証拠を引用することで、この論文の記述と類似した判断を下す

ことができるであろう。言い換えると、複数の情報源からの正確なデータの引用は、われ

われに利用可能な証拠を統合させ、この論文の研究課題や結論に関する暫定的な解釈に近

づけることを目指している。このことは、本研究におけるケーススタディの構成概念妥当

性と信頼性を維持することに他ならない。さらに、データの信頼性についても、ケースの

内容や記載事項に誤りがないか、インフォーマントや関係者にすべてレビューして貰って

いる。 

 

(1) PMBOK(2000) p.209 

(2) Ayas(1996) p.132 
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(4) Meredith and Mantel(2000) p.9 
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(7) PMBOK(2000) p.204 
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第４章 事例研究 

この章では、日本下水道事業団におけるプロジェクトマネジメント導入のケースを取り

上げ、ＷＢＳ開発とＯＢＳ編成の関連性について解明する。すなわち、両構造を作成した

経緯を通観することにより、それらの前後関係の状況(Contextual Condition)を明らかに

しようとしている。さらには、ＯＢＳ(マトリックス組織)におけるプロジェクトマネジメ

ントを分析することにより、ＷＢＳが組織内のコミュニケーション(情報処理)活動にどの

ように利用されているかを追究する。 

 

４.１. プロジェクトマネジメント導入までの経緯 

ここでは、１９９５年から２０００年にかけて日本下水道事業団で行なわれたプロジェ

クトマネジメントの導入について、主要なイベントを経時的に追跡し、確認していくこと

にする(表４-１参照)。 

 

４.１.１. 入札･契約制度の見直し (１９９５年) 

日本下水道事業団が、社内の業務の見直しを図ったのは１９９５年のことである。その

契機となったのは、同年３月に起きた電機談合事件(1)からの信用回復であった。ここでい

う電機談合事件とは、公正取引委員会が刑事告発した１９９３年度の電気設備工事の入札

をめぐる談合請負のことである。 

談合事件以後、日本下水道事業団では直ちに入札方式の改善や社員教育の徹底など、再

発防止に向けた対策を打ち出した。１９９５年４月以降、日本下水道事業団は事件の舞台

となった電気設備工事を中心に発注方法を変更し、約半年をかけてすべての発注工事で｢一

般競争入札及び公募型指名競争入札｣を導入した。この制度では、新規発注工事に対して受

注希望者を募集する方法として、｢一般競争入札｣と｢公募型指名競争入札｣の二つの方式を

採用している。その目的は、入札の透明性 ,客観性および競争性を高めるためであり、(1)

公募型指名競争入札の手続き  (2)契約締結後の予定価格と内訳の公表  (3)発注区分  (4)入

札要件 などがその主な内容であった。 

この新しい制度の導入にともない、入札に携わる有資格業者数が増加した。さらに、地

方公共団体との受委託契約でも発注体制の見直しが図られた。その結果、日本下水道事業

団が発注と工事監理を請け負う従来までの方式に加えて、新たに地方公共団体が発注のみ

を担当し、日本下水道事業団がその他の業務を受け持つやり方を導入した。これは、地元

選出の政治家や委託元である地方公共団体の首長等が、日本下水道事業団の発注業務にお

いて、業者の選定に関与することを予防するための処置であった。 
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表４-１ プロジェクトマネジメント導入の経緯 

 入札･契約制度｢一般競争入札及び公募型指名競争入札｣の導入

タスクフォース｢情報システム推進室｣の結成 

『ＪＳ再構築基本構想』の作成 

外部シンクタンクによる業務分析 

情報化設備投資(パソコン配備) 

ＩＤＥＦ０及びＩＤＥＦ１ＸによるＡｓＩｓモデルの作成 

ＩＤＥＦ０及びＩＤＥＦ１ＸによるＴｏＢｅモデルの作成 

定道副理事長より業務量５割の削減指示 

｢ライフサイクルサポートを目指して｣の作成 

プロジェクトマネジメントに関する研究の開始 

ＩＤＥＦ０及びＩＤＥＦ１ＸによるＴｏＢｅ/ＰＭモデルの作成 

実務者を対象としたＰＭ導入に関する説明会の開催 

実行計画書の作成 

｢ＪＳ標準ＷＢＳ｣の開発 

トップへのレビュー 

ＰＭへの転換方針が役員会において承認される 

米国へのＰＭ調査(富樫氏がＰＭＩ本部,国防総省を視察) 

ＰＭ転換推進チームの結成 

｢ＪＳプロジェクト遂行方針｣の作成 

『建設プロジェクト運営要領』の作成 

『シナリオ』の作成 

組織体制の改編,職務規程の改定 

ＰＭ転換推進チーム 軽井沢での合宿 

建設省への組織改編説明(ＰＭ室の設置) 

欧州へのＰＭ調査(畑田氏が伊,独,英を視察) 

ＰＵＲＥ(ＰＭＩＳ)の基本設計 

『ワークフロー』の作成 

ＰＭ移行準備室の結成 

ＰＵＲＥ(ＰＭＩＳ)の開発 

『設計コミュニケーションマニュアル』の作成 

訓練コース開発,トレーナー養成 

ＰＵＲＥ(ＰＭＩＳ)運用の教育訓練 

プロジェクトマネジメント制 開始 

フォローアップ計画の作成,実行 

内藤理事長が実施状況を確認 

フォローアップ計画の中間報告 

新任プロジェクトマネジャーを対象としたＰＵＲＥ操作訓練

ＥＶＭＳワーキング 

９９年１０月～００年９月 

００年２月 

００年３月 

００年４月･６月･９月 

００年１１月～０１年３月 

９９年４月～９月 

９９年４月～１０月 

９９年６月～００年３月 

９９年７月～９月 

９９年９月 

９９年１０月 

９８年１月～９９年３月 

９８年３月 

９８年３月 

９８年４月 

９８年４月～６月 

９８年４月～９月 

９８年４月～９月 

９８年６月～７月 

９８年７月～９９年１０月 

９８年８月 

９８年８月 

９８年１０月 

９８年１０月～９９年３月 

９８年１１月～９９年９月 

９６年１２月～９７年３月 

９７年４月～１２月 

９７年６月 

９７年７月～１０月 

９７年９月 

９７年１１月～１２月 

９７年１１月～１２月 

９７年１２月～９８年１月 

９５年９月 

９６年１月 

９６年７月 

９６年１月～６月 

９６年８月～９７年３月 

業務改革推進室の創設 

基幹業務のモデリング 

ＰＭ導入のシナリオ 

ＰＭへの転換 

ＰＭの普及活動と 

ＥＶＭＳの試行 
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４.１.２. 業務改革推進室の創設 (１９９６年) 

日本下水道事業団の業務改革は、失墜した組織の信用回復だけが目的ではなかった。む

しろ、バブル崩壊後の景気対策にともなう公共事業(内需拡大)政策が補正予算を膨らませ、

地方公共団体からの受託事業を急増させていたのである(図４-１参照)。その結果、日本下

水道事業団の業務遂行能力や品質管理能力は限界に近づいていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企画総務部 情報システム推進室資料より筆者作成 

図４-１ 事業費および職員数の推移 

 

こうした業務量の急激な増加に対して、日本下水道事業団では業務対策要員(嘱託,パー

トタイマー)の採用や建設工事費積算システムの導入などの対策を講じて、業務の円滑な処

理を図ろうとした。しかしながら実状は、｢業務量が非常に増えてですね、嘱託とかパート

とかを採用して凌いでいるニュアンスで、ですから職員は当時、土･日も出て来ていたし、

夜の１１時１２時まで、もう仕事しかやっていない状況になっていました(2)｣というように、

職員の健康管理まで問題にせざるを得ない状況が続いた。事業箇所や事業費の増加はその

後も続いたが、職員のあいだからは地方公共団体へ引き渡す施設の品質管理に対して、一

抹の懸念を抱く者も少なくなかった。当時を知る職員の話では、｢右から左への建築業の仕

事って言うのが、事業団の将来に大きな禍根を残すのではないか。何とか、業務量を減ら

して品質を上げるための努力に力を向けたい(3)｣という意見を持つ者が多かったという。 

そうしたなか、前年より就任した木内理事長の下で業務改革を推進すべく、｢情報シス

テム推進室｣と称する理事長特命のタスクフォースが編成された。当初のコア･メンバーは、

金刺,松井,佐藤,植田,富樫,今島,[畑田,伊佐]らの８名であった。彼らが先ず最初に手掛け

たのは、『ＪＳ再構築基本構想』の作成であった。 

ＪＳ再構築基本構想とは、日本下水道事業団を取り巻く環境の変化に対応するために企
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画された、情報システム整備とその運用ならびに経営資源の再配分を柱とする業務改革遂

行プログラムである。業務量の削減や成果物の品質向上を図るためには、(1)各種業務の標

準化 (2)組織や業務内容,規程などの見直し (3)アウトソーシング (4)職員の教育研修 な

どを検討し、実施していかなければならない。ＪＳ再構築基本構想には、そのための方法,

手順などが記載されている。その内容について特記すべきは、設計業務の標準化(→設計コ

ミュニケーションマニュアル),下水道施設･設備の標準化(→ＪＳ標準ＷＢＳ),地方公共団

体サービス担当部署の拡充(→プロジェクトマネジメント室),シンクタンクとしての技術

部門等の再編成(→専門設計課),権限の委譲(→プロジェクトマネジャー職)など、後のプロ

ジェクトマネジメント導入につながるツールや職能について、既にこの頃から議論や検討

がなされていたことである。 

ＪＳ再構築基本構想は、職員のあいだに業務改革の気運を高めるのに役立った。また同

じ時期に、彼らは外部のコンサルタント会社に依頼して社内の業務分析を行なっていた。

このときには、職員に毎日の業務内容を記録させて月単位に取りまとめ、業務フローの作

成ならびに業務分析を行なった。けれども最終的には、この分析結果から有効な改革案を

作り出すことができなかった。 

情報システム推進室はさらなる事務処理の効率化をねらい、社内に情報ネットワークを

構築すべく、職員一人ひとりにコンピューターの端末を配備した。しかしながら、データ

を管理する指針を持たない旧態依然の業務のままでは、作業の効率化などおぼつかない有

様であった。 

この時期の情報システム推進室の活動は、｢業務の再設計｣というミッションを達成すべ

く、暗中模索の時期であり、作業のすべてに軋轢が生じた。当初、富樫らは現行業務の処

理手順やそこで使用されているデータ,出力帳票類の解析を中心に業務分析を行なったが、

システム開発へ移行する実際的な方法論を持ち合わせていなかった為に、彼らの期待する

成果を達成することはできなかった。 

 

４.１.３. 基幹業務のモデリング (１９９７年) 

１９９６年１月に結成された情報システム推進室ではあったが、初年度にはまったく成

果をあげることが出来なかったわけではない。外部シンクタンクによる業務分析を指示す

る傍ら、彼ら独自で｢業務フロー｣を作成することを試みていた。情報システム推進室では、

確固とした方法論に依らずに業務分析を進めたことが、有効な情報システム開発や業務改

革案を創出するには至らなかったという教訓から、メンバーの一人である富樫が１９９６

年１２月から１９９７年３月までのあいだ、日揮情報システム株式会社(以下､日揮情報シ

ステムと略称する)の飯島の協力を得て、ＩＤＥＦ１Ｘ(ｱｲﾃﾞﾌ･ﾜﾝ･ｴｯｸｽ)を基本としたソフ

トウェア(製品名;ＥＲＷｉｎ(4))を試用した。 

ＩＤＥＦ１Ｘとは、米国空軍が開発したＣＡＬＳ標準のデータモデリング手法である。

エンティティ, アトリビュート(属性),リレーションシップなどの簡単な記述ルールで、ビ
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ジネス･プロセスで発生するデータの構造を正規化して描画するものである。ＩＤＥＦ

(ICAM Definition)の起源は、米国空軍がＩＴを活用して製造業の生産性を向上させるこ

とを目的に、１９７７年に始めたＩＣＡＭ(Integrated Computer Aided Manufacturing)

プログラムにおいて開発された業務プロセスの表現技法である。ＩＤＥＦは表現する特性

によって追番が付され(例:ＩＤＥＦ０,ＩＤＥＦ１Ｘ)、企業活動の様々な特性をボックス

と線を用いて階層的に図表化することができる。現在までのところＩＤＥＦ０,ＩＤＥＦ１

Ｘは、連邦情報処理基準(Federal Information Processing Standards)として標準化され

ている。ＩＤＥＦ０は業務プロセスを機能とモノの関連で捉え、ＩＤＥＦ１Ｘはそれらを

情報の構造として捉えて記述するのが特徴である。ＩＤＥＦ１Ｘは、情報の構造を概念的

なレベルからデータベース･アプリケーションの詳細設計に必要なレベルまでＥ-Ｒ図

(Entity Relationship Diagram)によって連続的･段階的に記述することができる(5)。 

富樫はこの手法を通して、実際に業務で使用されている帳票,管理レポート等を対象に

業務分析を実施し、概念データモデルと呼ばれる｢ＡｓＩｓ(現状)モデル｣を完成させた(図

４-２参照)。 

ＩＤＥＦ１Ｘは、変動しやすい業務の処理手順(ビジネス･プロセス)を分析の対象とす

るのではなく、プロセスが変更しても安定しているデータの流れを追跡し、分析の対象と

する。それゆえ、データベース設計によるデータの一元管理や共有化,重複作業の排除など

業務の効率化が期待できる。概念データモデルは、そのデータベースの基本設計図に相当

するものである。富樫の業務分析によって得られた概念データモデル(ＡｓＩｓモデル)は、

現行業務をデータ領域から忠実にモデル化したものであったので、情報システム推進室の

メンバー達は、あらためて日本下水道事業団のビジネス･ドメインを再考察する機会を得る

ことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：畑田(2001)｢ＰＭの導入から進化へ｣ 

図４-２ ＩＤＥＦによる概念データモデル(ＡｓＩｓモデル) 
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富樫がＩＤＥＦ１Ｘによる概念データモデルを作成していたのと同じ時期、松井 ,佐藤 ,

畑田は『ライフサイクルサポートを目指して』の作成に携わっていた。『ライフサイクルサ

ポートを目指して』とは、日本下水道事業団に委託された下水道施設の計画,設計,建設,改

築更新など、施設の維持管理までを含むすべての業務に対して、きめ細かい対応と経営資

源の適正配分を行なうという企画であった。この作成に際して、定道副理事長からは６月

の役員懇談会の席上で｢１割や２割の業務削減ではなく、現在やっている仕事を半分の労力

でやれるようにしろ｣という指示があったという。定道の下命は、即効性のある措置で職員

の業務負荷を軽減するだけでなく、公共投資が縮小することを見越した事業の再設計を示

唆するものであった。しかしながら１０月の会合ではトップの承認を得ることが出来なか

った。このときには事業方針に言及することが、ミドルの抵抗と受け取られたのである。 

９月に入ると、情報システム推進室のメンバー達はプロジェクトマネジメントに関する

研究に着手した。そのキッカケとなったのは、畑田,佐藤が９月１７日付の日経産業新聞の

記事を通じて、エンジニアリング振興協会(ＥＮＡＡ)が｢プロジェクトマネジメントフォー

ラム研究会｣を組織したのを知ったことによる(6)。その２ヵ月後、畑田と佐藤は実務者を対

象に、プロジェクトマネジメントの導入に関する説明を東京･大阪の両支社と工事事務所で

行なった。その目的は、日本下水道事業団の受託業務にプロジェクトマネジメント方式を

取り入れて、業務の標準化を促進するための意見交換と彼らの協力を得ることであった。

この年の年末･年始にかけて、畑田はトップへのレビューに向けた実行計画書を準備してい

た。その中には、支社長や部長,所長からの同意や協力を求めるための説明資料やプレゼン

テーションの準備などが含まれていた。 

富樫によるデータモデルの作成は、ＥＲＷｉｎの購入を通じて知り合った日揮情報シス

テムの飯島,坂野を交えてさらに発展していった。彼らは、日本下水道事業団が受託業務で

使用している管理帳票や報告書などを調査し、そこで使用しているすべてのデータを解析

したうえで、それらを概念データモデルに定着化させていった。 

これまでに日本下水道事業団では、企画総務部,経理部,業務部,計画部,工務部などの部

署が個別に、データベースの構築を行なってきた。その結果、同じ管理項目でありながら

部署ごとにデータの定義や表記が異なっており、職員が部署の区別なく、同じデータを共

有することが困難になっていた。富樫らによる一連のデータ分析作業は、業務に精通した

職員と共に受託業務の処理手順を分析し、データの意味と構造を読み解いていくことであ

った。そして、その属性から｢１データ１定義｣となるようにデータを正規化し、それらを

ＩＤＥＦ１Ｘに記述していく作業を行なった。 

１９９７年４月頃から富樫らは、ＡｓＩｓモデルをベースに日本下水道事業団の｢ある

べき姿｣となる新しいデータモデル｢ＴｏＢｅモデル｣の設計に着手した。図４-３は、Ｔｏ

Ｂｅモデルの概要を示している。ＡｓＩｓモデルによる現状分析から、日本下水道事業団

の基幹業務が (1)全体計画の作成 (2)全体計画明細の作成 (3)基本協定の締結 (4)年度協

定の締結 (5)工事計画の作成 (6)契約 (7)検査･評価 からなる下水道施設の建設に関わる
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計画管理であることが既に判明していた(図４-３参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：畑田(2001)｢ＰＭの導入から進化へ｣ 

図４-３ ＩＤＥＦによる概念データモデル(ＴｏＢｅモデル) 

 
彼らはさらに、ＡｓＩｓモデルの｢全体計画明細｣の内容を見直し、それがＴｏＢｅモデ

ルでは見積項目と主要工事･機器に分割できること、同様に｢工事計画｣は、発注計画や発注

設計に置き換えられることに注目した。そして、見積項目は(年度)発注計画や発注設計に

繋がり、さらには予算要求と結びついていることなどが、日揮情報システムの社員と情報

システム推進室のメンバー達とのあいだで話し合われた。やがて、管理するデータの対象

を地方公共団体と交わす基本協定･年度協定の内容にまで展開していくと、日本下水道事業

団の業務は、協定で交わした品質,コスト,スケジュールなどの諸条件を満たすためのマネ

ジメント業務であることが鮮明になってきた。概念データモデルを設計していくプロセス

を通して、メンバー達は日本下水道事業団の業務が地方公共団体から委託された業務(プロ

ジェクト)のマネジメントであること、モデルに表記されるデータの属性が当初考えられて

いた設計図書の情報よりも、むしろ予算管理に関する情報が多いことに気付き始めていた。 

ＴｏＢｅモデルの作成に着手してから半年が過ぎようとしていた頃、富樫,畑田ならび

に日揮情報システムの飯島,坂野らは、日本下水道事業団の基幹業務は｢地方公共団体の下

水道施設建設を対象としたプロジェクトマネジメントである｣という確信を持つようにな

った。そこで、情報システム推進室のメンバー達は、地方公共団体からの受託業務に適用

可能なプロジェクトマネジメントのテクニックおよびツールに関する知識の充足を図った。

とりわけＴｏＢｅモデルでは、プロジェクト(受託業務)を個別に計画･管理するためのプロ

セスとその運営に必要なデータベースの設計がなされていなかったので、プロジェクトマ

ネジメントでは必須とされるワーク･ブレークダウン･ストラクチャー(ＷＢＳ)をモデルに
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追加することを検討した。この時期、富樫,畑田らは日揮情報システムを通じて、その親会

社である日揮株式会社(以下､日揮と略称する)のプロジェクトマネジメント情報システム

(Project Management Information System)をベンチマーキングしている。 

ＩＤＥＦ１Ｘを活用した業務分析は、富樫らが作成した概念データモデルを通して署内

の情報システムの整備とプロジェクトマネジメント手法の導入へと結びついた。その後、

彼らはプロジェクトマネジメントの観点からＴｏＢｅモデルの見直しを行ない、この年の

１２月までに｢ＴｏＢｅ/ＰＭモデル｣と称する概念データモデルおよびビジネスプロセス

モデルを完成させた(図４-４参照)。ＴｏＢｅ/ＰＭモデルでは、これまでの全体計画,事業

範囲を｢プロジェクト｣として再定義したところに特徴がある。見積項目においてもプロジ

ェクトスコープと定義し直し、新たに作業と施設のＷＢＳおよび予算,工期のデータをプロ

ジェクト管理の対象として付け加えた。さらに、彼らは委託元である地方公共団体からの

コスト評価に対応するため、プロジェクト毎に担当する職員のマンアワー(人時)を計画･

測定することをねらい、モデルに明記した。 

出所：畑田(2001)｢ＰＭの導入から進化へ｣ 

図４-４ ＩＤＥＦによる概念データモデル(ＴｏＢｅ/ＰＭモデル) 

 

４.１.４. プロジェクトマネジメント導入のシナリオ (１９９８年) 

畑田と富樫は、木内理事長,定道副理事長の面前でプロジェクトマネジメント導入の必

要性を説明する機会を、ようやく３月に得ることができた。会合には正･副理事長のほか、

企画課長と情報システム推進室のメンバー全員が顔を揃えた。畑田と富樫は、正･副理事長

に対して地方公共団体からの受託業務にＷＢＳを適用し、データベースを構築することで
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業務の標準化･省力化が可能になることを力説した。このときには、畑田,富樫の熱意と気

迫が定道を納得させる形となった。 

１９９８年４月７日に木内理事長から指名を受けた定道副理事長は、日本下水道事業団

におけるプロジェクトマネジメントの導入について勧告を行なった。それが役員会で正式

に承認され、情報システム推進室は｢プロジェクトマネジメントへの転換｣を基本コンセプ

トとした業務の再設計に取り掛かった。この年の彼らの活動は、大きく分けて３つの領域 

(1)プロジェクトマネジメントを実践するためのツールの開発 (2)各種業務規程の改定 

(3)プロジェクトマネジメント支援システムの設計 に焦点があてられていた。なお、開発

業務の支援ということで、日揮情報システムが日本下水道事業団の業務改革に引き続きコ

ミットすることになった。 

プロジェクトマネジメントを導入するにあたり、日本下水道事業団では｢ＰＭ転換推進

チーム｣と称するワーキンググループが編成された。チームのメンバーには、押領司(おう

りょうじ)を始めとする入団１０年から２０年の経験を持つ１７名の実務担当者が各部署

から呼び集められた。メンバーが最初に手掛けたのは、｢ＪＳプロジェクト遂行方針｣の作

成であった。ＪＳプロジェクト遂行方針とは、一般に｢プロジェクト憲章｣と呼ばれ、プロ

ジェクトの責任者が組織のもつ経営資源を、プロジェクトの遂行に限り使用することを認

容した文書である。この遂行方針は、ＩＳＯ９００１の認証/登録を視野に入れて作成され

た。日本下水道事業団はこの憲章の中で、プロジェクトの運営方針やステークホルダーへ

の対応,成果物の品質管理などについても言及している。 

ツールの開発では、畑田と富樫がＩＤＥＦによるＴｏＢｅ/ＰＭモデルに基づいて、下水

処理場建設をプロジェクトマネジメントで受託した状況を想定し、シナリオを作成した。

ここでいうシナリオとは、地方公共団体より新設処理場の委託を電話で打診されてから、

プロジェクトが終了するまでに処理すべき業務と事務処理の手順を物語風に記述したもの

である。シナリオは、日本下水道事業団のプロジェクトに必要な業務の流れと、それを担

当する職員の役割を明記した『ワークフロー』を準備するために書かれた。 

ＩＤＥＦ１ＸやＩＤＥＦ０で作成した概念データモデルは、線画で表現したデータの構

造や流れ,業務を理解するのに習熟を要する。このために、日本下水道事業団が実施するプ

ロジェクトマネジメントの概要をワークフローの作成を担当する職員に説明するには、Ｉ

ＤＥＦ手法の教育から着手しなければならない。そこで畑田は、担当者がこれまでの業務

からプロジェクトマネジメントでの作業を類推し易いように、モデル化した作業手順に文

章で筋書きを付けた。｢それ[データの流れと出力帳票]を、富樫君が解析しながらキチンと

説明してくれるのを自分で実際に落とし込んで、先ず電話をした時にこういうデータが入

るってことを考えながら物語を作ったわけですね。[……] あの、現実プラス理想論を言っ

たら富樫君がＩＤＥＦを実際に動かして、要は、実務者に翻訳する仕事を私の方がやった

んです(7)｣。畑田は、シナリオが職員への説明資料や研修用教材として流用されることを想

定し、業務の遂行手順や新たな管理項目について平易な文章での解説を心掛けた。 
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シナリオの完成後、畑田は直ちに『建設プロジェクト運営要領』の作成に取り掛かった。

８月には軽井沢でのＰＭ転換推進チームの合宿に同行し、その素案についてメンバー達と

評議している。建設プロジェクト運営要領とは、ワークフローの正当性を保障する明文で

ある。その内容は、受託業務における設計および建設に関する一連の成果物,作業構成範囲,

職能ならびにプロジェクトの開始から終結に至る事項について定めている。建設プロジェ

クト運営要領は、管理者が実務者を監督することでプロジェクトをコントロールするので

はなく、実務者自らが発注者に成り代わりプロジェクト遂行を裁量するという、実務者の

主体性を強調したところに特徴がある。規程の改正ついては、ＰＭ転換推進チームの松村

が幹事となり、およそ３０にもおよぶ内規と職権が変更された。 

日本下水道事業団ではこの年の８月に、プロジェクトマネジメントに適した組織編成を

年度予算の概算要求と共に建設省へ申請した。彼らが申請した新しい組織体制は、東京･

大阪にある支社の設計各課を、従来までの地域担当制から専門技術(土木,建築,機械,電気)

毎の設計課に再編し、新たに｢プロジェクトマネジメント室｣を設けるというものであった。

ちなみに｢プロジェクトマネジメント室｣という名称は、定道理事長自らが命名したもので

あった。官庁の慣例に遵うと｢事業調整課｣となるはずであったが、｢職員の意識を変えたい｣

という理事長の願いから、カタカナ名の部署名に決定された。 

組織体制を変更するのは１４年ぶりのことであったが、下水処理施設のライフサイク

ル･サポートを重視すると、改修工事には新設以上に高度な処理技術や専門知識が必要とな

る。それには専門職種･職能別に人的資源を配置することで、組織内に技術や知識が蓄積さ

れ、地方公共団体の要望に応じた人材の供給が可能となる。これにより、下水道事業の受

託に関与する組織の形態は、専門技術ごとの職能制組織とプロジェクト遂行を専門業務と

するプロジェクトマネジメント室とに分かれたマトリックス組織で運営されることになっ

た(図４-５参照)。 

出所：畑田(2000)｢プロジェクトマネジメント(ＰＭ)への転換｣ 

図４-５ マトリックス組織によるプロジェクトマネジメント･チームの編成 
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先述したように、シナリオ作成の本来の目的は、ワークフローの作成を意図したもので

あった。ワークフローとは、地方公共団体とプロジェクトマネジメント･チームおよび関連

組織の役割を、マネジメント業務(イベント)の手順と対応させて記述した文書である(図４

-６参照)。当初、その作成には、押領司を中心とする数名の有志者が集っていたが、翌年

の４月には東京支社内に｢ＰＭ移行準備室｣が正式に組織された。ＰＭ移行準備室のメンバ

ーは、伊藤,一杉,押領司の３名であった。ワークフローの作成に際して彼らが最初に行な

ったのは、シナリオの内容を検討し、そこから主要なイベントとそのフローを抜き出すこ

とであった。押領司は作成当初を振り返り、次のように述懐している。｢基本的には業務の

流れというものがあったんです。またデータ分析やっていますんで、データベースそのも

のは、もうこっち[畑田]の方からあって。それのデータを入力するためタイミングを可視

化してみようというのが、ワークフローのひとつの目的でしたね(8)｣。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：押領司(1999)｢プロジェクトマネジメントにおけるワークフロー｣ 

図４-６ ワークフローの構成概念図 

 

次に、彼らはプロジェクトに参画する総ての職員の役割を定義する作業に取り掛かった。

｢プロジェクトに関与する計画部(課)長、支社長、次長、課長、各設計者、工事監督員及び

ＰＭＲ(プロジェクトマネージャー)などの全参画者が、どのような情報を受取り、何を決

定し、どこへ伝達すれば良いのかなど、役割分担を抽出し、整理し、記述する作業に着手

しました(9)｣。このあいだＰＭ移行準備室のメンバー達は、幾度か意見交換や説明会を行な

っていた。ワークフローの骨格が固まってくるにしたがい、メンバーの活躍はやがて職員
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の多くが知るところとなってきた。｢ワークフローもね『これを聞き漏らしたら、とにかく

大変だ』つうんで、精鋭を集めて来るわけですね、『ウチは何をやるのって』(10)｣。 

さらに、次の段階で検討が加えられたのは、業務の遂行にともない発生する厖大な帳票

の管理と決済の手続きであった。前者は、さまざまな部署の要求や個人的な要望から作成

され、これまで体系的に運用がなされてこなかった。後者は、日本下水道事業団の業務,

組織機構の拡充改組にともない繁雑化してきた経緯がある。そこで押領司らは、幾分制約

はあるものの、決裁や手続きの段階を担当者,審査者,承認者の３段階で極力整理した。そ

れゆえワークフローでは、イベントが処理される際に、誰が帳票を作成し、どこへ配信し、

それがどのように承認/保管されるか等が体系的に表現してある(図４-７参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：押領司(1999)｢プロジェクトマネジメントにおけるワークフロー｣ 

図４-７ ワークフロー例 
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当該職員による１０数回の検討委員会と約１年の作成期間を経て、ワークフローは１９

９９年９月に完成した。ワークフローの作成は当初、プロジェクトマネジメントによる業

務管理の手順と役職を洗い出す目的で始められた作業であった。しかしながら、押領司の

真摯な態度とメンバー達の活発な意見交換が功を奏し、結果的に多くの実務担当者にプロ

ジェクトマネジメント導入に対する関心を抱かせることに成功した。 

畑田がシナリオ,押領司らがワークフローの作成に専心していた頃、富樫は日揮情報シ

ステムの飯島,林らと協同して、ＷＢＳコードの体系化を図っていた。林は、プラント･エ

ンジニアリング会社の日揮に在職していた当時、自社のＷＢＳ構築に携わったメンバーの

一員であった。彼は３０年以上も前に、米国系メジャーオイルのコスト･プラス･フィー契

約によるプロジェクトを通じて、逸早く欧米のプロジェクトマネジメント手法を体得した

稀少な存在であった。富樫もまた、かつてＩＤＥＦ１Ｘによる概念データモデルを作成し

た経験から、下水道事業の受委託業務に関わる作業と施設のすべてに識符を付けることで、

これらをデータとして管理することを発想していた。そこで、彼らは日揮のＷＢＳをモデ

ルに約１５ヶ月間にわたり、下水処理施設の設計･工事に関わるすべての作業と施設や設備

などを分類し、コードで体系的に整理する作業を行なった。 

ＷＢＳ(Work Breakdown Structure)とは、プロジェクトを顧客への納品物やそれを生

成する作業の視点から定義し、組織化した体系である。言い換えると、ＷＢＳで定義され

た成果物や役務のみがプロジェクトにおけるマネジメントの対象となる。富樫らが設計し

たＷＢＳのコード体系は、｢ＪＳ標準ＷＢＳ｣と呼ばれる２次元配置のマトリックスで表現

されている(図４-８参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本下水道事業団『ＪＳ標準ＷＢＳ ＣＯＤＥ』より作成 

図４-８ ＪＳ標準ＷＢＳの概念図およびＷＢＳコード (ﾚﾍﾞﾙ 2) 
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マトリックスの行方向は｢作業ＷＢＳ｣といい、管理や検収の対象となる設計や工事が体

系的に細分化され、配置されている。列方向は｢施設ＷＢＳ｣である。プロジェクトの成果

物となる下水処理施設とその設備が位置する。プロジェクトで遂行する作業や調達物は、

この施設ＷＢＳと作業ＷＢＳの組み合わせで表現され、マトリックスの交点が作業管理単

位(ワークパッケージ)となる。 

ワークパッケージ(Work Package)選定の一例を示すと、以下のようになる(11)。 

 

〔施設ＷＢＳ〕 

 ＷＢＳレベル   ＷＢＳコード   記載事項(Description) 

レベル１      Ａ        処理場 

レベル２      Ａ３       水処理施設 

レベル３      Ａ３２      沈砂池施設 

 

〔作業ＷＢＳ〕 

 ＷＢＳレベル   ＷＢＳコード   記載事項(Description) 

レベル１      ３        建設工事 

レベル２      ３１       新設工事 

レベル３      ３１１      土木工事 

レベル４      ３１１１     土工 

レベル５      ３１１１１    機械掘削工 

ＪＳ標準ＷＢＳ_(ママ)ＣＯＤＥ(2000.5.15)を参照 

日本下水道事業団では原則として、それぞれのＷＢＳの｢レベル３｣の交点を｢ワークパ

ッケージ｣と称して、プロジェクトの管理を行なっている。したがって上記のＷＢＳコード

を組み合せると、管理レベル３×３のスコープ、すなわちワークパッケージは｢Ａ３２-３

１１：沈砂池施設‐土木工事｣となる。なおワークパッケージには、作業内容,責任者,見積

明細,着工/完了予定日(工期)などのデータが記録･保管されている。ＪＳ標準ＷＢＳは、後

述する日本下水道事業団のプロジェクトマネジメント情報システムとデータの連携をはか

ることで、プロジェクト案件の概算コストを算定することができる。日本下水道事業団の

プロジェクトマネジメント情報システムには、設計と建設工事の作業ＷＢＳならびに施設

ＷＢＳのコード体系が組み込まれている(図４-９参照)。 

ＷＢＳコード体系の完成と同時に、日揮情報システムは日本下水道事業団で使用するプ

ロジェクトマネジメント情報システム(システム名ＰＵＲＥ)の設計に着手した。ＰＵＲＥ

(Project Management System for Upgrading and Realizing Earned Value Concept)とは、

ワークフローにしたがって行なわれる帳票作成と共に、業務で発生したデータを逐次デー

タベースに記録･蓄積し、事業計画システム,契約情報管理システム,協定管理システムなど

の既存のシステムとデータの遣り取りをするための基幹統合システムである。これにより、
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従前から執り行なわれてきた予算管理,施行計画,工事契約などの一連の業務が、プロジェ

クトマネジメント方式で一貫して処理されることになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：畑田(2001)｢業務改革の実践－情報共有から知価創造へ｣ 

図４-９ ＰＵＲＥ操作によるワークパッケージ選定例 

 

この年の１０月から、富樫と日揮情報システムの坂野はＰＵＲＥの基本設計に取り掛か

った。基本設計では、ＰＵＲＥの入力画面のデザインと出力結果のレイアウトが主な作業

であった。彼らは先ず、既存の予算要望書や｢棒グラフ｣と呼ばれるマスタースケジュール

などを参考に、畑田が書き上げたシナリオからプロジェクトの遂行に必要な情報を拾い上

げていった。そして、プロジェクトマネジャーが使用する管理帳票の書式を詳細に定めて

いった。｢機能要求もほぼ基本設計の初期段階では出ているわけです。で、いちばん時間を

費やしたのは、やっぱりアウトプット｡[……] アウトプットって言えばレポートですね。

紙のイメージです(12)｣。 

富樫と坂野は、こうした作業を通じてＴｏＢｅ/ＰＭモデルを幾度となく修正すると同

時に、ＰＵＲＥ操作の画面に入力が必要なデータを整理していった。｢開発するスコープを

ですね、あまり意識せずにシナリオに忠実にＰＵＲＥの全体像をやって。そのアウトプッ

トしなきゃいけないものっていうのと、それからインプットできるものを全部リスト化し

てですよね。で、その基本的に優先度の高い、これがないと次に進めない、っていうよう

な画面っていうのは、全部Ｅｘｃｅｌで具体的に画面を作るんですよ(13)｣。期間中、富樫

らがシステムの要件定義のために作成したレポートの数は千数百枚にも及んだ。こうした

一連の作業は、直ちにデータベースの論理設計にも反映され、ＲＤＢＭＳ(Relational 

Data-Base Management System)に合わせて表構成が設計された。ここではエンティティ

とデータ項目が識別され、データの正規化(冗長性の排除),整合性制約分析(整合性の維持),

エンティティ･ライフサイクル分析などが行なわれた。ＰＵＲＥはその後、物理設計‐開発

を経て、１９９９年の６月に最初のプロトタイプが完成した。 
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４.１.５. プロジェクトマネジメントへの転換 (１９９９年) 

１９９９年４月よりＰＵＲＥの開発がスタートした。日本下水道事業団がプロジェクト

マネジメント制に移行する６ヶ月前のことである。開発業務に直接携わったのは日揮情報

システムの坂野であった。７月初旬には、完成したプロトタイプのプロジェクトマネジメ

ント情報システムに実際のプロジェクトデータを入力することで、富樫がＰＵＲＥの機能

評価を行なった。このときに参考としたデータは、日本下水道事業団がその直前まで宮城

県で手掛けていた下水処理場建設に関する資料であった。富樫は、もう一人の職員と２週

間かけてすべてのデータをＰＵＲＥに入力し、２００件余りの改善要求を行なった。その

後、ＰＵＲＥは２ヶ月ほどで、バグの無い完全なシステムに作り変えられた。 

一方、畑田はこの年の６月から『設計コミュニケーションマニュアル』の作成に取り組

んでいた。日本下水道事業団では、通常、地方公共団体から委託されたプロジェクトの設

計に関しては、設計計算,製図などの作業を外部の協力会社(設計コンサルタント)に発注し

ている。設計コミュニケーションマニュアルの作成は、設計段階における日本下水道事業

団の設計担当者と設計コンサルタントとの意思疎通や情報伝達の仕方を改善することで、

プロジェクトの調達物である設計成果品(各種検討書,計算書,図面)の品質向上を図ること

を目的としていた。 

マニュアルの作成にあたり、畑田は(社)全国上下水道コンサルタント協会の情報小委員

会から全面的な協力を得ることができた。彼らは先ず、発注側である日本下水道事業団と

受注側となる設計コンサルタントの立場を認識するために、設計業務のやり取りで生じる

問題(業際問題)について、問題とされる事象からその要因を分析･抽出する作業を行なった。

業際問題分析で確認された事象は、(1)表面的な問題 (2)中心となる問題 (3)関連する諸問

題 へと要素間の相関を分析した後、(4)解決方法 (5)問題解決で得られる効果 を導出した。

こうした問題の中には｢設計基準や指針の解釈･適用に個人差が大きい｣｢口頭指示や承認で

後日の確認ができない｣などが挙げられていた。 

設計図書の受発注を通じた両者の関係は、これまで主従関係として捉えられていたとこ

ろがあり、それが両者の役割と責任範囲を曖昧にしていたものと思われる。そこで畑田は、

日本下水道事業団と設計コンサルタントの業務を｢設計管理｣と｢設計作業｣に区分したうえ

で、情報小委員会のメンバーと協同して、プロジェクトの設計段階で行なわれる会議や打

合せの目的,開催時期,連絡方法,関係資料や議事録の作成などについて詳細な取りまとめ

を行なった。 

 設計コミュニケーションマニュアルとは、(1)プロジェクトマネジメントの解説 (2)コミ

ュニケーションルール (3)データの送受信や進捗管理などの実務要項 から構成されてい

る。(1)プロジェクトマネジメントの解説では、プロジェクト･ライフサイクルやＪＳ標準

ＷＢＳの基本構成,基本設計のワークフローなどが紹介されており、日本下水道事業団内部

の仕事の手順や設計コンサルタントとの役割分担が明記されている。(2)コミュニケーショ

ンルールは、プロジェクト会議やレビューの内容についての取り決めが記載されており、
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(3)実務要項については、設計成果品の授受に関する事務的な取り扱いを定めている。日本

下水道事業団と(社)全国上下水道コンサルタント協会のコラボレーションによるマニュア

ルの作成は、互いのコミュニケーション･スキルの向上だけでなく、より良質な設計成果品

を目指すことによって、効果的なプロジェクトの設計業務を委託元である地方公共団体に

提供できることを約束している。 

９月に入ると、各支社でプロジェクトマネジャーが正式に決定した。当初のメンバーは、

東京支社が１６名、大阪支社が１２名であった。その中には押領司をはじめ、ＰＭ転換推

進チームのメンバーも数多く含まれていた。当初の選出にあたっては、プロジェクトマネ

ジャーの特性よりも人事のローテーションが優先されたという。しかしながら選抜された

職員のほとんどが在籍年数１５年以上の経歴を持ち、平均すると５つ以上の職場を担当し、

少なくとも設計業務と工事監理については全員が経験していた。プロジェクトマネジャー

には、土木,建築,機械のエンジニアのほか、事務系の職員も呼び集められた。ただし、電

気については専門職種の職員数が不足していたこともあり、初回の召集はなかった。 

やがて、新任のプロジェクトマネジャー達は、２つのグループに分かれて新横浜にある

日揮情報システムのトレーニングセンターに集合した。彼らはそこで３日間、集中的にＰ

ＵＲＥ操作の研修を受けた。同じ頃、日本下水道事業団では各支社の担当者,工事事務所長

を通じて、委託元である地方公共団体に対してプロジェクトマネジメント制移行への協力

要請を行なっていた。 

日本下水道事業団は当初の予定どおり、１９９９年１０月からプロジェクトマネジメン

トの導入に踏切ることができた。新体制で最初に直面した問題は、プロジェクトマネジャ

ーの業務過多であった。これまでの体制では、地域担当各課に所属する土木設計者が予算

管理などのマネジメント業務を手掛けてきた。ところが、１０月１日より新任のプロジェ

クトマネジャーがそれらの業務を引き継ぐかたちとなり、それまでの経緯や内容,顧客につ

いての情報を把握する暇もなく、ＯＪＴでＰＵＲＥの操作を習得しなければならなかった。

｢プロジェクト毎の引継は、決められた様式を支社サーバー上に置き、それまでの担当者が

必要事項を書き込むことでデーターの引継を行いました。その引継書に基づき担当者毎に

特色、特徴の口頭による引継も行なわれました(14)｣。 

当時、新任プロジェクトマネジャーの全員が、１人あたり平均で約２０件のプロジェク

トを担当していたという。彼らは、プロジェクトマネジャー就任以前に担当していた受託

案件を同僚である別のプロジェクトマネジャーに引き継ぐ傍ら、自分が新たに請け負った

プロジェクトに関しては、次年度本要望などの予算管理やワークパッケージのデータ入力

を手馴れないＰＵＲＥ上で操作しなければならなかった。そのうえ、プロジェクトマネジ

メントの導入直後に、平成１１年度の第二次補正予算が編成された。ところが稼動直後の

ＰＵＲＥの中には、プロジェクト名称,プロジェクトＮｏ,次年度概算要求額,マスタースケ

ジュールのデータのみしか蓄積されていなかった。このために、当該年度の実施計画デー

タを保有する既存の事業計画策定システムを並行操作するしかなかった。先述したように、
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土木出身の職員に限っては以前から受託業務の予算管理などを手掛けていたので、システ

ムの操作にはある程度習熟していたが、それ以外の者には操作経験がなかったために、新

旧２つのシステムの操作を同時に習得するという苦闘の日々が強いられた。 

当時の状況を知る押領司は、｢やっぱり最初は半端じゃなかったですよね、その業務量

の負荷が大変なものですから｡[……] 事業団の傍にあるカプセルホテルを契約してもらっ

て、そこに泊り込んで。で、仕事を１２時か１時に終って皆でホテルに帰って、風呂に入

ってストレスを発散していましたね(15)｣。導入時におけるプロジェクトマネジャー達の混

沌たる状況は、その後９ヶ月ものあいだ続いた。 

 

４.１.６. プロジェクトマネジメントの普及活動とＥＶＭＳの試行 (２０００年) 

 情報システム室では、両支社の受託業務にプロジェクトマネジメントが定着するまでの

あいだ、約１年間のスケジュールでフォローアップ計画を作成し実行してきた。プロジェ

クトマネジャーからのヒアリングで判明したことは、やはり｢業務量の負荷が大きすぎる｣

ということであった。事実、一人のプロジェクトマネジャーが２０件以上ものプロジェク

トの予算やスケジュールを管理しながら、なおかつ、それぞれのプロジェクトについての

細かい技術的な変更や調整までを各担当者に指図することは不可能に近かった。日本下水

道事業団にプロジェクトマネジメントが導入されてから半年、これまでプロジェクトマネ

ジャー達の不満が爆発しなかったのは、東京支社の押領司,大阪支社の河井らの人柄や統率

力がメンバーの使命感と結束を強めていたからであった。畑田らはフォローアップ作業を

通じて、設計コンサルタントとの技術的な調整作業を行なうエンジニアリングマネジャー

職を新たに設けるなど、プロジェクトマネジャーの負荷軽減に腐心した。 

２０００年の２月には、内藤理事長がプロジェクトマネジャーの活動状況とフォローア

ップ計画の進行について現場を視察した。そして即座に、プロジェクトマネジャーの増員

とＰＵＲＥの操作端末の入れ替えを命じた。業務の効率化とは、ある制約条件のもとで仕

事の能率を向上させることをいう。内藤は、日本下水道事業団の業務改革は委託元である

地方公共団体のために行なうものであるから、彼らにとって必要のない制約条件はすべて

取り除くつもりであった。内藤は、自ら実施状況を確認したうえで、プロジェクトマネジ

ャーの人数とコンピューターの演算処理能力の不足が、日本下水道事業団におけるプロジ

ェクトマネジメント定着の制約条件であると判断した。 

フォローアップ計画は、３月に幹部に向けての中間報告を行ない、そのほかにもワーク

フローの評価･修正,ＰＵＲＥの機能拡張などを行なった。プロジェクトマネジャーについ

ては、東京支社が２名、大阪支社で３名が新たに増員された。４月にはＰＵＲＥ操作の説

明、６月にプロジェクトの立上げから設計変更契約手続きまで一連のプロジェクト業務の

解説、９月にはプロジェクトマネジメント全般に関する教育研修を実施した。日本下水道

事業団におけるプロジェクトマネジメントの導入は、その後も大きな混乱に陥ることなく、

プロジェクトマネジャーの業務負荷はしだいに沈静していった。 
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日本下水道事業団がプロジェクトマネジメント制に移行してから既に１年近くが経過

し、導入時の騒動もようやく収拾がついた頃、畑田はこれまでの活動を回想し、それがプ

ロジェクトマネジャーの｢エンパワーメント(Empowerment)｣の域をほとんど出ていなか

ったことを不本意に感じていた。そして何よりも残念だったことは、それが職員のあいだ

で公然たる事実になろうとしていたことであった。｢当面の大きな混乱が解決されようとし

ている時期から、ＰＭ方式はＰＭ室やＰＭＲだけが実施し、各専門設計課とＰＭ室、各設

計者とＰＭＲなど組織間あるいはチームとしての一体感やコミュニケーションに違和感を

感じると言った意見が多くなってきたことも事実です(16)｣。なお、ここでいうエンパワー

メントとは、意思決定から実行までの迅速な処理を狙い、現場に近い職員の裁量権を拡大

することで彼らの自律的な判断力や対応能力を高めることを意味している。その一方で、

押領司らプロジェクトマネジャーの労苦は、畑田にとっても他人事ではなかった。畑田は、

日本下水道事業団の改革が｢業務の再設計｣から｢関係者の意識改革｣に差し掛かっているこ

とを感じとり、寄稿や学会発表を通じた広報活動の傍ら、次のプロジェクト運営体制につ

いての構想を練り上げていった。 

その一つの試みが、２０００年１１月より開始されたアーンドバリュー･マネジメント･

システム(以下､ＥＶＭＳと略称する)の試験的導入であった。ＥＶＭＳ(Earned Value 

Management System)とは、あらかじめ算定された計画予算コスト(Budget Cost of Work 

Scheduled)と測定した実績コスト(Actual Cost of Work Performed)の差異から出来高

(Budget Cost of Work Performed)を算出することで、プロジェクトの進捗状況を把握･予

測するための手法である。 

日本下水道事業団では市町村の下水道施設の設計および工事監理を請け負っているが、

設計段階における受発注業務についての取り決めは、既に『設計コミュニケーションマニ

ュアル』で規定していた。日本下水道事業団のＥＶＭＳは施工段階における発注工事の実

施工程作成,進捗/出来高の測定,変更管理などの実施要領について整理したものであった。 

また、日本下水道事業団では現行業務におけるＥＶＭＳ適用を次のように位置づけてい

た。｢ＪＳ[日本下水道事業団]では工事を発注する場合、契約に先立って工事履行の要求内

容を設計書(現説用金抜)、特記仕様書、設計図に記載し提示しています。さらに契約後、

受注者にはＪＳの意図する工種別コストに整合した進捗・出来高が測定され、また途中で

生じる内容変更に関する意思疎通が図られることなどを目的として、積算内訳が事後公表

されています。Ｃ-ＥＶＭＳは、この目的を正確かつ迅速に達成するために電子データをや

り取りする実務的な仕組みと位置づけると共に、この仕組みを用いてプロジェクトの状態

を把握し、ＰＪ-ＥＶＭＳとして取りまとめ、顧客やステイクフォルダー(利害関係者)に対

する説明責任に応えて行くことができると考えています(17)｣。 

上記の引用にあるＣ-ＥＶＭＳとは、日本下水道事業団と受注業者との間のＥＶＭＳを

いい、ＰＪ-ＥＶＭＳは、プロジェクトオーナー(地方公共団体)と日本下水道事業団との間

のＥＶＭＳを指している。ＥＶＭＳの前に付いているＣは Contract(契約)を意味し、ＰＪ
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は Project(プロジェクト)を表わしている。なお、ここで扱うＥＶＭＳとは、特に断りの

ない限りＣ-ＥＶＭＳのことを指している。 

 日本下水道事業団のＥＶＭＳの特徴は、受注業者は日本下水道事業団が指定する構成で

実施工程表を作成し、それに従って進捗報告および変更管理を行なうことである。その手

順とは、(1)受注業者は、日本下水道事業団が作成した工事設計書に基づいて実施工程(ベ

ースライン)を作成,提出し、日本下水道事業団の承認を得る (2)承認を得た実施工程に基

づいて、受注業者は月ごとの出来高を算定する (3)変更の必要が生じた場合、受注業者は

変更予定分の実施工程を作成し、それが承認されたのちに当初実施工程に追加･削除する 

(4)受注業者はすべての構成の終了を確認し、日本下水道事業団に最終報告をする である。

ちなみに日本下水道事業団と受注業者のあいだで遣り取りされるデータ構造は、土木工事

が作業ＷＢＳの｢レベル５｣、建築工事は｢レベル４｣で、それぞれ統一されている。 

 ＥＶＭＳの試行は情報システム室が中心となり、群馬県の水処理施設,管理棟の新設工事

並びに岡山県の水処理施設の建設工事を対象に、３段階で実施されることになった。第１

段階は、ＥＶＭＳのプロトタイプの開発と機能評価をしたのち、設計書ファイルの出力,

進捗･出来高データの授受と集計,実施工程の変更･承認の手順などを確認し、試行要領を作

成することであった。第２段階では、工種別に試行範囲を広げ、工事受注業者,現場担当者

を交えてＥＶＭＳの試行計画を説明し、運用ワークフロー,進捗･出来高算定要領を作成し

た。第３段階となる運用検討会では、業際問題の抽出･分析を通じた相互コミュニケーショ

ン･ルールの作成およびデータ授受の合理化,管理方法などについて検討がなされた。 

 

４.２. 日本下水道事業団におけるＷＢＳの開発とその用途 

地方公共団体から委託されたプロジェクトを適切に計画し実行するためには、プロジェ

クトの成果物である下水道施設とそれを完成させるための一連の作業を、系統的な方法で

小さな区分に｢ブレークダウン｣しなければならない。こうした区分の規模や属性は、ＷＢ

Ｓの編成を通じて次第に明らかにされるが、同時にそれはプロジェクトの特性を反映し、

マネジメントやコントロールの対象を特定していると考えられる。 

そこでこの節では、日本下水道事業団におけるＷＢＳの開発事例を取り上げ、当時の開

発担当者によるインタビュー記録を交えながら、ＷＢＳ開発のプロセスとその使用方法に

ついて探っていくことにする。 

 

４.２.１. ＷＢＳ開発の動因 

情報システム推進室のメンバーであった富樫が、日揮情報システムの協力を得て、ＩＤ

ＥＦ１Ｘによる概念データモデルの設計に着手したのは、１９９６年１２月のことである。

その年の前半に行なわれた外部シンクタンクによる業務分析が有効な改革案を提示できな

かったことから、富樫は、｢棒グラフ｣と称する受託業務の管理帳票をもとに、そこで使用

されているデータの流れをモデル化することを試みた。 
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先述したように、ＩＤＥＦ１Ｘはビジネス･プロセスで発生するデータの構造を正規化

して描画するソフトウェアである。富樫は、変動しやすく個人差のある受託業務の処理手

順(ビジネス･プロセス)を分析するのではなく、その管理帳票の作成に必要なデータの流れ

を追跡することから業務分析を開始した。｢分析の対象は棒グラフだったんですよね。ＷＢ

Ｓを開発する前のモデルを作っていく時のやり方が『事業団で一番大事な帳票を元にモデ

ルを作っていきましょう』っていう発想なんですよ。で、事業団の一番大事な帳票という

ものがこれですから。これを基にデータを正規化っていうか、データモデルを作り始めた

んですよね。だから、必然的にここに載っている情報を見ていきますんで。『コストがやは

り重要ですね』っていうのが、あらためて認識したということなんです(18)｣。 

富樫が分析の対象とした｢棒グラフ｣とは、地方公共団体から委託された下水道施設建設

の事業費を総括的に管理すると共に、その管理状況を地方公共団体にレビューするための

資料である。在籍２５年以上のベテラン職員の話によると、棒グラフは日本下水道事業団

が設立した当初に作成され、これまでに若干の変更はあるものの、現在でもその様式がそ

のまま使用されているという。プロジェクトマネジメント情報システムであるＰＵＲＥが

稼働するまでのあいだ、土木設計者は各自、紙に印刷された棒グラフの罫に沿って手書き

で必要事項を記入していた。｢この当時はですね、どんどんプロジェクトの進行によって数

字が変わってきますよね、契約したとか。そのたびに消してですね、予算要望とか… 以前

はちょっと厚手の用紙で管理していました。それを消して、例えばその度にコピーを撮っ

て、元のところを消していたという作業をしていました(19)｣。筆者が照査した(当時の)棒

グラフには、工事欄にポンプ場を構成する各施設が記載されており、それぞれの施設に対

する予算の執行期間がバーチャート(Bar Chart)で表記してあった。加えて、事業年度毎

の財源および工事費,管理諸費ならびに着工や通水時期の主要なマイルストーンなどが書

き付けられていた。 

ＩＤＥＦ１Ｘによる業務分析ならびに概念データモデルの作成は、現行業務を忠実にモ

デル化した｢ＡｓＩｓモデル｣を１９９７年３月に完成させている。その後、富樫らはモデ

ル上のエンティティの内容を見直し、そこに含まれるデータの意味や属性を精査すること

を通して｢ＴｏＢｅモデル｣の設計に取り掛かった。１９９７年４月にスタートしたＴｏＢ

ｅモデルの設計では、ＡｓＩｓモデルの｢全体計画明細｣が｢見積項目｣と｢主要工事･機器｣

に、｢工事計画｣は｢発注計画｣と｢発注設計｣にそれぞれ置き換えられた。やがて｢ＴｏＢｅの

モデルが出来上がる頃ぐらいですね。ＴｏＢｅのモデルを作って、工事の見積項目とかそ

ういったエンティティに何を入れようかといった話になった場合に、どうしても項目の標

準化が要るって話で、こっちのＷＢＳの話に移りました(20)｣。ほどなくこのアイディアは、

ＴｏＢｅ/ＰＭモデルの構築へと具体化していった。ＴｏＢｅ/ＰＭモデルでは、それ以前

のモデルに記載されていた事業範囲を｢プロジェクト｣と改め、見積項目を｢プロジェクトス

コープ｣として再定義した。さらに｢作業ＷＢＳ｣と｢施設ＷＢＳ｣のエンティティを新たに付

け加えた。 
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 それでは、なぜ日本下水道事業団はＷＢＳを必要としたのか。ＷＢＳ開発の直接の動機

とは何であったのだろうか。富樫は、その理由を次のように語っている。｢ＷＢＳを作った

っていうのは、その他人によって分け方が微妙に違っていたのを、何らかの形で統一した

かったという[……] データモデルを分析していったなかで、実際にこうシステムにデータ

を入れていかないといけないという、こうシステム側からの要請というのが当然あるんで

すけれども[……] 実際はシステムを造って、システムを動かすと。で、そこで何らかの形

で[見積]項目というのを標準化していかないといけないという時に、たまたまそのＰＭ関

係の文献とか話を聞くなかで、ああこれはＷＢＳそのものに相当するんじゃないかという

ことで、ＷＢＳの開発に進んでいったという。まあ、そんな感じなんですけれどもね(21)｣。 

このように、ＷＢＳの開発は当初、概念データモデルの設計･分析プロセスのなかで、

見積項目の標準化を図る目的で話し合われてきた経緯がある。富樫は、変動しやすいビジ

ネス･プロセスの定義よりも、そこから発生する安定的なデータの流れに注目し、それらを

収集･蓄積するための｢区分｣としてＷＢＳの適用を思いついた。しかしながら、棒グラフに

記載されたデータの解析からスタートしたＷＢＳの開発は、プロジェクトで発生するデー

タの定義とその収集、および実績報告のための要件を必然的に備えていたのではないかと

考えられる。また、棒グラフに要求される｢現実的な｣報告の内容が、プロジェクトの｢ブレ

ークダウン｣のレベルを、ある程度規整していた可能性が窺える。 

 

４.２.２. ＷＢＳ開発のプロセス 

富樫らがＷＢＳの開発に着手したのは、ＩＤＥＦ１ＸによるＴｏＢｅ/ＰＭモデルが完

成した直後のことである。当初、彼らは棒グラフにある工事欄を参照に、(1)下水処理場 (2)

ポンプ場 (3)幹線管渠 を細別していった。これらの施設の整備に当たっては、先ず基礎調

査を行ない、下水道法および都市計画法に基づく国土交通大臣の事業認可を受けるために、

整備計画の策定と共に施設の配置を示す平面図を用意しなければならない。日本下水道事

業団の土木設計者は、この施設平面図から主要な施設を抜き出し、棒グラフを作成するの

である。 

例えば、下水処理場は｢水処理施設｣と｢汚泥処理施設｣の２つに大別することができる。

前者はさらに、①最初沈殿池 ②反応タンク ③最終沈殿池 ④消毒施設 などの施設から構

成されている。後者もまた、⑤汚泥濃縮タンク ⑥汚泥貯留タンク ⑦汚泥消化タンク ⑧汚

泥脱水機 ⑨汚泥乾燥床 ⑩汚泥焼却炉 ⑪汚泥溶融設備 などの施設や設備機器から成り立

っている。棒グラフからは、①最初沈殿池 ②反応タンクのレベルで要素成果物を確認する

ことができた。このことは、それぞれのＷＢＳ要素が一つの明白な成果物を示していたこ

とを意味する。 

プロジェクトの主要な成果物すなわち下水道施設による｢施設ＷＢＳ｣の開発は、約３ヶ

月余りで一往の作業を終了している。｢施設はね、やっぱりこれ以上分けると、妙に細かく

なるっていうのがありましたね。管理本館を分けようとしたら… 例えばここを１階,２階
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に分けるとか、そんな分け方になるかもしれないですけれども。それで、反応タンク,最終

沈殿池まで分けていくとしたら、なかなか分けづらいものですから。もう施設の方は、こ

れ以上もう分け切れないだろうというのが決まった… 多分、決めましたね。[……] もう

これ以上細かくするのは、事実上、無理という観点はあったと思うんですよね。それは、

もう直感かもしれませんけれども。実際的には… あと、これはどちらかというと絵[平面

図]の上でこう… 施設なんで、絵の上で『これっ、これ』と言えるというのが一番のポイ

ントなんですよね(22)｣。 

以上のように、最初の｢ブレークダウン｣は、下水道事業の実施に必要な施設を明示する

までに止まった。このことは、地方公共団体から委託される業務の処理手順が関連してい

たと考えられる。地方公共団体が下水道事業を実施する場合、先ずは計画設計を通して事

業認可を取得しなければならない。事業認可を受けた施設については、基本設計の段階で

施設の規模や配置計画ならびに主要機器などを検討･決定するが、その作業は認可レベルで

の概略の平面図を参照して進められる。この作業を実際に経験した職員の話によると、認

可レベルの図面からは電気設備を除いた施設までしか選別できないという。つまり、通常

の業務の流れからすると、計画設計が完了した段階でのＷＢＳ要素の選定は、認可申請時

の設計図書に記された構造物ということになる。したがって、日本下水道事業団の施設Ｗ

ＢＳの開発は、既存のビジネス･プロセスにおける前工程のアウトプットの制約を受けてい

たと考えられる。 

それにも拘わらず、富樫は１９９８年４月には、施設を建造する作業の視点からＷＢＳ

の展開を試みている。｢最初ね、こういう[施設の]レベルで標準化ずっとしようとしていた

んですよ。これでＷＢＳを作っていくと妙に細かくなって、数が多くなっていくんですよ

ね。どうもそれじゃあ収まりが悪いって話で、ちょっと幾つか考えていたんですけれども。

その中でまあ、ある程度これを参考に… こっちが施設でこっちが作業なんですけれどもね。

これとこれを先ず、分けてみようかっていう発想で作り始めたんですよ。[……] 最初沈殿

池という施設を造ろうとしたら、あの土工,鉄筋工,コンクリート工といった、こっちは作

業になってきます。それでコンクリート工を分解したら、さらに普通の生コンと労務と、

そういったものに分かれていくんですよ(23)｣。 

作業ＷＢＳは、大別すると(1)プロフェッショナルサービス (2)設計 (3)建設工事 (4)

アフターサービス (5)プログラムマネジメント (6)間接業務 (7)研修･技術開発業務 (8)

経費 (9)その他 に区分けることができる(24)。今回はＰＵＲＥに実装するために、その中

から(2)設計 (3)建設工事のＷＢＳが詳細に開発された。その構造と用途については以下の

項で詳しく述べるが、施設ＷＢＳの細分がレベル３に対して、作業ＷＢＳはレベル６まで

詳密に分解してあった。そこでの｢ブレークダウン｣のロジックとは、｢設計｣が業務の処理

手続に準拠しており、｢建設工事｣は施設のライフサイクルに概ね則していた。後者につい

ては、とりわけて積算体系,積算基準がＷＢＳ展開の拠りどころになったという。そして、

その最下位のレベルは｢見積項目明細仕様｣と称する、プロジェクトを完了するのに必要な
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アクティビティとリソースのコスト見積項目となっていた。｢基本的には… これね、ＷＢ

Ｓ自体はマネジメント… プロジェクトマネジャーの観点じゃあなくて、下水道技術の集積

なんですよ。下水道技術のノウハウが入っているんで、ここに。例えば、沈砂池施設の設

備だったら、どんな機械が入っているか、とかいうのが全部あるんですよね。それと、あ

と組み合わせの中で、このレベルはここに置いておく方がいいか、もう１個避けて置いた

方がいいかっていうのが微妙にあってですね。なんとなくこうやりながら、どうもこれは

据わりが悪いとか、これはこっちの方がいいとか、細かいところがあるんですよ。３レベ

ルまではほとんど決まっているんですけれども。それ以降は、大分ごちゃごちゃやってい

ましたよね(25)｣。作業ＷＢＳの開発には、２人の職員がほぼ１年間の歳月を費やした。そ

して、その作成ツールとして MS-Excel のワークシートが使用されたという。 

 

４.２.３. ＪＳ標準ＷＢＳの構造とその要素 

日本下水道事業団のＷＢＳ開発は、受託事業の予算管理に使用していた帳票のデータ解

析から着想したものであった。概念上、それは２次元配置のマトリックス構造をしていた。

その一方は下水道施設から成り立ち、他方はそれを完成させるための作業とリソースから

構成されていた。ところが｢ＪＳ標準ＷＢＳ｣と称するこのＷＢＳは、開発当初から成果物

(施設)と作業という２次元配置を意図して設計されたものではなかった。例えば、施設Ｗ

ＢＳは｢棒グラフ｣にある工事欄を参照し、主要な施設を抜き出して編成された。しかしな

がら、そのレベルが深化するにしたがいＷＢＳ要素の数が過剰になり、その属性も多様化

してきたことから、施設ＷＢＳは｢レベル３｣でひとまず完成している。次にプロジェクト

を完成させるのに必要な作業の視点からＷＢＳを展開したが、その最下位層(レベル６)は

コスト見積項目として機能するという。以下では、ＷＢＳ要素をどのように選定したかに

焦点を当てることにより、ＪＳ標準ＷＢＳのレベル(階層数)がプロジェクトの特性によっ

て決まるのか、あるいはマネジメントに必要な詳細の程度に依拠するのかを検討する。 

 

〔１〕成果物指向のＷＢＳ 

先述したように、ＪＳ標準ＷＢＳは成果物指向のＷＢＳとプロセス指向のＷＢＳの２つ

のＷＢＳから構成されている。とりわけ前者は｢施設ＷＢＳ｣と呼ばれ、(1)下水処理場 (2)

ポンプ場 (3)幹線管渠(下水道管)など、下水道施設を構成する主要な建築物から成り立つ。

これらは、さらに幾つかの中間成果物に区分けされ、その中間成果物もまた識別可能な構

成要素に分解することができる。例えばポンプ場を図示すると、次のようなＷＢＳ要素に

細分できる(図４-１０参照)。 
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日本下水道事業団 編『ＪＳ標準ＷＢＳ ＣＯＤＥ』より筆者作成 

図４-１０ 施設ＷＢＳ(ポンプ場) 

 

上図にあるように、施設ＷＢＳは３階層からなる構造をしているが、開発当初は｢レベ

ル２｣は存在しなかったという。｢基本的に２[レベル]は後付けなんですよ。１[レベル]と

３[レベル]が先ずあったんですよ。先ずこれを見る時に３レベルで… 処理場が全体の話な

んで３レベルでこう見ていくんですね。３レベルで見ていった時に、３レベルの数が結構

多くなってしまってですね。コード体系としては、その３レベルを２レベルにすると… あ

の３レベルで見ますと、Ａ１の×で。ここに１から９までの数字とＡからＺが… 足らなく

なるんで。これはちょっと上手くいかないという話もあったんで、あいだに２レベルを追

加しただけなんですよ。[……] システムに入れた時に見づらいですよね。２レベルでぶわ

ーっと来ると、やはり見づらいので。ある程度、溝を入れて分けてくれると、我々の常識

ではパッと入ってくるんですよ。あの、下水道界のこの一般的な考え方でいくと、それが

あるんで。一応、追加したカタチですね。あとの部分は、システム組みの話から大分はき

ていると思うんですよ。だから、２レベルは存在していないです。最初の棒グラフを見て

もらっても分かると思うんですけれども。２レベルというのは、最初からここにはまった

く存在していないんです(26)｣。 

 実際に、完成した施設ＷＢＳのコード体系を見ても、幹線管渠はレベル２までしか展開

されていないが、レベル３に配置されたＷＢＳ要素(施設)の数は、下水処理場が４８施設、

ポンプ場は１４施設にもおよぶ。これらは、プロジェクトのたびにＷＢＳを展開して、そ

れをシステムに入力するのではなく、最初から既にシステムに装備しておく項目である。

それゆえ、下水や汚泥の処理方法ならびにその能力の違いはあるものの、同種のプロジェ

クトでは同じようなＷＢＳ要素が使われることになる。しかしながら、上記の証言にもあ

るように、１桁で下水処理場の各施設を表現するには、アルファベットや数字ではその数

が足りない。そのうえ、５０近い施設の中から当該プロジェクトに必要な施設や設備を選

定するには、ある程度の経験と集中力を必要とする。そこで考え出されたのが、これらの

施設を下水の処理工程と用地に係わる項目に集約することであった。その結果、４８あっ

た下水処理場の施設は、①用地関連 ②共通施設 ③水処理施設 ④汚泥処理施設 ⑤特殊水

処理施設 に分類することができた。 

以上のように、施設ＷＢＳは｢棒グラフ｣の工事欄を参考にして、すべての施設を漏らす

 B ポンプ場 

B1 用地関連 B2 共通施設 B3 排水施設 

B11 B1Z B21 B22 B23 B24 B25 B2Z B31 B32 B33 B3E B3F B3Z

敷地造成 用地関連 

その他 
管理施設 脱臭施設 場内整備 進入道路 共通施設

その他 
流入渠

施設 
沈砂池

施設 
雨水 

ポンプ施設 

放流渠 

施設 
吐口施設 管廊施設 排水施設

その他 
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ことなく、ＷＢＳ要素に収め入れられた。しかしながら、すべてのＷＢＳ要素をシステム

に実装するには、各施設を識別するコードを系統的に統一する必要があった。そこで、Ｗ

ＢＳの開発担当者は、これらの施設に共通する上位概念によって便宜上の区別を付けたの

である。 

 

〔２〕プロセス指向のＷＢＳ 

それでは、もう一方のＷＢＳである｢作業ＷＢＳ｣は、どのような構造をしているのか。

｢ＪＳ標準ＷＢＳ_ＣＯＤＥ｣によると、作業ＷＢＳは｢設計｣と｢建設工事｣から構成されてい

る。前者はさらに、(1)計画設計 (2)現地調査 (3)基本設計 (4)詳細設計 (5)技術援助 に

類別される。後者についても、[1]新設工事 [2]増設工事 [3]更新工事 [4]改良工事 と施

設ＷＢＳにある要素成果物のライフサイクルに依拠した区分となっている。 

先ず｢設計｣について見ていくと、上記の５つのＷＢＳ要素はすべてレベル２に配置され、

下水道事業の｢計画設計｣と｢実施設計｣および｢技術援助｣から成り立っている。ここでいう

計画設計とは、地方公共団体からの委託を受けて、日本下水道事業団が事業認可のための

基礎調査,基本計画の策定ならびに設計図書の作成を行なうことである。実施設計は、施設

ＷＢＳの構成要素に関する設計業務を指している。技術援助は、下水道事業全般にわたる

技術上の問題に対して、助言,調査,企画,立案,指導などを行なう。このレベルは、地方公

共団体から委託されたプロジェクトの計画策定プロセスであると言える。 

レベル３になると、上記の活動はさらに具体性を帯びてくる。例えば(2)現地調査は、

①地形測量 ②地質調査 などに分解することができる。(4)詳細設計もまた、(A)新設詳細

設計 (B)増設詳細設計 という着工回数に分かれる。(A)新設詳細設計はレベル４に達する

と、土木,建築,機械設備,電気設備などの建築物の構造や機械装置および施工方法などを検

討する活動へと細分される。これらの活動はさらに、構造計算や数量計算などの作業に細

別することができる。レベル５ないし６のＷＢＳ要素は、建設工事に必要とされる資材,

労務,機器,経費などの数量を拾い出し、予定される見積金額を算出するのに利用される。 

次に｢建設工事｣のＷＢＳであるが、既に述べたように、レベル２は下水道施設のライフ

サイクルに則したかたちで工事が並んでいる。それぞれの工事は、レベル３で①土木工事 

②建築工事 ③機械設備工事 ④電気設備工事 などのプロセスに類別される。それらはさら

に、レベル４で幾つかの工事の種類によって分けられる。その例として、①土木工事は、

土工,基礎工,躯体工,地盤改良工,整備工,仮設工,管渠工などに細分することができる。レ

ベル５では、機械掘削工や鉄筋工,ガス圧接工などのアクティビティが配置される。レベル

６については、｢制水弁設備｣や｢無停電電源装置｣などの設備機器や装置を割り当てている。

これらは、③機械設備工事や ④電気設備工事における外部調達品目と見做すことができる。

レベル３以降のＷＢＳ要素については、[1]新設工事から[4]改良工事まで、すべて同じ項

目を適用している。 
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作業の内容を限定し、それらによって構成されるレベルの属性を明らかにする活動は、

最下位のレベルを特定することで完了した。｢最後のこの… 一番このコストの勘定… コス

ト勘定っていうか、この項目ですよね。それ３×５かになっていたと思うんですけれども。

これには多分、意味があるんで。ここまでは行きたかったんですよ、最終的に。作業ＷＢ

Ｓの一番下の段を、このレベル。これ多分、作業の５レベルだと思うんですけれどもね。[…

…] 積算項目で、まあ見積り項目って、そんなカンジやと思うんですけれどもね。そのレ

ベルを出すために… こう順次、ブレークダウンをしていった感じですね(27)｣。 

以上のことから、ＪＳ標準ＷＢＳの各階層(レベル)は、次のような基準でＷＢＳ要素を

選定していたと考えられる。 

〔施設ＷＢＳ〕ＷＢＳレベル                      

レベル１  最終成果物 (下水処理場など) 

レベル２  工 区 (レベル３のＷＢＳ要素を集約した便宜上の項目) 

レベル３  施 設 (作業ＷＢＳにおける対象物) 

 

〔作業ＷＢＳ〕ＷＢＳレベル 

設 計 

レベル１  プロジェクト･フェーズ 

レベル２  プロジェクト･プロセス 

レベル３  アクティビティ 

＊ 計画設計･現地調査は論理的な関係のある諸活動 

＊ 基本設計･詳細設計はライフサイクルによる類別 

＊ 技術援助は支援する項目 

レベル４  タスクと下位のＷＢＳ要素を集約した便宜上の項目 

＊ 計画設計･基本設計はタスク 

＊ 現地調査はレベル５を集約した項目 

＊ 詳細設計は機能による類別 

レベル５  タスクと経費 

レベル６  個別作業 (数量計算,書類作成など) 

 

建設工事 

レベル１  プロジェクト･フェーズ 

レベル２  ライフサイクルによる種別 (新設,増設,更新,改良など) 

レベル３  プロジェクト･プロセス 

レベル４  工 種 

レベル５  アクティビティ 

レベル６  設備機器および装置 
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４.２.４. ＪＳ標準ＷＢＳの役割 

日本下水道事業団が開発したＷＢＳは、下水道施設を構成する主要な建築物と、それら

を建造する一連の作業から成り立つ。しかしながら、｢設計｣と｢建設工事｣の作業ＷＢＳで

定義した項目は、日本下水道事業団の職員が自ら行なう業務ではない。先述したように、

作業ＷＢＳは９つの領域によって区分されている。実際に職員がなすべき業務というのは、

その中の｢プロフェッショナルサービス｣に集約されており、その内容は｢設計｣のレベル２

と｢建設工事｣全般を管理する仕事となっている。それでは、実際のプロジェクトマネジメ

ントにおいて、これらのＷＢＳはどのように使用されているのであろうか。 

 

〔１〕建設コストの見積り 

プロジェクトマネジメントを実施するうえで、下水道施設の建設コスト(予定価格)を迅

速かつ正確に把握することは非常に重要である。先ず日本下水道事業団のプロジェクトマ

ネジャーは、計画設計で準備された施設平面図を参照して、ＷＢＳ要素(ワークパッケージ)

を選定する。そして、当該プロジェクトの対象物を一通り拾い出すと、その概要をプロジ

ェクトマネジメント･チームに所属する専門設計管理者に伝える。｢ＰＭＲ[プロジェクトマ

ネジャー]は、どちらかというとワークパッケージを… 設計からいろんなカタチで出され

ると、集計の都合上、自分でまた仕分けをする作業が要るので、『ここからこういう風に決

めましたから、これに沿ってお金を入れてきて下さい』ってしているんですよ。[……] 区

分をですね。どの工事にどれをどこへ持っていくというのを勝手にやられたら困るんで。

このワークパッケージにはこの工事と、これはコレっていうふうに決めたいんですよね、

勝手にＰＭＲの方で。それで『これに合わせてやって下さい』と、一応言うんです。ただ

向こう[専門設計管理者]も、それが『どうも工事の関連でこのワークパッケージは、実は

こっちの工事に入れておかないと、後が上手く流れなくなりますよ』というのを教えてく

れるには教えてくれるんで。そういう時にはこっちの修正をして、フィードバックをしな

がら[……] そこでワークパッケージの数を増やしたり減らしたり、というのが出てきます

ね(28)｣。 

連絡を受けた専門設計管理者は、プロジェクトマネジャーより指定されたワークパッケ

ージに準拠して、建設工事の見積金額を取りまとめる。彼らが実施するコスト見積りは、

プロジェクトマネジメントのフェーズに則して、(1)超概算見積り (2)概算見積り (3)詳細

見積りの３種類がある。(1)超概算見積りとは、プロジェクトの立ち上げから実施設計着手

までの期間に行なわれる見積りである。この段階の見積りは、施設の処理水量などから過

去の類似するプロジェクトを参照してプロセス毎のコストを類推する。通常、超概算見積

りにおいてはＷＢＳを適用することはないという。(2)概算見積りは、基本設計を通じて推

計される工事原価である。この段階になると、建設プロジェクトの対象となる施設の配置

や構造,設備機器の諸元などが決まり、予定されるプロジェクトの大まかなコストを把握す

ることができる。その基礎資料となるのは、施設平面図,区画割図などの設計成果品である。
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概算見積りにおけるスコープは、施設ＷＢＳのレベル３と作業ＷＢＳのレベル４となる。

このレベルでの見積りは｢見積項目明細｣と呼ばれ、ワークパッケージと共にプロジェクト

の概算コストを試算するのに用いられる。(3)詳細見積りは、国庫補助金に対する予算要望

や事業計画(実施･施行計画)の資料作成時に利用する。そのスコープは｢見積項目明細仕様｣

と称する、施設ＷＢＳのレベル３と作業ＷＢＳのレベル５ないしはレベル６で構成されて

いる。これらは、詳細設計における設計成果物を参考にして、建設工事に必要とされる資

機材や役務などの数量を拾い出し、その見積金額を算出するのに有用である。設計図面上

で消費された実コスト(Actual Cost)のデータもまた、このレベルで管理することになる。

それぞれの見積り段階で算定した数値データには、その識別符としてＷＢＳコードが付加

されている。 

概算見積りおよび詳細見積りにおける建設コストの見積りは、専門設計管理者と設計コ

ンサルタントが協同して概計するが、その精度は設計業務の進捗にしたがい向上していく。

｢基本的には『このレベルでコストを入れてくれ』っていうファイルをＰＭＲ[プロジェク

トマネジャー]から設計の方へ投げる… 行きますんで。そうしたら、設計者[専門設計管理

者]は実作業として、コンサルタントの設計の方にこのレベルと同じファイルをそのまま転

送して、２人で遣り取りをして、ここのワークパッケージ毎の概算の金額を持ってくるっ

ていうイメージなんです(29)｣。そこで算定された見積金額は、ワークパッケージ･レベルで

集計され、プロジェクトマネジメント･チームのメンバーが主体となって開く｢内部レビュ

ー｣を通して、それぞれのステークホルダー間で共用されることになる。 

ワークパッケージを適用した建設コストの見積りは、これまで施設の工事単位であった

管理項目を、さらに事業費の財源や予算区分にまで細分化することを可能にした(図４-１

１参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：畑田(2001)｢業務改革の実践－情報共有から知価創造へ｣ 

図４-１１ ＰＵＲＥ操作による建設コスト見積り例 
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｢実は、今のＰＵＲＥを使いながらコストの見積り関係をこれでやろうとしているんで

すよね。ここ[棒グラフ]では、工事にまとめたものを工事単位で金額を書こうとしていた

んですけれども。いまのシステムの中では、この[ワークパッケージ]１個１個に工事費が

載っているんですよ、表には出てこないですけれどもね。そうなると、同じ場内整備とい

うものがあっても、まあ予算的に分けて、補助分と単独分とかあったりですね。こういっ

た管理棟の中にもですね、補助分と単独分,低率分とか色々あってですね、予算の区分けと

いうものが出てくるものですから。ワークパッケージでは、この管理棟の中を２つ３つに

分けているような作り方をする時もあるんですね(30)｣。このようにワークパッケージ毎の

見積金額は、施設と作業に加えて｢予算区分｣の項目からも明細に管理できるようになって

いる。 

 

〔２〕マスタースケジュールの作成 

プロジェクト･スケジュールの作成は、ＪＳ標準ＷＢＳから下水道施設を構成する要素

成果物ならびにそれらを建造するアクティビティ(実施設計･建設工事･機械工事･電気工

事)を定義することから始まる。そのプロセスは、個々のアクティビティに対する所要期間

を見積ると同時に、それぞれのリソース投入要件を明らかにする作業から成り立つ。 

日本下水道事業団が使用しているスケジュールには、(1)プロジェクト企画書 (2)マス

タースケジュール (3)サイト(現場)スケジュール の３種類が存在する。このうち(3)サイ

ト(現場)スケジュールだけは、受注者である設計コンサルタントまたは建設会社が作成す

る。(1)プロジェクト企画書とは、当該プロジェクトの施行に必要な条件を書き記した文書

である。そのなかには、各アクティビティの遂行期間と要員計画ならびに予定される議会

承認の時期,着工･通水時期などの主要なマイルストーンを記載したスケジュールが添付さ

れている。このスケジュールは、プロジェクト･キックオフ･ミーティングを通して作成さ

れ、マスタースケジュールを作成するまでの半年から１年のあいだ使用されることになる。 

(2)マスタースケジュールは、｢棒グラフ｣とほぼ同じ形式の管理帳票である(図４-１２

参照)。プロジェクトマネジャーが選定したワークパッケージに基づいて、各工事の予算執

行期間をバーチャートで記している。マスタースケジュールは通常、基本設計が終了した

時点で作成される。それゆえ、スケジュール作成の対象となるのは詳細設計および建設工

事であるが、詳細設計のスケジュールは｢プロジェクト企画書｣で既定されているので、土

木･建築工事,機械設備工事,電気設備工事がその対象となる。(3)サイトスケジュールは、

マスタースケジュールに記載されたワークパッケージ毎の工事の工程をプロジェクト･ネ

ットワーク図で表現したスケジュールである。建設工事の請負契約が締結されると、建設

会社は独自にサイトスケジュール(作業工程表)を作成する。このスケジュールはＪＳ標準

ＷＢＳのアクティビティを参照しているが、実際はさらに詳細化した項目を使用している。 
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ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺｰﾄﾞ：0-01-6731
管理諸費算定団体：6731:蓮湖町

全体能力       今回土木       今回設備       既設土木       既設設備   
JS委託団体:蓮湖町
　処理場　:1A:蓮湖町浄化センター
　　処理法:ＯＤ
　　　 通水予定日:H16-03-31      3,580m3/日     1,790m3/日     1,790m3/日         0m3/日         0m3/日

(単位:百万円) （平成12年） （平成16年）

事業年度

マイルストーン ★着手(1A)
通水(1A)☆

既発注 基本協定 合計

既発注 基本協定 合計

既発注 基本協定 合計

保留金 42
保留金あり

補助 [単独] 補助 [単独]

平成12年 334 [0] 334 [0]

平成13年 334 [0] 0 [0]

平成14年 825 [10] 491 [10]

平成15年 953 [10] 128 [0]

平成16年 953 [10] 0 [0]

事業年度発注費計

管理諸費

事業費計

累計

合計

ベースライン 0

締結金額
蓮湖町公共下水道根幹的施設の建設工事委託に関する基本協定

138 平成１２年度蓮湖町 年度実施協定
196 平成１２年度蓮湖町 年度実施協定その２
501 平成１４年度蓮湖町公共下水道根幹的施設の建設工事委託に関する年度実施協定
128 平成１５年度蓮湖町公共下水道根幹的施設の建設工事委託に関する年度実施協定

【備考欄】

平成12年
4 7 10 1

平成13年
4 7 10 1

平成14年
4 7 10 1

平成15年
4 7 10 1

平成16年
4 7 10 1

補助 [単独] 補助 [単独] 補助 [単独] 補助 [単独] 補助 [単独]

H-01-02 建設工事 137 59 [0] 78 [0]

1A381-311-01 ＯＤ-土木 ○

1A3A1-311-01 終沈-土木 ○

H-02-01 建設工事その２ 197 0 [0] 82 [0] 115 [0]

1A211-311-01 管理棟-土木 ○

1A211-312-01 管理棟-建築 ○

1A331-311-01 主ポンプ-土木 ○

1A3C1-311-01 消毒-土木 ○

0H-03-00 建設工事その３ 96 [0] 96 [0]

1A441-312-01 脱水-建築 ○

0H-04-00 建設工事その４ 61 [0] 51 [10]

1A241-311-01 場内整備-土木 ○

1A311-311-01 流入渠-土木 ○

1A3G1-311-01 放流渠-土木 ○

 
建
設
工
事

建設工事　小計 59 [0] 0 [0]160 [0] 115 [0]

補助 [単独]

147 [10]

補助 [単独] 補助 [単独] 補助 [単独]

H-05-00 水処理設備工事 192 102 [0] 90 [0]

1A321-315-01 沈砂池-機械 ○

1A331-315-01 主ポンプ-機械 ○

1A381-315-01 ＯＤ-機械 ○

1A3A1-315-01 終沈-機械 ○

1A3C1-315-01 消毒-機械 ○

H-06-00 水処理設備工事その２ 96 58 [0] 38 [0]

1A441-315-01 脱水-機械 ○

 
機
械
工
事

機械工事　小計 0 [0]

補助 [単独]

38 [0]0 [0] 102 [0]

補助 [単独]

148 [0]

補助 [単独] 補助 [単独] 補助 [単独]

H-07-00 電気設備工事 152 79 [0] 73 [0]

1A3J1-316-01 水処理運転操作-電気 ○

1A3K1-316-01 水処理計装-電気 ○

H-08-00 電気設備工事その２ 32 2 [0] 30 [0]

1A491-316-01 汚泥運転操作-電気 ○

1A4A1-316-01 汚泥計装-電気 ○

 
電
気
工
事

電気工事　小計 0 [0]

補助 [単独]

0 [0] 79 [0] 75 [0] 30 [0]

0 [0] 0 [0] 0 [0] 13 [3] 26 [0]
－ － － － － － ○ ○ ○ －

累計 発注年度事業費

補助 [単独] 補助 [単独] 補助 [単独] 補助 [単独] 補助 [単独]

59 [0] 160 [0] 115 [0] 0 [0] 0 [0]

0 [0] 0 [0] 0 [0] 0 [0]

181 [0] 310 [10] 0 [0]

60 [0] 68 [0]

0 [0]

56 [0] 151 [0] 280 [0] 350 [9] 64 [0]

3 [0] 9 [0] 16 [0] 20 [1] 4 [0]

59 [0] 160 [0] 296 [0] 370 [10] 68 [0]

59 [0] 219 [0] 515 [0] 885 [10] 953 [10]

補助 [単独] 補助 [単独] 補助 [単独] 補助 [単独] 補助 [単独]

協定期間 締結日
E-2000-01-00
　F-2000-01-01 H12 - H13 H13.03.19
　F-2000-02-02 H12 - H14 H15.03.07
　F-2002-01-02 H14 - H15 H15.03.07
　F-2003-01-00 H15 - H16 H15.08.05

履歴NO

区分

担当ＰＭＲ 坂本 直柔
設定日

 

図４-１２ マスタースケジュール例 

然るに、アクティビティの所要時間の算定は、マスタースケジュール上のバーチャート

には反映されないという。｢それは多分、おそらく計算しているのは、５レベルか６レベル
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で実際的にはなっていると思うんですけれども。そこはもう、そんな風には意識していな

いですよね。工程自体は、工事毎の工事単位の発注計画単位で作りますんで。あの、設計

の方で発注計画にある工事を自分なりにこう分解をして、工程を引いて作っているんです

よ。だからＷＢＳは、直接は… なんらかのカタチでは関連しているんでしょうけれども… 

直接、関係はしていない。[……] こっち[マスタースケジュール]はもう予算で決めていま

すんで、はい(31)｣。このように、マスタースケジュールに記載されたバーチャートは工事

が行なわれる期間を示すのではなく、各工事に対する予算の執行期間を表している。した

が っ て 、 そ こ に 列 挙 さ れ た ワ ー ク パ ッ ケ ー ジ に は 強 制 依 存 関 係 (Mandatory 

Dependencies)が成り立たないことになる。強制依存関係とは、物理的な制約条件などに

より自ずと実施するアクティビティの序列を決定するロジックを指す。｢実際は工事の工程

表ではないので、依存関係までは厳密に見ていないですし、このレベルでは依存関係はま

ったく出てこないですよ。[……] これ[サイトスケジュール]は例えば、業者さんが組むス

ケジュールなので。業者さんには最初と最後[の日付]だけ与えれば、自分達のしやすいよ

うにスケジュールは展開しているんですよね。それは、この今のＰＵＲＥのシステムには

まったく関係してきていないんですよ。業者さんは業者さんで、この工程で話すように工

夫してやっていくという。その工程表を見れば、実際に依存関係がすべてハッキリしてい

ますけれどね(32)｣。つまり、マスタースケジュール上では依存関係は表現されないが、建

設業者が作成しているサイトスケジュールであれば、アクティビティ(作業工程)間の依存

関係を確認することができるのである。 

それらに加えて、マスタースケジュールからはリソースの調達が困難であったり、所要

期間に余裕のないワークパッケージを識別することが難しいという。｢ワークパッケージ自

体で難しいですね。ワークパッケージでは、そういうふうには判別することは出来ないで

すね。[……] ここはね、やっぱり設計の内容そのものに係わってくる。例えば、リソース

調整の場合ですと、すごい大型機械が要るとか、特殊な機械を使うっていうことになりま

すんで、設計の話なんですよ。だから設計の内容をある程度、熟知していないと、なかな

か分からないですね(33)｣。 

マスタースケジュールのレビューは、基本的に年度当初と建設工事における契約業者の

選定段階(選定･契約上申)および１２月に実施する｢繰越調査｣の時期の３回で行なわれる。

事業年度の初めには、プロジェクトマネジャーが参集して、当該年度の実施･施行計画,年

度予算,マスタースケジュールなどを確認する。繰越調査は、事業年度内に支出できる見込

みのない歳出予算の経費の有無を調べることである。これらは毎年、決められた時期に実

施することが定められている。建設工事の発注上申は、補助申請の手続きが完了したのち

に行なわれる。プロジェクトマネジャーは、専門設計管理者から工事費の積算結果(予定価

格)を受け取ると、予算調整の必要を判断すると共に、地方公共団体に対して契約方式の説

明および契約日程の報告を行なう。｢マスタースケジュールに関しては、工事をいよいよ契

約しようという時期があるんですけれども、契約しようという時期の手前にもう一度、最
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終調整をしますね。実際、工期末を何時にしようかっていうのは、始まりが何時になるか

っていうことから決まりますんで調整しますよね(34)｣。以上のように、マスタースケジュ

ールのレビューは、あらかじめ決められたタイミングで実施されており、ワークパッケー

ジが完了するたびに行なわれているのではなかった。 

 

〔３〕プロジェクトの進捗管理 

ＷＢＳによって区分されたプロジェクトの成果物とアクティビティであるが、互いの構

成要素を組み合わせることにより、ワークパッケージを編成することができた。そのうえ、

予算化されたワークパッケージのパフォーマンスを測定することができれば、進行中のプ

ロジェクトで発生している問題を確認し追跡することが可能となるだけでなく、潜在的な

問題の徴候を見つけ出すのにも役に立つ。 

上述のようにマスタースケジュールは、プロジェクトが正常に進行していれば年数回の

レビューが行なわれるだけである。それでは、日本下水道事業団のプロジェクトマネジャ

ーは、プロジェクトの進捗状況あるいはリソース消費の情報をどのように収集･分析してい

るであろうか。現役のプロジェクトマネジャーの話によると、プロジェクトの実績報告は

毎月行なわれており、｢進捗状況表｣というリストが施工担当エンジニアリング･マネジャー

から電子メールで送付されてくるという。そして、そのリストに記載されているのは、出

来高パーセントが９０％以下のアクティビティ(建設工事)に限定されている。すなわち、

当該プロジェクトの工事請負業者から提出された｢月次出来高報告｣を受け、計画と実績の

乖離が容易に挽回できない状況にあるプロジェクトについては、プロジェクトマネジメン

ト･チームのメンバーが工事請負業者と対応策を協議する。施工担当エンジニアリング･マ

ネジャーを通して提出された対応策は、プロジェクトマネジャーがマイルストーンと対比

して、その内容を審査する。プロジェクトマネジャーの承認を得た対応策については、そ

の実施を施工担当エンジニアリング･マネジャーが地方公共団体側の担当者と協議し、承認

を得なければならない仕組みになっている。なお、ここでいう出来高パーセント(Percent 

Complete)とは、個々のアクティビティやその一群において完了した作業量をパーセント

で表現した見積りのことである。 

スケジュール差異(Schedule Variance)は、当初に予定していたアクティビティの完了

日と実際の完了日とのズレのことであるが、ＥＶＭ(Earned Value Management)では、｢出

来高｣から｢計画価値｣を減ずることでスケジュール差異を算出する。出来高(Earned 

Value)とは、ある一定の期間までに完了したアクティビティに割り当てられていたコスト

見積りを意味する。その指標となるのは、ＷＢＳで定義した計測可能な作業単位である。

計画価値(Planned Value)は、｢計画上の物理的な作業(The physical work scheduled)ま

たは予定された作業を完遂するために承認した予算(35)｣である。言い換えると、前者は下

水道施設の建造にともない消費したとされるコスト見積りのことであり、後者は各年度に

割り当てられた事業費(予算)を指している。このように、日本下水道事業団ではアーンド･
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バリュー分析によるプロジェクトの実績評価を行なうための前提条件を既に備えていたと

考えられる。 

しかしながら、２系統のＷＢＳを実装した日本下水道事業団のプロジェクトマネジメン

ト情報システムは、建設工事の作業工程すなわち現場サイドの｢出来高｣を管理するために

開発されたものではない。その目的は、国庫補助金の申請に必要なプロジェクトのコスト

見積りを行ない、地方公共団体から委託されたプロジェクトの予算と外部調達をワークパ

ッケージ単位で管理するためである。｢我々は受注者ではなくて発注者なので、発注者のプ

ロジェクトマネジメントとなると、やはり外注管理になりますよね。いつ、どこで契約し

て、いつまでに遣って貰うかっていう、その流れで最終的に処理場の稼動が決まるカタチ

になりますんで。外注をどう管理するのかっていうのが、このシステムなんですよ(36)｣。 

以上のことから、日本下水道事業団におけるプロジェクトの実績報告は、ＷＢＳ要素や

ＥＶＭを適用して行なうのではなく、所要期間内での達成が困難なプロジェクトのみをリ

ストアップして電子メールで配信する。また、工事の進捗状況や出来高を実際に管理して

いるのは工事監督員であり、当該プロジェクトがマイルストーンを達成できない場合には、

プロジェクトマネジメント･チームのメンバー全員で対応策を講ずることになっている。 

 

４.３. 日本下水道事業団におけるマトリックス組織の編成過程 

この節では、日本下水道事業団がマトリックス組織を導入する以前の組織的状況を概観

したのち、マトリックス組織の編成に影響を及ぼした要因について分析する。 

 

４.３.１. 組織変革前の状況 

日本下水道事業団の前身である｢下水道事業センター｣が設立されたのは、１９７２年の

１１月のことである。設立当時の組織構造は、理事長,理事,非常勤理事,監事の下に、企画

総務部,技術部,研修部,試験所を配置した職能制組織であった(図４-１３参照)。 
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企画総務部 情報システム室資料より筆者作成  

図４-１３ 下水道事業センター 組織図（1972 年設立時） 
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図４-１４ 日本下水道事業団 組織図（1975 年） 

企画総務部 情報システム室資料より筆者作成 
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やがて、１９７３年６月に関西支所(現在の大阪支社)を立ち上げ、１９７４年５月には

工務部を新設し、経理部を企画総務部から独立させた。さらに、技術部は設計課を新たに

加えて｢計画部｣と名称を改め、その職務を一層充実させていった。 

日本下水道事業団はその後も組織の規模を拡大し、１９７５年６月に東京支社を、その

２ヵ月後には業務部を新たに設置した。それにより組織の形態は、関連する職能や経営資

源を地域別に束ねた事業部制組織へと移行していくことになった(図４-１４参照)。その結

果、企画総務部,経理部,業務部,計画部,工務部は本社機構を構成するようになり、現在はコ

ーポレート･レベルの業務や課題に専念する体制となっている。こうした組織構造の変化に

は、下水道施設の建設工事における事業費ならびに事業箇所の急激な増加が影響していた

と考えられる(図４-１５参照)。 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 事業年度

億円

0

100

200

300

400

500

600

700

事業費

事業箇所数

 

日本下水道事業団 編『平成１０年度 日本下水道事業団業務統計年報』より筆者作成 

図４-１５ 建設事業費ならびに事業箇所数の推移 

 
それでは、東京支社ならびに大阪支社は、どのような組織構造をしていたのであろうか。

１９７５年から１９８３年までのあいだ、両支社の組織構造は、総務課,工事課 ,設計課,設

備課を中心とする職能部門から構成されていた。当時の設計課は、土木と建築の技術者を

ひとつの部門内に収めていた。設備課もまた、機械と電気の技術者から組織されていた。

この両課においては、受託事業である下水処理場の設計,工事発注を担当しており、これら

を総括する立場として工事課が編成されていたのである。 
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出所：日本下水道事業団 編『平成１０年度 日本下水道事業団業務統計年報』  

図４-１６ 日本下水道事業団 組織図 (1984-1999 年) 
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１９８４年から１９９９年にかけては、東京･大阪にある両支社の設計課が中心となっ

て、担当地域毎に下水道施設の建設･維持管理を行なう体制がとられた。その組織機構は図

４-１６に示すように、東京支社の｢設計第一課｣から｢設計第五課｣が青森県から静岡県まで

の地域を担当し、福井県から山口県を除く四国･中国地方と九州南部,沖縄県までの地域を、

大阪支社の４つの設計課がそれぞれ受け持つという構造であった。すなわち、国内の各地

域を９つの設計課で分轄して、設計課ごとに土木,建築,機械,電気の技術者を配置し、各課

で一連の業務を担当する｢地域担当課制｣を採用したのである。｢この体制は、地方公共団体

との窓口の一本化や県単位で設計の考え方、積算方法などの整合性を図る目的で導入され

た (37)｣ものであった。 

これらの設計課は、下水処理場の建設に関わる実施設計と工事費の積算を主たる業務と

しており、さらに、総務課,会計課,工事課,計画設計課,技術指導課,技術援助課などの職能制

組織が各設計課の業務を支援するために組織された。 

総務課は、組織全体の事務を統べており、支社の運営に関するあらゆる業務を監察して

いた。会計課は、事業費の出納管理の他に実施設計と建設工事の委託協定に携わっていた。

工事課は、設計課や設備課と同じように支社設立の当初から設置されていた部門であった。

その業務の内容は、計画設計 ,工事検査 ,技術援助を中心に、下水処理場の建設に関わる技

術的な事務をすべて引き受けていた。やがて、地方公共団体から委託される業務の種類と

その量が増えるにしたがい、工事課ではそれぞれの職務を分化･発展させるかたちで、計画

設計課,技術指導課,技術援助課として独立させていった。 

例えば、地方公共団体が新たに下水道を整備しようとする場合、その団体は対象区域や

人口および下水道量に関する調査を行ない、施設配置計画ならびに都市計画などを立案し

て事業認可を受ける必要がある。計画設計課では、こうした下水道事業を実施するまでの

基礎調査と基本計画の策定、下水道法および都市計画法の事業認可申請に必要な設計図書

の作成などを地方公共団体に代わって行なっていた。 

技術指導課も当初は、数名の職員が工事課内で完成工事の検査を行なっていた。その後、

工事の技術的指導と品質検査を主たる業務として独立した部門である。そのうちに設計課

が地域別に分割されたのを契機に、各設計課の技術レベルの調整と専門技術者の指導を受

け持つようになった。技術援助課は、完成した下水処理場の総合試運転と瑕疵担保による

事後点検を行なっていた。新設の処理場では、下水中の有機物を分解する好気性微生物を

繁殖させることで安定的な下水処理能力を確保する必要がある。そこで、反応タンク内の

酸素注入量を調整するなど施設の初期運転を指導･支援することが、この課の要務となって

いた。 

 

４.３.２. 専門設計者の役割 

地方公共団体から設営を委託される下水処理場とは、排水と汚泥を処理する様々な設備

から構成され、その処理過程においてポンプや脱臭装置,計測器などの機器を操作する一種
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のプラント施設であるといえる。その設計ならびに建設には、土木 ,建築,機械,電気などの

多岐にわたる専門知識と技術が要求される。それゆえ各設計課の課長は、配下にそれぞれ

の専門分野を担当する設計者を擁していた。課長自身もまた、上記のいずれかの専門技術

を専攻･習得しており、課の総括責任者であると同時に特定分野の専門技術者でもあった。 

１課あたりの職員数は、平均すると２０名から２５名程度であった。専門設計者の数は、

土木設計者が６名から８名と他の専門設計者と比べても多く、建築,機械,電気の設計者は、

それぞれ４名から５名程度という人員構成になっていた。設計課内では、土木 ,建築,機械 ,

電気の設計者が４人でひとつのチームになり、担当する地域の自治体から委任された業務

を引き受けていた。しかしながら、人事異動を除くとチームのメンバーは固定されていた

ので、個々の案件の特性や技術的な難易度に応じて適材を配置できる自由度は少なかった

といえる。 

当時、委託元である地方公共団体から要請のあった予条件に基づいて事業計画を作成し、

その概算費用を算出していたのは、各設計課の土木設計者であった。彼らは、｢設立以来、

特に土木を担当していた人の多くはマネジメントをやっていた (38)｣というように、土木工

学(基礎 ,躯体 ,管渠 ,地盤改良等)に関する技術管理に加えて、受託事業の予算とスケジュー

ル,品質などの要件定義、およびそれに付随する作業の進捗管理や変更管理などのマネジメ

ント業務を行なっていた。経験年数によって若干の差はあるものの、ひとりの土木設計者

が抱えていた受託事業の数は、平均すると約１５件ぐらいであった。それに対して建築 ,

機械,電気の設計者は、それぞれの専門技術に関する仕様書の作成と積算条件の設定、なら

びに設計図書の審査を中心に行なっていた。 

建築設計者は通常、施設の意匠 ,構造 ,設備に関する設計図面のチェックならびに資機材

の数量計算を行なっていた。機械設計者は、揚水･水処理･汚泥処理･焼却などの設備機器に

関する設計図書の内容確認とそれらの選定を担当していた。電気設計者は主として、受変

電設備 ,自家発電設備,計装/制御設備などの検討を行なっていた。これらの設計担当者から

は、(1)受託業務の全体計画や実施工程が明確でないと、他の専門分野との技術上の整合性

を満たすことが難しい。あるいは  (2)設計と積算が混在し、業務多忙で最新の技術情報や

製品情報に基づく積算チェックが疎薄になる傾向がある  といった問題点が挙げられてい

た。こうした問題に加えて、｢現実的には３名しかいない職種の経験豊富な人材が２名異動

するといったような、極端なケースが、例外とは言えないほど生じている (39)｣ことも指摘

されていた。とりわけて、建築 ,機械 ,電気などの少数派の職種における人材の転出は、当

該設計課に一時的な組織能力の低下をもたらすことがあったという。なお、ここで｢受託事

業｣と｢受託業務｣の用語の使い方について説明しておく。受託事業とは、地方公共団体から

依頼のあった下水処理施設の実施設計および建設工事の両方を指している。受託業務は、

後述において特に断りのない場合には、計画設計,現地調査,基本設計,詳細設計,建設工事な

どの個別業務を示している。 
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４.３.３. 受託事業のマネジメント 

土木設計を経験した職員の話によると、市町村の下水道の担当者は、下水処理場などの

建設に関する照会窓口が支社の各設計課の土木設計者であることを、通常は日本下水道事

業団の工事事務所が主催する技術交流会や説明会などを通じて知るという。したがって、

市町村(地方公共団体)からの業務委託の打診は、先ず土木担当の設計者のところへ大半の

連絡が入っていた。 

当時、地域担当課制の土木設計者が実施していた業務は、おおむね次のとおりであった。

地方公共団体の職員から委託引合いの連絡を受けた土木設計者は、事業認可と予算要望の

内容および施設の配置など、事業計画の全体像を確認するために現地の担当職員を訪問し、

建設予定地などを視察する。受託事業の内容と予条件についての確認ができれば、土木設

計者は一連の業務(基本設計･詳細設計･建設工事)に必要なコストを見積る。さらに、委託

業務に関する協定書類と実施計画書を作成し、地方公共団体の担当者へ説明に上がる。地

方公共団体において議会承認が必要な内容(基本協定およびスケジュール等)についても、

土木設計者は担当職員と事前に協議しておく必要がある。やがて、地方公共団体と日本下

水道事業団とのあいだで基本協定が締結され、工事発注業者との契約が成立すると、土木

設計者は工事の進捗管理や変更管理などが主要な任務となる。工事が完成して竣工を向か

えると、関係者立会いのもとで建造施設の最終的な検査･引渡しが行なわれる。 

当時、これらの業務については、基本設計･詳細設計･建設工事に相当する部分の｢遂行｣

のみが認識されており、社内にもさまざまな職務規程や指針などが整備されていた。しか

しながら、遂行段階においては、どれぐらいのレベルで作業を完遂するかの記載は無く、

計画段階や終結段階における作業内容の記述も皆無であった。それゆえ土木設計者は、そ

れぞれの経験で培った技量を頼りに地方公共団体からの受託業務を遂行するしかなかった。 

｢ワークフローのイメージは皆さんあったと思うんだけど、[……] ところがイメージは

あったんだけども、それは土木担当者がやっていて、それの理解と経験が違うものだから。

フローの中でここから此処まであるヤツを、Ａさんはここと此処しかやらなかった。…実

態の話ですよ。で、よく経験者やベテランはすべてのフローをやるものだから、そうトラ

ブルは起きない。Ｃさんはここと此処しかやらないからトラブルが起きる。ということで、

個人の力量で業務が左右される (40)｣ことがしばしば見受けられたという。当時は、受託業

務のマネジメントに関する体系的な知識の習得が困難であったことが、上記の証言からも

読みとれる。引用にある｢ワークフロー｣とは、人々の意識に浮かんだ受託業務の一連の手

続きを指している。 

本来であれば、地方公共団体が自ら行なうはずである下水道施設の設計と工事の監督管

理を、日本下水道事業団が引き受けるようになった背景には、委託元である地方公共団体

側に、そうした業務を遂行できる技術者の人数が不足していたことが挙げられる。したが

って、各設計課の土木設計者には施設の処理能力とその構造から全体計画を立て、詳細設

計から数量を算出するような専門技術の提供だけでなく、将来におけるリスクなどの不確
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実要因を把握し、それらへの対策を講じながら受託業務を遂行するようなマネジメントの

能力が求められていたと考えられる。しかしながら、当時の土木設計者にとって、土木の

設計管理と受託業務のマネジメントを両立させることは業務過多であった。加えて、設計

課長も｢受託業務のマネジメントを、組織全体としてどのように維持･向上させていくのか｣

といった明確な方針を立てているわけではなかった。 

 
４.３.４. 経営環境の変化 

日本下水道事業団を取り巻く外部環境の変化としては、下表の中の受託建設事業費計の

推移から業務量の急激な増加があったことが窺測できる(表４-２参照)。受託建設事業費の

内訳は、下水道の終末処理場と幹線管渠,水処理･汚泥処理施設およびポンプ場にかかわる

実施設計と建設工事の実施額を示している。 

表４-２ 受託事業費の推移 
事 業 年 度 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

実施設計費 1,165 1,303 1,410 1,671 1,625 1,556 1,766 1,954 2,605 2,807 3,021 3,099 3,324 3,171 3,564

建設工事費 29 39 48 61 60 57 65 81 123 135 121 153 142 146 148

受託建設事業費計 1,194 1,343 1,458 1,732 1,685 1,613 1,831 2,035 2,729 2,942 3,143 3,252 3,466 3,317 3,712

日本下水道事業団  編『平成１０年度  日本下水道事業団業務統計年報』より筆者作成  

 
１９８４年には１,１９４億円であった受託建設事業費は、日本下水道事業団が地域担当

課制を採用していた１５年間のあいだに、３ ,７１２億円(伸長率 :３１０ .９％)もの急成長

を遂げていた。このような急激な環境の変化に際して、日本下水道事業団の内部では｢勤務

時間の延長や支援要員の確保などの対策では対応しきれない状態になりつつあり、職員の

健康管理の問題に加え、ともすれば『仕事をこなす』『予算を消化する』などの言葉に代表

されるように、品質確保や顧客満足度の視点からどんどん遠ざかっているのではないかと

言った強い危機感があった (41)｣という。各設計課でも、多くの職員が自己の休養や成果物

の品質向上を犠牲にして、受託事業の完成を目指す日々が長く続いた。加えて、｢地方公共

団体とその住民に対して良質なサービスと成果物を提供する｣という、事業価値の創案と品

質管理体制が組織全体として充分に整備されていなかった。成果物とそれを提供するサー

ビスの品質は、自ずと担当者の経験やモラルによって確保･維持されていたに過ぎなかった。 

新設の下水処理場の需要が依然として高い伸長率を維持している一方で、１９９６年あ

たりから、既設処理場の改築･更新の要請が地方公共団体から出てくるようになった。先述

したように、下水処理場はポンプやエアレーション装置 ,発電 ,計測 ,監視制御などの機械･

装置を数多く設備するプラント施設である。それゆえ、橋梁や福祉施設などの他の建造物

と比べても機械や装置の耐用年数が短いために、改築･更新性が高い公共事業であるといえ

る。設備機器の耐用年数は、一般に約１５年と言われており、施設の老朽化や処理能力の

改善にともなって改修(改築･更新)工事が発生する。下水処理場の改修工事では、下水を浄

単位:億円 
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化する設備を稼動させたままで、機械や装置を交換したり、施設の一部を建て替えたりす

る。そのためには、既存設備との機能的な不整合を防ぐための高度な技術管理と専門知識

が要求される。ところが、当時の設計課には設備の機能設計や運転管理に精通し、それを

担当できる職員が皆無に等しかった。そのうえ、４つの専門分野の設計者が恒常的なチー

ムを編成して仕事をしていたので、地方公共団体からの独自の要望に応えるには人員配置

上の制約があった。 

当時の事情に精通する職員は次のように述べている｡｢普及率が７割近くになってです

ね、改築や更新の事業にマーケットを求めていかないと。で、いままでのその専門設計課

の知識じゃなくて、現存するものをですね、能力を損なわないように、リプレイスするっ

ていうか、入れ替えなきゃいけなくなると、専門知識はもっと複雑なものが要求されてく

るんです。それはもう、課に何人いるかと言いますか、たまたま担当した人じゃあ、務ま

らない仕事でしたよね (42)｣。下水処理場の改築･更新に必要な専門分野に精通した職員の数

が少なかった事由は、これまでの受託事業の大半が、新設工事に関わる実施設計と建設工

事であったことが起因していると考えられる。 

 

４.３.５. 地域担当課制における組織管理上の問題点 

地方公共団体との窓口を一本化し、県単位での下水道施設の建設･維持管理を行なう目

的で組織された地域担当課制ではあったが、｢すでに設計は標準化が進み、積算基準や単価

は取扱いが統一化され、情報技術によって互いのコミュニケーションを確実にすることが

可能となっていた(43)｣という。しかしながら、受託業務のマネジメントや専門知識･技術の

蓄積の観点からは、以下のような問題を抱えていたと考えられる。 

(1) 土木設計者のマネジメント能力の多寡により地方公共団体へのサービスの質が変動

する。 

(2) 受託業務のマネジメントが職務として明確に定義されておらず、その手続きと技量が

曖昧である。 

(3) 専門分野の新しい知識や高度な技術に精通または熟練した職員の育成が困難である。 

(4) 個々の受託案件の特性や難易度に応じた人的資源の配分に制約がある。 

(5) 階層構造に基づく｢例外による管理｣が機能不全である。 

(6) 人事異動の際に業務引継ぎの負荷が大きく、一時的な組織能力の低下が見られる。 

 
(1)土木設計者のマネジメント能力の多寡により地方公共団体へのサービスの質が変動

するとは、委託元である地方公共団体に対するサービスの質というものが、土木設計者の

スキルや性格によって５０％ぐらいの要素で決まっていた状況を指している(44)。当時の土

木設計者は、土木設計図書の審査･評定のほかに、受託事業の企画および運営管理を兼務し

ていた。ところが後者の職務については、各人が現場で培った経験や知見だけを頼りに判

断を下し、作業内容やその工程を決めていたのである。このように土木設計者のマネジメ
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ント能力により、地方公共団体への説明責任や品質保証などのサービスに較差がみられた。

ここでいうマネジメント能力とは、地方公共団体からの要望や予条件を技術要素に分解し、

必要な経営資源と権限を協力者に付与しながら、作業工程の進捗･変更管理を行なう技量の

ことである。サービスは、地方公共団体によって承認された｢技術的な要求事項を満足させ

る成果物｣を表わしている。ここでいう成果物とは｢下水処理場などの委託物件およびそれ

を建造する作業の品質管理｣のことである。 

(2)受託業務のマネジメントが職務として明確に定義されておらず、その手続きと技量が

曖昧であるとは、受託事業を完遂するまでに処理すべき業務と事務手続きの手順ならびに

それらを遂行する土木設計者の職責が明確にされていなかったことを示している。別な言

い方をすれば、当時の設計課では全体計画や年度協定の内容を作成したり、設計･施工段

階での品質,コスト,スケジュール管理を担当する職種を規定していなかったのである。 

(3)専門分野の新しい知識や高度な技術に精通または熟練した職員の育成が困難である

とは、受託建設事業費の急増による業務多忙から、専門知識や技術情報を修得する機会を

得ることが難しかった状況を示している。当時、設計課の職員は、一人平均で１０件から

１５件程度の受託業務を抱えていたという。｢例えば、建築って言ったって、構造あり、意

匠あり、建築設備とか、様々なその中の細分された技術要素があるわけですよね。で、例

えば当時、構造計算が精通した人なんていうのは、ほとんど居ない時期があったと思うん

ですよ。まあ、いまでも数が少ないんですけれど。で、それはまあ無い技術ですから、コ

ンサルタントにもうほとんどノーチェクで任していたっていう時期があったんですよね。

で、本来、構造物っていうのは、その構造の計画や計算についても、キチンとした品質を

守らなきゃいけないのに… 忙しさですね。数名しかいないと、その消化… [仕事を]こな

すことを前提に考えるから、その必要な技術も置き去りにされる可能性が高かった(45)｣。 

当時の組織体制は同じ専門分野の職員を９つの設計課に分散していたので、土木を除く

その他の分野の設計者は、各課にそれぞれ５名前後しか配置されていなかった。そのうえ

各設計者は、課内で別々のチームに組み入れられたので、同じ分野の設計者同士が接触す

る機会は非常に限られたものであった。また、各チームのメンバーは原則として、次の人

事異動までは、所属するチームを離れることがなかったという。 

受託事業が新設処理場の実施設計および工事管理である場合には、メンバーは同じよう

な業務を繰り返し継続して行なっていれば、事業はある程度のレベルで完遂することがで

きたし、個別案件ごとに特別な技術や知識を必要とすることもなかった。ところが、施設

の改築･更新や下水あるいは汚泥の処理方法が特殊な場合には、チーム内にそうした案件を

処理できる技術者がいない場合もあったという。(4)の｢個々の受託案件の特性や難易度に

応じた人的資源の配分に制約がある｣とは、こうした技術的課題を解決できる人材を、その

能力に適した案件ないし要務に就けることが困難であった当時の組織的状況を反映したも

のである。 

(5)階層構造に基づく｢例外による管理｣とは、各専門設計者の間では解決できないような
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問題や利害関係者からのクレームが生じた際に、組織階層の上位に位置する管理職(設計課

長)が、自らが有する専門知識や情報を駆使して、こうした例外事象を処理することをいう。

しかしながら、判断に必要な情報量が不充分であったり、管理職の持つ専門知識が当該事

象と関連性の低いものであれば、有効な解決策は望めない。日本下水道事業団の場合、各

設計課の課長は土木,建築,機械,電気の４職種のうち、どれかひとつの出身者である。した

がって、課長の専門知識を例外管理の判断材料にすれば、その他の３職種に関連する問題

の上申があっても当事者を納得させるだけの判断や処理は期待できなかったのである。 

(6)人事異動の際に業務引継ぎの負荷が大きく、一時的な組織能力の低下が見られるとは、

次のような事象を表わしている。｢いままでの地域性の場合だと、一課あたり２０人くらい

の数になり、土木は比較的多いものの建築、機械、電気担当は４～５人の比較的少人数で

した。その４～５人が３～４年のローテーションで動いていく中で、ベテランが抜けると

きは、かなりの戦力ダウンになります。ただし、それは表面的なサービスの低下としては

出てきませんが、誰かが肩代わりをしていたと考えています。例えば、それが支社だった

ら設計コンサルタント、事務所だったらゼネコンやメーカーが、その間は自主的な判断に

基づいて仕事をしていたと言えるのではないでしょうか (46)｣。 

およそ３年おきに職員を配置転換させるという条件を成立させていたのは、組織の成員

構成に占める建設省(現･国土交通省)や大蔵省(現･財務省)および地方公共団体からの出向

者の割合が大きかったことが、その背景にあった。加えて、｢公務員の人事は一箇所に永く

配属しておくと、利害関係者との癒着を起こしやすい｣という官庁独自の組織文化も影響し

ていたものと考えられる。そして当然のことながら、こうした組織上の制約条件は土木設

計者の人事にもそのまま当てはまる。｢土木以外の人は各専門しかやっていないから、各担

当者は個人の力量で『前任はちょっと若くてチェック出来なかったけれど、コレこのまま

造るとマズいから、直せや』というような、職種間での… やり取りがあるわけですよ、変

更みたいなものが。ところが土木屋さんが替わると、[委託元の]団体をもっていますんで。

それと、そのメンバーの舵取り役ですから… これは大変だよね。もう、協定はいつ来るの？ 

補助申[請]はどうするの？ コンサルタントにこれ見直しさせるために、誰が言うの？ で、

発注は間に合わないんだけど、これ繰越しするの？ 自治体に了解をとったの？って、もう

マネジメント上のすべては空白になっちゃうんだよね、一時期 (47)｣。 

これらの証言や組織上の制約条件などから、人事異動による経験豊富な人材の転出は、

当該設計課に一時的な業務の空白を惹き起こし、業務を引き継いだ職員にもかなりの負担

を強いることがあったと推考できる。 

 

 

 

 
４.３.６. マトリックス組織導入のプロセス 
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前項では、日本下水道事業団の地域担当課制における組織管理上の問題点を明らかにす

ると共に、その根拠となる事象の例示と当時の状況を知る関係者からの証言を提示した。

上掲の問題点を処理するために、日本下水道事業団ではマトリックス組織の導入を検討し、

これを実施した。さらに、それと併行するかたちでマトリックス組織上の業務手順と事務

手続ならびに情報伝達の経路などを規定した｢ワークフロー｣を作成し、その遂行を支援す

る情報システムを設計･構築してきた。この項では、前掲した諸問題を解決するための組織

設計の目的とその過程の明示を試みる。 

日本下水道事業団では、業務効率の改善と成果物の品質向上を目指して、｢情報システ

ム推進室｣と称するタスクフォースを１９９６年１月に編成した。タスクフォースでは当初、

情報システムの整備と運用ならびに人的資源の適正配分を基本コンセプトとする業務改革

推進プログラムを企画した。さらに、外部のシンクタンクに依頼して社内の業務分析を行

なったが、そのどちらからも有効な改善策を見出すことはできなかった。やがてメンバー

の一人である富樫が、地方公共団体からの受託事業で使用している管理帳票や報告書を基

にして、現行業務の作業手順とそこで処理されているデータを解析した。富樫は、土木設

計者として大阪支社の設計課に在籍していた経歴をもっていた。こうした一連の作業は、

ＩＤＥＦ１Ｘを基本とするソフトウェアを使って記述されていった。 

１９９６年４月には、畑田がタスクフォースに合流してきた。畑田も富樫と同様に土木

出身の職員であり、個々の案件の予算管理を１０年近く経験したことを生かして、若手や

不慣れな担当者を育成･指導する立場にあった。前職では｢地域担当課｣の業務を総括すると

共に、不確実性の高い受託事業のリスク管理やスケジュール管理を担当していた。このよ

うに、畑田は大阪支社の工事課に在籍していた当時から、現在のプロジェクトマネジャー

に相当する職務を体験していた。畑田は自身の経験から、地方公共団体に提供されるサー

ビスの質が、土木設計者の才知や技量および職業倫理によって維持されていることを熟知

していた。そして、受託業務の特性に適した人的資源の配置と教育投資の必要性を誰より

も強く認識していた。まもなく畑田と富樫は、ＩＤＥＦ１Ｘによる概念データモデルの作

成を通じて、地方公共団体から委託された下水道事業の計画,設計および建設に関する一連

の業務を｢プロジェクト｣と定義し、こうしたプロジェクトをマネジメントする活動こそが

日本下水道事業団の基幹業務であることを理解した。そこで情報システム推進室では、日

本下水道事業団の受託業務にプロジェクトマネジメント方式を取り入れて、現行組織にお

ける幾つかの欠陥を補完することを検討し始めた。 

地域担当課制の組織において、受託業務のマネジメントを担当していたのは土木設計者

であった。ところが土木設計者には、こうした業務に関係する体系的な知識や職権などが

付与されていなかった。しかも、土木設計業務とマネジメント業務を兼務することは、想

像以上に負荷が大きかったという。畑田らは、土木設計者が担当する業務を土木設計業務

とマネジメント業務に分離し、後者を｢プロジェクトマネジャー｣と称する専門職として独

立させることを発案した。プロジェクトマネジメントを実践するための新しい価値体系･
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管理体系を組織内に構築するためである。そして、プロジェクトマネジャーが担当する業

務の標準化を積極的に推進した。 

当時、プロジェクトマネジャー職とその部門を設置することに反対する者は、ほとんど

居なかったという。これまでのように土木設計者が行なっていた業務の一部を、プロジェ

クトマネジャーが組織横断的に執り行なうと考えられていたからである。ところが、従来

どおり地域別にすべての専門設計者を配置し、プロジェクトマネジャーが受託事業のマネ

ジメント業務を遂行する組織形態では、幾つかの解決できない問題を残すことになった。

その問題とは、第１に、専門知識と技術情報に精通した職員を育成することが困難であっ

たことである。第２は、受託事業の特性や難易度に応じて適材を配置するには、制約条件

が存在した。第３に、設計課長が委託事業のマネジメント業務と各専門技術に関するすべ

ての評価と判断を行なうには限界があった。第４は、人事異動によるベテランの転出が当

該設計課に一時的な能力低下をもたらした。さらに、これらの問題に加えて、プロジェク

トマネジャーと設計課長の職務上の権限をどのように配分するか、といった問題が新たに

生じることが予想された。その結果、より現実的な組織設計の方策として勘考されたのが、

設計者をそれぞれの専門分野ごとにひとつの部門に所属させ、プロジェクト(受託業務)の

案件に応じて、プロジェクトマネジャーが各専門設計者を招集するという｢マトリックス組

織｣の編成であった。 

それでは、マトリックス組織を導入する目的は、上掲の問題解決以外にどのような意図

があったのだろうか。それを探るには、畑田の次のコメントが適当だと思われる。｢業務改

革っていうものをですね、きちんと個々の人の意識に訴えてやるためには、やっぱり何か

の象徴というか。単になんか、事務方だけでコッソリやるっていうのはできないと思いま

した。で、やっぱり組織のトップがある種の決断をしてやるというのが、やっぱり必要で

あったと言うことと。それから、欧米のＰＭっていうのをですね、そのちゃんとやらない

と、その断片だけを真似したって出来ないと思いましたね。というのは、彼らもずっと歴

史があるなかで発展･進展してきたものですから。[……] ところが、その段取りを組んだ

りする、プロジェクトマネジャーが本来やっている仕事の価値観なんかは日本には無いわ

けです。ですから、あくまでもその[プロジェクトマネジャーの]仕事を認めさせるんだと。

うーん、その誤魔化してやるんじゃないんだっていう、やっぱり正攻法でいきたかったで

すね。失敗しても… 失敗したら、もうしゃあないと思っていました(48)｣。 

上記の証言からは、マトリックス組織の導入が  (1)業務改革の象徴的存在であった  (2)

プロジェクトマネジメントによる本格的な協働環境を組織成員に提供する  ことを目的と

していたことが窺える。(1)業務改革の象徴的存在には、情報システム推進室が企画した｢業

務の再設計案｣を組織のトップが承認していることを職員全員に周知させる意味が含まれ

ていた。日本下水道事業団において組織構造を変更ないし再編成する場合には、その監督

官庁である建設省(現･国土交通省)と大蔵省(現･財務省)の承認が必要となる。そして、その

要求書を提出できるのは、理事長をおいて他にいない。したがって｢組織を再編する｣とい
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う行為は、｢トップが明確なビジョンと意志をもって行動する｣という、なによりも強力な

メッセージとして職員の意識を喚起することに繋がる。(2)本格的な協働環境とは、プロジ

ェクトマネジャーが日本下水道事業団の有する経営(人的)資源を、プロジェクトの難易度

や技術的特性に応じて招集できる組織体制を整えることを意味している。これによりプロ

ジェクトの遂行に限って、最適な要員配置が組織横断的に行なえるようになった。 

こうした目的の他にも、マトリックス組織の設計は、ワークフローの作成とプロジェク

トマネジメント情報システム(ＰＭＩＳ)構築の前提条件として欠かすことができなかった

という。ここでいうワークフローとは、プロジェクト全体のライフサイクルとプロジェク

トマネジャーを始めとする参画者全員の作業および情報処理の手順を図式的に表現したも

のを指している。日本下水道事業団のＰＭＩＳ (Project Management Information 

System)は、ワークフローに沿って協定関連書類やマスタースケジュール,発注計画書など

の帳票類を作成･出力したり、年度事業費の管理とその他のシステムとのデータ連携をする

ための基幹統合管理システムである。｢うーん、日揮情報さんや日揮さんから、やっぱりこ

れだとＰＭＳ[ＰＭＩＳ]は入らないですよと。ちゃんとワークフローの描けないような組

織は、ＰＭＳ[ＰＭＩＳ]は使えないと。ただ、ワークフローがあったって、ＰＭＳ[ＰＭＩ

Ｓ]が無かったら、ワークフローは絵に描いた餅ですよね。むしろ、そのワークフローを動

かす… やっぱりエンジンのようなものがＰＭＳ[ＰＭＩＳ]だと思ったので、同時導入でな

いと出来ないと。で、ワークフローをこうキチッと描いて、イメージを作ったのは押領司

さんなんです。そして、課をこう分けようと。[……] 組織のイメージがあって、仕事の手

順が解かっていて。とりあえず、平面のフローシート形式で描こうということになりまし

た。ですからワークフローは、それ[マトリックス組織]を前提としてつくり、ＰＭＳ[ＰＭ

ＩＳ]の設計の予条件もこれと整合させながら作っていきましたので (49)｣。 

以上のことから、ワークフローとＰＭＩＳは相互依存関係にあったといえる。すなわち、

プロジェクトマネジメントによる業務の流れと事務手続きの手順を定式化しなければＰＭ

ＩＳは設計できなかったし、ＰＭＩＳを構築しないことには、旧態依然の仕事のやり方を

改変させるだけの強制力が無かったということである。そして、両者の成立要件となって

いたのが、マトリックス組織によるプロジェクト(受託事業)の遂行管理であった。 

マトリックス組織の導入は、数々の試行錯誤の結果、１９９８年４月の役員会でようや

くその方向性が明示された。やがて、組織編成に関する企画書が７月の役員会で正式議題

として取り上げられ、役員会の席上で定道理事長からの承認を得ることができた。その結

果、８月上旬には｢プロジェクトマネジメント室定員要求理由書｣として、概算要求(次年度

の歳出見積書類)と共に建設省を通じて大蔵大臣に提出された。 

１９９８年１１月には、異動の対象となる職員全員に去就の意向を訊いたのち、人事の

調整が行なわれた。翌年の４月には、かなり大幅な人事異動が行なわれた。１９９９年９

月には、東京･大阪の両支社で、プロジェクトマネジメント室および各専門(土木,建築,機械,

電気)設計課が創設され、ここに日本下水道事業団におけるマトリックス組織が誕生するこ
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とになった。 

 
４.３.７. マトリックス組織を構成する主要な役職 

日本下水道事業団では、プロジェクトの委託引合いから成果物の引渡しまでの業務を終

始一貫して担当するプロジェクトマネジメント室と、プロジェクトのフェーズ毎の作業に

関連する専門設計課を概念上、縦横に交叉させるかたちで構造化した組織を運営している。

すなわち、このマトリックス組織の行方向を形成するのがプロジェクトマネジメント室で

あり、列方向に位置するのは、土木,建築,機械,電気の専門設計課ということになる。そし

て、プロジェクトの遂行を支援するかたちで、会計課,受託業務課,工事課,技術指導課,工事

事務所(計画部･計画課,工務部･工務課,経理部･契約課)などが設置されている。 

東京支社のプロジェクトマネジメント室には、プロジェクトマネジメント室長と調査役

のほかに１６名のプロジェクトマネジャーが在籍している。通常、プロジェクトマネジャ

ーはプロジェクトマネジメント室長の指名を受けて、地方公共団体から委嘱のあった業務

のマネジメントを担当する。プロジェクトの開始が決定されると、プロジェクトマネジャ

ーは地方公共団体からの要望や現地視察などから得られた情報に基づいて、受託業務に適

したプロジェクトマネジメント･チームの構成案をプロジェクトマネジメント室長に提出

しなければならない。プロジェクトマネジメント室長は提出されたチーム構成の素案に則

して、技術要求に適合する職員の選出を各専門設計課長に依頼する。依頼を受けた専門設

計課長は、当該プロジェクトに必要とされる技術的特性などを勘考して、自部門の職員を

プロジェクトマネジメント･チームのメンバーに任命するのである。 

例えば、東京支社における専門設計課の職員数は、土木設計課１６名、建築設計課１８

名、機械設計課２０名、電気設計課１８名(いずれも設計課長を除く)である。それぞれの

専門設計課の職員は、所属している部門内に専用のデスクがあり、自らの職能や専門知識

に応じた業務を担当している。ところが、ひとたび所属部門長からの指名があった場合、

彼らはプロジェクトマネジャーや設計エンジニアリング･マネジャーの指示に従って、当該

プロジェクトの作業の一部を引き受けることになる。但し、キックオフ･ミーティングや現

地プロジェクト会議を除くと、プロジェクトマネジメント･チームのメンバー全員が一堂に

会する機会はほとんどない。このように、各専門設計課の職員は通常、自分が所属する部

門内で担当プロジェクトの設計管理に従事している。 

マトリックス組織の成員には、専門家によって幾つかの呼称の違いが見られるが、日本

下水道事業団のマトリックス組織を構成する要員は、(1)プロジェクトマネジャー (2)設計

担当エンジニアリング･マネジャー  (3)施工担当エンジニアリング･マネジャー  (4)設計管

理者  (5)工事管理者  (6)プロジェクトマネジメント室長  (7)専門(土木･建築･機械･電気)設

計課長  (8)工事事務所長  から構成されている。これらの職位に就く者は、(1)から(5)まで

がプロジェクトマネジメント･チームのメンバーであり、現所属部門での職務と併せて、地

方公共団体からのプロジェクト遂行業務を兼任することになる。(6)(7)(8)の職位は各部門



- 129 - 

の管理職であり、自部門の予算計画および人事労務管理についての責任と権限を有する。 

(1)プロジェクトマネジャーは、プロジェクトにおける品質,コスト ,スケジュールに関す

る計画策定とその遂行管理の責任者である。それと同時に、地方公共団体およびプロジェ

クト遂行に関連するステークホルダーとの折衝を担っている。また、委託事業の協定や予

算ならびに行政手続きの資料作成とその管理を行なう。これら以外にも、リスク管理など

の委託事業全般のマネジメント業務を受け持っている。 

(2)設計担当エンジニアリング･マネジャーは、本来プロジェクトにおける技術に関する

責任者であるが、現在はプロジェクトマネジャーと各設計管理者との間の連絡調整役とな

っている。主要な職務としては、設計の受委託契約,成果物(設計図書)の検収および引渡し

に関する手続きの調整と資料の作成を担当している。(3)施工担当エンジニアリング･マネ

ジャーは、プロジェクトマネジャーと工事管理者との連絡調整役であり、建設工事の進捗･

出来高をプロジェクトマネジャーへ定期的に報告する職位である。彼は、プロジェクトマ

ネジャーの要請にしたがい設計管理における現地調査やステークホルダーへの対応を図る。

それのみならず、工事管理者の業務の技術的な調整を図ったり、工事の成果物の引渡しに

関する手続きの調整や書類などを作り上げている。 

(4)設計管理者は、設計条件の作成や変更および設計図書の検収などが主要な任務である。

そのほかには、設計業務の実作業と計画との乖離に対する修整措置を立案したり、予算や

工事契約に関する資料を作成する。(5)工事管理者は、主として建設条件の設定および工事

の履行確認などを行なう職責を有する。この職位は、工事契約が締結された時点で工事事

務所長からの指名を受けた工事監督員が当該プロジェクトの工事管理者として選出される。

工事管理者は、施工担当エンジニアリング･マネジャーに対して工事の進捗状況や出来高を

報告する義務がある。(6)プロジェクトマネジメント室長は、地方公共団体からの委託内容

を検討し、プロジェクトマネジメントによる支援の妥当性を判断すると共に、当該プロジ

ェクトへのプロジェクトマネジャーの任命を行なう。さらに、プロジェクトマネジャーか

らの依頼に応じて、プロジェクトマネジメント･チームの編成を調整する。また｢例外によ

る管理｣として、組織上位の管理者との調整役でもある。 

(7)専門設計課長は、プロジェクトマネジメント室長からの要請に応えて、直属の部下の

中から設計担当エンジニアリング･マネジャーや設計管理者を選任する。また支社長に対し

ては、地方公共団体が委託した業務の技術的責任を負うことになる。そして、当該プロジ

ェクトにおけるコストやスケジュール,マンアワーなどの目標達成を通じて、プロジェクト

マネジャーの活動を支援する。通常、プロジェクトマネジメント･チームのメンバーに任命

された職員は、プロジェクトの進捗度合に応じて作業を実施する。その結果、専門設計課

全体としての協調的行動をとることが難しくなる。そこで専門設計課長は、部下との接触

を通じて課業の状況把握につとめ、委託元である地方公共団体のニーズや最新の技術情報

などを収集し、職員の職能レベルの向上を図る必要がある。(8)工事事務所長は現場サイド

での最高責任者であり、施工担当エンジニアリング･マネジャーおよび工事管理者の任命な
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ど、事務所内の人事労務管理についての責任を負っている。 

 
４.４. マトリックス組織によるプロジェクトマネジメント 

本節では、プロジェクト･ライフサイクルにしたがって、日本下水道事業団が遂行する

プロジェクトマネジメントの一連のプロセスを通観し、組織のコミュニケーション･ツール

としてのＷＢＳ(ワークパッケージ)の実用について調査する。但し、日本下水道事業団の

方々の厚意ある情報提供を尊重し、職務上の秘密を守るべきであるとの筆者の判断から、

業務の詳細な記述は避け、その概要だけに留めておく。また、ここに記載している用語や

呼称についても、日本下水道事業団内で使用している専門用語は極力扱わずに別称を用い

るか、あるいはプロジェクトマネジメント/コンストラクションマネジメントで通用してい

る既成語を当てはめることにする。 

 

４.４.１. プロジェクトの立ち上げ 

このフェーズは、地方公共団体からの下水道施設の建設に関する委託条件の問い合せや

相談に応じるかたちで、日本下水道事業団がプロジェクトを立ち上げるかどうかの意思決

定を行なう段階である。具体的には、(1)受託情報の確認 (2)フィージビリティ･スタディ 

(3)プロジェクト要件書の作成と審議 (4)プロジェクト開始の意思決定のイベント から構

成されている。 

プロジェクトの提案や委託手続きの説明などを中心に、日本下水道事業団がかねてより

営業活動を行なっていた地方公共団体から日本下水道事業団の工事事務所に委託引合いの

連絡が入ると、当該事務所の所長は委託元である地方公共団体の担当者から更に詳しい内

容を確認したうえで、支社にいるプロジェクトマネジメント室長に電子メールで受託情報

を伝える。連絡を受けたプロジェクトマネジメント室長は、委託引合いのあった業務の内

容がプロジェクトマネジメントに適しているかどうかを直ちに検討する。 

プロジェクトマネジメントでのサポートが適切であると判断を下した場合、プロジェク

トマネジメント室長は対象区域や受託業務の不確実性などを考慮してプロジェクトマネジ

ャーを指名し、彼に現地調査を行なうよう指示する。プロジェクトマネジャーには、あら

かじめ担当地域が定められており、原則として該当する地域を担当しているプロジェクト

マネジャーを選出することになっている。プロジェクトマネジメント室長から指名を受け

たプロジェクトマネジャーは、工事事務所長と共にプロジェクトの発注者である地方公共

団体を訪問し、おおよそ次のような業務 (1)日本下水道事業団の業務概要の説明 (2)受委

託業務の内容確認 (3)地方公共団体からの要望確認 (4)連絡窓口/担当者および責任者の

確認 (5)プロジェクト開始の判断に必要な資料の収集 を行なう。また、現地の視察で収集

した情報に基づいてプロジェクトマネジメント･チームのメンバーが選任されるため、プロ

ジェクトマネジャーは担当するプロジェクトの要件をできる限り適確に把握することが求

められる。 
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地方公共団体の訪問後、プロジェクトマネジャーは収集した情報に基づいて｢プロジェ

クト要件書｣を作成する。プロジェクト要件書には、(1)地方公共団体に関する基礎データ 

(2)受託業務と施設の内容 (3)主要なイベント(マイルストーン) に加えて、(4)リスク検討

項目が記載されている。リスク事象としては、スケジュールや技術に関する要因のほかに、

現地の周辺住民の生活環境に配慮した項目が数多く見られる。作成されたプロジェクト要

件書は、プロジェクトマネジメント室長の審査･承認を得たあと、受託審査会による審議を

経て、最終的に支社長がプロジェクトの開始/棄却または保留を決定する。 

プロジェクトの開始が承認されると、審査結果は担当部署に通知され、手続きに必要な

事務処理が行なわれる。具体的には、プロジェクトマネジメント情報システム(ＰＵＲＥ)

の操作に必要なプロジェクト名称/ナンバーなどの交付がなされ、プロジェクトマネジメン

ト室長にプロジェクトの開始が承認されたことが伝えられる。 

 

４.４.２. フロントエンド 

フロントエンド(Front-End)とは、プロジェクトの計画を立てるための準備作業(50)を意

味する。地方公共団体の委託意向が明確になり、日本下水道事業団においても受託可とな

った時点から実施設計(51)の協定などを実際に締結する間までの業務をいう。すなわち、こ

のフェーズは日本下水道事業団が当該プロジェクトを立ち上げる意思決定をしてから、実

際に地方公共団体とプロジェクトの協定を締結するまでの期間を指している。プロジェク

トマネジメント･チームのメンバーが選出され、キックオフ･ミーティングが開催されるの

もこの時期である。 

 

〔１〕プロジェクトマネジメント･チームの編成 

当該プロジェクト開始決定の連絡を受けたプロジェクトマネジメント室長は、あらため

てプロジェクトマネジャーを指名し、次の資料 (1)概略計画書 (2)プロジェクト技術要求

書 (3)プロジェクトマネジメント･チーム構成案 の提出を求める。概略計画書とは、プロ

ジェクトの主要なマイルストーンとスケジュールならびに要員配置計画のことである。プ

ロジェクト技術要求書は、当該プロジェクトで特に必要とされる職種と技術項目を示して

いる。 

指名を受けたプロジェクトマネジャーは、当該プロジェクトの要件に基づいて、どのよ

うな専門技術･知識を有する人材を各職能部門から選抜する必要があるのか、プロジェクト

マネジメント･チームの編成案を作成しなければならない。チームのメンバーは、一般的に

(1)プロジェクトマネジャー (2)設計担当エンジニアリング･マネジャー (3)施工担当エン

ジニアリング･マネジャー (4)工事管理者 (5)専門(土木･建築･機械･電気)設計管理者から

構成されている。 

プロジェクトマネジメント室長は、プロジェクトマネジャーから提出された編成案に基

づいて、土木設計課,建築設計課,機械設計課および電気設計課の各課長と協議したうえで、
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所属する各職員の選出を依頼する。メンバーの人選にあたっては、プロジェクトマネジャ

ーと設計担当エンジニアリング･マネジャーはプロジェクトマネジメント室長が選任する。

ただし、設計担当エンジニアリング･マネジャーの人選については、あらかじめ所属課長の

了解を得ておく必要がある。施工担当エンジニアリング･マネジャーおよび工事管理者は、

工事事務所長が選出する。なお工事管理者については、原則として契約によって指名され

た監督員を起用することになっている。そのため工事事務所長は、当該プロジェクトの工

事契約が締結された時点で、この監督員を当該プロジェクトの工事管理者としてプロジェ

クトマネジメント室長に推挙する。専門設計管理者は、土木設計課,建築設計課,機械設計

課,電気設計課の各課長が、部門内の諸事情やプロジェクトが実施される地域を勘案して、

自部門から職員１名を設計管理者として任命する。各部門からメンバーが選出されたのち、

プロジェクトマネジメント室長はプロジェクトマネジメント･チームの総合的な調整を行

なったうえで、支社長によるメンバー任命の手続きをとる。 

 

〔２〕プロジェクト･キックオフ･ミーティングの開催 

プロジェクトマネジメント･チームのメンバーが正式に決定すると、プロジェクトマネ

ジャーはプロジェクトの運営方針などを協議するためにメンバーを招集して、｢プロジェク

ト･キックオフ･ミーティング｣を開催する(52)。プロジェクト･キックオフ･ミーティングで

は、(1)プロジェクト参画者の役割 (2)プロジェクト要件書の内容 (3)地方公共団体からの

要求事項 (4)当面の作業スケジュールの確認 について話し合いがなされる。このミーティ

ングの目的は、各メンバーの役割と当該プロジェクトの要件を確認することである。そこ

では、プロジェクトの背景や目的,制約条件ならびに地方公共団体(オーナー)からの要望な

どについて、メンバー全員の共通認識を形成することが図られる。 

キックオフ･ミーティングの終了後、プロジェクトマネジャーはミーティングの内容を

反映して｢プロジェクト企画書｣を作成し、それをプロジェクトマネジメント室長に提出す

る。プロジェクト企画書の内容を詳述することはできないが、そこにはプロジェクトの必

要条件と成果物の定義,運用方針,概算コスト,要員計画およびリスク分析結果などが記載

されている。なお、プロジェクト企画書の作成に際して必要となる資料は、専門設計管理

者が各自で作成する。専門設計管理者間の調整が必要となる場合には、設計担当エンジニ

アリング･マネジャーがその役目を果たすことになる。 

プロジェクトマネジャーは、プロジェクト企画書に基づいて案件プロジェクトの概要を

ＰＵＲＥに入力する。実際には、委託要請のあったプロジェクトの成果物を施設ＷＢＳで

確定し、それを建造する一連のプロセスを作業ＷＢＳから選び出すことにより、当該プロ

ジェクトのワークパッケージを定義する。この作業はしばしば、類似する過去のプロジェ

クトのワークパッケージを参照して行なわれる。そして、各ワークパッケージの開始･終了

予定日を入力すると共に、おおよその事業費と管理諸費が見積られる。 

〔３〕地方公共団体(オーナー)への説明訪問 
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プロジェクトマネジメント室長によるプロジェクト企画書の審査･承認を受けた後、プ

ロジェクトマネジャーは企画書の内容を説明･調整するために、施工担当エンジニアリン

グ･マネジャーを伴なってオーナー(委託元)である地方公共団体を訪問する。日本下水道事

業団では、地方公共団体から委託された業務(プロジェクト)が実施段階においても円滑に

運営されることに配慮して、地方公共団体からの要請がとりわけて無くても、日本下水道

事業団が提供するプロジェクトマネジメント･サービスについての資料の提供･説明を行な

うようにしている。 

地方公共団体への説明項目には、(1)協定締結の手続き (2)資金計画とその請求につい

て (3)契約方式 (4)法的手続きの役割分担 (5)実施設計/建設工事の進め方 (6)協定,補助

申請,発注業務のフォローアップ (7)首長･議会説明用の資料作成協力 などが含まれる。こ

の段階になると、プロジェクトの対象施設やマイルストーンがほぼ確定できているので、

マスタースケジュールを提示してプロジェクトの概要を説明することができる。マスター

スケジュールを用いた説明は、プロジェクトの計画内容を視覚的に理解できるために、地

方公共団体側の担当者からも好評を博しているという。またワークパッケージに記載され

た金額についても、プロジェクトの進捗に伴ない随時、変更･修正されるとの説明がなされ

る。なお、ここで言うマスタースケジュール(Master Schedule)とは｢主要なアクティビテ

ィと重要なマイルストーンを確認するサマリーレベルのスケジュール(53)｣のことである。 

プロジェクトマネジャーは地方公共団体への説明訪問を終えると、直ちにフロントエン

ド業務における議事録を作成する。それがプロジェクトマネジメント室長に承認された後、

プロジェクトマネジャーはチームのメンバー全員に議事録を電子メールで配信する。 

 

４.４.３. プロジェクトの計画 (実施設計業務) 

このフェーズは、地方公共団体が国からプロジェクト予算の内示を受け、外部の設計コ

ンサルタントと設計業務の受委託契約を締結するまでの期間である。ここでは、(1)プロジ

ェクト予算の管理 (2)設計業務の外部委託(アウトソーシング)費用の見積り (3)外部委託

業者の入札/契約手続き などの作業が行なわれる。 

 地方公共団体がプロジェクト(下水道施設の設置や改築)に要する費用は、国庫補助金の

交付を受けることができる。プロジェクトの予算管理は、プロジェクトの計画/遂行/コン

トロール期間を通じて行なわれる。その手続きは、予算要望 ⇒ 予算内示 ⇒ 事業計画(実

施･施行計画) ⇒ 執行管理 ⇒ 清算処理の順序で、プロジェクトの完了年度まで毎年繰り

返される。予算を執行する際に、プロジェクトマネジャーは補助金申請のための書類を作

成すると共に、プロジェクト遂行の途中で予算不足に陥らないように、状況に応じて実施

計画を変更しながらプロジェクトの予算管理を適切に行なわなければならない。 

地方公共団体がプロジェクト実施のための予算の内示を受け取ると、プロジェクトマネ

ジャーは設計業務の実施計画書を作成しなければならない。仮に国が提示した金額がオー

ナー側(日本下水道事業団)の要望した金額と異なる場合には、プロジェクトマネジャーは
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設計担当エンジニアリング･マネジャーとプロジェクトのスコープやスケジュールについ

て調整を行なうことになる。実施計画書が完成すると、プロジェクトマネジャーはチーム

メンバーと共に、いま一度、プロジェクトの実施計画(事業内容,マイルストーン,問題点な

ど)について協議する必要がある。 

 実施計画が説明されたのち、設計担当エンジニアリング･マネジャーは各専門設計管理者

の協力を得て、設計業務をアウトソーシングするためのコスト見積りと仕様書を準備しな

ければならない。各専門設計管理者は、当該プロジェクトに必要な測量,調査,設計などの

コスト見積りや設計条件を設定する。条件設定のために詳細なデータが必要になる場合に

は、プロジェクトマネジャーが施工担当エンジニアリング･マネジャーに現地調査を依頼す

ることもある。委託(設計)業務の仕様書ならびにそのコスト見積りがまとまると、設計担

当エンジニアリング･マネジャーは自部門の課長の審査･承認を得たのち、プロジェクトマ

ネジャーにこれらの書類を提出する。 

書類を受け取ったプロジェクトマネジャーは、その情報に基づいて以前に入力したワー

クパッケージのコスト見積りの金額を見直すことになる。実施設計におけるワークパッケ

ージの再見積りが完了すると、プロジェクトマネジャーは設計業務の外部委託に関する書

類と共に、地方公共団体との協定締結に必要な文書をプロジェクトマネジメント室長に提

出する。これらの書類はプロジェクトマネジメント室長の審査を経たのち、担当部署にお

いて協定締結に必要な手続きが行なわれる。 

地方公共団体と日本下水道事業団とのあいだで設計業務に関する協定が締結されると、

署内の主要な管理責任者が集まり、業者選定のための審査会が開催される。審査会では、

入札(契約)条件のほかに当該プロジェクトに特有な条件などが話し合われる。審査会での

結果は直ちに公示され、落札(契約)業者が決定する。落札結果ならびに契約情報について

は、正式な文書による通知が地方公共団体になされる。設計コンサルタント(落札業者)と

の契約締結後、日本下水道事業団は設計業務の委託費用の一部を地方公共団体に請求する。 

 

４.４.４. プロジェクトの遂行/コントロールⅠ (設計管理) 

このフェーズでは、プロジェクト全体の視点から設計活動の適正化をはかるために、委

託先である設計コンサルタントに対して業務管理を行なう。すなわち、設計業務の請負契

約に基づいて設計成果物を作成するために、各専門設計管理者が設計コンサルタントの担

当技術者に設計要求事項(設計条件書)を指示し、設計業務の進捗確認と中間成果物の検収

を適宜に行なうものである。 

 

〔１〕設計キックオフ･ミーティングの開催 

設計コンサルタントとの受委託契約を締結したのち、プロジェクトマネジャーと受託設

計コンサルタント側の管理技術者は日程を調整し、２週間以内を目途に｢設計キックオフ･

ミーティング｣を開催することになる。日本下水道事業団が(社)全国上下水道コンサルタン
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ト協会と共同編集した『設計コミュニケーションマニュアル』によると、キックオフ･ミー

ティングとは、プロジェクトの設計業務が実際にスタートする時点でプロジェクトの参画

者が一同に会する第１回目の打ち合わせのことである。その目的は、プロジェクトのスコ

ープ(作業範囲),スケジュールおよびコミュニケーション(連絡方法)などを確認し、参画者

の共通認識や合意形成を醸成するために開催される。 

キックオフ･ミーティングに参加するメンバーは、日本下水道事業団側から (1)プロジ

ェクトマネジャー (2)設計担当エンジニアリング･マネジャー (3)専門設計管理者 が参加

し、設計コンサルタント側は (4)管理技術者および (5)担当技術者が、それぞれ出席する。

ミーティングでの打ち合わせ事項としては、(A)契約内容の確認 (B)コミュニケーション

ルールの確認と調整 (C)プロジェクトの基本方針 (D)スケジュール(主要マイルストー

ン)の確認 (E)当面の作業手配の確認 などが挙げられる。(A)契約内容の確認では、要件

仕様書や設計成果品およびそれらの疑義についての確認がなされる。(B)コミュニケーシ

ョンルールの確認と調整では、参画者の役割と連絡先ならびに通信手段と勤務体制の確認

が行なわれる。(C)プロジェクトの基本方針は、日本下水道事業団の｢プロジェクト企画書｣

の説明であり、(D)はレビューの時期や納期の確認である。(E)当面の作業手配の確認とは、

現地で開催される会議の確認と作成資料の打ち合わせを指している。キックオフ･ミーティ

ングの進行は、プロジェクトマネジャーがつかさどり、議事録の作成は管理技術者が担当

する。 

 

〔２〕現地でのプロジェクト会議の開催 

キックオフ･ミーティングの終了後、プロジェクトマネジャーは地方公共団体の担当者

に、現地でのプロジェクト会議の開催を伝え、会議の日程および出席者の調整を行なう。

プロジェクト会議の開催は、主として (1)担当者の紹介 (2)設計業務の進め方の説明 (3)

基本的な設計条件の確認と調整 (4)設計関係資料の受領 などを目的としている。 

プロジェクトマネジャーは、地方公共団体との協議に際してマスタースケジュールの内

容を先方の出席者に説明しなければならない。その対象となるのは、(A)工事の発注スケ

ジュール (B)協定概算事業費 (C)年度別概算事業費 (D)発注工事の協定締結に関する事

務手続き などである。これらのうち(A)から(C)については、ワークパッケージ毎に金額

と執行期間が記載されており、プロジェクトの実施手順に沿って説明がなされる。 

会議の進行はプロジェクトマネジャーが担当し、出席者からの質問や疑問点に対して回

答し説明する。その議事録はプロジェクトマネジャーが作成し、地方公共団体側の責任者

の承認の証しとして両者がサインすることになっている。またこの機会を利用して、プロ

ジェクトマネジメント･チームのメンバーと設計コンサルタント側の担当者は、建設予定地

と設計の参考とする関連施設の視察を行ない、協議を要する関係機関への挨拶などを当該

プロジェクトの内容に合わせて実施する。 

〔３〕プロジェクトのレビュー 
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設計キックオフ･ミーティングの際に、確認･調整されたマイルストーンに基づいて、設

計成果物の内容とプロジェクトの進捗状況のレビューが行なわれる。プロジェクトのレビ

ューには、設計キックオフ･ミーティングのメンバーが主体となって行なう｢内部レビュー｣

と、地方公共団体の担当者を交えた｢オーナー･レビュー｣の２種類がある。 

日本下水道事業団内部でのレビュー項目については、プロジェクトマネジャーが地方公

共団体からの要求事項やプロジェクト･マイルストーンおよびコストの観点から検討を加

える。具体的には、基本協定締結に向けたマイルストーンに合わせて専門分野別の仕様や

概算コスト算出のための調整が行なわれる。それに対して、設計図書の内容などの詳細な

レビューについては、設計担当エンジニアリング･マネジャーが担当することになっている。

そこでは、施設の基本寸法や基礎形式,仮設方式,意匠,計画諸元,主要設備リスト,監視制御

システム構成ならびに計装フローに関する原案作成状況の確認と各専門設計課長の審査･

承認を得る必要がある。 

オーナー･レビューは、プロジェクトの進捗状況および中間成果物の内容について説明

し、オーナー(地方公共団体)の要求事項に対する達成度を相互に確認する目的で開催され

る。レビューの過程で生じる地方公共団体からの修正指示や後続作業への意向については、

プロジェクトマネジャーがその内容を確認し、関連するメンバーと設計コンサルタントと

の間で調整が図られる。地方公共団体とプロジェクトマネジメント･チームとの間のレビュ

ーは、基本的に以下のような段階 (1)主要施設の配置計画および設備の仕様を作成した時

点 (2)専門設計管理者による設計図書の検収が終了し、概算による工事費を算出した時点 

(3)基本設計による成果物の最終検収を行なう時点 (4)基本設計の内容を確認し、建設工事

を実施可能にするための詳細部分の条件を整理した時点 (5)プロジェクトの成果物(設計

図書)が完成し納品される時点 で実施される。 

オーナー･レビューでは、一般に概算工事費を算出した段階でマスタースケジュールが

提示され、地方公共団体側の責任者に対してプロジェクトの進捗状況ならびにコスト算定

根拠などの説明がなされる。レビューの回数については、プロジェクトマネジャーが当該

プロジェクトの内容に応じて、適宜に調整することになっている。 

 

〔４〕設計成果物の納品 

設計コンサルタントから委託業務完了の報告を受けた各専門設計管理者は、納品された

設計成果物を検収したのち、所属課長の審査･承認を受けなければならない。設計成果物の

審査結果は設計担当エンジニアリング･マネジャーに伝えられ、報告を受けた設計担当エン

ジニアリング･マネジャーは、署内の検査員による設計成果物の検分を受けるべく、それに

必要な資料を準備して手続きの調整を行なう。設計担当エンジニアリング･マネジャーおよ

び各専門設計管理者の立会いのもと、検査員は設計コンサルタントに対して、設計業務の

完成検査ならびに評定を行なう。 

検査終了後、プロジェクトマネジャーは地方公共団体に対して検査結果の報告を行ない、
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設計成果物を地方公共団体に引き渡す。設計成果物の引き渡しが完了すると、日本下水道

事業団から設計コンサルタントへ費用が支払われる。それと同時に、地方公共団体側にも

委託費用の清算がなされる。 

 

４.４.５. プロジェクトの遂行/コントロールⅡ (建設工事管理) 

ここは、下水処理施設の建設工事に関わる事務手続きの期間である。すなわち、建設工

事を始めるにあたり、オーナーである地方公共団体での議会承認を得るためのフェーズと

いえる。一般的に、建設工事の協定には (1)基本協定方式 と (2)単年度協定方式 の２つ

の方法がある。両者の違いは、複数年にわたるプロジェクト遂行の議決を１度に獲得する

か、あるいは１年ごとに議会の承認を得るかの違いである。どちらの協定も事務手続きに

若干の違いはあるものの、算定したプロジェクトの概算見積額の承認とプロジェクト運営

における協定締結のために、２度の議会承認を得なければならない。 

 

〔１〕建設工事協定の締結 

プロジェクトマネジャーは協定締結の準備に際して、協定の内容およびプロジェクトの

コスト,スコープ,スケジュールおよびその仕様について、地方公共団体側の担当者と事前

に協議をしておく必要がある。とりわけ、協定額(プロジェクトコスト)の算出にあたって

は、当該プロジェクトに固有の不確定要素について相互の理解が求められる。なぜなら、

こうした不確定要素が発生した場合、プロジェクト全体のスケジュールのみならず、地方

公共団体との協定額にも大きな影響を及ぼしかねない。協定額の見積りが実際に発生した

費用と乖離することは、プロジェクトの発注者である地方公共団体との信頼関係に関わる

からである。なお、スケジュールの説明および調整に関しては、マスタースケジュールを

提示して、各工事の実施時期などが確認される。 

この時点で提示された地方公共団体からの変更要望については、該当するワークパッケ

ージの内訳を再検して、ベースライン(協定内容)の修正に該当するかの判断を下さなけれ

ばならない。具体的には、ワークパッケージや工事単位の増減,発注時期の変更などの実績

を押さえたうえで、今後の計画修正に関する情報の確認がなされる。また、下水処理場の

建設では、さまざまな法的手続き(水質汚濁防止法,建築基準法)や申請書類の届け出が必要

となる。こうした事務処理に関する役割分担についても、事前に地方公共団体と確認して

おく必要がある。事前協議のために用意した資料は、プロジェクトマネジメント室長の審

査を受けたのちに関係各課で回覧され、専門分野毎にその内容が点検される。その一方で、

プロジェクトマネジャーはマスタースケジュールや当該プロジェクトのベースラインにつ

いて支社長からの審査･承認を得ると共に、地方公共団体側の担当者とも、それらの内容に

ついて合意を得なければならない。 

地方公共団体側の担当者は、議会でのプロジェクト予算の成立を目指して、関係者との

調整を図らなければならない。議会の承認が得られると、担当者は日本下水道事業団に対
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してプロジェクトの委託要請書を提出するのである。委託要請書を受け取ったプロジェク

トマネジャーは、直ちに協定締結のための資料作成に取り掛かり、協定額の算出根拠など

を示した文書と共に、これらの資料をプロジェクトマネジメント室長に提出する。それを

受けたプロジェクトマネジメント室長は、署内の関連部門ならびに地方公共団体へ資料を

送付し、協定締結の議決を待つことになる。 

 

〔２〕建設工事の請負契約の締結 

このプロセスでは建設工事の請負契約を締結する。プロジェクトマネジャーは、地方公

共団体に対して契約方式の説明を行なうと同時に、契約までの日程を報告する。建設工事

の発注に際して、日本下水道事業団では受注希望者を募集する方法として｢一般競争入札｣

と｢公募型指名競争入札｣の２つの方式を採用している。本論では、入札･契約に関する手続

きおよびその内容についての詳細な記述は避けることにする。ただし、本プロセスの概要

としては、各専門設計管理者と入札に関連する部門の職員が中心となって、工事の発注区

分や入札･契約条件などの取り決めを行なっている。このほか、地方公共団体との連絡につ

いては、施工担当エンジニアリング･マネジャーがその中心的役割を果たしている。 

やがて落札業者が決定し、工事の請負契約が締結されると、日本下水道事業団から地方

公共団体に当該工事の費用の一部が請求される。建設工事の請負契約において特に留意す

べきことは、地元業者の入札への参加資格である。この点については、日本下水道事業団

から地方公共団体への公正かつ組織的な対応がなされている。 

 

〔３〕建設工事管理 

設計工事管理では、工事の進捗管理と成果物の引き渡しが要務となる。施工担当エンジ

ニアリング･マネジャーおよび工事管理者は、工事着工のキックオフ･ミーティングに際し

て、(1)完成期限 (2)所定期間内の出来高 (3)資機材の搬入時期 などのマイルストーンを

工事請負業者と確認する。工事請負業者は、キックオフ･ミーティングの終了後、確認した

マイルストーンに基づき、｢実施工程表｣と｢出来高計画書｣を工事管理者に提出する。工事

管理者は、提出されたマイルストーンが達成可能かどうか判断し、達成が困難な場合には

関係者と対応策を協議することになる。 

対応策によるマイルストーン(スケジュール)の変更は、プロジェクトマネジャーの審

査･承認を要するが、その実施の可否については、さらにオーナーの承認を必要とする。マ

イルストーン変更の承認がオーナーから得られた場合には、プロジェクトマネジャーは当

該プロジェクトのマイルストーンを修正すると共に、その内容と変更の経緯をプロジェク

トマネジメント室長に報告しなければならない。 

工事が実施されると、工事管理者は工事請負業者から毎月提出される｢月次出来高報告｣

に対して、計画と実績の乖離やマイルストーン達成の見込みなどを確認する。プロジェク

トの進捗状況は、月々の出来高報告を施工担当エンジニアリング･マネジャーが取りまとめ、



- 139 - 

計画との乖離が著しい場合には、その経緯と内容をプロジェクトマネジャーに報告しなけ

ればならない。 

 

〔４〕施設(成果物)の引き渡し 

建設工事も完了間近になると、施工担当エンジニアリング･マネジャーおよび工事管理

者は、委託した工事の検査を当該部門の検査員に依頼する。施工担当エンジニアリング･

マネジャーは、検査の日程を地方公共団体側の担当者に連絡すると共に、自らも検査員の

査閲に立ち会う。 

完成した施設の検査が終了すると、施工担当エンジニアリング･マネジャーは、プロジ

ェクトの最終成果物(下水道施設)の引き渡しに関する書類を地方公共団体側の担当者に提

出し、その内容について説明する。それと同時に日本下水道事業団からは、関連部門が地

方公共団体にプロジェクトコストの請求を行なう。 

 

４.４.６. プロジェクトの終結 

プロジェクトの終結とは、当該プロジェクトに含まれるすべての作業が完了したことを

指す。プロジェクトの全作業が完了した時点で、プロジェクトマネジャーは施工担当エン

ジニアリング･マネジャーに対して、未了作業有無の確認を指示する。未了作業が残ってい

ないことが確認されると、プロジェクトマネジャーは完了報告書を作成し、すべての書類

を取り纏めたうえで、プロジェクトマネジメント室長にプロジェクト全体の完了確認を求

める。マスタースケジュールについては、当該プロジェクトに関する最終情報として支社

の共有サーバーに保存され、かつハードコピーでも閲覧できるようにしておく。 

プロジェクトマネジャーは、プロジェクトの完了報告書を地方公共団体に引き渡したの

ちに、アフターサービス部門にプロジェクトの引き継ぎを依頼する。引き継ぎのための手

続きが完了すると、プロジェクトマネジャーはプロジェクト全体の評価に関する書類を作

成する。最後に、支社長へのプロジェクト完了報告書の提出をもって、当該プロジェクト

は終結する。 

プロジェクト完了の報告を受けた支社長は、プロジェクトマネジメント･チームの解任

をプロジェクトマネジメント室長に指示する。プロジェクトマネジメント室長は、各専門

設計課長にプロジェクトの終結を報告し、チームのメンバーを解散させる。 

 

 

 

 

 

 

(1) 重電機メーカー９社 (日立製作所 ,東芝 ,三菱電機 ,富士電機 ,明電舎 ,安川電機 ,日新電機 ,神鋼電機 ,高岳
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製作所)は、日本下水道事業団の幹部の提案により１９９０年３月に｢九社会｣と呼ばれる組織を結成

し、一定のシェア割りルールのもと新規工事の受注調整をするという談合行為を行なっていた。公

正取引委員会が１９９５年３月６日に刑事告発したのは、日本下水道事業団が発注を予定していた

１９９３年度の電気設備工事をめぐる入札談合事件である。事件の舞台となったのは、１９９３年

６月に当時の談合幹事会社であった富士電機本社会議室で開催された｢ドラフト会議｣と称する会合

であった。会議には、各重電機メーカーの談合担当者が出席し、あらかじめ決めておいた｢大手５社

７５％ ,中堅４社２５％｣という受注比率に基づき、各社がそれぞれのシェア内で調整を図りながら、

９２件の新規工事のうち７９件を｢九社会｣で割り当てていた。日本下水道事業団の関与については、

元･工務部次長が談合幹事企業の担当者に発注工事の物件リストを交付したり、事前に積算価格や工

事の委託元である地方公共団体の意向を口頭で伝えていた。さらに、企業側から受注調整の結果の

連絡が入ると、元･工務部次長が受注予定者を指名業者に入れるように部下に指示し、指名業者が工

事を受注できるように不当な取引制限を行なっていたという。東京高等裁判所は、談合に直接関わ

った重電機メーカー各社の担当社員１７名に独占禁止法３条違反(不当な取引制限 )、日本下水道事

業団の元幹部１名に同法違反の幇助罪で刑事責任を追及した。この事件の背景には、業者側の｢政治

家を使った｣営業活動が横行し、政治家が工事発注を委託する地方公共団体の首長や、それを受ける

日本下水道事業団に対してさまざまな働き掛けをしていたことが、捜査を担当した東京地検特捜部

の陳述書から明らかにされている。  
(2) 押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 (２００２年６月７日)のインタビュー記録による。 

(3) 押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 (２００２年６月７日)のインタビュー記録による。 

(4) ＥＲＷｉｎは、米国 Computer Associates International Inc.で開発されたデータ･モデリング･ツー

ルである。日本国内では日揮情報システム㈱の関連会社である日揮情報ソフトウエア㈱が販売/サポ

ートを行っている。 

(5) 参考出典：技術紹介/用語集 http://www.jmac.co.jp/tch/mng_f_k.html 
(6) ｢プロジェクト･マネジメント､米国式に熱い視線集中‐本格的成功少なく｣､『日経産業新聞』､１９

９７年９月１７日､２９頁。 

(7) 押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 (２００２年６月７日)のインタビュー記録による。 

(8) 押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 (２００２年６月７日)のインタビュー記録による。 

(9) 押領司 重昭 ｢プロジェクトマネジメントにおけるワークフロー｣ p.23 より引用。 

(10) 押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 (２００２年６月７日)のインタビュー記録による。 

(11) ＪＳ標準ＷＢＳ_ＣＯＤＥ(２０００.５.１５)を参照。 

(12) 押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 (２００２年９月２４日)のインタビュー記録による。 

(13) 押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 (２００２年９月２４日)のインタビュー記録による。 

(14) 河井 竹彦 ｢プロジェクトマネジメント(ＰＭ)－この 1 年－｣ p.5 より引用｡ 

(15) 押領司 重昭氏・畑田 正憲氏 (２００２年９月２４日)のインタビュー記録による。 

(16) 日本下水道事業団 企画総務部情報システム室 ｢プロジェクトマネジメント(ＰＭ)への転換｣ p.24
より引用。 
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(17) ＪＳドキュメント管理システム データ授受プロトコル定義書(設計編)を参照。 

(18) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(19) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(20) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(21) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(22) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(23) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(24) 富樫 俊文 ｢ＪＳプロジェクト実務要領の解説｣ p.32 を参照。 

(25) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(26) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(27) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(28) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(29) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(30) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(31) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(32) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(33) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(34) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(35) PMBOK(2000) p.204 
(36) 富樫 俊文氏・押領司 重昭氏 (２００２年７月４日)のインタビュー記録による。 
(37) 日本下水道事業団  企画総務部情報システム室編  ｢プロジェクトマネジメント(ＰＭ)への転換-ＰＭ

方式導入後１年を経て-｣ p.23 より引用。 

(38) 松井  清他  ｢座談会-ＰＭの導入と今後の課題｣ p.20 より引用。  

(39) 日本下水道事業団  企画総務部情報システム室編  ｢ＪＳ再構築と組織機能の改革｣ p.6 より引用。 
(40) 日高  利美氏・畑田  正憲氏  (２００３年４月２３日)のインタビュー記録による。  
(41) 日本下水道事業団  企画総務部情報システム室編  ｢プロジェクトマネジメント(ＰＭ)への転換-ＰＭ

方式導入後１年を経て-｣ pp.21-22 より引用 

(42) 日高  利美氏・畑田  正憲氏  (２００３年４月２３日)のインタビュー記録による。  
(43) 日本下水道事業団  企画総務部情報システム室編  ｢プロジェクトマネジメント(ＰＭ)への転換-ＰＭ

方式導入後１年を経て-｣ p.23 より引用。 

(44) 日高 利美氏・畑田 正憲氏 (２００３年４月２３日)のインタビュー記録による。 

(45) 日高 利美氏・畑田 正憲氏 (２００３年４月２３日)のインタビュー記録による。 

(46) 松井  清他  ｢座談会-ＰＭの導入と今後の課題｣ p.22 より引用。  

(47) 日高  利美氏・畑田  正憲氏  (２００３年４月２３日)のインタビュー記録による。  

(48) 日高  利美氏・畑田  正憲氏  (２００３年４月２３日)のインタビュー記録による。  

(49) 日高  利美氏・畑田  正憲氏  (２００３年４月２３日)のインタビュー記録による。  
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(50) 押領司 重昭 ｢プロジェクトマネジメントにおけるワークフロー｣ p.23 を参照｡ 

(51) 実施設計は、原則として建設工事の受託を前提にして行なわれる。設計図書の作成業務は外部委託

されるが、設計管理については土木･建築･機械･電気などの専門技術職員と地方公共団体との連絡調

整とプロジェクトの管理運営を専門に行なうプロジェクトマネジャーがチームを編成し、地方公共

団体からの要望や事業認可の内容に基づいて、以下のような手順で作業を進める。 

実施設計の手順 

基本設計 認可内容・現地状況などの調査 

 ↓   施設の規模・配置計画・主要機器の検討、決定 

 ↓   基本設計図書の作成 

詳細設計 各施設の構造・機器の形式・施工方法の決定 

        実施設計図書の作成 

(52) キックオフ･ミーティングの時点では、当該プロジェクトの工事管理者は、まだ選任されていない。 

(53) PMBOK(2000) p.203 
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第５章 分析と考察 

この章では、第２章で行なった既存研究のレビューに基づいて、ＷＢＳの開発とＯＢＳ

との関連性を示唆する事実を整理する。さらに、第４章で行なったケースの記述を第３章

の分析枠組みに沿って検討し、ＷＢＳ開発に関する仮説命題の導出を図る。まずは、文献

レビューで蓄積した知見を整理する。次に、事例研究を通して獲得した発見事実に照らし

合わせて、ＷＢＳとＯＢＳの編成過程ならびに組織内のコミュニケーションについて考察

する。最後は、創案したプロジェクトの最終成果物を細分化するルールについて若干の説

明を加える。 

 
５.１. 既存研究から知り得た事実 

この節では、既存研究で明らかになった事項を提示する。２.１.では、ＷＢＳの適用事

例に関する研究をレビューすることにより、ＷＢＳを要求する背景およびその使用目的に

ついて検討してきた。その結果、以下のような知識を得ることができた。 

(1.1) １９８０年代におけるＷＢＳの適用は、電力,ガス,通信などのインフラ整備,情報シ

ステム開発ならびに建設や製造現場における実用が目立ち、その目的も ①作業ス

コープの設定 ②スケジュール作成 ③コスト管理 ④マンアワーの見積りと集計 

⑤進捗状況測定 のための手段であった。 

(1.2) １９９０年代には、発電所の改修工事や建設工事,ソフトウェア開発といった、従来

からのプロジェクトに加えて、廃棄物処理,艤装,衛星通信,地下鉄整備,製品開発お

よび改善活動などのプロジェクトでＷＢＳを利用する事例が見られた。そして、①

スコープ定義 ②スケジュール作成 ③コスト見積りと管理 のほかに、④ロジステ

ィクス計画の作成 ⑤プロジェクトの責任単位の定義  などでＷＢＳが必要とされ

た。 

(1.3) ２０００年代のＷＢＳ適用事例では、住宅や病院などの建設工事,道路整備,研究開

発および環境修復といったプロジェクトでＷＢＳが使用され、①スケジュール作成 

②コスト積算 ③文書作成･管理 ④所要時間/リソース/担当責任者の管理 ⑤業務

の品質保証 ⑥実コストデータの収集 などが意図されていた。 

(1.4) ＷＢＳを要求する背景としては、先例のないプロジェクトのスコープを定義するよ

りも、むしろ最初からプロジェクトのスケジュールやコスト,リソースなどを計画

し、それらを管理する目的でＷＢＳを用いていた。 

 

２.２.においては、ＷＢＳの用途に関する文献レビューを行なった。ＷＢＳの用途を類

別し、ひとつのＷＢＳが有する機能の数とその内容について考察した。その結果、以下の

所見を得ることができた。 

(2.1) ＷＢＳの用途は、①コスト･マネジメント ②スケジュール･マネジメント ③作業遂

行要員の配置 ④プロジェクトの実績測定 に大別することができた。 
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(2.2) コスト･マネジメントは、プロジェクトを完遂するのに必要なリソースのコストを概

算する｢コスト見積り｣と、コスト見積りで累計した金額を個々のプロジェクト構成

要素に割り付ける｢コスト予算化｣ならびに予算化したコストの範囲内で実績を納

めるように調整する｢コスト･コントロール｣の３つの用途に分けることができた。 

(2.3) スケジュール･マネジメントは、プロジェクトの完成に必要なアクティビティを定義

し、その遂行手順と所要期間を計画する｢スケジュール作成｣と、アクティビティの

是正措置に伴なうスケジュール変更を処理する｢スケジュール管理｣のプロセスか

ら構成される。 

(2.4) プロジェクトの実績測定は、ＥＶＭ(Earned Value Management)による測定手法

だけでなく、マイルストーン毎の進捗状況を測定したり、類似する過去のプロジェ

クト･データを参考値として利用することや、ファンクションポイント法を適用す

ることなどが提案されていた。 

(2.5) ＷＢＳの用途について言及した文献のうち、７１％(４５篇)が単一の機能を有する

ＷＢＳであり、残りの２９％(１８篇)は２つ以上の機能の併存を示していた。 

 
２.３.では、ＷＢＳの編成基準の観点から ①階層構造 ②構成要素 ③ワークパッケー

ジ に関する既存研究をレビューした。プロジェクトの特性や主要な機能を識別し、それら

を図示するうえで種々のＷＢＳ形態を包摂するパターンを探求した。その結果、以下のよ

うな見解を明らかにすることができた。 

(3.1) ＷＢＳを編成する基準、すなわちプロジェクトを特徴づける要素としては、①プロ

ジェクト･フェーズ ②機能 ③プロセス ④アクティビティまたはタスク ⑤成果物 

⑥地理的空間 ⑦専門分野 ⑧経営単位 ⑨勘定口座 などが挙げられる。 

(3.2) ＷＢＳの階層構造は３～６階層が一般的であるが、その階層数と用途は必ずしも一

致しない。 

(3.3) ワークパッケージはＷＢＳを構成する最小単位の要素であり、所要時間と担当責任

者を割り当てることができる。 

 
２.４.は、ＷＢＳとプロジェクト遂行組織との関連性について論じた諸研究をレビュー

している。①ラーニング･ツール ②コミュニケーション媒体 ③組織構造 とＷＢＳの結び

付きについて明らかになった事柄を以下に示す。 

(4.1) ＷＢＳを通じた学習行為は、類似するプロジェクトを担当するメンバーがＷＢＳに

記録･保管したデータを参照することにより、プロジェクトマネジメントを効率的

に行なおうとするものであった。 

(4.2) ＷＢＳはプロジェクト遂行組織の内外にいるステークホルダーに対して、プロジェ

クトの進捗状況を報告するためのツールとして利用される。 

(4.3) ＷＢＳと組織構造の関係は、ＷＢＳで定義したプロジェクトの要素成果物を完成さ
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せるための責任を組織成員に割り当てるものであった。 

 

２.５.では、マトリックス組織がプロジェクト遂行に有効な組織構造であるとの判断か

ら、マトリックス組織をＯＢＳと位置づけ、同組織におけるコミュニケーションについて

既存研究をレビューした。その結果、以下のような知見を得ることができた。 

(5.1) マトリックス組織では、交錯したコミュニケーション･チャネルを組織内に形成する

ことにより、組織内外の情報を適時に収集して処理し、それらを実行するための部

門横断的な活動が正当化されている。 

(5.2) マトリックス組織は、階層構造による垂直的コミュニケーションに加えて、部門間

の水平的コミュニケーションを公式化することにより、組織内の情報処理能力と調

整機能を向上させることを意図している。 

(5.3) 水平的コミュニケーションを公式化するには、連絡調整や統合的役割を果たす職位

を組織内に設置したり、情報ネットワークを整備することが考えられる。 

 

既存研究のレビューで捉えた発見事実は、プロジェクトマネジメントに対する理解が深

まり、プロジェクトを遂行する組織の内外でさまざまな要求事項が生まれるにしたがって、

ＷＢＳの用途が多様化してきたことである。 

プロジェクトの実績測定にＷＢＳを適用する研究は１９８０年代に数多く見られたが、

これはプロジェクトのタスクないしアクティビティに直接、従事している要員とそのパフ

ォーマンスを評価し、間接的にこれをコントロールしようとする要員が存在していたこと

を示唆するものである。しかしながら１９９０年代に入ると、ＷＢＳを用いた実績測定に

関する研究は僅少となり、その代わりに要員配置についての研究が台頭してきた。それに

伴ない、プロジェクト遂行組織との関連性について論じた研究も目立つようになってきた。

例えば、プロジェクトの要素成果物を完成させるために責任者を指名することは、ＷＢＳ

と組織構造との関係やワークパッケージについて言及した文献においても確認することが

できた。これらのことから、プロジェクトのタスクまたはアクティビティを遂行する要員

に、そのパフォーマンスを測定し、実績と計画との乖離を是正する権限や責任を委譲した

のではないかと推考される。それを踏まえたうえで、５.３.以降ではＷＢＳとプロジェク

ト遂行組織(ＯＢＳ)との関連性について考察していきたい。 

 

５.２. 事例研究から知り得た事実 

第３章での分析枠組みに基づき、第４章ではプロジェクトマネジメントの導入ならびに

運用のケースを記述した。この節では、第４章に記述した事例研究からの発見事実を提示

する。まず４.１.では、日本下水道事業団におけるリエンジニアリング活動の推移を経時

的に追跡したのち、インタビュー調査ならびに資料記録などを通してＷＢＳ開発の動因と

その目的を探索した。そして、｢ＷＢＳ開発はどのような経緯から必要とされ、それはどの
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ように利用されているのか｣を析出しようと試みた。 

(A.1) バブル崩壊後の政府の景気対策が補正予算を膨らませ、それが地方公共団体からの

受託工事を急増させていた。その結果、日本下水道事業団の業務遂行能力や品質管

理能力は限界に近づきつつあった。 

(A.2) 業務量の削減と成果物の品質向上を推進するために、理事長特命のタスクフォース

が編成された。 

(A.3) タスクフォースのメンバーは、データベース設計によるデータの一元管理や共有化,

重複作業の排除など業務の効率化を目指して、現行業務の処理手順からではなく、

管理帳票の作成に必要なデータの流れを追跡することから業務分析を行なった。 

(A.4) ＩＤＥＦ１Ｘを活用した業務分析は、概念データモデルの構築を通して、情報シス

テムの整備とプロジェクトマネジメントによる基幹業務の再設計へと進展した。 

(A.5) ＷＢＳの開発は９８年１月に着手している。それに対して、プロジェクト遂行組織

(マトリックス組織)の編成は９８年７月からであった。 

(A.6) プロジェクトマネジメントの導入に伴ない、職務内容,職権,規程などの見直しに加

えて、業務の処理手順と情報伝達の経路を規定した『ワークフロー』の作成を９８

年１１月より開始した。 

(A.7) 日本下水道事業団のＷＢＳは、プロジェクトの成果物である下水処理施設と設備、

およびそれを完成させるのに必要な作業や調達物から構成されている。 

(A.8) プロジェクトマネジメント情報システムには、ＷＢＳのコード体系が組み込まれて

おり、プロジェクト案件の概算コストを算定するのに用いている。 

(A.9) 設計段階における外部委託業者との情報伝達や成果品の授受に関するルールが新

たに取り決められた。 

(A.10) ＷＢＳを適用した発注工事の進捗/出来高の測定が試験的に導入されたが、その後

の進展は見られなかった。 

 

次に４.２.では、｢ＪＳ標準ＷＢＳ｣の開発を担当した職員へのインタビュー調査をもと

に、ＷＢＳ開発のプロセスとその使用方法について事例研究を行なった。この調査では、

インタビュイーに対して事前に質問紙(Questionnaire)を電子メールで送付した。質問項

目は５０あり、その内容は(1)ＪＳ標準ＷＢＳ開発の経緯 (2)ＪＳ標準ＷＢＳの構造と構成

要素の属性 (3)ＪＳ標準ＷＢＳの役割 に関するものであった。詳細については本論に記し

ているので、ここでは発見事実のみを列挙する。 

(B.1) ＩＤＥＦ１Ｘによる業務分析ならびに概念データモデルの作成を通じて、ＷＢＳの

開発担当者は、データベース構築の必要条件として見積項目を標準化する必要性が

あることに気付いた。 

(B.2) 開発担当者はプロジェクトマネジメントの概念を参考にして、見積項目の標準化に

ＷＢＳを適用することを着想した。 
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(B.3) ｢棒グラフ｣と称する管理帳票から下水道事業に必要な施設を選定することにより、

プロジェクトの成果物を主体とする｢施設ＷＢＳ｣を編成した。 

(B.4) 施設ＷＢＳは、要素分解のレベルが深化するにつれてＷＢＳ要素の数が過剰になり、

その属性も多様化することから｢レベル３｣で完成した。 

(B.5) 施設ＷＢＳのレベル３は、棒グラフの工事欄を参考にすべての施設を網羅している。 

(B.6) 作業ＷＢＳの開発は９８年４月に着手された。その対象とは外部調達される｢設計｣

業務と｢建設工事｣であった。 

(B.7) 作業ＷＢＳの要素分解の基準は、｢設計｣が業務の処理手順であり、｢建設工事｣は施

設のライフサイクルに概ね則していた。 

(B.8) 作業ＷＢＳの最下位層である｢レベル６｣は、プロジェクトのコスト見積項目として

機能していた。 

(B.9) ＪＳ標準ＷＢＳは概念上、施設ＷＢＳと作業ＷＢＳを組み合わせたマトリックス構

造をしており、それぞれのＷＢＳのレベル３の構成要素を交えることにより｢ワー

クパッケージ｣を編成することができた。 

(B.10) プロジェクトマネジャーが区画割/施設平面図を参照して選定したワークパッケ

ージは、専門設計管理者によって建設工事の見積金額を算定したのち、ステークホ

ルダー間で共用されていた。 

(B.11) マスタースケジュールは、ワークパッケージ毎に工事の予算執行期間をバーチャ

ートで記していたが、そのレビューはワークパッケージの完了とは関係がなかった。 

 

続いて４.３.では、マトリックス組織の編成過程を ①外部環境の変化 ②組織管理上の

問題点 ③マトリックス組織導入のプロセス の観点からインタビュー調査および資料記録

をもとに明らかにした。調査対象となった日本下水道事業団では、コーポレート･レベルの

組織構造は事業部制組織であるが、東京･大阪の両支社においてはマトリックス組織を編成

していた。その詳細は本論に記したので、ここでは発見事実を配列する。 

(C.1) マトリックス組織に移行する前の組織体制は、国内の各地域を９つの設計課で分轄

し、設計課ごとに地方公共団体から委託された業務を担当する｢地域担当課制｣を１

９８４年から１９９９年までのあいだ採用してきた。 

(C.2) 地域担当課制では、各設計課内で土木,建築,機械,電気の設計者が４人でひとつの

チームになり、担当する地方公共団体からの委託業務を引き受けていた。 

(C.3) 当時、各設計課の土木設計者は、地方公共団体からの予条件に基づいて事業計画を

作成し、その予算とスケジュール,品質などの要件定義、およびそれに付随する作

業の進捗/変更管理などの業務を行なっていた。 

(C.4) 建築,機械,電気の設計者は、それぞれの専門技術に関する仕様書の作成と積算条件

の設定、ならびに設計図書の審査を主たる業務としていた。 

(C.5) 受託建設事業費は、地域担当課制を採用していた１５年間のあいだに、３１０.９％
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の急成長を遂げた。 

(C.6) １９９６年頃から既設処理場の改築･更新の要請が出てくるようになった。しかし

ながら、当時の設計課には設備の機能設計や運転管理に精通し、それを担当できる

職員の数が絶対的に不足していた。 

(C.7) 組織管理上の主要な問題としては、①土木設計者のマネジメント能力の多寡により

提供するサービスの質に較差があった ②業務多忙から新しい知識や技術情報を修

得する機会を得ることが難しかった  ③チームのメンバーが固定されていたので受

託事業の特性や技術的な難易度に応じて適材を配置できる自由度が少なかった 等

が挙げられた。 

(C.8) マトリックス組織の導入は  ①業務改革の象徴的存在であった  ②プロジェクトマ

ネジメントによる組織横断的な協働環境を組織成員に提供することを目的として

いた。とりわけ前者は、タスクフォースが企画した｢業務の再設計案｣をトップが承

認していることを組織全体に周知させる意味を含んでいた。 

(C.9) マトリックス組織の設計は、ワークフローの作成とプロジェクトマネジメント情報

システム構築の前提条件として不可欠であった。 

(C.10) マトリックス組織の導入は、１９９８年４月の役員会でその方向性が明示された。

７月の役員会では、組織編成に関する企画書が取り上げられ、理事長の承認を得る

ことができた。それが８月上旬には｢プロジェクトマネジメント室定員要求理由書｣

として、概算要求と共に建設省を通じて大蔵大臣に提出された。 

(C.11) １９９９年９月には東京･大阪の両支社において、プロジェクト(受託事業)を専門

に扱うプロジェクトマネジメント室と専門技術(土木,建築,機械,電気)ごとに束ね

られた職能制組織からなるマトリックス組織が編成された。 

 
最後に扱うのは、マトリックス組織におけるコミュニケーション･ツールとしてのＷＢ

Ｓについてである。ここでは、『設計コミュニケーションマニュアル』および『ワークフロ

ー』の記載事項に基づいて、プロジェクトマネジメントの遂行プロセスとＷＢＳ(マスター

スケジュール)の使用方法についてインタビュー調査を実施した。インタビュー調査で解明

できなかった事柄については、引き続き電子メールによる補完調査を行なった。４.４.に

おける要点は、次のようになる。 

(D.1) プロジェクト･ライフサイクルにしたがい下水処理場の新設プロジェクトを定義す

ると ①立ち上げ ②フロントエンド ③計画(実施設計業務) ④遂行/コントロール

Ⅰ(設計管理) ⑤遂行/コントロールⅡ(建設工事管理) ⑥終結 のようなフェーズ

に分解することができた。 

(D.2) 立ち上げのフェーズでは、プロジェクトの実施に際してスケジュールの概略やリス

ク検討事項および対象施設の処理能力などを把握する。しかしながら、その具体的

な数値や日程,金額は未定であるため、この段階でＷＢＳ(マスタースケジュール)



- 149 - 

を使用することはなかった。地方公共団体との協議では施設平面図を利用していた。 

(D.3) フロントエンドでは、委託要請のあった下水処理施設とそれを建造する作業をＷＢ

Ｓで確定し、当該プロジェクトのワークパッケージを定義していた。そして、ワー

クパッケージ毎のスケジュールや事業費を記載したマスタースケジュールを提示

して、地方公共団体側の担当者にプロジェクトの内容を説明していた。 

(D.4) 計画(実施設計業務)フェーズにおいて、プロジェクトマネジャーは設計業務を外部

に委託するためのコスト見積りと地方公共団体との協定締結に必要な文書を準備

しなければならない。そこでは、前のフェーズでプロジェクトマネジメント情報シ

ステムに入力したワークパッケージのコスト見積り金額の見直しがなされていた。 

(D.5) 設計管理のフェーズでは、現地プロジェクト会議において ①工事の発注スケジュ

ール ②協定概算事業費 ③年度別概算事業費 などについて地方公共団体側の出席

者に説明がなされた。これらは、マスタースケジュールにあるワークパッケージ毎

に金額と執行期間が記載されており、その実施手順に沿って詳述された。 

(D.6) 建設工事管理のフェーズにおいては、プロジェクトマネジャーはマスタースケジュ

ールを提示して、各工事の実施時期について地方公共団体側の担当者と協議する必

要があった。地方公共団体からの変更要望については、該当するワークパッケージ

の内容を検討し、基本協定の修正に該当するか判断を下さなければならない。 

(D.7) プロジェクトの終結時には、当該プロジェクトの完了報告書およびマスタースケジ

ュール(電子ファイル)をもって、プロジェクトデータの保存･共有を図っていた。 

 

以上のように、本節においては事例研究から獲得した発見事実を整理した。日本下水道

事業団におけるＷＢＳの開発ならびにＯＢＳ(マトリックス組織)の編成は、プロジェクト

マネジメントによるビジネス･プロセスの再設計の過程で実施された。前者は見積項目の標

準化を指向したものであり、後者は組織横断的な協働環境の実現を目指していた。これら

に共通していたのは、プロジェクト遂行に必要なあるいはその途中で発生する情報をいか

に管理するかであったと考える。そこで次節からは、プロジェクトマネジメントにおける

情報処理活動の観点から４つの研究課題について考究していく。 

 

５.３. ＷＢＳの開発を条件づける依存関係 

プロジェクトの作業に関する情報の所在について第１章で設定した研究課題は、｢プロ

ジェクトを完成させるための作業ないしプロセスは、既存のＯＢＳあるいはＷＢＳのどち

らにおいて既知であるのだろうか｣であった。そして、その研究課題の根底にあるのは｢Ｗ

ＢＳを開発するのはＯＢＳを編成する前なのか、あるいはその後なのか｣という問いであっ

た。この問いは、Turner と Lamers の議論の中核とも合致している。すなわち、Turner

はＯＢＳがプロジェクトの成果物を完成させるプロセスやノウハウを備えているのでＷＢ

Ｓが開発できると主張する。それに対して、Lamers はプロジェクトの成果物を生成する
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アクティビティをＷＢＳで定義することにより、それらを遂行するＯＢＳが組織できると

している。 

以下の項では、ＷＢＳの開発とＯＢＳ編成の前後関係の状況を追跡することにより、プ

ロジェクトを完成させるための活動(Project Scope)に関する情報の所在を確認する。 

 
５.３.１. ＷＢＳ開発の時期 

ここでは、ＷＢＳとＯＢＳの編成時期を照らし合わせることにより、両構造の依存関係

の有無を確かめる。 

まず、ＷＢＳの開発担当者に対するインタビュー調査から明らかになったことは、受託

業務の見積項目の標準化にＷＢＳの概念を適用したということであった。より具体的には、

ＤＯＡ(Data Oriented Approach)に準拠したＥ-Ｒ図(Entity Relationship Diagram)の

描画によって管理帳票の作成に必要なデータとそのフローの解析を行ない、ＷＢＳを使っ

て事業範囲と見積項目を区分することを着想した。概念データモデルと呼ばれるＴｏＢｅ/

ＰＭモデルが完成した直後の１９９８年１月のことである。 

また、ＷＢＳ開発の参考にしたのも｢棒グラフ｣と称する管理帳票であった。そこに載録

された下水処理場の各施設(最初沈殿池,汚泥濃縮タンクなど)をＷＢＳの構成要素として

定義したのである。これらの施設は、事業認可の申請に用いられた区画割/施設平面図を基

に選定されていた。したがって、ＷＢＳ開発のプロセスとしては、設計図書→管理帳票→

ＷＢＳという順序になった。プロジェクト(受託事業)の成果物を定義したこのＷＢＳは、

１９９８年３月に完成している。そして、その構成要素から｢施設ＷＢＳ｣と命名された。 

施設ＷＢＳの開発で問題となったのは、プロジェクトの要素成果物を見積項目のレベル

までブレークダウンできなかったことである。そこで、開発担当者は施設を建造する作業

の視点から新たなＷＢＳの開発を試みた。その対象となったのは、業務の一部をアウトソ

ーシングしている｢設計｣と｢建設工事｣であった。ＷＢＳ要素の類別に際しては、設計が業

務の処理手順と工事の種別に準じており、建設工事はその積算体系や積算基準が拠りどこ

ろになったという。プロジェクトを完了するのに必要なアクティビティ(数量計算,書類作

成など)とリソース(設備機器および装置など)から構成された｢作業ＷＢＳ｣は、１９９９年

３月に完成した。 

それに対して、ＯＢＳ(マトリックス組織)の編成が検討されたのは、１９９８年４月の

ことであった。１９８４年から続いてきた｢地域担当課制｣は、その後の受託事業の急増や

既設処理場の改修(改築･更新)工事の要請などから、次のような問題を抱えていた。それは、

専門知識や技術情報に精通した職員を育成することや、受託事業の特性や技術的な課題に

応じて適材を配置することに限界があったことである。さらには、人事異動の際には業務

引継ぎの負荷が大きく、業務の遂行に実質的な空白が見られることもあったという。こう

した問題を解決すべく、より現実的な組織設計の方策として考え出されたのが、マトリッ

クス組織の導入であった。 
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１９９８年７月には、プロジェクト遂行組織に関する企画書が役員会の正式議題として

取り上げられ、理事長の承認を得ている。その翌月には、次年度の概算要求と共に｢プロジ

ェクトマネジメント室定員要求理由書｣が建設省を通じて大蔵大臣に提出された。組織体制

を変更するのは１４年ぶりのことであったが、この時に申請した新しい組織体制は、東京･

大阪にある支社の設計各課を従来までの地域別担当から専門技術ごとの設計課に再編し、

新たに｢プロジェクトマネジメント室｣を設けるというものであった。１９９９年９月には

東京･大阪の両支社で、プロジェクトマネジメント室および土木,建築,機械,電気からなる

専門設計課が創設された。これにより、地方公共団体からの受託事業に関与する組織の形

態は、専門技術毎の職能組織とプロジェクトの遂行管理を専業とするプロジェクトマネジ

メント室に分かれたマトリックス組織で運営されることになった。 

それでは、２つのＷＢＳ構造とＯＢＳの間には何らかの繋がりがあったのであろうか。

まず、｢施設ＷＢＳ｣については、下水道施設を構成する主要な建築物から構成されていた。

これらのＷＢＳ要素は、棒グラフに記載された管理項目を参照して分類されている。そし

て、この管理項目もまた｢計画設計｣業務のアウトプットである施設平面図から抜き出した

ものであった。このように、プロジェクトの成果物を対象としたＷＢＳの構築においては、

ＯＢＳが参考にされることはなかった。さらに、施設ＷＢＳの開発期間が１９９８年１月

から３月までであったことからも、このイベントがＯＢＳ編成の方向性が示される以前に

行なわれたことは明らかである。 

Turner と Cochrane および Lamers によると、ＰＢＳとはプロジェクトの実在的な成果

物(Product)を分解し、その構成要素を体系的に配置した構造である。そして、ＷＢＳは

ＰＢＳで定義した要素を完成させる作業やプロセスの視点から構築されるという。日本下

水道事業団で使用されていた棒グラフもまた、下水処理場やポンプ場などを分解し、その

構成要素(施設)を列挙した資料であった。したがって、施設ＷＢＳは彼らのいうＰＢＳの

属性を有した構造であるといえる。 

次に、｢作業ＷＢＳ｣であるが、｢プロフェッショナルサービス｣を始めとする９つの活動

領域を対象にＷＢＳが設定された。そのなかでもプロジェクトマネジメント情報システム

に実装するために、｢設計｣と｢建設工事｣のＷＢＳが詳細に定義された。これらを優先した

目的は、外部委託している業務のコスト見積項目を統一することと、その見積金額を算出

するためであった。そのＷＢＳの開発に着手したのは、１９９８年４月のことであった。

他方でＯＢＳの導入が検討されたのも、ほぼ同じ時期であった。そして組織の改変要求が

監督官庁に提出されたのは、それから４ヵ月後のことであった。それに対して作業ＷＢＳ

が完成したのは、１年後の１９９９年３月であった。このように、作業ＷＢＳとＯＢＳの

編成は同時期に始められた。しかも、作業ＷＢＳの開発活動はＯＢＳの形態が確定した後

も継続されていた。しかしながら時間的な観点からは、作業ＷＢＳとＯＢＳとの間に依存

関係があったことを確認することはできなかった。 

最後は、作業ＷＢＳの階層構造からＯＢＳとの関連性を探ることにする。設計ＷＢＳの
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４レベルおよび建設工事ＷＢＳの３レベルでは、ＷＢＳ要素が職能別に類別されていた。

これは、それぞれのレベルを概括した上位のレベルがプロジェクトのプロセスまたはアク

ティビティであることに拠る。ＷＢＳは一般的に、プロジェクトの最終成果物をマネジメ

ントしやすい構成要素に分解し、それらを階層的に配置する。そして、構成要素は下位レ

ベルでさらに細分され、それらは上位レベルの概念によって統合されるという論理的従属

関係にある。したがって、ＷＢＳの階層に職能的な要素が入っているのは、その上位概念

に相当するプロジェクトのプロセスまたはアクティビティを｢仕事の性質｣で細別したから

であり、下位のレベルに位置するＷＢＳ要素が土木,建築,機械,電気の順に並んでいるのは、

それらが上位の概念を処理する一連の流れになっていたからである。 

このように、業務の処理手順はＷＢＳ要素の序列を定めることがある。そしてＯＢＳの

職能部分もまた、業務の処理手順を反映している。それゆえに、ＯＢＳの一部分はＷＢＳ

要素の序列と一致することがある。しかしながら、上記のＷＢＳ作成のロジックによると、

ＷＢＳ要素はＯＢＳよりも、むしろ業務の処理手順の影響を受けていた。以上のことから、

ＷＢＳで定義され参照されるのは、プロジェクトの要素成果物を完成させる作業やプロセ

スであって、ＯＢＳやその形態ではないと考えられる。 

 

５.３.２. スコープ選定の要件 

プロジェクトを完成させるための作業ないしプロセスは、広義には｢プロジェクト･スコ

ープ｣として捉えることができる。そして、その語義には、(1)プロジェクトの成果物を生

み出す作業と (2)プロジェクト･ライフサイクルを通してこれらの作業を統合または調整

するマネジメント業務 の２つの仕事(Work)が併存すると考えられる。この項では、こう

した仕事に関する情報が既に知れており、かつ蓄積されているのは、既存のＯＢＳなのか、

あるいはＷＢＳであるのかを検証する。 

まず、既存のＯＢＳであるが、ここではプロジェクトマネジメントが導入される以前の

｢地域担当課制｣を指している。当時の設計課では、土木,建築,機械,電気の設計者が４人で

ひとつのチームになり、地方公共団体から委託された下水道施設の計画,設計および建設に

関わる業務全般を管理･運営していた。彼らの主要な業務は、それぞれの専門技術に関する

仕様書の作成と積算条件の設定,構造計算ならびに設計図書の審査などであった。 

日本下水道事業団では、地形測量や地質調査,設計図書の作成ならびに施設と設備機器

の建造に関わる作業(工事)などを外部の協力会社にアウトソーシングしていた。したがっ

て、各専門設計者は自身が担当する外注業務の概略を理解していたが、設計図面や監視制

御システムのような物理的な成果物を作製していたのは、外部の協力会社の社員達であっ

た。このように、プロジェクトの成果物を生み出す作業に関する情報の多くは、日本下水

道事業団の外部に散在しており、課内の設計者は公募･入札を通してこれらの情報を獲得す

ることができた。 

当時、地方公共団体との折衝を担う渉外役であり、課内で他の専門設計者と技術上の調
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整をするなどの統合的役割を果たしていたのは、各設計課の土木設計者であった。例えば、

地方公共団体から要請のあった予条件に基づいて事業計画を作成し、その予算とスケジュ

ール,品質を設定し、基本協定などのイベントや事業費の管理のようなマネジメント業務を

行なっていた。それゆえ、受託事業全般にわたって実施される業務と成果物のコスト,納期,

品質を管理するためのノウハウや情報は、日本下水道事業団のＯＢＳとりわけ土木設計者

の経験知として蓄積されていたと考えられる。 

次に、ＷＢＳについてはどうであろうか。先述したように、作業ＷＢＳの開発にあたっ

ては、外部の協力会社に委嘱する設計と建設工事を対象に、そのタスクやリソースの調達

コストを見積ることが意図されていた。このほか、ＷＢＳの開発担当者の証言からは、Ｗ

ＢＳが下水道技術の集積であり、そこには下水道技術のノウハウが蓄積されていることが

確認できた。これらのことから、日本下水道事業団のＷＢＳ(ＪＳ標準ＷＢＳ)は、外注業

務のコスト管理を行なうためのツールであり、上掲のマネジメント業務を管理の対象にし

ていないことは明らかであった。 

他方、ワークパッケージにおいては、プロジェクトの対象施設,発注単位に分けられた

作業項目,見積明細,着工/完了予定日(工期),事業費の内訳などのデータが記録･保管され

ていた。それらの内容から判断すると、ＪＳ標準ＷＢＳ(ワークパッケージ)で管理してい

たのは、プロジェクトの要素成果物(各種施設や設備機器)を建造する技術情報や知識より

も、それらの完成に要する業務と資機材のコストおよびスケジュールに関する情報(数値デ

ータ)であった印象を受ける。このことは、ＷＢＳ要素を単体として捉えるか、あるいは複

数の要素が組み合わさることで、全体としての機能を発揮する集合体として捉えるかの見

解の相違であると考える。よって、個々のＷＢＳ要素はコストやスケジュールなどの管理

項目でしかないが、それらの合成は要素成果物を生成する情報やノウハウを備えているの

かもしれない。 

それでは、プロジェクトマネジメント導入後のＯＢＳ(母体組織)においては、最終成果

物を引き渡すまでの作業(プロジェクト･スコープ)を管理していたのであろうか。それを知

る手掛かりは、『ワークフロー』と『設計コミュニケーションマニュアル』にあると考える。 

４.１.５.に記述したように、ワークフローの作成は、プロジェクトマネジメントによ

る業務管理の手順とＰＵＲＥにデータを入力するタイミングを可視化する目的で行なわれ

た。その内容は、プロジェクトに関与する要員の役割の定義と、彼らが行なう情報処理活

動をフロー図で描画したものであった。それに対して、設計コミュニケーションマニュア

ルは、日本下水道事業団内部の業務の手続きと協力会社(設計コンサルタント)との役割分

担が記されており、データの送受信や設計成果品の授受に関する事務的な取り扱いが定め

られていた。これらの文書は共に、ＯＢＳにおけるコミュニケーション･チャネルの公式化

と情報処理のルールを規定したものであるといえる。 

プロジェクト･スコープの管理とは、オーナー(地方公共団体)との間で合意された技術

的な要求事項,事業費,納期などを達成するために、適宜に意思疎通を図りながら、ＷＢＳ
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で定義したプロジェクトの外注業務が円滑に処理できるように調整することである。ワー

クフローや設計コミュニケーションマニュアルは、そのための解説書として位置づけられ

るのではないかと考えられる。 

ワークフローの中で興味を引いたのは、プロジェクトマネジャーが建設予定地を視察し

た後に、ＯＢＳ(プロジェクトマネジメント･チーム)編成案の作成を、ＷＢＳ(ワークパッ

ケージ)選定よりも優先することであった。やがてチームのメンバーが確定し、キックオフ･

ミーティングが開催されると、プロジェクトの目的や制約条件ならびに地方公共団体から

の要望などが確認され、各メンバーの役割と当面の作業スケジュールについて話し合いが

なされる。プロジェクトマネジャーは、会議の席上において専門設計管理者から提示され

た資料や助言を参考にして『プロジェクト企画書』を作成し、それに基づいて当該プロジ

ェクトの成果物とその建造に必要な業務をＪＳ標準ＷＢＳから選び出すことになっていた。 

以上のことから、プロジェクトマネジメント環境下のＯＢＳにおいては、プロジェクト

マネジャーが当該プロジェクトに必要とされる技術要素を識別し、それを担当できるスキ

ルをもつ技術者(専門設計管理者)の意見を参考にプロジェクトの調達項目をワークパッケ

ージとして選定していた。言い換えると、当該プロジェクトの技術的要件に基づいて、プ

ロジェクト･スコープを選定するのである。それゆえ、ＷＢＳ選定までの業務の処理手順は、

現地調査→要件定義→ＯＢＳ(プロジェクトマネジメント･チーム)編成→キックオフ･ミー

ティング→プロジェクト企画書→ＷＢＳ の順になるであろう。 

 

５.３.３. ＷＢＳ開発の蓋然性 

前項までは、ＷＢＳ開発の観点からＯＢＳ編成との依存関係を精察してきた。ＷＢＳと

ＯＢＳの編成時期の比較からは、施設ＷＢＳとＯＢＳとの間に依存関係は見られなかった。

それのみならず、作業ＷＢＳとＯＢＳの関係も確認することができなかった。ここでは、

組織設計における理論的視角からＷＢＳ開発の条件について考察する。 

Galbraith(1980)によると、組織とは情報処理のネットワークであり、その設計には職

務の不確実性が関連しているという。職務の不確実性とは、ある職務を遂行するのに必要

な情報量が、それを実施する組織が既に保有している情報量を上回る程度を意味している。

職務遂行に必要とされる情報量には、(1)組織のインプットおよびアウトプットの多様性 

(2)職務の細分化 (3)業績期待水準 などが含まれる。すなわち、組織のインプットならび

にアウトプットの数や種類により、あるいは組織の分化や業績達成水準の度合によって、

組織が処理すべき情報量が決まってくるのである。したがって、Galbraith の言葉を用い

ると｢職務に不確実性が増大すれば、期待される業績水準を達成するために、意思決定者間

で、その職務実行段階において、多大の情報が交換される必要性が生じてくる(1)｣わけであ

る。 

プロジェクトマネジメントを導入する以前のＯＢＳ(地域担当課制組織)においては、①

既設処理場の改築･更新工事など受託業務(インプット)の多様化 ②受託事業[費]や外部調
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達品(インプット)の数量増加 ③下水処理施設とそれに付随する品質保証(アウトプット)

の増大 ④年度協定額および通水･供用開始日(業績期待水準)の上昇などが職務の不確実性

を加重させ、組織の情報処理能力に負荷をかける主因であったと考えられる。 

職務の不確実性に伴ない発生する情報をいかに処理していくか、という問題に対しては、

情報処理の必要性を低減させるか、その処理能力を高める方法が考案される。当時の設計

課では、情報処理の負担を減らすために積算基準や単価の取扱いを統一し、建設工事費積

算システムを導入するなど業務の効率化を図ると同時に、基本設計･詳細設計･建設工事に

関するさまざまな職務規程や指針などを整備していった。これらは、相互に依存する各専

門設計者の業務を調整するために、必要とされる作業様式をルールまたはソフトウェアと

して定常化することを目指していたと推測する。もし、職務の諸状況が事前に予測可能で

あり、それぞれの状況に適切に対応する業務の処理手順や役割,職務規程が定められていれ

ば、各設計者間での情報交換の必要性を減ずることができ、組織的に調和のとれた行動が

見られたに違いない。 

職務規程や業務マニュアルは、繰り返し発生する状況に対して優れた調整機能を発揮す

るが、それらだけでは解決がつかないような状況が発生した場合には、階層構造の上位者

による判断や解決が図られる。各設計課においても、専門設計者では解決できないような

問題やステークホルダーからのクレームが生じた際には、こうした階層構造に基づく例外

事象の処理を試みていた。しかしながら４.３.５.で述べたように、意思決定に必要な情報

が不充分であったり、設計課長の持つ専門知識が当該事象と関連性の低いものであれば、

当事者を納得させるだけの判断や処理は期待できなかったのである。また、例外事項の多

様化やその発生頻度の高まりは、実際に情報が発生している現場と意思決定を行なう階層

との間を行き交う情報量を一時的に増加させていたのではないだろうか。その結果として、

組織階層による情報処理の限界を知った成員の一部はこれに頼ろうとはせず、その意思決

定を現場に近い職員の裁量に委ねていたのではないかと考える。 

 このほか、日本下水道事業団では｢業務対策要員｣と称する補助人員を採用することによ

り、組織内の人的資源に余裕を持たせる対策がとられた。しかしながら、インプットの配

分に必要な情報の収集や分析およびそれに付随する作業を補助する目的で人的資源を追加

したのであれば、そのことが却って組織の情報処理を阻害していた可能性がある。つまり、

業務対策要員に与えられた仕事が、他者との連携やコミュニケーション活動をまったく必

要としない自己完結的な単純作業であるならば、投入した人数に比例して処理される仕事

量は増えるかもしれない。ところが、彼らの仕事が他者と連絡を取り合って遂行するよう

な内容であれば、追加した要員の数だけ公式･非公式のコミュニケーション･チャネルが増

えてしまう。業務量の増加に対応したパートタイマーと嘱託社員の採用は、結果として組

織内にコミュニケーション･チャネルを増やし、そこを行き交う情報量を増加させ、組織の

情報処理にオーバーフローを生じさせてしまったのではないかと推考される。 

Galbraith はまた、職務の不確実性を適切に処理できるかどうかは、次の３つの組織設
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計戦略 (1)規則と手順の設定 (2)階層構造に基づく意思決定 (3)目標設定 ならびに４つ

の代替戦略 (4)調整付加資源の投入 (5)自己完結的職務の形成 (6)縦系列の情報処理シス

テムの改善 (7)横断的協力関係の形成 によって決まると述べている(図５-１参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Galbraith(1980)に加筆して一部変更 

図５-１ Galbraith の組織設計モデル 

 

とりわけ、組織設計戦略は職務の不確実性と共に完全に移り変わるのではなく、規則と

階層構造さらには目標設定へと積み重ねて併用されるとしている。しかしながら日本下水

道事業団の事例においては、(1)規則と手順の設定 (2)階層構造に基づく意思決定 (4)調整

付加資源の投入 が行なわれたが、(3)目標設定は実施されなかった。ここでいう｢目標設定｣

による組織設計戦略とは、組織が達成すべき課業の目標やターゲットを設定すると同時に、

意思決定の裁量権を情報が発生する現場に移すことをいう。地域別担当課制の下では、公

式的な権限委譲はなかったが、一部の職員のあいだでは自己責任による受託業務のコント

ロールが既に行なわれていたと推考する。 

次に、組織設計の代替戦略について見ていくことにする。(5)自己完結的職務の形成は、

職能制組織からアウトプット(製品)別の事業部制組織への移行を意味する。課題達成に必

要なすべての資源をひとつの組織に持たせることで、他部署との調整の頻度を些少にする

ことを目指している。実は、日本下水道事業団の東京･大阪支社もまた、１９８４年に職能

制組織から担当地域別に受託事業を行なう体制へと移行していた。このことは、逆に職務

の細分化の程度を上げたことになるのだが、各設計課では土木,建築,機械,電気の技術者で

構成されたチームを配置し、チームは担当する地方公共団体から委託された下水道施設の

計画設計,実施設計および建設工事を管理していた。このような組織行動は、業務を遂行す

る段階で処理すべき例外事項の発生を抑制し、情報処理の必要性を低減させることを意図

していたのかもしれない。 

これらに対して｢情報システム推進室｣と称するタスクフォースは、(6)縦系列の情報処

理システムの改善と(7)横断的協力関係の形成 を目指していたといえる。前者の例として

は、①事務処理の効率化をねらい、職員一人ひとりにコンピューターの端末を配備して社

 

7.横断的協力関係の形成 

(マトリックス組織の編制) 
4.調整付加資 

の投入 
5.自己完結的 

職務の形式 
6.縦系列の情報 

処理システムの改善

3.目標設定 

2.階層構造の基づく意思決定

1.規則と手順の設定 

4 つの代替戦略

情報処理の必要性を低減する代替案 情報処理能力を増大させる代替案 

3 つの組織設計戦略 
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内に情報ネットワークを構築した ②ＩＤＥＦ１Ｘを活用した業務分析を通して、プロジェ

クトマネジメント情報システムを整備した ことが挙げられる。このうち②については、外

部の協力会社にアウトソーシングするタスクとリソースの調達コストを見積るために、Ｗ

ＢＳを開発することが試図された。ＩＤＥＦ１Ｘによる概念データモデルの構築と業務分

析を試行した目的は、プロジェクト･スコープを識別し、その範囲内で発生するデータを管

理･共用することにより業務の省力化を実現することであった。業務量を削減するためには、

組織内の重複作業を排除するだけでなく、データの一元管理や共有化による情報処理能力

の向上が欠かせない。また、先述した受託事業費や外部調達品などのインプットに関する

情報を収集･分析し、その達成状況を管理するうえでもコスト見積り項目の標準化が必要と

されていた。そこで、プロジェクトを要素成果物とそれを生成する作業の視点から区分け

し、それらをコード体系化したものが｢ＪＳ標準ＷＢＳ_ＣＯＤＥ｣であった。 

(7)横断的協力関係の形成は、部門間を横断する集団を組織内に重層的に形成すること

で、問題解決を組織階層に委ねることなく、情報が発生する現場で意思決定を行なう組織

的状況を指している。組織の部門には、職務の不確実性のほかに組織構造や仕事に対する

時間の観念あるいは固有の言語などの差異がみられる。このような部門間の差異を調整し

つつ、横断的協力関係の形成を通じて効果的な情報処理とそれに続く意思決定を実施する

には、幾つかの組織形態を採用する必要がある。それに対して Galbraith が示した組織形

態は、(A)直接接触 (B)調整連絡役 (C)タスクフォース (D)チーム (E)統合的職位 (F)

統合管理職位 (G)マトリックス組織 であった。これらの組織形態は漸次推移しつつあり、

低次の組織形態に付加される形で新しい組織が累積的に形成されていくという。しかしな

がら、この論文の事例研究からは、複数の部門間を調整する要員の権限強化を通じて恒常

的な横断的調整機構を構築する、という Galbraith の学説を支持する発見事実を得ること

はできなかった。 

日本下水道事業団のリエンジニアリング活動では、組織の基幹業務である｢下水処理施

設の建設事業｣をプロジェクトとして定義し、プロジェクトマネジメントを実践するための

新しい管理体系を組織内に構築する手段としてマトリックス組織の導入を検討したことが、

情報システム推進室のメンバーに対するインタビュー調査から明らかにされている。すな

わち、日本下水道事業団における組織変革は、上掲の組織形態を段階的に採用していった

のではなく、プロジェクトマネジャーと称する(F)統合管理職位を定着させるために、最

初から(G)マトリックス組織を編成したことになる。 

｢情報システム推進室｣や｢ＰＭ転換推進チーム｣ならびに｢ＰＭ移行準備室｣は、どれもプ

ロジェクトマネジメント導入に関わる業際的問題を解決するために一時的に編成された

(C)タスクフォースであった。そして、プロジェクトマネジメントによる業務の流れと事

務手続きの手順を定式化するために『ワークフロー』を作成し、その強制力となったのが

ＰＵＲＥ(プロジェクトマネジメント情報システム)の構築であった。言い換えると、これ

らの成立要件となっていたのが(G)マトリックス組織によるプロジェクトの遂行管理であ
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った。このほか、問題を共有する成員同士が直接連絡し合う(A)直接接触は、専門設計管

理者のあいだで頻繁に見られる行動様式であった。また、部門間の(B)調整連絡役を果た

すのは、設計担当エンジニアリング･マネジャーであり、部門間の権力の不均衡を是正し、

共同の意思決定を促進する(E)統合的職位となっていたのは、プロジェクトマネジメント

室長であった。 

以上のことから、上記の(A)から(E)までの組織形態は、累積的に形成されていったので

はなく、建設プロジェクト運営要領やワークフローの作成過程のなかで内規や職権と共に

その役割が見直され、結果的には、それらの機能だけが(D)プロジェクトマネジメント･

チームのメンバーに付与されたのではないかと考えられる。 

 
５.３.４. 研究課題１の論考から導出される仮説命題 

この論文の第１の研究課題は、｢プロジェクトを完成させるための作業ないしプロセス

は、既存のＯＢＳまたはＷＢＳのどちらにおいて既知であるのか｣であった。そこで５.３.

２.では、プロジェクトを完成させるための作業ないしプロセスを、(1)プロジェクトの成

果物を生み出す作業 と(2)プロジェクト･ライフサイクルを通してこれらの作業を統合ま

たは調整するマネジメント業務 に分け、こうした仕事に関する情報を蓄積しているのは、

既存のＯＢＳなのか、あるいはＷＢＳであるのかを検証した。その結果、日本下水道事業

団の事例研究からは、次のようなことが明らかになった。 

(1)成果物を作り出すための情報はＯＢＳの外部に存在するために、ＯＢＳの成員はプロ

ジェクトの特性や要件に応じてそれらを調達していた。 

(2)ＯＢＳ内部にはマネジメント業務を担当する役職があり、彼らを支援するツールとし

てＷＢＳが活用されていた。 

(3)以前は個人の経験知でしかなかったマネジメントに関する情報が、プロジェクトマネ

ジメントが導入されてからは、その一部が文書として記録･保存されるようになった。 

 

これらの発見事実は、Turner の見解と照らし合わせると整合性がみられる。Turner は、

ＰＢＳで定義した要素成果物を作り出すための専門知識やノウハウといった情報がＯＢＳ

に存在するために、ＷＢＳが開発できるとしていた。 

事例分析からは、マネジメント業務を経験した職員が過去に使用してきた管理帳票や設

計図書を参考にして、下水処理施設を類別した施設ＷＢＳ(ＰＢＳ)を完成させたことが明

らかになった。その構成要素を完成させるための知識は充分ではなかったが、それらを調

達し、統合する方法は経験的に備わっていたのである。やがて見積項目明細仕様や積算体

系などを参照して、ＰＢＳ要素の作製に必要なタスクやリソースを特定し、(作業)ＷＢＳ

を完成させていった。したがってＷＢＳ開発のプロセスとしては、設計図書→管理帳票→

施設ＷＢＳ(ＰＢＳ)→見積項目明細仕様→作業ＷＢＳ の順となる。なお、ＯＢＳ(マトリ

ックス組織)との関連性であるが、施設ＷＢＳとＯＢＳとの間に依存関係はなく、作業ＷＢ
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ＳとＯＢＳとの関係は確認することができなかった。このほか、プロジェクトマネジメン

ト環境下のＯＢＳにおいても、ＷＢＳ選定までの手続きは、現地調査→要件定義→ＯＢＳ

(プロジェクトマネジメント･チーム)編成→キックオフ･ミーティング→プロジェクト企画

書→ＷＢＳ の順であった。 

これに対して Lamers の見解は、ＷＢＳはＰＢＳを参照にして作り出され、最終製品を

作り出すアクティビティとそれに付随するインプット,アウトプットなどの情報がワーク

パッケージに存在する。そして、それらを実施するためにＯＢＳを組織するという内容で

あった。ＰＢＳをもとにＷＢＳを作成する点は、Turner の主張や事例の発見事実とも一致

したが、ＷＢＳで定義したアクティビティを遂行するためにＯＢＳを編成する記述につい

ては、事例からは説明することができなかった。 

組織設計論の観点からＷＢＳ開発の条件を考察した場合、組織の情報処理能力を向上さ

せる方策として｢縦系列の情報処理システムの改善｣を目指したことが、ＷＢＳの開発と結

びついたと考えられる。つまり、日本下水道事業団では受託事業費や外部調達品など(組織

の)インプットに関する情報を収集･分析し、その達成状況を管理するうえで体系化された

データの区分が必要であった。加えて、業務量を削減するためには、組織内の重複作業を

排除するだけでなく、データの一元管理や共有化を実現しなければならなかった。そのた

めに、受託事業における情報処理のプロセスとそこで扱われるデータの属性およびフロー

を分析し、下水道施設の構成要素とその建造に関わる一連の作業をＷＢＳとして定義した

のではないかと考えられる。 

したがって、ＷＢＳの開発においては、以下のような仮説命題が導き出される。 

[1]ＷＢＳの展開は、まずプロジェクトの成果物を要素分解し、次にその構成要素を作製

する作業を定義する。 

[2]プロジェクト･データの一元管理や共有化を目的としたＷＢＳの活用は、組織の情報

処理能力を向上させる。 

 

５.４. ＷＢＳの用途を規定するファクター 

ＷＢＳの用途を特定する条件について設定した研究課題は、｢ＷＢＳの用途は、プロジ

ェクトにおけるマネジメントの対象によって決まるのか｣であった。このことは３.１.４.

で提示したフレームワークの構成概念である｢スコープ定義｣および｢実績測定｣と関連する。

つまり、プロジェクトの最終成果物を創出するためのスコープ(作業単位)を徐々に詳細に

したのち、そのパフォーマンスの測定を通じて、これらをコントロールすることを意味し

ている。 

以下の項では、プロジェクトマネジメントにおける管理項目とステークホルダーからの

要求事項の観点から、ＷＢＳの用途を制約している条件について考察していく。 
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５.４.１. スコープ定義の分化 

要素成果物とは｢プロジェクトないしプロジェクトの一部を完成させるために創り出さ

れる、測定可能で有形の、検証可能な成果や結果あるいは品目(2)｣である。通説によると、

ＷＢＳを用いて要素成果物を識別し、それらを完成させる作業単位(プロジェクト･スコー

プ)を定義することは、プロジェクトの最終成果物を獲得する方法を特定するためであると

考えられている。 

しかしながら、第２章で行なった既存研究のレビューから明らかになったことは、実際

のプロジェクトにおいてＷＢＳを使用していた４５の事例のうち、プロジェクト･スコープ

を定義するためにＷＢＳを作成した事例は、僅かに４例を数えるのみであった(Oldham, 

Ripberger, and Cook, 1986; Naughton, 1987; Caravella, 1989; Reith and Kandt, 1991)。 

このうち Oldham, Ripberger and Cook の事例だけが、既存のＷＢＳを繰り返し使用して

おり、残りはプロジェクトを立ち上げる際に、新たにＷＢＳを作成･導入した事例であった。 

Oldham 等はまた、コスト予算化と実績測定(Cost / Schedule Control Systems 

Criteria)にも同じＷＢＳを使用していた。このほか Reith と Kandt の事例では、自動車

部品の製品開発プロジェクトにおいて３００以上のプロジェクト･スコープを定義し、その

すべてに責任者を割り当てていたという。これに対して Naughton および Caravella の事

例は、先例のないプロジェクトに対してＷＢＳを使用したものであった。上記以外の事例

はすべて、(1)コスト見積り/予算化 (2)スケジュール作成 (3)プロジェクトの進捗管理 の

いずれか１つまたは２つ以上の目的で、ＷＢＳを使用していたことが確認できた。 

それに対して事例研究からは、日本下水道事業団の職員がＩＤＥＦ１Ｘによる概念デー

タモデルの構築と業務分析を行なった結果、受託事業費の総括的評価と外部調達に関わる

コスト見積り項目を標準化するために、２次元配置のマトリックス型ＷＢＳ(ＪＳ標準ＷＢ

Ｓ)を開発した事実を知ることができた。ＪＳ標準ＷＢＳは、地方公共団体から受託したプ

ロジェクトを要素成果物(下水処理施設)とそれを建造する作業(設計,建設工事)の視点か

ら区分けし、作業ＷＢＳの最下位レベルは、外部に発注するタスクと設備機器･装置などの

リソースから構成されていた。ＪＳ標準ＷＢＳは、その構成要素に固有の識別符(コード)

を付与することで、プロジェクトマネジメント情報システムでプロジェクト･スコープの選

定･管理ができるようになっていた。 

このように、プロジェクトの最終成果物を獲得する方法がＯＢＳ内で既に知られており、

それらの一連の作業とそれに付随するリソースなどのインプット要素をＷＢＳで定義する

ことは、上記の Reith と Kandt の事例の他にも幾つか確認することができた。 

これらの調査結果から導き出されるのは、少数の例外はあるものの、ＷＢＳを実用した

事例のほとんどが過去に実施したことのない作業単位を定義し、それを実行する方法を推

知するよりも、プロジェクトのコスト見積りやスケジュールを計画し、その達成状況を測

定するためにＷＢＳを展開していたことである。言い換えると、プロジェクト･ライフサイ

クルを通して、要素成果物を作り出す作業をいかに計画して実行し、そのパフォーマンス
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をコントロールするか、にＷＢＳの機能が分化してきている。すなわち、ＷＢＳ[要素]を

通してプロジェクト全体をマネジメントできるように、ＷＢＳ開発のアーキテクチャー

(Architecture)も進歩し、発展していると考えられる。 

 

５.４.２. ＷＢＳ要素の測定指標 

前項においては、ＷＢＳがプロジェクトのコスト見積りやスケジュールの作成およびそ

れらの達成状況を測定する目的で作成されることを確認した。一般に、ＷＢＳの作成は、

プロジェクトの｢立ち上げ｣フェーズで行なわれる。このフェーズでは、プロジェクトで創

出する最終成果物(製品やサービス)の特性を定義し、プロジェクト･スコープを計画する。

さらには、プロジェクトの最終成果物を構成している要素成果物(Deliverable)を明確にし、

それらが達成されたことを証明するための定量的な基準を確立しておかなければならない。

そのためには、ＷＢＳ要素の測定指標を定め、プロジェクト全体のボリュームを把握する

必要がある。 

それでは、プロジェクト全体のボリュームをＷＢＳ要素で把握するには何を見積り、測

定すればよいのか。その例として日本下水道事業団のＷＢＳは、施設ＷＢＳのレベル３と

作業ＷＢＳのレベル５ないしレベル６の項目に、プロジェクトで必要とされる資機材や役

務などの見積金額を入力することでプロジェクト全体の概算コストを試算していた。また、

ワークパッケージ(施設ＷＢＳのレベル３と作業ＷＢＳのレベル３)には、各工事の予算執

行期間(着手･完了予定日)が記録されていた。このように、日本下水道事業団のＷＢＳ要素

の測定指標は｢見積りコスト｣であり、その計量単位は｢金額｣であった。これらは、オーナ

ー側の主たる要求事項に応じた結果であり、かつＯＢＳ(母体組織)の事業活動を反映した

ものである。 

これに対して既存研究からは、アクティビティの所要期間を算定することによりプロジ

ェクトのタイム･スケジュールを作成し、これを管理していた事例を確認することができた

(Silvestrini, 1979; Derkach, 1996; Kiewel, 1998; Bergeron, 2001; Dominguez-Larrea and 

Popescu, 2002; Murai, 2003)。これらと同じようにＷＢＳ要素の測定指標を｢アクティビテ

ィの遂行期限｣とし、測量単位を｢時間｣とすることを提唱した文献は他にも数多く存在した。

このことは、プロジェクトの本質と密接な関わりがあると考える。すなわち、どのような

場合においてもプロジェクトの期間は有限であり、プロジェクトマネジメントの目的は、

その期限を厳守して終結することにあるからである。 

以上のことから、ＷＢＳ要素を定義し、それが達成されたことを測定する指標としては、

(1)金銭価値に置き換えられるもの[コスト指標]と (2)時間に換算できるもの[スケジュー

ル指標] があると考えられる。このほか、ＷＢＳ要素の測定指標と成り得るものとして、

設計図書やＧＵＩ画面のような要素成果物の数量などもその可能性がある。 
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５.４.３. ＷＢＳ要素のマネジメント 

ＷＢＳ要素のマネジメントとは、ＷＢＳで定義した対象を計画し、実行し、その実績を

測定してコントロールすることを意味している。５.４.２.では、その測定指標を明らかに

した。マネジメントの格言には、“You can’t manage what you can’t measure‐測定でき

ないものは管理できない‐”という言葉がある。もし、この言葉を素直に受け入れるのであ

れば、ＷＢＳ要素ではコストあるいはスケジュールで測定できるものしか管理(Manage)

できないということになる。すなわち｢ＷＢＳ[要素]を通してプロジェクト全体をマネジメ

ント(Management)できるようにする｣ということは、測定可能な要素をＷＢＳで定義す

ることに他ならない。それでは、われわれはＷＢＳの作成を通じて、プロジェクトの何を

マネジメントしようとするのか。あるいは、ＷＢＳ要素で定義する対象は何で、それは計

画し、実行し、そしてコントロールすることが出来るのだろうか。以降は、これらの点に

ついて考察していく。 

 

〔１〕ＷＢＳ要素で定義する対象 

実際のプロジェクトにおいてＷＢＳを使用し、かつその構成要素を｢コスト指標｣で管理

していた事例は、次のとおりであった。Cochran と Galloway(1987)は、原子力発電所改

修プロジェクトにおいて労務,建設資材,設備機器などのコストをワークパッケージで見積

っていた。Speed(1990)もまた、抄紙機改装プロジェクトにＷＢＳを適用して加工装置

(Process Equipment)の購買コストを管理していた。Cleveland(1995)は、建設プロジェ

クトの労務費および建設用資機材費の積算をＷＢＳで行なっていたという。 

Cressman(1983)は、採掘パイロットプラントに要した原材料費と労務費をＷＢＳ要素

に割り付けていた。Thompson と O’Bryant(1993)は、加水型原子炉の蒸気発生装置交換プ

ロジェクトの入札において、ＷＢＳを通して建設資材,設備機材,労務および事業認可のた

めのコストをコントロールしていたという。 

日本下水道事業団の事例研究においても、資機材や役務などの見積金額をＷＢＳ要素に

入力することで、プロジェクトに必要な概算コストを弾き出していた。これらの事例に共

通していたのは、労務(Labor),資材(Material),機械装置(Equipment)などのリソース類、

すなわち、要素成果物の完成に必要な｢インプット要素｣をＷＢＳで定義し、それらの数量

を計画していたということである。そして、これらリソース投入のタイミングを制御し、

その消費量を加減することが、ＷＢＳ要素を介してプロジェクトをマネジメントすること

に繋がるのではないかと考える。 

他方、ＷＢＳ要素を｢スケジュール指標｣で管理していた事例は、前項で示したとおりで

ある。例えば Kiewel(1998)は、ソフトウェア開発プロジェクトで実施するアクティビティ

をワークパッケージとして定義し、それらを遂行する(実働)時間を割り当てていた。

Silvestrini 等のケーススタディもまた、ＷＢＳ要素で定義するのは、上記のリソースを処

理する｢アクティビティ｣であった(Silvestrini, 1979; Derkach, 1996; Bergeron, 2001; 
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Dominguez-Larrea and Popescu, 2002; Murai, 2003)。つまり、これらの事例が示すアク

ティビティとは、プロジェクトのインプット要素であるリソースを加工･処理し、それらを

要素成果物へと変換するためのプロセスであると考えられる。 

アクティビティは、さらに細分したタスクなどの｢工程｣と、その遂行に費やすマンアワ

ー(就労時間)や設備機器の稼働時間などの｢時間｣に分けることができる。そして、ＷＢＳ

要素内の (1)工程数を加減する (2)処理動作のスピードを調整する (3)開始または終了の

日程を変更する などの処置を講ずることにより、プロジェクトの進捗をコントロールする

ことができるであろう。 

ＷＢＳ要素のマネジメントにおいては、プロジェクトの要素成果物を完成させるのに必

要なリソースとアクティビティをＷＢＳで選定して計画し、(A)リソースの投入のタイミ

ングを制御する (B)リソースの消費量を加減する (C)アクティビティの工程数を加減す

る (D)処理動作のスピードを調整する (E)作業開始または終了の日程を変更する ことと、

その結果を測定して計画との乖離を是正することが、プロジェクトを成功に導くためにき

わめて重要であると考える。 

 

〔２〕測定指標から見たＴｕｒｎｅｒのＷＢＳ 

１.１.２.における Turner の解説によって、ＷＢＳが作り出されるプロセスを理解する

ことができた。Turner によると、ＷＢＳの開発は、最初にプロジェクトの成果物に必要な

すべての部品と材料をＰＢＳで定義し、それからＰＢＳの構成要素を創り出すスキルの定

義をＯＢＳで行なう。ＯＢＳはＰＢＳの製造に欠かせないスキルやノウハウを備えている

のでＷＢＳが開発できるとしている。ここでは、先述したＷＢＳの測定指標の観点から

Turner が提示したＷＢＳの用途について推考する。 

 
ＷＢＳ＝ＰＢＳ×ＯＢＳ 

Turner の示すＷＢＳとは、｢ＷＢＳ＝ＰＢＳ×ＯＢＳ｣で表わすことができる。上述した

ように、ＰＢＳが定義しているのは成果物の構成要素であり、ＯＢＳはそれを作製するス

キルに焦点を当てていた。すなわち、ＰＢＳがマネジメントの対象としているのは、資材

や構造物の部品などの物理的なリソースであり、プロジェクトのインプット要素となるも

のである。それゆえ、これらのボリュームを測定するのはコスト指標ということになる。 

それに対して、ＯＢＳで定められているのはリソースを成果物に変換するための技術的

能力であり、これらはＯＢＳの各員に具わった伎倆や手練といった要素である。しかしな

がら、Turner はこれを｢人的資源要素｣と理解するか、あるいは組織に属する｢機能｣として

捉えるかについて明らかにしていなかった。もし、人的資源要素をＯＢＳの構成要素とす

るのであれば、その測定指標には｢人件費｣のようなコスト指標が適用されるであろう。そ

して、人材投入のタイミングとその作業量を調整することにより、ＷＢＳをマネジメント

することになる。その場合、Turner のＷＢＳは、主としてコスト･マネジメントや実績測
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定で使用され、物理的な資源(Physical Resources)と人的資源(Human Resources)のコン

トロールを通じて、プロジェクトをマネジメントすると考えられる。 

 

ＷＢＳ＝ＤＢＳ×ＦＢＳ 

例えば Turner のＯＢＳで定義されるのが、組織に固有の機能を果たすために成員が身

に付けた技能であるならば、このＯＢＳは組織の機能を反映している可能性が高いといえ

る。そこで、各員が習得した伎倆を｢成果物の作製とそれらをマネジメントするための職務

上の能力｣と見做し、ＯＢＳをその役割ないし機能の視点からＦＢＳ(Functional 

Breakdown Structure)として再定義することにする。なお、ＤＢＳとは “Deliverable 

Breakdown Structure” の略称であり、ＰＢＳ(Product Breakdown Structure)を広義に

解釈した構造を指している。 

ＤＢＳは、プロジェクトの成果物をその主要なコンポーネント(Deliverables)から、そ

れらの完成に必要なすべての資材やパーツ(Input Elements)までを内包した構造体であ

る。また、ＦＢＳを通して産出される成果物の明細な目録でもある。ＰＢＳの要素分解の

対象が製品(Product)のような物理的な加工物であるのに対して、ＤＢＳのそれは、プロ

ジェクトで達成される製品(Product),サービス(Service)および検証可能な成果(Result / 

Outcome)を対象としている。その測定指標には、ＰＢＳと同様にコスト指標を用いる。 

他方で、ＦＢＳはＤＢＳの構成要素を完成させるのに必要なアクティビティから構成さ

れている。その最下位のレベルは、パーツを組み立てるような単純作業であるが、上位の

レベルはタスク間の進捗を調整するなどのマネジメント業務から成り立っている。ここで

の測定単位は、ＰＢＳで定義した構成要素を処理するためのアクティビティであり、その

遂行に要する時間がスケジュール指標で計画され、測定されることになる。 

このＷＢＳの特徴は、ＤＢＳからプロジェクトへのインプットがコントロールできるこ

とにある。つまり、リソース投入のタイミングを制御し、その消費量を調整することが可

能となる。ＦＢＳからはアクティビティの工程数を加減し、着手日や処理スピードの調整

を通じて、プロジェクトの所要期間をある程度コントロールすることができる。しかしな

がら、プロジェクトのコスト算定はＤＢＳからしか行なえない。 

 

ＷＢＳ＝ＤＢＳ×ＦＢＳ×ＯＢＳ 

上掲のＷＢＳでは、ＤＢＳとＦＢＳの構成要素を通じてプロジェクトの進捗をコントロ

ールできることを確認した。しかしながら、ＦＢＳの測定基準がスケジュール指標である

ために、プロジェクトのコスト･マネジメントはＤＢＳからしか行なえなかった。 

これに対する次善の策として考えられるのが、ＷＢＳ＝ＤＢＳ×ＦＢＳ×ＵＰ(Unit 

Price)である。アクティビティ毎の単価を設定することで、コスト･マネジメントの対象を

ＦＢＳの構成要素にまで拡大することができる。そのうえ、ＦＢＳで識別したアクティビ

ティは、ＥＶＭ(Earned Value Management)のような計画予算とコスト実績の差異から、
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その達成度を測定することが可能となる。 

プロジェクトを効率よく完成させるには、ＷＢＳ要素の調達に必要な大よその直接費と

間接費ならびに減価償却費などを、母体組織と外部組織の両方で把握しておく必要がある。

ＦＢＳを金銭的価値で把握することは、ＤＢＳと同様にその構成要素を自分達で処理する

か、あるいは外部の組織から購入するかを判断する手段になると考えられる。 

それでは、アクティビティの単価を決定する要素となっているのは何であろうか。前項

において、アクティビティは｢工程｣とそれに費やす｢時間｣に分けることができると述べた。

そして、実際の時間を決定しているのは、投入された時間に対する設備機器や作業要員の

｢生産性｣である。より具体的には、前者は機械や装置の性能であり、後者は要員の技能す

なわち Turner がＯＢＳで定義したスキルやノウハウということになる。言葉を換えると、

これらが製品の価格や人材への報酬を決定する要素であり、アクティビティのコストを決

定する因子になっていると考えられる。そこで、ＷＢＳ＝ＤＢＳ×ＦＢＳを補完するため

にＯＢＳを改めて追加することにする。 

ＯＢＳの追加はアクティビティのコストだけでなく、その遂行に必要なスキルやノウハ

ウをも決定しているといえる。さらには、ＤＢＳで定義した成果物を完成させる責任者を

指名することで、プロジェクトの要員配置を計画することができる。しかしながらＦＢＳ

の構成要素は、投入できる人的資源の制約によって何らかの影響を受けるかもしれない。

例えば、あるＦＢＳ要素が定義するアクティビティは、それを担当する人物の責任範囲と

実働時間を限定している。仮に、交代できる要員が居らず、かつ所要時間を通して要員を

拘束できないのであれば、当該要素を分割するなどの処置をとることが考えられる。この

ように、ＦＢＳはＯＢＳの条件に適従する性質を有している。 

 

〔３〕複数の用途を満たすＷＢＳの測定指標 

ＷＢＳの用途に関する文献レビューからは、コスト･マネジメントとスケジュール･マネ

ジメントおよび実績測定のうち、２つ以上の用途を満たすＷＢＳの存在を確認することが

できた。しかしながら、２.２.６.では｢ＷＢＳが果たす用途の組み合わせによって、その

構成要素や構造に相違があるのか｣という問いが残された。この項では、ＷＢＳの用途の組

み合わせに着眼し、それらを定める要素について考察する。 

２.２.６.で示したように｢ＷＢＳを複数の用途で利用する｣とした研究は１８件あった。

そのなかで、実際のプロジェクトにおいてＷＢＳを使用した事例は、７件を確認すること

ができた。まず、３つの役割すべてにＷＢＳを用いていた Kiewel(1998)の事例は、進行中

の残作業の見積りや作業完了時期を把握するためにスケジュール指標を用いていた。 

その一方で、コスト見積り/予算化とスケジュール作成にＷＢＳを利用していた事例は、

次の通りであった。Cochran と Galloway(1987)の事例では、ワークパッケージ(レベル２)

で改修作業のコストを見積っていたが、５階層からなるＷＢＳはすべてスケジュール指標

で構成されていた。Speed(1990)は、アクティビティで細分したＷＢＳを使用していたが、
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それらは名詞で表現されていたので、コスト見積りの対象となった最下層では要素成果物

を容易に類推することができた。Jani(1996)および Baram と Barken(2001)のＷＢＳは、

コンピューターのプログラムに組み込まれているために、その測定指標を確認することは

できなかった。 

他方で、コスト見積り/予算化と実績測定にＷＢＳを利用していたのは２例であった。

Howes(1982)は、ＷＢＳがアクティビティで分解され、その測定指標はマンアワーであっ

たと報告していた。Oldham, Ripberger と Cook(1986)もまた、アクティビティを対象に

スケジュール指標でＷＢＳ要素の予算と所要期間を管理していた。 

これらの事例から明らかになったことは、ＷＢＳで定義していたのは｢アクティビティ｣

であり、それらは基本的に用途の組み合わせに関係なく、単独の測定指標で管理されてい

たことである。また少数ではあるが、アクティビティをコスト指標で測定していた事例も

確認することができた。これらは所要期間に単価を乗じたか、あるいはＷＢＳ上でインプ

ット要素を明示せずに積算していたと考えられる。 

 

５.４.４. ステークホルダーの要望 

本項では｢ステークホルダー｣の視点から、ＷＢＳの用途を特定する条件を抽出すること

を試みる。ここでいうステークホルダーとは、プロジェクトマネジメント･チームのメンバ

ーやオーナーさらにはサプライヤーといった、プロジェクトに参画しているか、あるいは

その活動によって何らかの影響を受けるであろう個人と組織を指している。 

プロジェクトに対するステークホルダーからの要求事項は、その内容が(1)ＷＢＳ要素

に反映される (2)ＷＢＳを使って実現される ことで充足されるであろう。前者は、納期や

コストあるいは成果物に関する数値目標が掲げられることを想定している。ここでは、後

者について取り扱うことにする。 

事例研究からは、プロジェクトマネジャーがプロジェクトの要素成果物とそれらを建造

する一連の作業をＷＢＳから選び出すことにより、委託要請のあったプロジェクトのスコ

ープを定義していたことが確認できた。こうした作業の目的は、ワークパッケージの開始･

終了予定日とそれらの事業費を概算することであった。この事実は、ＷＢＳはプロジェク

トチームとステークホルダーに財務的な情報を伝える媒体である、とする Hauser(1994)

の主張とも一致する。スコープ定義においては、上記の目的に加えて、オーナー(発注者)

がレビューする対象をプロジェクトマネジメント･チームのメンバーが把握する意図も含

まれていたのではないかと考える。 

加えて、当該プロジェクトの対象施設とその建造に係わるプロジェクト･スコープが定

義されると、ワークパッケージ毎に算定したコストとその財源がオーナーに直ちに伝えら

れていた。これは、オーナーがプロジェクト予算の成立を目指して、関係者や議会との調

整を図ることを支援するためであった。さらに協定ないし契約の前に生じる変更要望につ

いては、該当するワークパッケージの内訳を再検していた。Matthews(1993)によると、
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ステークホルダーからの変更を反映し、リソースや制約条件を識別するにはＷＢＳが有用

であるという。このほかには、協定締結後も合意したスコープが達成されているかどうか

を確認するため、あるいは変更が生じた際の意思決定の原拠とするために、ステークホル

ダーは適宜、ワークパッケージの進捗状況を確認していた。 

上記の発見事実からは、プロジェクトマネジャーがＷＢＳの作成を通じてプロジェクト

で獲得する要素成果物とその完成に必要なアクティビティを特定し、マネジメントの対象

を明確にしていたことが理解できた。別の見方をすれば、このことはステークホルダーの

分業と責任の範囲を規定していたと考えられる。 

また、各自が所定のタスクを遂行し、他者との連携を可能にするには、必要な情報を遣

り取りするための媒体(Vehicle)が欠かせない。プロジェクトが進行するにしたがい、協働

するステークホルダーからの求めに応じて、ワークパッケージで管理する情報を伝達して

いた事実は、ＷＢＳがタスク間の調整をはかる媒体として用いられていたことを示唆する

ものであった。これらのことから、ステークホルダーの｢分業あるいは協働の体系｣が、Ｗ

ＢＳの用途を特定する条件ではないかと推考される。 

 

５.４.５. 研究課題２の論考から導出される仮説命題 

この論文の第２の研究課題は、｢ＷＢＳの用途は、プロジェクトにおけるマネジメント

の対象によって決まるのか｣であった。既存研究のレビューから導出されたのは、ＷＢＳを

適用した事例の大半が、プロジェクトのコスト見積りやスケジュールの作成およびそれら

の達成状況を測定するためにＷＢＳを開発していた事実であった。このことは、ＷＢＳ[要

素]を通してプロジェクトがマネジメントできるように、ＷＢＳ開発の目的が分化･発展し

ていることを示唆するものであった。 

プロジェクトの要素成果物が完成したことを証明するには、測定可能な指標を確立して

おく必要がある。５.４.２.では、ＷＢＳ要素を測定する指標として｢コスト指標｣と｢スケ

ジュール指標｣を提示した。それらの対象となるのは、前者が要素成果物の完成に必要な｢リ

ソース(インプット要素)｣であり、後者はインプット要素を加工･処理し、それを要素成果

物へと変換するための｢アクティビティ｣であることを明らかにした。このように、ＷＢＳ

の測定指標はプロジェクトにおけるマネジメントの対象と密接な関わりがあるといえる。 

ＷＢＳ要素を介したプロジェクトのマネジメントとは、プロジェクトの要素成果物を完

成させるのに必要なリソースとアクティビティをＷＢＳで選定して計画し、それらを以下

のように操作した結果を測定して、計画との乖離を是正することである。 

(1)リソースの投入のタイミングを制御する。 

(2)リソースの消費量を加減する。 

(3)アクティビティの工程数を加減する。 

(4)処理動作のスピードを調整する。 

(5)作業開始または終了の日程を変更する。 
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そこで、上記の観点から Turner が提示したＷＢＳの用途を検討してみることにした。

Turner のＷＢＳは、ＰＢＳとＯＢＳから構成されていた[ＷＢＳ＝ＰＢＳ×ＯＢＳ]。ＰＢ

Ｓで定義していたのはプロジェクトのインプット要素となる物理的資源であり、ＯＢＳの

それはインプット要素を成果物に変換するスキルを持った人的資源であった。したがって、

このＷＢＳはコスト指標で測定され、上記のリソースのコントロールを通じて、プロジェ

クトのコスト･マネジメントや実績測定を行なうと考えられる。 

次に、Turner のＷＢＳを発展させ、ＰＢＳをＤＢＳにＯＢＳをＦＢＳとして再定義した

ＷＢＳを提案した[ＷＢＳ＝ＤＢＳ×ＦＢＳ]。ＤＢＳはプロジェクトで達成される製品,

サービス,検証可能な成果を表しており、ＦＢＳは要員のスキルを組織の機能として定義し

た構造である。このＷＢＳの特徴は、ＤＢＳがコスト指標でリソースを管理し、ＦＢＳは

スケジュール指標でアクティビティを管理できることであった。しかしながら、コスト･

マネジメントはＤＢＳからしか行なえない。 

最後に、上掲のＷＢＳを補完する構造として[ＷＢＳ＝ＤＢＳ×ＦＢＳ×ＯＢＳ]を提案

した。ＯＢＳで定義したのは要員のスキルやノウハウであり、ＦＢＳ要素のコスト決定因

子になると考えられる。このＷＢＳは、ＤＢＳとＦＢＳの両方でコスト指標が使用可能で

あり、ＦＢＳで定義したアクティビティはスケジュール指標でプロジェクトの所要期間を

コントロールすることができる。このように、ＷＢＳの構成要素はプロジェクトにおける

マネジメントの対象を定義しているのかもしれない。それに対して、複数の用途をもつＷ

ＢＳの事例研究では、ＷＢＳで定義していたのは｢アクティビティ｣であり、それらは用途

の組み合わせに関係なく、単独の測定指標で管理されていた。 

ＷＢＳ要素の測定指標から推し量られるのは、｢ＷＢＳ要素の対象は測定指標を限定し

ないが、測定指標はＷＢＳの用途を特定する｣ということであった。そのほか｢ステークホ

ルダーの分業あるいは協働の体系｣もまた、ＷＢＳの用途を特定する可能性があると考えら

れる。 

したがって、ＷＢＳの用途については、以下のような仮説命題が導き出される。 

[1]ＷＢＳはプロジェクトでマネジメントする要素を識別するために開発する。 

[2]ＷＢＳの構成要素はプロジェクトにおけるマネジメントの対象を定義したものであ

る。 

[3]ＷＢＳ要素で定義するのは、要素成果物のインプット要素とそれを処理するアクティ

ビティである。 

[4]ＷＢＳにおけるマネジメントの対象は測定指標を限定しないが、測定指標はＷＢＳの

用途を特定する。 
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５.５. ＯＢＳにおけるコミュニケーション･ツール 

ＷＢＳとＯＢＳの関連性について設定した第４の研究課題は、｢ＷＢＳとＯＢＳのあい

だには、その編成過程とコミュニケーションの観点からどのような特徴があるのだろうか｣

であった。５.３.におけるＷＢＳとＯＢＳの編成時期の比較からは施設ＷＢＳとＯＢＳの

間に依存関係はなく、作業ＷＢＳとＯＢＳの関連性についても確認することができなかっ

た。そこで、この節では３.１.で提示した分析枠組みの構成要素である [4]プロジェクト

チームによるコントロール と[5]プロジェクトを通じて獲得したノウハウ および[6]プロ

ジェクトマネジメントのカレント･ベスト･プラクティス の観点からコミュニケーション･

ツールとしてのＷＢＳの有用性について考察していく。 

 

５.５.１. ＷＢＳの階層とＯＢＳの関係 

ここでは、ＷＢＳとＯＢＳを結びつけていると考えられる階層構造について論考する。

Globerson(1994)は、｢組織内でいつも使われている用語がプロジェクトにおいても使用で

きるため、ＷＢＳは組織文化やその構造にも適しているべきである。もし、その組織があ

る特定の機能的な方法で編成されていれば、ＷＢＳもそれと同様に組み立てるべきである

(3)｣と提言していた。このことは、ＷＢＳとＯＢＳの整合を保つことを意味している。 

それでは、ＷＢＳの編成はＯＢＳの影響を受けるのであろうか。それを知る手掛かりと

しては、日本下水道事業団の職員から寄せられた次の筆答が適正かもしれない。以下に、

その電子メールの一部を引用する。｢ＷＢＳはＰＭＲ[プロジェクトマネジャー]と設計[管

理]者及び施工監督(土木､建築､機械､電気)などＯＢＳのなかでプロジェクトチームとの整

合性を図って構成している。この他、ＷＢＳの階層は組織階層がプロジェクトの遂行上の

判断をするために必要な粗さに統一している。上位レベルに束ねれば上位管理者が必要と

するデータになるように(4)｣。 

上記の内容からは、データ授受の視点からＪＳ標準ＷＢＳの階層とプロジェクト遂行組

織の階層構造が揃えられていることが確認できる。ＷＢＳの階層と組織構造を関連づける

ことは、言い換えると、ＷＢＳで管理するデータとそれを利用する職位を結び付けること

を意味している。例えば、マスタースケジュール上のワークパッケージが[Ａ３３-３１１：

主ポンプ施設‐土木工事]であったとする。通常、マスタースケジュールを参考としている

のは、プロジェクトマネジャーである。プロジェクトマネジャーは、この３×３のＷＢＳ

レベルにおいて土木工事で必要となる資機材や役務を把握して、これらを調達する計画を

立案し、事業費を管理すると共に土木工事の進捗状況を総括的に検討･評価していた。 

他方で、施工担当エンジニアリング･マネジャーは、ワークパッケージより１段下の３×

４のレベル[Ａ３３-３１１１：主ポンプ施設‐土工]において、土工,基礎工,躯体工,仮設

工などの工事の進捗状況を管理していた。さらに、その下位の３×５のレベルである[Ａ３

３-３１１３８：主ポンプ施設‐鉄筋コンクリート工]では、工事管理者が工事の履行確認

や品質管理を行なっていた。 
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データの受け渡しについては、各自が担当するＷＢＳレベルのデータを集計して、上位

レベルのデータで報告することになっていた。このことは、フレームワークの構成概念で

ある[3]進捗データの配付 にも関連している。例えば、工事管理者は作業ＷＢＳの５レベ

ル(鉄筋工,足場工,無筋コンクリート工)で収集した進捗データを、４レベルの｢躯体工｣と

して施工担当エンジニアリング･マネジャーに報告する。報告を受けた施工担当エンジニア

リング･マネジャーもまた、４レベルの工事の出来高を３レベルに集約して｢土木工事｣とし

てプロジェクトマネジャーに報告する。ワークパッケージに集約されたプロジェクトのデ

ータは、さらにプロジェクトマネジャーからマスタースケジュールを介して、地方公共団

体の担当者に報告されている。その例として４.４.では、(1)地方公共団体への説明訪問 

(2)現地プロジェクト会議 (3)オーナー･レビュー (4)協定締結前の事前協議 において、ワ

ークパッケージに記載された事業費とその執行期間ならびに各工事の実施時期 の説明が

なされていた。これにより、地方公共団体の担当者は、締結された協定の内容(納期,品質

など)が守られているかどうかを確認することができた。 

以上のように、日本下水道事業団のＷＢＳは、現場から意思決定を行なう職位に上げら

れる情報を整理し、組織階層における情報処理の負荷を軽減する役割を果たしていること

から、ＷＢＳの階層は組織の職位と何らかの関係があると考えられる。 

 

５.５.２. コミュニケーション媒体としてのＷＢＳ 

先述したようにコミュニケーション媒体とは、プロジェクトの遂行を円滑にするために、

ステークホルダーが必要とする情報を伝達する手段となるものである。既存研究において

も、ステークホルダーとの意思疎通や情報伝達にＷＢＳを利用したことを示す文献を確認

することできた。これらの研究はさらに、(A)プロジェクト遂行組織だけで利用されるＷ

ＢＳ(Knutson and Scotto, 1978; Canepari and Varrone, 1985; Prentis, 1989; 大沢, 1999)

と、(B)プロジェクト遂行組織がオーナーと共用するＷＢＳ(石坂 , 1975; Oldman, 

Ripberger and Cook, 1986; Horan and McNichols, 1990; Hauser, 1994; Raz and 

Globerson, 1998)に大別することができる。この論文では、(A)の使用に供するＷＢＳを｢イ

ンターナルＷＢＳ(Internal Work Breakdown Structure)｣と称し、(B)で使用するＷＢＳ

を｢エクスターナルＷＢＳ(External Work Breakdown Structure)｣と呼んで両者を区別す

る。 

既存研究から明らかになるのは、ＷＢＳはプロジェクトを遂行する組織内で利用するだ

けでなく、オーナーやサプライヤーが用いたり、組織間の情報伝達のためのツールとして

も利用できることであった。すなわち、納品される成果物のレビューなどを通じて組織間

でＷＢＳを共有するようになれば、自律した組織による協業がプロジェクト遂行能力の中

核を構成する可能性がでてくると考えられる。この項では、ＯＢＳにおけるコミュニケー

ションの観点からＷＢＳの有用性について考察していく。 
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〔１〕ステークホルダーの共通言語 

ここでは、事例研究の発見事実に基づいて、ＯＢＳにおけるコミュニケーション･ツー

ルとしてのＷＢＳの実用性について検証する。４.４.では、ＰＵＲＥ操作によるＷＢＳの

編成ならびに、マスタースケジュールに記載されたワークパッケージがステークホルダー

間の情報伝達に利用されていた事実を確認することができた。 

まず、プロジェクトマネジャーがワークパッケージの作成に着手するのは、フロントエ

ンドのフェーズであった。地方公共団体への説明訪問では、ワークパッケージが記載され

たマスタースケジュールを提示してプロジェクトの概要を説明していた。ワークパッケー

ジには、プロジェクトの要素成果物となる対象施設と機械設備に加えて工事内容が要約さ

れていた。それゆえワークパッケージの名称に目を通せば、関係者でなくてもプロジェク

ト･スコープの概容が理解できる。マスタースケジュールではワークパッケージ毎に遂行期

間がバーチャートで明示してあるので、プロジェクト全体の概略を視覚的に把握しやすい。 

さらに、現地でのプロジェクト会議においてもマスタースケジュールの内容を地方公共

団体側の出席者に説明する必要があった。その対象となるのは(1)工事の発注スケジュール 

(2)協定概算事業費 (3)年度別概算事業費 などであるが、これらもワークパッケージ毎に

金額と執行期間が記載されており、プロジェクトの実施手順に沿って説明がなされていた。

このように、ＷＢＳ(ワークパッケージ)は、プロジェクトマネジャーとオーナーとのあい

だで、プロジェクト･スコープの共通認識を深めるために用いられていた。 

プロジェクトマネジャーとプロジェクトマネジメント･チームとのあいだでワークパッ

ケージの遣り取りがなされていたのは、次のとおりであった。計画(実施設計業務)フェー

ズにおいて、プロジェクトマネジャーは設計業務を外部に委託するためのコスト見積りと

地方公共団体との協定締結に必要な文書を準備する必要がある。専門設計管理者は、当該

プロジェクトに必要なアクティビティ(測量,調査,設計など)のコスト見積りをＷＢＳ要素

に沿って算出し、設計条件を設定する。プロジェクトマネジャーは、専門設計管理者から

提示された金額に基づいて、ワークパッケージのコストを見直すことになる。このほか、

プロジェクトの予算要望,建設工事協定の締結,建設工事の請負契約締結の際に、ワークパ

ッケージと工事単位の増減ならびに発注時期の変更などがチーム内で確認されていた。 

プロジェクトマネジメント･チームと設計コンサルタントでＷＢＳを共用していたのは、

設計図ならびに設計成果物の識別符(インデックスデータ項目)としてであった。日本下水

道事業団では、下水道事業の全体計画に基づいて施設の規模や構造,機器などを決定し、そ

れを外部の協力会社に依頼して設計図書(図面,計算書など)に纏め上げている。設計業務を

委託された設計コンサルタント(協力会社)では、日本下水道事業団に納品する成果物に作

業ＷＢＳと施設ＷＢＳのコードを付記することで、当該プロジェクトの要素成果物を識別･

管理できるようにしていた。これらの設計図書(電子データ)の標号には、図面またはドキ

ュメントの名称に加えて｢実施設計図(成果物)番号｣が付けられていた。 

『ＪＳドキュメント管理システム データ授受プロトコル定義書』によると、この番号
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は｢Ｙ‐施設ＷＢＳコード‐作業ＷＢＳコード‐連番｣から構成されており、施設ＷＢＳに

はレベル３のＷＢＳ要素を振り当て、作業ＷＢＳはレベル６のＷＢＳ要素が充当されてい

た。例えば、最初沈殿池施設の土木構造計算書の場合には、｢Ｙ‐Ａ３６‐２４１１１１‐

００００１｣となる。このように、設計コンサルタント側の管理技術者とプロジェクトマネ

ジメント･チームのメンバー(専門設計管理者)は、上記のＷＢＳコードから設計図書の内容

を知ることができた。 

以上のことから、ＪＳ標準ＷＢＳは次のような手段として利用されていたと考えられる。 

(1)プロジェクトの対象施設とそれを建造するためのアクティビティ(工事)とコストお

よびスケジュールを確認するための管理項目 

(2)マネジメント業務を支援するためのプロジェクト情報のキャリアー 

(3)複数の外部組織のあいだで通用する共通言語 

上記はすべて、プロジェクトマネジメント･チームを起点とするコミュニケーション活

動で利用されていたものであり、外部のステークホルダー間での意思疎通や情報伝達では

利用されていなかった。このように、ＷＢＳを介してホイール(Wheel)型でプロジェクト

情報を伝送することは、その情報をステークホルダー間で早く正確にコミュニケートしよ

うとするからである。その理由は、ホイール型のコミュニケーション･チャネルは、情報の

正確性の点で全方向型(全員が相互に遣り取りする関係)よりも優れており、伝達のスピー

ドはチェーン型(ステークホルダー同士が鎖状に繋がった関係)よりも速いからである(榊

原 , 2002)。したがって、エクスターナルＷＢＳによる公式のコミュニケーション･チャネ

ルを設計するのであれば、プロジェクト遂行組織(ＯＢＳ)を中心とするホイール型もしく

はハブ･アンド･スポーク(Hub and Spoke)型の情報伝達ルートを構築することが望ましい

と考える。 

 

〔２〕プロジェクトを通じて獲得した知価 

２.４.４.で提示された課題は、｢プロジェクトを通じて獲得した知識の内容とは何か、

それはＷＢＳを介して組織成員に伝達され蓄積されるのか｣であった。これに答えるには、

担当するスコープやＷＢＳ要素での活動を通じて、そこから有用な知識や技術的能力を獲

得している事実を確認する必要がある。そこで、事例研究で取り上げた『ワークフロー』

のバージョン(Version)に着目し、プロジェクトマネジメント導入時に使用していたワーク

フローと、２年後に改訂したワークフローの内容を比較することで、追加もしくは変更さ

れた事項を調査した。調査の対象となったワークフローとは、プロジェクトマネジメント･

チームと関連部門の業務ならびに情報処理の手順を図式的に表現した文書である(図４-７

参照)。 

日本下水道事業団がワークフローの改訂作業に着手したのは、プロジェクトマネジメン

トを導入してから２年後の２００１年１０月のことであった。作業を手掛けたのは、東京･

大阪支社のプロジェクトマネジャーを中心とする１０名のメンバーであった。彼らは、プ
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ロジェクトマネジメント･フェーズ毎に担当者を決めて、各自が見直したワークフローの内

容をメンバー全員でレビューする方法を執っていた。 

初期のワークフローは、地域担当課制のもとで行なっていた業務をプロジェクトマネジ

メントの視点から再構築したものであったが、２年の実践期間を経て実務との相違や幾つ

かの課題を抱えるようになっていた。ワーキング･グループの中心的存在であった押領司は、

筆者のインタビューに対して作業の趣旨を次のように語ってくれた。｢この改訂で心掛けた

ポイントというのは、プロジェクト[マネジメント]チームへの情報転送。また、顧客であ

る委託団体への情報の提供、それらをタイムリーにやりましょうと言うことで、そういう

面で見直しをやりました(5)｣。 

 改訂されたワークフローにおいて、新たなイベントが付け加えられた箇所は(1)プロジェ

クト･キックオフ･ミーティング (2)実施計画の説明 (3)地方公共団体への契約情報の連絡 

(4)プロジェクト中断のフォローアップ などであった。まず(1)プロジェクト･キックオフ･

ミーティングとは、プロジェクトマネジメント･チームのメンバーが決定したのちに開催さ

れる会合のことである。導入時のプロジェクトマネジメント･プロセスでは、このイベント

が存在しなかった。初期のワークフローでは、設計コンサルタントと受委託契約を締結す

る設計管理フェーズまでは、プロジェクトマネジャーから｢プロジェクト企画書｣の説明が

なされる以外には、プロジェクトの参画者が一同に会する機会はなかったのである。しか

も、従来までのキックオフ･ミーティングにおいても、プロジェクトのスコープ,スケジュ

ールおよびコミュニケーション方法などの確認がなされていた。それにも拘わらず、｢運用

する中で、ＪＳのプロジェクトメンバーが選出された時点で、当該プロジェクトの基本方

針、課題、顧客要求事項等について、メンバー間の共通認識形成、役割の確認等を行う必

要があることから、このイベントを追加しました(6)｣という。以前からのキックオフ･ミー

ティングはそのまま残しておき、新たにプロジェクトの早い段階でのミーティングを追加

したのは、プロジェクトで達成すべき目標や方向性を明示し、ステークホルダーからの要

求事項や課題(現況との乖離)をメンバーに認識させることで彼らの接触の機会を増やすよ

うな｢協働の場｣を設けることが意図されていたのではないかと考えられる。 

次に、(2)実施計画の説明であるが、プロジェクトの計画フェーズにおいて実施設計の

実施計画が固まると、プロジェクトマネジャーはチームのメンバーに対して、①当該年度

の事業内容 ②マイルストーン ③問題点 などを説明し、その対策を協議するイベントが改

訂版のワークフローでは追加された。このことは、組織の人的資源管理とプロジェクトの

予算管理に関係する。前者は、年間数百人単位で人事異動が行なわれ、プロジェクトマネ

ジメント･チームのメンバーも３～４年のローテーションで異動することから、年度当初に

新メンバーを加えたうえでチーム全体として上記の内容について検討しておく必要があっ

た。後者は、プロジェクト自体が公共事業という性格上、事業年度ごとに予算が交付され、

それを確実に執行することを確認する必要性から生じたものである。このように、年度当

初にプロジェクトの内容を再定義し、リスク要因などの懸案事項をメンバー全員が認識す
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ることは、事業年度ごとにプロジェクト･キックオフ･ミーティングを開催していることと

同じ意味をもつのではないだろうか。 

(3)地方公共団体への契約情報の連絡というのは、指名審査会(参加者審査)などの契約

に関する情報を地方公共団体にタイムリーに伝達する行為を指している。｢調達に対する委

託団体の要望というのが一番ありますので、その建設業に対して地元業者の活用とか、と

いうところは委託団体からの要求事項は高いんですが、それは１００％叶えるというか、

対応していくことはできないものですから。その要望があったら、それについてのウチの

方の契約制度の説明を充分しておくということですね(7)｣ 

下水処理場の建設工事は、事業予算の規模が大きいことから当該地域へ与える影響も大

きく、それだけに地元の経済効果を強く期待する傾向がある。さらに、建設業界の経営環

境の厳しさを反映して、議会関係者などから地元業者の受注機会を確保するよう要請され

ることが多い。このような状況は、プロジェクトマネジメントによる事業管理が開始され

る以前から存在したが、入札･契約手続きの手順やランク制度などの諸条件および結果報告

などの地方公共団体に対する説明責任については、土木設計者ないしプロジェクトマネジ

ャーの判断に依るところが大きかった。そこで、入札･契約に関する説明機会を増やし、そ

れらの情報をタイムリーに伝えることを新しいワークフローに書き加えるようにした。こ

れらは、外部環境へ適応するかたちで組織内部の仕事のやり方を変えたことになる。 

最後の(4)プロジェクト中断のフォローアップとは、委託元である地方公共団体の事情

によりプロジェクトを一時的に中断したり、中止した場合の対応を適切に行なうというこ

とである。初期のワークフローにおいては、プロジェクトを完遂することだけが記述され

ていたが、現実には相手側の財政事情などからプロジェクト継続の見直しが発生すること

もあった。そこで日本下水道事業団では、これをフロントエンド･フェーズにおけるリスク

要因の特定やコンテンジェンシー計画(Contingency Planning)の失錯と受け止め、その経

緯や理由などの情報収集に努めると共に、プロジェクト再開の可能性やサポート対応策に

ついて協議するプロセスを新しいワークフローに追加することにした。｢これは、作業検討

のなかで生まれたものですよね。[……] その議論のなかで中止とか中断とかいうケースが

あったけれど、それについてどういうフローに落ち着けよう、やり方も決めておく必要が

あるんじゃないかという。そういうところで、その議論というかレビューの中で必要性が

… 必要ということで出てきて、それを作った、追加したということです(8)」。ステークホ

ルダーに与える影響を最小限にとどめ、残存するリスクや新たな脅威となる要因を除去す

ると共に、関係者全員の体系的な教訓となるように事象の分析と記録およびレビューを行

なう一連のプロセスについては、ワーキング･グループのメンバーが身をもって経験した出

来事から得た見識や判断力によって構築されたものである。 

ワークフローの追録から知り得た事実は、２つに大別することができる。第１は、プロ

ジェクト･キックオフ･ミーティングや実施計画説明の｢場｣を設けることを通じて、プロジ

ェクトマネジメント･チーム内の情報交換･共有を公式に支持していたことであった。第２
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は、オーナーとの接触を通じて身に付けた行動様式を明文化したことにより、プロジェク

トマネジメントのノウハウを｢組織の知的資源｣として共有できたことである。しかしなが

ら、こうしたノウハウはＷＢＳに蓄積されるのではなく、『ワークフロー』と称する社内文

書のなかに記録されていた。そして、あるインタビュイーは、プロジェクトを遂行するう

えで判断の基準となる情報や知識のことを｢[日本下水道]事業団内部のプロがやった仕事

の中でしか使われない情報ですから、こういったものを知価という(9)｣と説明してくれた。 

プロジェクトを通じて獲得した知識や情報を｢知価｣と考えると、ワークフローの改定作

業は知価の相互作用と｢場｣の秩序形成であったという見方ができる。そして、プロジェク

トマネジャーがオーナーである地方公共団体の担当者やプロジェクトマネジメント･チー

ムのメンバーと交流し、彼らと意思疎通をはかることで同じ見識や状況理解を共有してい

た行為は、知価創出のための予備的行動であり、場を成立させる基礎要件を胚胎している

とも解釈できる。このように考えると、伊丹(1999)が提唱する｢場のマネジメント｣の知見

が応用できる可能性がでてくる。伊丹の言葉を引用すると｢『場のマネジメント』とは、組

織の中にさまざまな場を生み出し、それらの場を機能させていくことによって、組織を経

営しようとするマネジメントのあり方である(10)｡｣そこでの焦点は、｢場の生成｣と｢情報的

相互作用プロセスの統御｣ということになる。場の生成とは、場の基本要素を整えることに

より、そこに参加するメンバーが相互作用しやすい状況を作り出すことである。具体的に

は、組織内に物理的なタスク環境を創り出し、仕事の即物的状況がコミュニケーションの

手段や情報のキャリアーを規定する。情報的相互作用プロセスの統御は、人々が情報交換

を通じて行なう共通理解や心理的共振を、組織の目標へと集束させる行為を指している。 

場で行なわれていることは、基本的には参加メンバーの情報交換であり、場を機能させ

るためには、メンバー間のコミュニケーションを活性化させる手段や媒体、さらにはマネ

ジャーの働き掛けが欠かせないのである。プロジェクトをマネジメントするという行為の

核心的部分は、組織内に自律的な情報交換の環境を整備し、プロジェクトの目標をステー

クホルダー間の｢情報的相互作用｣に結び付けることなのかもしれない｡ 

 

〔３〕プロジェクトマネジメント導入の成果 

上記においては、プロジェクトの実践経験で積み重ねられた個人のノウハウを組織の標

準的なビジネス･プロセスとして定式化し、それらを『ワークフロー』に蓄積していたこと

が確認できた。それでは、ＷＢＳ(ＪＳ標準ＷＢＳ)やＯＢＳ(マトリックス組織)ならびに

ワークフローを導入した効果はあったのだろうか。それを知るひとつの手掛かりとしては、

日本下水道事業団がプロジェクト実施部門および支援部門に所属する職員を対象に行なっ

たアンケート調査の存在が挙げられる。 

このアンケート調査は、プロジェクトマネジメントの導入ならびに実施の有効性を評価

する目的で、(A)２０００年１１月と (B)２００２年１１月に実施された。質用用紙には、

７つの評価項目に対して５段階の等級化された回答選択肢と自記式回答欄が併記されてい
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た。有効回答者数は(A)が４７名であり、(B)は１２０名であった。この論文では、ＷＢＳ

の有用性を知る目的から評価項目のうち(1)業務品質の改善 (2)意思疎通の充実 の回答傾

向を精査する。(2)意思疎通の充実については、情報処理の観点からワークフローの実用性

を把握する。次に、ＯＢＳ編成の有効性を理解するために (3)人材の割当て･育成 (4)専門

技術[品質]確保 の回答傾向を参照する。最後は、プロジェクトマネジメント導入の効果を

把握するために (5)業務効率の向上 について分析を試みる。 

まず(1)業務品質の改善であるが、評価基準としては｢コスト･スケジュールの把握｣や

｢協定金額の見積り精度｣などが挙げられる。評価傾向では｢良くなった/少し良くなった｣

が３８.３％→６９.２％ と上昇している(図５-２参照)。(A)の回答ではＰＭＩＳの操作

に慣れていない様子が窺えたが、(B)は過去の実績データが蓄積されることで見積り精度

が向上するという意見が多数であった。このことからＪＳ標準ＷＢＳは有効に機能してお

り、今後もスピード,精度の面でコスト･マネジメントの質の向上が図られると推察される。 
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53.8%
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13.3%
良くなった

少し良くなった

少し悪くなった

悪くなった

評価困難/無回答

日本下水道事業団 企画総務部『ＰＭ制度に関するアンケート調査の結果』より筆者作成

図５-２ 業務品質の改善の比較 

次に(2)意思疎通の充実では、｢プロジェクトマネジメント･チーム間の意思疎通｣や｢他

部門との連携｣,｢支社間での情報伝達｣などが評価基準であった。｢少し悪くなった｣とする

意見は一定の割合を占めていたが、｢良くなった/少し良くなった｣は２７.７％→５１.１％ 

とほぼ倍増であった(図５-３参照)。(A)では情報設備投資とデータ共有による改善が強調

されていたが、(B)はチーム･メンバーを固定したことによりコミュニケーションが促進さ

れたことが窺えた。このことは、チーム･メンバー選出の考え方が浸透し、チームを地域別

に組織化したことで同じメンバーで仕事をする機会が増えたことを指している。すなわち、

各メンバーのもつ情報がミーティングを通じて収斂されることにより、チーム全体の情報

の共通性･整合性が高まり、情報的相互作用を励起する条件が揃っていたのではないかと推

考される。これらの一部はＷＢＳを介しても実現できるが、先述したワークフロー改訂の

効果が現出しているものと考えられる。 

 

 

(Ａ)2000 年 11 月 (Ｂ) 2002 年 11 月 
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図５-３ 意思疎通の充実の比較 

 

2.1%

25.5%

17.0%

8.5%

46.9%

 

7.5%

37.8%

26.1%

2.8%

25.8%
良くなった

少し良くなった

少し悪くなった

悪くなった

評価困難/無回答

日本下水道事業団 企画総務部『ＰＭ制度に関するアンケート調査の結果』より筆者作成

図５-４ 人材の割当て･育成の比較 
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図５-５ 専門技術[品質]確保の比較 
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(3)人材の割当て･育成は、｢人材割当ての自由度｣や｢人事異動に伴なう引継ぎ業務｣など

の評価基準から構成されていた。調査結果の比較では全体的に底上げ傾向で概ね良好であ

ったが、｢プロジェクトマネジャーの育成プログラムの検討｣などが建言されていた(図５-

４参照)。(4)専門技術[品質]確保においては、｢専門技術への精通度｣や｢新技術への対応｣

が主な評価基準となっており、依然として高い評価を受けていた(図５-５参照)。 

(B)の回答からは専門性の向上に加えて、課内の設計思想の統一性や問題解決に対する俊

敏性が高まったことを指摘する意見が数多く見られた。 

日本下水道事業団のマトリックス組織(ＯＢＳ)において、コンフリクト(Conflict)やデ

ィソシエーション(Dissociation)が見られなかったのは、①水平的コミュニケーションが

公式化されている ②プロジェクトマネジャーと専門設計課長の管理権限を可能な限り区

別することで、マトリックス組織における｢命令一元性の原理｣を実現していたからである。 

なお、ここでいうディソシエーション(Dissociation)とは、組織の各部門間の不適切な

統合から生じ、組織の技術プロセスのコントロールと調整を損なう状況を指している。②

については、ソ連のトラック製造企業である AvtoKamAZ において同じような組織的状況

が報告されていた(小田, 1987)。 

最後の(5)業務効率の向上については、｢意思決定や手続きの速さ｣や｢業務量(負荷)の増

減｣などが評価の対象となっていた。｢良くなった/少し良くなった｣が３６.１％→７２.

９％と倍増したうえ、｢悪くなった｣が１０.６％→０.８％に激減した(図５-６参照)。新制

度に慣れるまでの業務負荷が逓減し、プロジェクトマネジメントの効率性が実現するよう

になったことが窺える。加えて、ワークフローにおいて職責と役割を明確にし、プロジェ

クト業務と情報処理の手順を簡素化したことで、業務の効率性,専門性が向上したと感じて

いる職員がプロジェクトマネジメント･チーム以外にも多くいることが明らかとなった。情

報システム室が中心となって実施してきたリエンジニアリング活動の成果が生かされた結

果であると判断できる。 
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図５-６ 業務効率の向上の比較 

 

(Ａ) 2000 年 11 月 (Ｂ) 2002 年 11 月 
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５.５.３. 設定されたプロジェクトマネジメントの概念モデル 

本節では、事例研究から知り得た発見事実とこれまでの考察を踏まえて、第３章で提示

した概念枠組みを基礎にしたプロジェクトマネジメントの概念モデルを設定する。このモ

デルは、概念枠組みにあるＷＢＳ,プロジェクト,ＯＢＳの３つの要素にワークフロー

(Work Flow)を付け加えたものである(図５-７参照)。以下に、追加した構成要素の概念と

要素間の関係を示す矢印について説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-７ プロジェクトマネジメントの概念モデル 

 

〔１〕ワークフロー(Work Flow) 

ワークフローとは、プロジェクトマネジメントで実施するすべてのプロジェクト･スコ

ープとステークホルダー間の公式のコミュニケーション･チャネルをプロジェクト･ライフ

サイクルに則して表現した図式である。ワークフローでは、プロジェクトの立ち上げから

終結までをプロジェクト･フェーズごとに区分している。それぞれのプロジェクト･フェー

ズにおいては、プロジェクトマネジメント･チームのメンバーとＯＢＳの成員が担当するプ

ロジェクト･スコープを明記し、さらにそれらをミーティング,文書(資料)作成,ＰＭＩＳ操

作などの実務レベルのアクティビティ(イベント)で詳述している。 

それに対してコミュニケーション･チャネルでは、アクティビティの遂行に伴なう情報

処理活動を(1)報告 (2)連絡 (3)協議 (4)確認 (5)判断 (6)説明 (7)通知 (8)指示 (9)審

査 (10)承認 (11)依頼 (12)調整 に分けて記述している。これにより、プロジェクトに関

与するメンバーは、誰からどのような情報を受け取り、それをどのように処理して、どこ

  

ワークフロー ＷＢＳ 

ＯＢＳ 

プロジェクト 

[1] [7] 

[6] 

[4] 

[5]
[3][2] 

[1]スコープ定義 

[2]蓄積されたプロジェクト実績データ 

[3]進捗データの配付

[4]プロジェクトマネジメント･チームによるコントロール

[5]公式のコミュニケーション･チャネル 

[6]カレント･ベスト･プラクティス 

[7]プロシージャー･マニュアル 
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へ伝達すればよいのかを理解することができる。 

ワークフローはまた、メンバーがプロジェクトを通じて獲得した行動様式を明文化する

ことにより、それまで個人の暗黙知であったプロジェクトマネジメントのノウハウを｢組織

の知的資源｣として蓄積･共有することができる。 

 

〔２〕再定義した構成要素間の関係 

ここでは、上図に示した概念モデルの構成要素を結びつける矢印の意味について説明す

る。 

 

[1] スコープ定義 

スコープ定義においては当初の内容との差異はない。ただしプロジェクト･スコープの

語意には、(1)プロジェクトの成果物を生み出す作業 と(2)これらの作業を統合または調整

するマネジメント業務 の２つの仕事が併存していると考えられる。プロジェクトを立ち上

げる際には、プロジェクトの目的と最終成果物ならびに要求事項や制約条件を考慮したう

えで、プロジェクトの要素成果物とそれを創出するプロジェクト･スコープをＷＢＳ要素と

して定義する必要がある。 

 

[2] 蓄積されたプロジェクト実績データ 

ワークパッケージの完了時あるいはプロジェクトの終結時において、プロジェクトデー

タを保存･共有することである。そうすることにより、ワークパッケージ･レベルで類似す

るスコープの実績を参照することが可能となり、見積りの精度を向上させることができる。

またリニューアル(Renewal)に際しても、過去のリソース要件を知る手掛かりとなる。 

 

[3] 進捗データの配付 

進捗データの配付については、当初の定義と同意である。 

 

[4] プロジェクトマネジメント･チームによるコントロール 

これも基本的には、以前の内容と変わりはない。なお、プロジェクトとＯＢＳに架かる

矢印の両端に鏃が付いているのは、以前の枠組みにある｢プロジェクトを通じて獲得したノ

ウハウ｣で説明した行動事象が、ここで生起していると推考したからである。それに加えて、

プロジェクトマネジメント･チームのメンバーがステークホルダーと交流し、ＷＢＳ要素毎

にパフォーマンスを測定したデータに基づいて意思疎通をはかることで｢場｣が形成される

と考えられる。さらには、メンバー間の｢情報的相互作用｣を活性化することにより、プロ

ジェクト全体(マクロレベル)の情報が秩序化され、結果として組織全体としての協働が生

まれやすくなる。 
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[5] 公式のコミュニケーション･チャネル 

ＯＢＳ(マトリックス組織)の構造に起因する問題点として、二重の権限関係から生じる

組織内部の緊張関係が挙げられる。ワークフローでは、ＯＢＳの成員が当該プロジェクト

に関する活動を行なう際にはプロジェクトマネジャーに従属し、彼がプロジェクト以外の

活動を行なう場合には、職能部門長に属するという｢命令一元性の原理｣を適用することで、

コンフリクトの発生を未然に防いでいる。 

さらに、階層構造による垂直的コミュニケーション･チャネルに加えて、非公式である

ことが多かった水平的チャネルを公式化することにより、ＯＢＳ内の情報の整合性と処理

量を能率化するだけでなく、アクティビティ(イベント)間の調整を改善することができる。

またワークフローからＯＢＳへ向かう矢印は、マトリックス組織の編成後もプロジェクト

内外環境の変化に応じて公式の情報伝達ルートを変更できることを示している。 

 

[6] プロジェクトマネジメントのカレント･ベスト･プラクティス 

現時点における最も効果的･効率的なプロジェクトマネジメントの実践方法は、ワーク

フローに記録･蓄積されていることが事例研究から明らかとなった。ＯＢＳからワークフロ

ーへ向かう矢印は、個人の経験で積み重ねられたノウハウを組織の標準的なビジネス･プロ

セスとして定式化し、それらを組織の知的経営資源とすることでプロジェクトマネジメン

トの質の向上を図ることを意味している。 

 
[7] プロジェクトマネジメントのプロシージャー･マニュアル(Procedure Manual) 

ワークフローには、プロジェクト･フェーズごとに実施するアクティビティと情報処理

の手順が記載されている。プロジェクトマネジメント･チームのメンバーおよび母体組織の

成員は、それを参考にすることで自身の職位や権限に則して進行中のプロジェクトで担当

する職務を確認することができる。加えて、情報の伝達先を可能な限り明細にすることで、

成員間のコンフリクトを防除している。 

 

５.５.４. 研究課題４の論考から導出される仮説命題 

この論文の第４の研究課題は、｢ＷＢＳとＯＢＳのあいだには、その編成過程とコミュ

ニケーションの観点からどのような特徴があるのだろうか｣であった。そこで、ＯＢＳの組

織構造とコミュニケーションの観点からＷＢＳとの関連性について考察した。 

事例研究からは、ＷＢＳの階層とＯＢＳの階層構造がデータ授受の視点から整合するこ

とが確認できた。そこでは、各自が担当するＷＢＳレベルのデータを集計して、上位のＷ

ＢＳレベルで報告することになっていた。このようにＷＢＳの階層構造は、そこで管理す

るデータとそれを利用する職位を結び付けることができるということである。 

次に、既存研究からは、ステークホルダーとの意思疎通や情報伝達にＷＢＳを利用して

いたことが確認できた。そこでは、ＷＢＳはプロジェクトを遂行する組織内で利用するだ
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けでなく、組織間の情報伝達のためのツールとしても利用できるということであった。こ

れと同じようなことは、事例研究においても確認することができた。例えば、日本下水道

事業団のＷＢＳは、以下のような利用がなされていた。 

(1)プロジェクトの要素成果物とそれを生成するためのアクティビティとコストおよび

スケジュールを確認するための管理項目 

(2)プロジェクトマネジメント業務を支援するための情報のキャリアー 

(3)複数の外部組織のあいだで通用する共通言語 

 

日本下水道事業団では、プロジェクト情報を早く正確に伝達する目的から、プロジェク

トマネジメント･チームを起点とするステークホルダーとのコミュニケーション活動でＷ

ＢＳを利用していた。このことは、エクスターナルＷＢＳによるコミュニケーション･チャ

ネルの構築が、ＯＢＳを中心とするハブ･アンド･スポーク型で設計されることを示唆して

いる。 

｢プロジェクトを通じて獲得した知識がＷＢＳを介して組織に蓄積されるのか｣といっ

た問いについては、『ワークフロー』の比較分析と職員へのインタビュー調査から、そのよ

うな事実を確認することはできなかった。ワークフローに追記されていたのは、プロジェ

クトマネジャーがステークホルダーとの接触を通じて体得した行動様式であり、彼らはそ

れをプロジェクトマネジメントの知的資源として共有していた。このほか、プロジェクト

マネジメント導入の有効性を評価する社内アンケート調査からは、回答者の７割が｢コス

ト･スケジュールの把握｣や｢協定金額の見積り精度｣が改善されたと評価していた。このこ

とは、ＷＢＳの有効性を裏付けるものと理解できる。 

以上のことから、コミュニケーション･ツールとしてのＷＢＳの実用性においては、以

下のような仮説命題が導き出される。 

[1]ＷＢＳ要素で管理するデータとそれを利用するＯＢＳの職位を一致させておけば、組

織階層における情報処理の負荷を軽減することができる。 

[2]要素成果物の識別符としてＷＢＳ(コード)を利用すれば、ステークホルダー間の共通

言語として通用できるようになる。 

[3]エクスターナルＷＢＳによるコミュニケーション･チャネルの設計は、ＯＢＳを起点

とするホイール型もしくはハブ･アンド･スポーク型で構築するとよい。 

 

５.６. 複雑な仕事を分けるための簡単なルール 

本節における研究課題は、｢ＷＢＳはプロジェクトやＯＢＳの特性をどのように反映し

ているか｣である。５.４.において、ＷＢＳはプロジェクトの要素成果物を作製するのに必

要なリソースやアクティビティを定義し、それらを適切に管理するための仕事の枠組みを

提供することが明らかにできた。ここでは、ＷＢＳの構成要素を類別する基準を探索する

ことと、ワークパッケージを定義する指標を解明することを目指す。プロジェクトの最終
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成果物を細分化するルールとＷＢＳの階層構造との関係を理解する見識が提示できれば、

ＷＢＳの開発はより適確で簡易になると思われる。 

以下の項では、ＷＢＳの階層構造を規定する属性の観点から、プロジェクトを細分化す

るためのルールとＷＢＳ要素の抜け洩れを未然に防ぐ方法について考察していく。 

 

５.６.１. ＷＢＳの階層数を制約するもの 

５.５.２.で明らかにしたように、ＷＢＳはプロジェクトマネジャーとオーナーとのあ

いだで、プロジェクト･スコープの共通認識を深めるために用いられていた。そこでは、マ

スタースケジュールに記載されたワークパッケージごとにプロジェクトの対象施設とそれ

を建造するためのアクティビティ(工事),コストおよびスケジュールが明示されており、オ

ーナーはプロジェクト全体の概略を要素成果物と作業の視点から把握することができた。

このように、プロジェクトの進捗状況を地方公共団体に報告する業務形態を日本下水道事

業 団 で は ｢ オ ー ナ ー ズ Ｐ Ｍ ｣ と 称 し て い た 。 オ ー ナ ー ズ Ｐ Ｍ (Owner’s Project 

Management)とは、地方公共団体から委託を受けて、日本下水道事業団が下水道施設の

設計と工事の監督管理および維持管理などを代行するプロジェクトマネジメント(ＰＭ)の

形態を指している。それゆえ、日本下水道事業団ではＷＢＳを介してプロジェクトの進捗

状況を報告する経路によって、独自のプロジェクトマネジメント機構を構築していたとい

える。 

このほかには、ＪＳ標準ＷＢＳの階層は事業費の見積体系と一致していたことが挙げら

れる。４.２.４.においては、ＷＢＳの最下層である５～６レベルに調達もしくは外注する

役務や資機材の金額を入力することで｢見積項目明細仕様｣と称する詳細見積を完成させて

いた。そしてこれらを集計し、４レベルのパッケージで発生する間接費を加算したのが｢見

積項目明細｣であった。マスタースケジュールに記載されたワークパッケージごとの事業費

は、４レベルの見積項目明細に諸経費を加法して算定されたものであった。ＷＢＳの階層

数が積算細目と関連していることを窺わせる発見事実は、｢見積りの詳細のレベルは、正確

さとその金額への信頼を反映しており、ＷＢＳの階層数の視点から詳細事項が定義される

(11)｣という、Smith と Mandakovic(1985)の主張とも整合している。 

Prentis(1989)によると、｢もし、ＷＢＳのワークパッケージの数やレベル(階層)が充分

でないと、計画やコントロールが難しくなる。[……] 1)プロジェクトの複雑性や技術的な

要求が高まるほど、ＷＢＳの階層とワークパッケージの数が多くなる。2)プロジェクトの

コストや期間が増すほど、ＷＢＳの階層とワークパッケージの数が多くなる(12)｣という。

この引用は、｢ＷＢＳの階層数とワークパッケージの数は、プロジェクトの複雑性とその規

模(コストと所要期間)に比例して増加する｣ことを指摘している。それでは、このことは事

例研究で扱った｢ＪＳ標準ＷＢＳ｣にも当て嵌まるのであろうか。 

まず、プロジェクトの複雑性とは、プロジェクトで創出される成果物に必要な要素が複

雑に絡み合っている様相であり、プロジェクトの諸状況を事前に予測することが困難な状
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態を指している。そして、このような状態は程度の差こそあれ、どのプロジェクトにも共

通する性質であるといえる。その例として４.２.では、ワークパッケージに記載された事

業費の内容がプロジェクトの進捗にしたがって徐々に明確になる趣旨を、プロジェクトマ

ネジャーがオーナーに説明していた。プロジェクト案件から水や汚泥の処理方法を決定し、

設計図書を通じてそれらを制御する計測装置などの仕様が次第に明らかになる。これらの

細目は作業ＷＢＳのレベル６に網羅されているので、プロジェクトの複雑性や特殊性に応

じてパッケージ(ＷＢＳ要素)の数は増えても、ＷＢＳの階層数が増加するとは考えにくい。 

次に、プロジェクトの規模については、受託建設事業費と施設の供用が開始(通水)され

るまでの期間がこれに相当すると考えられる。下水処理施設の建設プロジェクトにおいて

事業費が多いということは、建造される施設の規模が大きく下水の処理量も多いことを意

味している。その結果として、調達される資機材と役務の数量やその種類が増え、それに

付随する生産財の調達計画や契約締結などの計画管理業務と、設計･工事管理に関する仕事

量も増加することが予想される。 

しかしながら、プロジェクトに投入されるリソースの数量は、設計図書や積算管理シス

テムで記録･保管されており、作業ＷＢＳにはそれを集計したコストしか入力されない。設

計業務と各種工事についても、外部の協力会社にアウトソーシングしたコストは管理して

いるが、それらの工程数までは把握していなかった。計画管理はＯＢＳの管理諸費として、

ワークパッケージではなく年度事業費に配賦されていた。したがって、リソースやアクテ

ィビティ(設計･工事)の種類が多様化してくると、それに対応するパッケージの数も増加す

るが、ＷＢＳの階層はそうならない。他方で、リソースの数量とアクティビティの所要期

間が増えた場合には、それらに該当するワークパッケージの金額およびスケジュールに反

映されるが、ＷＢＳの階層が増えることはなかった。このほか、建設工事における原価管

理や資金管理ならびに調達管理といった業務は作業ＷＢＳで定義されておらず、その業務

量が増えてもＷＢＳの階層数とワークパッケージ数には影響を及ぼさなかった。 

このように、事例研究からはプロジェクトの複雑性や技術的な要求、あるいはそのコス

トや期間といった要素はワークパッケージの増減に影響を及ぼしたが、ＷＢＳの階層数を

限定する要因とはならないことが判明した。 

 

５.６.２. プロジェクトの特性を示すＷＢＳの構成要素 

まず既存研究のレビューからは、プロジェクトを(1)機能またはプロセス (2)中間成果

物 (3)アクティビティ (4)ロケーション などの要素で分割していることが明らかとなっ

た。次に、５.４.３.では測定指標の観点から、要素成果物を完成させるのに必要なリソー

スとアクティビティがＷＢＳを構成することを示した。このように、ＷＢＳの作成はプロ

ジェクトの特性を理解したうえで、マネジメントの対象となるプロジェクトの構成要素を

選定している。その結果として、完成したＷＢＳの様式はプロジェクトマネジメントの手

法を考慮しながらも、どこかにプロジェクトの独自性を反映していると考えられる。本項
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では、ＷＢＳ要素を類別している属性に焦点をあて、この論文の研究目的のひとつである

プロジェクトの最終成果物を段階的に細分化する基準(The Principle of Decomposition)

の提示を試みる。 

 

〔１〕４つのＷＢＳのパターン 

１.１.２.において Turner が提示したＷＢＳは、｢ＷＢＳ＝ＰＢＳ×ＯＢＳ｣であった。

そこでは、プロジェクトの最終成果物を構成するすべての部品と材料を定義したＰＢＳと、

それらを創り出すスキルを定義したＯＢＳによってＷＢＳが開発できるとしていた。一般

的には、プロジェクトの構成要素を網羅しているとされるＷＢＳであるが、別の見方をす

れば、プロジェクトが成立する条件もまた、その階層構造の中に包含していることになる。 

例えば、Fleming と Koppelman(2000)によるプロジェクトの定義とは、｢ある特定の目

的達成のための一度限りの仕事を指す。明確な開始時期と終了時期を有し、目的達成のた

めの資源には限界がある(13)｣であった。これに３.１.２.で示した諸定義を加味すると、プ

ロジェクトとは、およそ次のような成立要件を備えていると考えられる。 

(1) 達成すべき目的がある 

(2) 独自性のある成果物を創り出す 

(3) 開始と終了の時期が明確である 

(4) 利用可能な資源に限界がある 

(5) 個人または組織によって実行される 

プロジェクトマネジメントを実践するには、プロジェクトで作成/使用するＷＢＳが上

記の条件を総て反映していることが望ましい。しかしながら、実際にはそうとは気付かず

にＷＢＳを作成しているプロジェクトが存在することも事実である。このような現状に際

して、米国防総省の“MIL-STD-499”, “MIL-STD-881A”, “MIL-HDBK-881”や米ＰＭＩによ

る“Practice for Standard Work Breakdown Structure”などのＷＢＳ適用のためのガイド

ラインでは、幾つかのテンプレートを例示して、独自のプロジェクトに適合するＷＢＳの

パターンを提供してきた。 

 

ＷＢＳの種類を分けるマトリックス 

ここでは Turner の推論をさらに発展させ、ＰＢＳとＯＢＳのどちらか一方、またはそ

の両方を確定することで編成されるＷＢＳについて考察してみる。プロジェクトの特性に

応じたＷＢＳのパターンが解明できれば、その構成要素を定義する上でも誤りのない属性

を選び出すことができると考える。そこで、ＷＢＳの様式とそれを適用するプロジェクト

のタイプを分類するために、次に定義するようなＷＢＳ参照マトリックスを作成した。 

ＷＢＳ参照マトリックス(WBS Referential Matrix)とは、⒳プロジェクトの完了に必要

とされる成果物の構成要素が明確に定義されているかどうか、と ⒴プロジェクトを遂行す

るための組織が編成されているかどうか  の２つの指標を対比させた行列である(図５-８
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参照)。これにより、４つのＷＢＳのパターンとそれを適用するであろうプロジェクトのタ

イプを類別することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図５-８ ＷＢＳ参照マトリックス 

 
以下に、各象限に位置するＷＢＳの定義について解説する。 

パターン‐１：リソース･ベースＷＢＳ(Resource Based Work Breakdown Structure) 

リソース･ベースＷＢＳが定義しているのは、最終成果物の構成要素とその実現に責任

を果たす要員である。言い換えると、これらは検証可能な独自の成果を創出するために必

要とされる物理的資源と人的資源ということになる。このため、プロセス探索型のＷＢＳ

と比べても、より具体的なインプット/アウトプット要素を扱うことができるし、プロダク

ト･ベースのＷＢＳよりも各スコープの所要時間と責任範囲を詳細に定義することができ

る。それゆえ、このＷＢＳの主要な役割とは、コストやスケジュールなどの指標を用いて

プロジェクト全体のボリュームを推算すると共に、投入されるリソースの処理状況を測定

することにあると考える。加えて、ＯＢＳ成員のスキルやノウハウを通じて、プロジェク

トの一部または全体を完成させるのに必要な作業の内容とその手順に関する情報を反映さ

せることも可能である。 

リソース･ベースのＷＢＳを適用するプロジェクトの特徴としては、成果物の構成要素

とそれを遂行する組織の両方が明確に定義されていることである。それゆえ、このＷＢＳ

は極視的なスコープのコントロールよりも、むしろリスク管理や成員間のコミュニケーシ

ョンを促進することで、プロジェクト全体の整合を図ることを目指していると考えられる。

具体的には、過去に類似する経験をしていたり、プロセスや条件などに共通する部分が多

い建設･改修工事などのプロジェクトがこれに該当する。 

 

パターン‐２：プロセス探索型ＷＢＳ(Process Sought Work Breakdown Structure)  

例えば、新型の兵器や薬品のように、これまでに無いまったく新しい製品や製法を実用

化するプロジェクトにおいては、当該分野に関連すると思われる知識や技術を有するか、

あるいはこれらを研究している人物を集結させ、彼らの交流を通してプロジェクトの目標

ないし成果品を達成する要素を特定していくことが行なわれている。 

 

ﾊﾟﾀｰﾝ 2 

ﾌﾟﾛｾｽ探索型 

ﾊﾟﾀｰﾝ 4 

ﾘｿｰｽ探索型

ﾊﾟﾀｰﾝ 3 
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これらを模索する手掛かりとなるのは、当事者の経験的事実から導き出される仮説や条

件であり、彼らはさまざまな方法を試すことによって｢何を(どのように)すればよいか｣を

確かめようとする。それゆえ、ＷＢＳ要素として最初に定義されるのは、プロジェクトを

成功に導くアクティビティやサブシステムであると考えられる。そこではまずＯＢＳの成

員がプロジェクトの最終成果物を実現するための大まかなフェーズやプロセスを思い描き、

それらを達成する一連の手続きや要員を特定していく。 

プロセス探索型のＷＢＳで明らかにするのは、スコープの開始･終了の時期(所要時間)

と担当責任者に加えて、それらから類推されるコスト見積りなどである。こうしたＷＢＳ

を用いるのは、プロジェクトを遂行するための組織は存在しているが、達成すべき成果物

やその構成要素が明らかでないプロジェクトである。一般的には、研究開発や情報システ

ム構築のような先例のない開発型のプロジェクトや、物資輸送などのプロセス指向のプロ

ジェクトが挙げられる。 

 

パターン‐３：プロダクト･ベースＷＢＳ(Product Based Work Breakdown Structure) 

プロダクト･ベースＷＢＳとは、プロジェクトを通じて獲得する“Product(産出物,製品,

成果)”の構成から、その完成に必要な資材や役務を定義した構造体である。このＷＢＳは

ＰＢＳを基にして作成するために、プロジェクトの成果物を構成する要素が最初から明ら

かなのが特徴である。しかしながらＯＢＳは定義されていないので、個々のスコープまた

はＷＢＳ要素に対して責任を負う人物や集団が割り当てられない。しかも、組織の情報伝

達経路をＷＢＳの階層構造に一致させることもできない。それゆえ、このＷＢＳは成果物

の完成に必要な労務や資材などの概算コストを算出するのに適していると考えられる。 

プロダクト･ベースＷＢＳは、達成すべき成果物の構成要素は明らかであるが、それら

を作製するための組織が定義されていないプロジェクトで用いられる。その例としては、

“MIL-HDBK-881”に示された｢発注契約｣を伴うプロジェクトや、技術的適格性を審査する

ために施工計画や技術資料の提出を事前に求める公共事業などのプロジェクトがこれに当

てはまる。このようにプロダクト･ベースＷＢＳは、あらかじめオーナー側が用意し、プロ

ジェクトの発注予定価格を見積るのに有用であると考える。 

 

パターン‐４：リソース探索型ＷＢＳ(Resource Sought Work Breakdown Structure) 

パターン４の状態は、プロジェクトと呼べる活動がまだ正確には定義されていない。す

なわち、プロジェクトの成果物とそれを達成する組織の両方が明らかでないカオスの状態

を指している。そこではまず、関係者のニーズや環境の変化などを捉えて、それを手掛り

にプロジェクトの目的またはゴールを定義することが求められる。これらはプロジェクト

の品質を評価する際の基準ともなりうる。さらに、プロジェクトの目的またはゴールに基

づいて成果物の構成要素を明確にし、プロジェクトの成立要件である所要期間とリソース

および遂行組織を整えなければならない。 
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このように、リソース探索型ＷＢＳは図５-８に描かれた矢印にしたがって、それを実

現するための成果物と遂行組織のどちらか一方、さらにはその両方を確定することにより、

隣接するＷＢＳに転化していくと考えられる。 

 
ＷＢＳのパターンからみた先行研究と日本下水道事業団の事例 

ここではＷＢＳ参照マトリックスを用いて、成果物の構成とそれらを完成させる組織の

両方、あるいはそのいずれか片方しか定義できないプロジェクトについて説明した。ここ

で示した各象限のＷＢＳのパターンは、その編成時に成果物の構成要素または遂行組織を

参照し、さらにはそれらを明確にすることで、最終的にはリソース･ベースのＷＢＳへと再

編されていくと考える(表５-１参照)。このことは、プロジェクト成立のための諸条件がプ

ロジェクトマネジメントの初期段階において確定されなければならないが、それらが徐々

に段階を追って詳細に定義されていく場合もあることを示唆している。 

表５-１ ＷＢＳパターンの変化 

プロジェクトのタイプ プロジェクト例 ＷＢＳパターンの変化(丸数字はﾊﾟﾀｰﾝを表わす)

成果物の構成要素とそれを実現する組織の両方が明確なプロジェクト 建築･改修工事 ① 

組織は編成されているが成果物とその構成要素が明らかでないプロジェクト 研究開発,情報システム構築 ②→① 

成果物とその構成要素は明らかだが組織が編成されていないプロジェクト 外部委託,公共事業 ③→① 

プロジェクトの成果物もそれを実現する組織も定義されていないカオスの状態 ― ④→②→① ④→③→① ④→①

 

加えて、これらの解説からは、Turner と Cochrane ならびに Lamers が論議するＷＢＳ

開発の要点を次のように整理することができる。まず Turner の持論であるが、これはプ

ロダクト･ベースＷＢＳ(パターン３)からリソース･ベースＷＢＳ(パターン１)への移行に

ついて語られたものであった。Turner と Cochrane は、プロセス探索型ＷＢＳ(パターン

２)とリソース･ベースＷＢＳ(パターン１)のあいだで議論を展開していた。これらに対す

る Lamers の見解は、プロダクト･ベースＷＢＳ(パターン３)を実施するためにＯＢＳを組

織するということであった。 

４.２.３.で示したＪＳ標準ＷＢＳにおいては、下水道施設の主要な建築物を分解した

(施設)ＷＢＳと、それらを建造する設計および建設工事などから構成される(作業)ＷＢＳ

を確認することができた。これらのＷＢＳを使用する日本下水道事業団のプロジェクトの

特徴は、成果物の構成要素は事前にある程度決まっているが、その製作を委ねる組織につ

いては入札後の契約締結まで確定することはない。それゆえプロジェクトの性質から判断

すると、パターン３のプロダクト･ベースＷＢＳが最も類似していると考える。 

このようにＷＢＳ参照マトリックスは、ＷＢＳの成立要件を理論的に整理してまとめて

いるが、実際的には幾つかの要素を組み合わせて使用しているケースもあるように、さま

ざまなＷＢＳの応用例が存在すると考えられる。 
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〔２〕ＤＯＷＢＳ 

標記にある“ＤＯＷＢＳ”とは、Rad(1999 a･b)が提唱した“Deliverable Oriented Work 

Breakdown Structure”のことである。Rad は、プロジェクトを分割し、ＷＢＳを展開する

基準として要素成果物(Deliverable)を挙げていた。ＤＯＷＢＳは、そのプロジェクトの(要

素)成果物から構成される｢成果物指向のＷＢＳ｣を意味している。 

要素成果物によるプロジェクトの分解基準は、さらに(1)製品 (2)機能システム (3)物

理的空間 に細分される。まず(1)製品による基準では、プロジェクトがそれを構成する個々

の明確なコンポーネントに分けられるケースに適用することができる。ここでいうコンポ

ーネントとは、ハードウェアやソフトウェア,コンクリート基礎などの生産財を指している。

(2)機能システム基準とは、電機システム,機械システムあるいは建造物の躯体といったプ

ロジェクトの成果物のインフラ的な側面に関係がある。(3)物理的空間の基準は、地理的あ

るいは要素成果物の物理的な配置を強調したものである。 

Rad によると、｢もしプロジェクトが成果物指向なら、プロジェクトの完了時には自動

車,航空機,建築物,組織構造あるいは設計図書のような他に類のない最終製品が顧客に引

き渡される。それとは対照的に、プロセス指向のプロジェクトは製材所,製油所,あるいは

汚染浄化プロジェクトのような繰り返しの多い活動である。こうしたケースにおいて、プ

ロジェクトは見積りやスケジュール作成の必要な目的物のチェックリストに似ている(14)｣

という。 

例えば、プロセス指向の分解基準が用いられるのは、そこで定義されるアクティビティ

の序列に依存関係などの普遍性･共通性があるのかもしれない。あるいは反復使用すること

で、個々のＷＢＳ要素の所要期間などが容易に算出できることが考えられる。上記の引用

からは、｢同じＷＢＳ要素が繰り返し使用できるか｣あるいは｢ＷＢＳを反復使用することに

より、そこで定義された要素が標準化されるか｣といった条件で、プロジェクトを細分化す

る基準が特定できるのではないかと考える。 

また、ＤＯＷＢＳは５.４.３.で提示したＤＢＳ(Deliverable Breakdown Structure)と

も異なるであろう。その理由は、Rad の次の記述に拠る。｢理想的には、ＷＢＳの最後の

１～２段までアクティビティやタスクをリストアップするのは避けたほうがよい。大事な

のは、プロジェクト生み出すコンポーネント,コンポーネントを作り上げるモジュール,モ

ジュールを作り出すユニットなどを表現することであろう(15)｣。このように、ＤＯＷＢＳ

はプロジェクトを構成するコンポーネントからモジュールに、モジュールからユニットに

細分したのちに、ユニットを作製するアクティビティないしはタスクを定義している。 

それに対して、ＤＢＳは最初にプロジェクトの要素成果物を定義して、それらを細別し、

最後は要素成果物を構成するパーツのような最小単位を定義する。そのために、ＤＢＳに

はアクティビティは含まれない。しかしながら、これらの構造に共通していたのは、プロ

ジェクトを分解する最初のステップが｢主要な構成要素｣であり、プロジェクトの進捗状況

を把握するには、それらが完成したことを確認すればよいのである。そこで〔２〕では、
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要素成果物に基づく要素分解の定式を示し、検討を加えることにする。 

 
〔３〕Ｏ‐Ｆ‐Ｉ Ｆｏｒｍｕｌａ 

〔１〕では、Rad によるプロジェクトの分解基準を検討し、ＤＯＷＢＳとＤＢＳに共通

する性質を明らかにした。ここでは、上記の発見事実を踏まえて、プロジェクトをより小

さな幾つかの部分に分けるための定則(Formula)について考えてみる。 

ＤＯＷＢＳやＤＢＳが最初にプロジェクトの要素成果物を識別し、それらを詳細に定義

していたことは、プロジェクトで達成される最終成果物が、どのような作業のアウトプッ

トから構成されているかを明示していたと解釈することができる。つまり、プロジェクト

を主要な要素成果物の視点から細別することは、プロジェクトで実行する作業のアウトプ

ットを定義していることになる。 

例えば、プロジェクトの最終成果物が航空機や乗用車のような工業製品であった場合、

それらの要素成果物には、躯体や内燃機関,制御装置といった物理的な工作物が当て嵌まる

かもしれない。また、事例研究においても、施設ＷＢＳは下水処理施設の建造物を類別し

ていたことが確認できた。したがって、プロジェクトの分解では、最初にプロジェクト(Ｐ)

の成果物を構成する要素成果物(Ｄ)を識別することになる。したがって、Ｐ＝(Ｄ1＋Ｄ2＋

Ｄ3＋ …Ｄn)で最初の要素分解が行なわれることになる(図５-９参照)。 

 

 

 

 

図５-９ 要素成果物(Ｄ)への要素分解 

 

そして、要素成果物(Ｄ1)もまた、幾つかの成果物(Ｏ)から構成されていると仮定すると、

その要素分解はＤ1＝(Ｏ1＋Ｏ2＋Ｏ3＋ …Ｏn)になる(図５-１０参照)。さらに成果物(Ｏ)

は、原材料(Ｉ)とそれを処理する役務(Ｆ)から作製される。ところが、ここでもしＤＯＷ

ＢＳを適用するのであれば、ＤＯＷＢＳはタスク,アクティビティである(Ｆ)しか定義でき

ない。他方で、ＤＢＳを準用してもリソース(Ｉ)のみを識別することになる。 

 

 

 

 

 

 

図５-１０ 成果物(Ｏ)への要素分解 
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そこで、(Ｉ)と(Ｆ)の両方を標記するのであれば、Ｏ＝Ｉ×Ｆで表わすことができるで

あろう。その場合、(Ｏ1)を作製するのはＯ1＝(Ｉ11×Ｆ1)＋(Ｉ12×Ｆ1)＋ …(Ｉ1n×Ｆ1)と

なる。そして、この式に遵って思量するのであれば｢成果物(Ｏ)を作製するには何が(Ｉ)

必要で、そしてどのようにすれば(Ｆ)よいか｣と考えるであろう。そこでは、成果物の完成

に必要なリソースが既知であるか、あるいはそれらをマネジメントすることに関心がある

のかもしれない。それに対して｢成果物(Ｏ)を作製するにはどうすれば(Ｆ)よいか、そして

そのためには何が(Ｉ)必要か｣と考えるのであれば、上式はＯ1＝Ｆ1(Ｉ11＋Ｉ12＋Ｉ13＋ …

Ｉ1n)とする方がよいであろう。ここでは、成果物を完成させるためのアクティビティの内

容やその序列に関心があり、そこから必要なリソースを類推しているのかもしれない。 

しかしながら、成果物(Ｏ)の要素分解を図示するのであれば、アウトプット(Ｏ)からそ

れを生成するファンクション(Ｆ)、そしてそれに必要となるインプット(Ｉ)という思考の

流れをした方が、実際的かつ論理的であると考える(図５-１１参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１１ ファンクション(Ｆ)およびインプット(Ｉ)への要素分解 

 

これらに対して、プロジェクトの最終成果物が自然環境の修復や都市生態系の調査のよ

うなサービスや検証可能な成果であった場合には、そこでの要素成果物は一連の手続きや

プロセスといった諸活動になるかもしれない。そして、これらは Rad が指摘するような｢プ

ロセス指向のプロジェクト｣ということになる。それでは、プロセス指向のプロジェクトに

おいても、上記の要素分解のロジックは通用するのであろうか。 

プロセス指向のプロジェクトの場合、要素成果物に相当するのはプロジェクトを構成す

るファンクション(Ｆ)であると考える。もちろん、物理的な成果物を提示することも可能

である。その場合は、上記と同じ手順で要素分解をするとよい。しかしながら、物理的な

成果物を列挙しないのであれば、プロセス指向のプロジェクトの要素分解はＰ＝Ｆ1(Ｉ11

＋Ｉ12＋Ｉ13＋ …Ｉ1n)＋Ｆ2(Ｉ21＋Ｉ22＋Ｉ23＋Ｉ24)＋ …Ｆn(Ｉn1＋Ｉn2＋Ｉn3)で表現され

る。ここでは、プロジェクト自体がアウトプットでもあり、思考としては｢プロジェクト(Ｐ)

を完了させるにはどうすれば(Ｆ)よいか、そしてそのためには何が(Ｉ)必要か｣となるであ
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ろう。これを図示すると図５-１２のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１２ プロセス指向の要素分解 

 

以上のことから、プロジェクトを細分化する定則は、次のようになると考える。 

(1)プロジェクトの要素成果物を識別する。 

(2)要素成果物を生成するアクティビティを定義する。 

(3)アクティビティに要する(要素成果物の完成に必要な)リソースを特定する。 

 

５.７. ＷＢＳにおけるワークパッケージ選定の課題 

既存研究からは、ＷＢＳがプロジェクトに必要な作業を包含し、それらは作業計画や予

算編成に利用されていることが読み取れた。また、ワークパッケージは作業と責任の範囲

を設定し、スケジュールで管理され、完成時の基準を備えていることが理解できた。しか

しながら、これらの研究においては、作業遂行の責任を特定のワークパッケージに割り付

けることは言及していたが、定義したワークパッケージが遂行上、適正な規模かどうか、

あるいはそれらに抜け洩れがないかを識別する有効な方法は示されていなかった。その結

果、ＷＢＳによるワークパッケージの選定が、プロジェクト計画の策定やライフサイクル

の展開とうまく適合せず、必然的に実行段階でのスコープやリソース配分の変更を余儀な

くされるという可能性を否定できないでいる。このように、ＷＢＳに依るこれまでの要素

分解だけでは、どのワークパッケージが進捗管理上、クリティカルとなるのか不明である

ことが問題である。そこで本項では、プロジェクト･ネットワーク技法をＷＢＳの作成過程

に適用することが、上記の状況を改善するのに有効であることを提案する。 

 

５.７.１. プロジェクト･ネットワーク技法とネットワーク･ロジック 

プロジェクトとは、明確な開始時点と終結時点をもち、ある一定の期間内に独自の製品

またはサービスを創出するアクティビティの集合体である。プロジェクト･ネットワーク技

法(Project Network Techniques)は、プロジェクトで実施するすべてのアクティビティの

相互関係(論理的順序)を定義することで、アクティビティ(毎)の開始時点と終結時点を明

らかにする。プロジェクト･ネットワーク技法とは、プロジェクトを構成するアクティビテ
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ィ(活動)とその実施手順をアロー(矢印)とノード(結節)によって表現したネットワーク状

のプロジェクト工程計画手法である。 

 プロジェクト･ネットワーク技法には、次のものが挙げられる。１９５７年のソ連による

人類初の人工衛星打上げ成功や冷戦構造下のミサイルギャップ論争を背景にした｢ポラリ

ス潜水艦発射式弾道ミサイル｣の開発プロジェクトに際して、１９５８年に合衆国海

軍,Lockheed社,Booz, Allen & Hamilton社らによって共同開発されたプロジェクト計画･

管理手法がＰＥＲＴ(Program Evaluation and Review Technique)であった。ＰＥＲＴに

は、開発当初より日程管理を中心に行なうＰＥＲＴ/ＴＩＭＥと、１９６２年に空軍で提唱

された予算管理を専門とするＰＥＲＴ/ＣＯＳＴおよび、モンテカルロ法によるネットワー

ク計算により、あらゆる確率分布での所要期間の算定が可能な確率ＰＥＲＴ(Probabilistic 

PERT)の３つが存在した。それに対してＣＰＭ(Critical Path Method)は、化学プラント

設計･建設を目的として DuPont 社の M. R. Walker と Reminton Rand 社の J. E. Kelley Jr.

らが中心となって開発し、ＰＥＲＴ開発よりも１年早く実用化されていた。これらの技法

によるネットワーク図の作成は、一般にアロー･ダイアグラム法(Activity-On-Arrow)と呼

ばれている。 

１９６４年に世界で初めてＩＣ(集積回路)を搭載し、複数のプログラムを同時処理でき

るＯＳを備えたメインフレーム･コンピューター｢ＩＢＭ システム３６０｣に使用されてい

たのが｢システム３６０ プロジェクト･コントロール･システム｣であった。同システムは、

｢複数の依存関係を取扱い、『プレシデンス･ネットワーク[Precedence Network]』または

『プレシデンス･ダイアグラム[Precedence Diagram]』という名称が使われていた(16)｣と

いう。それ以前には、｢Mons. B. Roy により考案された、最初のノード･ダイアグラム法で

ある『ポテンシャル法[Method of Potential]』がある(17)｣のみであった。１９６６年には

A. A. B. Pritsker によってＧＥＲＴ(Graphical Evaluation and Review Technique)が発

明された。この技法は、ネットワーク･ロジックと作業の所要期間に確率変数を用いること

ができるため、プロジェクトの達成過程を確率的に分析することが可能である。 

プロジェクト･ネットワーク技法は、プロジェクトで実施するすべてのアクティビティ

間の論理的依存関係を明らかにすることで、アクティビティ毎の開始時点と所要期間を設

定することができる。したがって、プロジェクト全体の期間は、ネットワーク図によるア

クティビティの序列と所要期間によって算定することができる。アクティビティの序列は

ネットワーク･ロジックによって決まり、ネットワーク･ロジックはプロジェクト･ネットワ

ーク技法によって異なる。 

ここでいうネットワーク･ロジック(Network Logic)とは、プロジェクトを構成している

アクティビティ間の依存関係のことである。アクティビティ間には、例えば｢後工程が成果

物を創出するのに必要な成果物を前工程が生成する｣というような従属関係が存在する。こ

うしたアクティビティ間の依存関係には (1)強制依存 (2)任意依存 (3)外部依存があり、

このうち、プロジェクト･ネットワーク図の作成には (1)強制依存が適用される。強制依存
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(Mandatory Dependencies)とは、物理的な制約条件などによりアクティビティ間の序列

が決定してしまうロジックのことを指す。例えば、ポテンシャル法は、ひとつのロジック｢ア

クティビティの開始はその先行アクティビティの開始に依存している｣しか持たない。それ

に対して、プレシデンス･ダイアグラム法(Precedence Diagram Method)は、表５-２で示

すように (A)終了－開始関係(Finish-to-Start) (B)開始－開始関係(Start-to-Start) (C)

終了－終了関係(Finish-to-Finish) (D)開始－終了関係(Start-to-finish)の４つの依存関

係を取り扱う。さらに、プレシデンス･ダイアグラム法(以下､ＰＤＭと略称する)のネット

ワーク･ロジックは、後続するアクティビティの開始を遅らせる(Lag)ことや、その開始を

前倒しする(Lead)こともできる。 

表５-２ ネットワーク･ロジックの種類(ＰＤＭ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Lockyer and Godon(1996)に加筆して一部変更  

 

ＰＥＲＴならびにＣＰＭのロジックは、基本的に｢後続するアクティビティは、先行す

るアクティビティが完了してからでないと開始できない｣のみである。ＧＥＲＴについては、

ネットワーク･ロジックが確率的で他の４つの技法とは異なるため、本項では取り扱わない

ことにする。 

加えて、ＰＥＲＴやＣＰＭを描画するアロー･ダイアグラム法には、｢並行して行なう複

数のアクティビティは同一の開始･終了ノードを使用することができない｣や、｢後続するア

クティビティの遅延開始が記述できない｣など、ネットワーク図を記述する上での制約が存

在する。そこで、ネットワークを構成するアクティビティの論理的順序を正確かつ完全に

記述するために、ダミー･アクティビティを使用することがある。  

ダミー･アクティビティ(Dummy Activity)とは通常、時間や資源を必要とせず、アクテ

ィビティ間の依存関係を補整するために描く破線の矢印のことである。これには[1]恒等ダ

ミー(Identity Dummies) [2]論理ダミー(Logic Dummies) [3]乗り継ぎ時間ダミー

(Transit Time Dummies) の３種類があり、そのそれぞれが｢アクティビティは、その依

存している他のアクティビティの終了ノードから出てくる、という基本的な依存関係のル

ールに常に従う(19)｣のである。 

 

Ａ Ｂ 
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Ｂ 
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Ａ Ｂ 

(Finish-to-Start) 
ＦＳ

(Start-to-Start) 
ＳＳ

(Finish-to-Finish)
ＦＦ

(Start-to-Finish) 
ＳＦ

先行作業Ａが開始すれば､後続作業Ｂも開始できる 

先行作業Ａが終了すれば､後続作業Ｂは開始できる

先行作業Ａが終了すれば､後続作業Ｂも終了できる 

先行作業Ａが終了すれば､後続作業Ｂは終了できる

説 明記 号アクティビティ間の依存関係
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ＷＢＳとプロジェクト･ネットワーク技法の整合性を保つには、ダミー･アクティビティ

を使用しないネットワーク図の作成が要求される。その理由は、ＷＢＳにはダミー･アクテ

ィビティを表現する方法がないからである。その一方で、ポテンシャル法とＰＤＭはこの

条件に適ったプロジェクト･ネットワーク技法であるといえる。なぜならノード･ダイアグ

ラム法は、アクティビティの開始と終了を示す結合点を備えていないため、ダミー･アクテ

ィビティを必要としないからである。他方で、アロー･ダイアグラム法においても、ノード

の配置を工夫したり、アクティビティをさらに分割することでダミーの発生を防ぐことが

考えられる。 

 

５.７.２. アクティビティの共有化 

プロジェクト計画を策定する目的は、日程および発生コストに留意しながらアクティビ

ティやリソース配分の負荷を均し、定められた期間内にプロジェクトで定義されたすべて

の要素成果物を完成させることである。そのためには、要素成果物の完成に要するアクテ

ィビティの順序,所要期間および資源要件の分析が必要となる。アクティビティの序列を設

定し、所要期間を算定するには、実施するすべてのアクティビティを列挙したプロジェク

ト･ネットワーク･ダイアグラム(Project Network Diagram)の作成が欠かせない。 

一方、ＷＢＳの階層構造では、進捗管理の視点からアクティビティの選定を行なうこと

が難しい。そのうえＷＢＳによる要素分解は、個々に分けたエレメントを階層ごとに並べ

ていくために、それらの抜け落ちがあっても気付かない場合がある。そこで、プロジェク

トで実施するアクティビティをワークパッケージとして定義したのち、それらをプロジェ

クト･ネットワーク･ダイアグラム(以下､ＰＮＤと略称する)上で展開することを提案する。

すなわち、ＰＮＤの作成に欠かせないネットワーク･ロジックをＷＢＳの作成にも適用する

ことにより、その依存関係からワークパッケージの欠落を確認することができると考える。

そのためには、ＷＢＳのワークパッケージとＰＮＤ上のアクティビティが、同一の内容で

あることを識別できるようにしておくことが重要である。例えば、ワークパッケージとＰ

ＮＤ上のアクティビティに共通の識別符を付ける。あるいはＷＢＳ要素(四角い箱)を、上

述したノード･ダイアグラム法のノードと一致させておくことも一つの方法である。 

なお、加藤(1964)は“DOD and NASA GUIDE -PERT/COST-”の一部を紹介し、ワーク

パッケージが幾つかのアクティビティによって構成されるとしている。そこではワークパ

ッケージがコスト集計および配賦の単位となり、アクティビティは所要時間の見積りに用

いられていた。このことから“DOD and NASA GUIDE -PERT/COST-”では、アクティビ

ティの上位概念にワークパッケージが位置することになるが、本論ではワークパッケージ

とアクティビティが等しいものとして取り扱っている。この点は、加藤の用語の使用と異

なっている。 

ＰＮＤによってＷＢＳ上のアクティビティ(ワークパッケージ)の遂行順序を定め、その

所要期間を算定することが出来るようになれば、処理時間に応じた要員配置やリソースの
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配分を検討することが可能となるであろう。 

 
５.７.３. ＷＢＳ開発におけるＰＮＤの適用事例 

ここでは、ＷＢＳの作成過程にＰＮＤを適用した事例を紹介する。その対象となったの

は、早稲田大学アジア太平洋研究センターが主催した産学協同研究会の報告書作成プロジ

ェクトであった。プロジェクトの内容は会の研究成果を編集して報告書にまとめ、それを

１４４名の関係者に配布するというものであった。そのための期間は２ヶ月で、プロジェ

クトの開始日は２００２年３月８日であった。このプロジェクトは最終的に、大学側の校

正作業に予定より１日多く費やしただけで成功裏に終了することができた。 

プロジェクトの実施にあたり、われわれはまずＷＢＳを用意した。また、プロジェクト

全体の成果物を｢関係者の元に届いた報告書｣と定義した。そのためにＷＢＳの階層は、レ

ベル１からレベル４までが報告書の具体的な要素成果物となっている。また、レベル５に

相当するワークパッケージは、ＰＮＤ上で同時展開することを考慮して、レベル４の要素

を生成するためのアクティビティとした(図５-１３参照)。 

 

 

 

 

 

 

 Murai(2002)を一部変更  

図５-１３ ワーク･ブレークダウン･ストラクチャー 

 
個別に独立したワークパッケージの表示では、互いの依存関係が判り難い。そのことが

抜け漏れのないワークパッケージの選定を困難にしているのではないかと考えられる。そ

こでレベル４の構成要素は、ワークパッケージ間の依存関係に焦点をあてて定義すること

にした。このことについて詳述すると、あるワークパッケージの成果物(アウトプット)は

別のワークパッケージ遂行に必要なインプット要素であり、そのワークパッケージで生成

されたアウトプットもまた、他のパッケージのインプットとなる。すなわち、レベル４の

ＷＢＳ要素は、下位にあるワークパッケージのプロセスの結果、生じた産出物であると同

時に、そのパッケージと従属関係にある別のワークパッケージのインプット要素となる。 

例えば｢章立て｣のアウトプット(成果物)は章題や頁数であり、それらは｢執筆依頼｣のた

めのインプット情報となる。｢執筆依頼｣のアウトプットは依頼状となり、｢執筆｣活動を始

めるのに必要なインプットとなる。｢執筆｣によって生じた原稿は｢校閲｣のインプットとし

て使われる(図５-１４参照)。 
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Murai(2002)を一部変更  

図５-１４ ＷＢＳ要素の依存関係 

 

このように、ワークパッケージの成果物(アウトプット)を通して、どのパッケージ同士

が従属関係にあるのかを知ることで、それらに抜け漏れがないかを識別することができる

と考える。ワークパッケージの名称については、品詞の語基に接尾辞｢…する｣を付すこと

により、その表現を名詞から動詞に変換できるようにした。そうすることにより、ワーク

パッケージの内容がインプットをアウトプットに変換する作用や動作であることを表わす

ことができると考えたからである。 

椎野(1980)は、４６ヶ所もの壁式プレキャスト鉄筋コンクリート住宅の建築現場を調査

し、各現場の工程表をもとに単位工程の先行‐後続関係を集計した｢工事別先行マトリック

ス｣を作成している。椎野は、各現場の作業工程を比較し、基準となる工程表を定めるのに、

このマトリックスを利用した。そこで筆者は、ワークパッケージの抜け洩れを調べるため

に、このマトリックスを応用して｢ワークパッケージ先行マトリックス(Work-package 

Precedence Matrix)｣を作成した(図５-１５参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１５ ワークパッケージ先行マトリックス 
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このワークパッケージ先行マトリックス(以下､ＷＰＭと略称する)は、プロジェクトで

遂行するアクティビティをワークパッケージとして縦列に並べ、それに後続するワークパ

ッケージを図上に示している。例えば、ワークパッケージ｢Ｍ-印刷｣に後続するのは｢Ｏ-

製本｣であり、それに続くのは｢Ｐ-ナンバリング｣である。さらに｢Ｐ-ナンバリング｣に続く

パッケージを辿ると｢Ｑ-搬入｣が当てはまり、その直後には｢Ｒ-封入｣が納まる。このよう

に、ネットワーク･ロジックによって後続するワークパッケージの序列に中断があるか否か

を調べることで、ＷＢＳの開発時に抜け落ちたワークパッケージを補完することができる

と考える。また、ワークパッケージ担当者の理解を容易にするために、アクティビティ間

の依存関係は、終了‐開始関係(Finish-to-Start)のみとした。 

ＷＢＳとＷＰＭによって補完されたワークパッケージは、さらにＰＮＤによって遂行順

序と所要期間に齟齬が無いように検討された(図５-１６参照)。１９あるワークパッケージ

は筆者を含む８人の担当者によってマネジメントされることになった。われわれは、後工

程の開始日に配慮しながらパッケージ内の詳細業務を裁量し、必要なリソースを各自で確

保することにした。なおかつ、必要なリソースと投入時期を事前に確認していたので、結

果的にそれらの不備が起こることはなかった。 

 

 

 

 

図５-１６ ワークパッケージのネットワーク展開 

 

５.７.４. ＰＮＤによるスケジューリング 

プロジェクトの期間は、そのプロジェクトが最短で終了できる期間を指し、最早終了時

点が最大値のアクティビティによって決まる。それにはＰＮＤ上にあるすべてのアクティ

ビティの最早開始時点を明らかにしなければならない。アクティビティの最早開始時点

(Earliest Start Time)と最早終了時点(Earliest Finish Time)を算出する方法を、前進時

間計算(Forward Pass)という。前進時間計算は、アロー･ダイアグラム法およびノード･

ダイアグラム法の両方で使用することができ、次の式で表わされる。 

最早終了時点(EFT) ＝ 最早開始時点(EST) ＋ 所要期間(D) 

 プロジェクト期間を算定する前に、まずネットワークを構成している各アクティビティ

の所要期間を見積らなければならない。ＰＮＤではアクティビティの作業量を所要期間で

表示する。見積りにあたっては、アクティビティ毎のリソース要件の分析が欠かせない。

Whitehouse と DePuy(2001)は、現実的なケースではプロジェクトのスケジュール作成問

題はリソース制約を含んでおり、こうしたリソースの分配によってプロジェクト･スケジュ

ール作成の手順はさらに複雑になっているという。彼らはその問題を解決するために、ブ

ルックス･アルゴリズム(Brooks Algorithm)を適用することを提案した。作業遂行要員の
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熟練度や機材の性能など、推算に影響を及ぼす因子には数限りがないが、同種のアクティ

ビティ毎に生産効率に関するデータを記録しておけば、所要期間の推定は精度の高いもの

となるであろう。したがって、ＷＢＳおよびＰＮＤのアクティビティは、過去のデータ分

析や進捗状況の追跡が可能なように作業内容を検討し、分類しておくことが望ましい。し

かしながら、測定データや過去に類似するアクティビティが無い場合には、所要期間の見

積りはＰＥＲＴと同様、a(楽観値) m(最可能値) b(悲観値)の３点で見積り、加重平均値

(te)＝(a＋４m)＋b /６で所要期間を算定するとよい。所要期間の見積りは、アクティビ

ティの不確実性と関連があるものと考えられる。 

１９５０年代後半に登場したプロジェクト･ネットワーク技法は、アクティビティのス

ケジューリングを可能にしたばかりでなく、プロジェクトの工程計画にクリティカル･パス

の概念をもたらした。クリティカル･パス(Critical Path)とは、プロジェクトにおいて最

も所要期間のかかるアクティビティの連鎖を指し、ＰＮＤを用いてこれを確認することが

できる。クリティカル･パスを識別するには、ＰＮＤ上でアクティビティの実施順序を逆に

たどり、アクティビティ毎の最遅開始時点(Latest Start Time)を算定しなければならない。

このように、プロジェクトの最終日からネットワーク･ロジックに沿って逆方向に計算する

ことを、後退時間計算(Backward Pass)という。最遅開始時点(LST)については、ネット

ワーク･ダイアグラム法のノードの表記に違いがあることから計算方法が異なる。ただし、

両技法とも複数のアクティビティによる依存関係については、最遅開始時点(LST)が最小

値となるアクティビティに依存している。また、クリティカル･パスを形成するアクティビ

ティには総余裕がない。総余裕(Total Float)とは｢全プロジェクト期間に影響を及ぼすこ

となく、アクティビティが延長もしくは遅延できる期間(18)｣を指し、以下の式で表わすこ

とができる。 

総余裕(Total Float) ＝ 最遅終了時点(LFT) － 最早開始時点(EST) － 所要期間(D) 

最遅終了時点(LFT) ＝ 最遅開始時点(LST) ＋ 所要期間(D) 

よって、総余裕(TF) ＝ 最遅開始時点(LST) － 最早開始時点(EST) となる。 

Spencer と Rahbar(1989)は、ＣＰＭがスケジュール･パフォーマンスを評価するための

視点を備えているとしたうえで、ＣＰＭ計算と資源の平準化プロセスから得られるスケジ

ュール分析を、肯定分析,比較分析,感度分析,仮定分析,影響分析,予測分析に分類していた。

ネットワーク図を構成するアクティビティの中には、実施段階において遅延や延期が許さ

れないアクティビティの連鎖(クリティカル･パス)が存在する。クリティカル･パス上にあ

るアクティビティは、クリティカル･アクティビティ(Critical Activity)と呼ばれ、所要期

間内にすべての処理を終えなければ、依存関係にある後続のアクティビティやプロジェク

ト全体の完了に影響を及ぼすことになる。その例として、図５-１７は５.７.３.で示した

プロジェクトにおいて、ＰＤＭを適用してクリティカル･パスを計算したものである。また、

表５-３にある総余裕(Total Float)０のアクティビティＡ-Ｂ-Ｆ-Ｇ-Ｈ-Ｉ-Ｍ-Ｏ-Ｐ-Ｑ-

Ｒ-Ｓが、クリティカル･アクティビティとなる。 
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出所：Murai(2002) “A Study on the Role of Network Logic in Work Breakdown Structure” 

図５-１７ ＰＤＭによるクリティカルパスの算出 

 
表５-３ ＰＮＤによるアクティビティ一覧 

出所：Murai(2002) “A Study on the Role of Network Logic in Work Breakdown Structure” 

 
アクティビティが所有する余裕(Float)には、総余裕(Total Float)と自由余裕(Free 

Float)がある。Tomes と Hayes(1989)はアクティビティ間の４つの新しい関係を定義し、

最早開始時点(EST)と最遅終了時点(LFT)および所要期間(D)のみを用いて、総余裕と自

由余裕の算定を行なっていた。しかしながら、自由余裕のないアクティビティを特定する

意義については言及していなかった。自由余裕には、クリティカル･アクティビティも含ま

れるが、表５-３のアクティビティＪやＫのように、クリティカル･パス上になくとも所要

期間に余裕のないアクティビティが存在する。この論文では、これをクリティカル･アクテ
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ィビティと区別する。そこで自由余裕だけがないアクティビティを｢クリティカルに次いで

重大な｣という意味で、クルーシャル･アクティビティと呼ぶことにする。クルーシャル･

アクティビティ(Crucial Activity)とは、見積られた所要期間を過ぎて終了すると、依存関

係にある後続のアクティビティの開始が遅延するアクティビティのことをいう。クリティ

カルおよびクルーシャル･アクティビティは、ネットワーク図上で識別することができても、

ＷＢＳによる作業分解だけではその判別が難しい。それゆえ、ＷＢＳで定義するワークパ

ッケージをネットワーク図上で展開できるようにしておけば、クリティカル･アクティビテ

ィやクルーシャル･アクティビティを指定することができる。さらに、これらのアクティビ

ティに対してリソースの追加配分や並行処理を行なうことで、その遂行と処理時間を調整

することが可能となる。加えて、ワークパッケージの総コストをアクティビティに配賦す

ることにより、ＥＶＭ(Earned Value Management)による進捗測定の可能性がでてくる。 

このように、プロジェクト･ネットワーク技法は、その独自のネットワーク･ロジック(論

理的依存関係)によって、プロジェクトで遂行するアクティビティの順序を定義していた。

すなわち、アクティビティ相互の従属関係がプロジェクトで必要とされるアクティビティ

を選定し、それらの抜け洩れを未然に防ぐ役割を果たしていたといえる。それゆえ、ワー

クパッケージで定義したプロジェクトのアクティビティをＰＮＤ上で同時展開することが

出来れば、そのネットワーク･ロジックからＷＢＳ上のワークパッケージの欠落を確認する

ことができる。また、作業遂行時間に余裕のないワークパッケージを特定することで、こ

れらに対して適正なリソース配分や並行処理が検討できると考えられる。 

 

５.８. ＣＲＳＣ (Cost Responsibility System Cube) 

プロジェクトを細分化するための定則(O-F-I Formula)においては、プロジェクトの要

素成果物を完成させるのに必要なアクティビティとリソースを特定することで、マネジメ

ントの対象となる構成要素を識別できることを示した。さらに５.７.では、ＷＢＳで定義

したアクティビティをＰＮＤ上で同時展開することにより、アクティビティ間の依存関係

からワークパッケージの欠落を確認することを提案した。この項では、これらの着想に立

脚してＣＲＳＣと称するＷＢＳの概念図を示し、その構成要素と適用範囲について解説す

る。事例研究では、日本下水道事業団が開発した｢ＪＳ標準ＷＢＳ｣の要素分解の基準を４.

２.３.に例示した。ここでは、そこに記載された｢ポンプ場｣のＷＢＳ要素を対象として、

５.６.２.で提示した定則(O-F-I Formula)を適用してみる。 

そこでまず、プロジェクトの完了時に引き渡される最終成果物を｢ポンプ場｣とし、これ

をＷＢＳの最上位に定める。ポンプ場(B)は、さらに(B1)用地関連 (B2)共通施設 (B3)

排水施設 などの要素成果物に類別できるので、これらをＷＢＳのレベル２で定義する。そ

して、(B3)排水施設は、(B31)流入渠施設 (B32)沈砂池施設 (B33)雨水ポンプ施設 (B3E)

放流渠施設 (B3F)吐口施設 (B3Z)排水施設 に区別され、これらはＷＢＳのレベル３に割

り当てる(図４-１０参照)。 
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汚水や雨水は、管渠の高低差(自然流下)を利用して終末処理場まで運ばれるために、地

中に埋設した管渠(下水道管)は下流へ行くにしたがって地表から深くなり、その直径も大

きくなる。管渠がある程度の深さになると、ポンプで下水を汲み上げる必要性が生じるた

め、終末処理場までの中継地点にポンプ場を建設することになる。そして、ポンプ場(沈砂

池施設)を建設するためには、(1)現地調査 (2)基本設計 (3)詳細設計 (4)土木工事 (5)建

築工事 (6)機械設備工事 (7)電気設備工事 などのプロジェクト･プロセスが必要となる。

そこで、これらの工程をレベル４に配置することにする。 

レベル４で定義された(3)詳細設計は、レベル５において新設,増設,更新 などのプロダ

クト･ライフサイクルで区分けされ、さらにレベル６で専門分野毎のアクティビティに細別

される。レベル７になると、アクティビティ遂行に必要となる構造計算や図面作成などの

調達項目が定義される。ＪＳ標準ＷＢＳによる細目の定義は、レベル７でひとまず終了し

ているが、外部から調達するリソースの品目(構造計算書,平面図)を詳細にするのであれば、

レベル８が適当であると考える。 

他方で、(6)機械設備工事もまた、レベル５で新設,増設,更新,改良 のプロダクト･ライ

フサイクルに区分したのち、レベル６において｢機械設備機器作製･搬入｣などのアクティビ

ティを定義している。さらにレベル７では、汚水ポンプ,ポンプ吊上機,スクリーン･ユニッ

トなど資機材(リソース)を特定する。ＪＳ標準ＷＢＳでは、レベル７を｢見積項目明細仕様｣

として使用しているため、細分化のレベルはここで終了している。しかしながら、実際に

購入する建設資材や機械装置を明確にするには、さらにレベル８が必要となるであろう。

最後に、ＷＢＳ要素の選定例を示すと、以下のようになる。 

ＷＢＳレベル            記載事項(Description) 

レベル１  プロジェクトの最終成果物  [ポンプ場] 

レベル２  プロジェクトの要素成果物  [排水施設など] 

レベル３  レベル２の構成要素     [沈砂池施設など] 

レベル４  プロジェクト･プロセス    [設計･工事など] 

レベル５  プロダクト･ライフサイクル  [新設,更新,改良など] 

レベル６  アクティビティ       [土木詳細設計など] 

レベル７  外部調達するリソース項目  [図面作成,汚水ポンプなど] 

レベル８  リソースの細目       [設計図書,機械装置など] 

 

上記のＷＢＳは、｢ＪＳ標準ＷＢＳ｣で定義されたＷＢＳ要素を５.６.２.で提示した定

則に則して並べ替えたものである。しかしながら、｢あまりにも多いＷＢＳの階層は、膨大

な情報で組織に負担を懸けてしまい、そのプロジェクトの管理工程を複雑にしてしまう。

その反対にごく僅かな階層だと、組織単位の間でコミュニケーションの困難や、まずい調

和を作り出してしまう。Lavold や著者の経験によれば、４～６階層が大規模なプロジェク

トに対する妥当な階層数のようである(20)｣とする Globerson(1994)の見解から判断すると、
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このＷＢＳは、その階層数と職位との関連性から組織の情報処理に負荷が掛かる可能性が

ある。 

そこで、５.４.２.の測定指標の観点から、このＷＢＳのレベルを分類することにする。

まず、レベル１からレベル３までは、プロジェクトの最終成果物とその主要なコンポーネ

ントとして共通の属性を有する。レベル４とレベル６は、上位のＷＢＳ要素を創出するた

めの仕事(Work)であり、その遂行に要する時間をスケジュール指標で計画し、測定するこ

とができると考える。レベル５は、アクティビティを分類する基準であり、複数のプロジ

ェクトを束ねたプログラム的性質をもつ管理項目であるが、ここではＪＳ標準ＷＢＳに準

拠して、スケジュール指標で管理することが適当であると考える。レベル７とレベル８は、

レベル１からレベル３までを完成させるのに必要なリソース(インプット要素)である。 

そして、これらを整理すると、次のように分類することができる。 

〔コスト指標で管理するレベル〕 

レベル１  プロジェクトの最終成果物  [ポンプ場] 

レベル２  プロジェクトの要素成果物  [排水施設など] 

レベル３  レベル２の構成要素     [沈砂池施設など] 

レベル７  外部調達するリソース項目  [図面作成,汚水ポンプなど] 

レベル８  リソースの細目       [設計図書,機械装置など] 

 

〔スケジュール指標で管理するレベル〕 

レベル４  プロジェクト･プロセス    [設計･工事など] 

レベル５  プロダクト･ライフサイクル  [新設,更新,改良など] 

レベル６  アクティビティ       [土木詳細設計など] 

 

このように、レベル１,２,３,７,８で定義したＷＢＳ要素はコスト指標を使って計画し、

測定するのに適しており、これらはＤＢＳ(Deliverable Breakdown Structure)として、

再編成することができる。それに対してレベル４,５,６は、上述したようにスケジュール

指標を用いて、その構成要素を管理することができ、これらはＦＢＳ(Functional 

Breakdown Structure)として構成できると考える。 

したがって、上記のＷＢＳはＤＢＳとＦＢＳから構成される[ＷＢＳ＝ＤＢＳ×ＦＢＳ]

となり、この論文では、さらにＯＢＳ(Organizational Breakdown Structure)を加えた構

造体をＣＲＳＣ(Cost Responsibility System Cube)として提案する(図５-１８参照)。 
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図５-１８ ３次元ＷＢＳ(Cost Responsibility System Cube)の概念図 

 

ＣＲＳＣ(Cost Responsibility System Cube)とは、ＤＢＳ,ＦＢＳ,ＯＢＳからなる３次

元のＷＢＳであり、プロジェクトの構成要素を立体空間で表現している。それゆえ、３つ

のブレークダウン･ストラクチャー(Breakdown Structure)で定義した構成要素の交点が

ワークパッケージとなり、プロジェクト･スコープの内容を説明するうえで中心的な役割を

果たす。この構造は、５.４.３.で提示した[ＷＢＳ＝ＤＢＳ×ＦＢＳ×ＯＢＳ]と同意であ

り、変化するプロジェクトの状態を、成果物 (Deliverable) 機能 (Function) 組織

(Organization)の独立変数で捉えようとする概念を表わしている。また、２つのブレーク

ダウン･ストラクチャーの組み合わせから構成される図形の平面は、コスト(Cost) 責任範

囲(Responsibility) システム(System) の所在を明らかにできると考えている。 

なお、ＣＲＳＣが適用できる前提条件としては、実施するタスクないしアクティビティ

とそれらの工程が事前に明らかであるか、予測可能であること。そして、ＯＢＳもプロジ

ェクトの成果物を生成するプロセスを反映した機構であることが考えられる。その理由は、

３次元ＷＢＳの構成要素をシステム化するためには、プロジェクトの成果物を完成させる

作業とそのプロセスに一定の原理･原則や反復性が備わっていること。加えて、それぞれの

ブレークダウン･ストラクチャーで定義する構成要素は、プロジェクトに投入するコストや

リソースの生産性およびプロセスの効率性を重視するために参照されるからである。した

がって、これらの条件に該当するプロジェクトとしては、公共事業やプラント建設,情報シ

ステム構築などが挙げられる。そして、これらのマネジメントの焦点となるのは、①所要

期間内にプロジェクトを完成させること ②必要とされるリソース(物的･人的資源)を適切

に配分すること であると考えられる。 

それに対して、研究開発や新製品開発のようなプロジェクトにおいては、上記の条件が

適合し難いかもしれない。その理由は、こうしたプロジェクトの特徴がある一定のプロセ

スを踏襲するよりも、メンバー同士の相互作用によるアイディアや知識の創発によってス
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コープを定義するからである。加えて、プロジェクトの所要期間とそこに投入される経営

資源が成果物を供給する市場の動向によって決まる傾向がある。こうした開発型のプロジ

ェクトにおけるマネジメントの要件とは、Ⓐ市場投入までの所要期間の短縮化 や Ⓑリス

クや不確実性の低減 といったことかもしれない。これらのことから、成果物を完成させる

ためのプロセスやそれに必要なリソースなどが当初から不明確であったり、それらを特定

できる人材が限られているために定式的なＯＢＳを編成することが難しいプロジェクトに

おいては、ＣＲＳＣが有効に機能することは難しいと考える。 

以下に、２次元配置のブレークダウン･ストラクチャーが提示するＷＢＳの用途につい

て説明する。 

 

ＦＢＳ×ＯＢＳ 

ＦＢＳとＯＢＳは共にプロジェクトの成果物を示さないが、プロジェクト･スコープと

組織成員を明確にすることができる。それゆえ、ＦＢＳとＯＢＳのマトリックスからは、

次のような用途が考え出される。 

まず、ＦＢＳで定義したアクティビティを所定の期限までに確実に完了させる責任と権

限を、ＯＢＳの成員や組織単位あるいは請負業者に割り当てることができる。このことは、

作業ＷＢＳの管理項目とそのレベル(階層)に、プロジェクトマネジメント･チームのメンバ

ーの職位と専門領域(所属部門)を適合させていた発見事実とも一致する。加えて、プロジ

ェクト･プロセスのような業務の処理手順がＯＢＳの職能部分と一致していたことなどか

ら、ＦＢＳとＯＢＳを交差させることの真意は、組織内で使用している言語や成員間のイ

ンフォーマルなコミュニケーションをプロジェクト･スコープと適合させ、組織的な調和を

図ることにあるのではないかと考える。 

次に、アクティビティの実施期間や難易度に応じた要員の動員計画を立てることができ

る。ＯＢＳは、プロジェクトマネジメント･チームと彼らの活動を支援する母体組織から構

成されている。そのために、チームはアクティビティの実施に応じて専門分野ごとに人員

を召集する必要がある。それに対して、母体組織では出向可能な人員と一人あたりのマン

アワーに限度があるので高い専門知識や特殊な技術を有する要員を確保する場合や、他の

プロジェクトと人的資源を共用している場合には、彼らの召集のタイミングと動員期間が

重要となる。ＦＢＳとＯＢＳの定義説明(Description)からは、アクティビティの実施時期

や仕事量および専門性に対応可能な要員登用が可能かどうかを判断することができる。 

最後は、アクティビティの遂行に要するマンアワーと直接人件費を算出することが可能

となる。ＦＢＳで定義したアクティビティの所要時間を測定･計算することにより、それに

従事していた要員の拘束時間を確定する。直接人件費は、それぞれの要員の拘束時間に人

件費単価を乗じたものであり、人件費単価は要員の報酬や技能(スキル,ノウハウ)に基づい

て決定される。母体組織はＦＢＳ要素ごとに要したマンアワーと人件費の結果を基に、専

門性の高い業務を補完できる要員の養成計画や配置計画を立案することもできる。 
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ＤＢＳ×ＯＢＳ 

プロジェクトの要素成果物を明確にすることは、オーナーの立場からプロジェクトを見

ることと関係がある。ＤＢＳとＯＢＳのマトリックスは、オーナーがプロジェクトマネジ

メント･チームや母体組織さらには外部の協力会社から、何をいつまでに受け取り、それら

に幾ら支払うのかといったアカウンタビリティ(説明責任)を明瞭にする。オーナーを含む

ステークホルダーがプロジェクトの進捗状況を確認する場合には、ＤＢＳで定義したプロ

ジェクトの要素成果物の受け渡し状況に注意を払うだけでよい。 

ＤＢＳの記載事項は、プロジェクトを遂行し、その最終成果物を完成させるのに必要な

すべての物理的資源を網羅していなければならない。ここでいう物理的資源とは、原材料

や部品,機械装置といった生産財を表わしている。それに対して、ＯＢＳはプロジェクトの

要素成果物を完成させる作業とそれをマネジメントする活動に直接、関与する人的資源を

組織した構造である。このように両構造から明らかにされるのは、プロジェクトで達成さ

れる製品やサービスおよび検証可能な成果を創造するために必要とされる物的･人的資源

ということになる。そして、これらはコスト指標で計算して金額を求め、それらの配分を

計画し、実績を測定することができる。 

ＤＢＳとＯＢＳのマトリックスによる会計手続きは、事業組織全体の財政状況を把握す

る財務会計ではなく、プロジェクトごとにコストを見積り、その実績を集計･評価する活動

を指している。その例として日本下水道事業団では、受託したプロジェクト毎に事業費の

概算金額を算出し、工事単位毎の直接工事費と管理諸費の積算を行なっていた。ＤＢＳと

ＯＢＳの構成要素をコストの形態(材料,労務,外注,経費)で分類し、その費目を勘定科目と

一致させれば、プロジェクト単位のコスト･マネジメントを財務会計と連動させることがで

きる。その結果、経営活動の枠組みを｢併行するプロジェクトの集合｣と見做し、事業組織

の競争力を維持･向上させるのに必要なプログラム戦略の立案や経営計画の作成を支援す

ることが可能となる。 

 

ＦＢＳ×ＤＢＳ 

一般にプロジェクトでは、時間の経過と共に実施されるアクティビティが変わり、それ

に伴ない必要とされるリソースの種類や数量も変わる。したがって、アクティビティの選

定においては、いつ、どのようなリソースがどれくらいの期間必要であるかを見極めてお

かなければならない。ＤＢＳで定義した原材料や機械,設備といったリソースの調達につい

ても、それが使用可能となる時期に留意する必要がある。たとえＦＢＳ上で自由余裕があ

るアクティビティであっても、資材の投入時期を調整できなかったり、機材と操作員の投

入時期が一致しないものについては、先行順位や処理時間を見直す必要が出てくる。それ

ぞれのアクティビティは、所要期間内に必要な処理をすべて完了しなければならないが、

リソース調達の不確実性はアクティビティ遂行の障害となり得るからである。 

ＦＢＳとＤＢＳの構成要素からは、プロジェクトの最終成果物を完成させるのに必要な
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物的資源(Input)とアクティビティ(Function)から産出される要素成果物(Output)、なら

びに要素成果物から構成されるプロジェクト(Mission / Outcome)を明らかにすることが

できる。そこで、要素成果物を完成させる工程をシステムとして捉え、(1)インプット投入

のタイミングを調整する (2)アクティビティの工程数を加減する (3)アクティビティの処

理スピードを制御する (4)システム間の依存関係を変更する ことに加えて、(5)結果を測

定してプロジェクトの実績に反映する ことにより、マネジメントを有効に行なえるように

なるだろう。 

以上のことから、ＣＲＳＣ(Cost Responsibility System Cube)は、ステークホルダーが

理解できる要素成果物の視点からプロジェクト･スコープを明確にし、それらをＯＢＳと結

び付けることにより、要素成果物に対する責任単位とコスト･アカウンタビリティを明瞭に

するだけでなく、システム要素のコントロールを通じて効果的なプロジェクトマネジメン

トが実現できると考えられる。 

 

５.９. 想定されるＣＲＳＣの応用例 

先述したように、ＣＲＳＣ(Cost Responsibility System Cube)とは、プロジェクトの構

成要素である成果物(Deliverable) 機能(Function) 組織(Organization)からなる３次元

のＷＢＳである。この項では、ＣＲＳＣを日本下水道事業団のプロジェクトマネジメント

にあてはめた場合に予想される業務の有効性について検討する。 

ここで対象となるプロジェクトは、Ａ県Ｂ郡の下水処理事業における詳細設計および施

設の建設業務である。その最終成果物となる終末処理場の能力であるが、計画人口５,５７

０人に対して下水量３,１７０㎥/日(日最大)の処理を目指している。プロジェクトの期間

は５年間であり、その初年度となる２００４年には詳細設計を行ない、２００５年から２

００８年にかけて建設工事を実施する。施設の供用開始は２００８年を予定している。 

以下に、このプロジェクトを対象としたＣＲＳＣの概念図(平面図)を例示する。そして、

その平面を形作る２つのブレークダウン･ストラクチャーの組み合わせから提案されるＣ

ＲＳＣの役割について論ずる。 

 

ＦＢＳ×ＯＢＳ 

５.８.で示したように、ＦＢＳで定義するのは成果物の構成要素を完成させるのに必要

な一連のアクティビティである。この構造はＪＳ標準ＷＢＳに装備されている｢作業ＷＢ

Ｓ｣をほぼそのまま適用することができる。すなわちＦＢＳの最上位であるレベル１には、

新設や更新といった成果物のライフサイクルが位置し、レベル２では設計･工事などのプロ

ジェクト･プロセスが割り当てられる。さらにレベル３になると、設備機器の製作や据付と

いったアクティビティが並べられる。 

これに対してＯＢＳで定義されるのは、プロジェクトマネジャーを始めとするプロジェ

クトマネジメント･チームのメンバーおよび彼らの業務を支援する工事課,計画設計課,技
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術指導課などの職能制部門組織である。このほかに外部の協力団体として、設計コンサル

タントや工事請負会社ならびにプロジェクトの発注者である地方公共団体がこれに加わる

ことになる(図５-１９参照)。それゆえＦＢＳ×ＯＢＳの構造からは、ＦＢＳで定義したア

クティビティにＯＢＳの成員を割り当てることにより、関係者はそれらを遂行する人員を

確認することが容易になると考える。例えば、ＦＢＳ上の｢詳細設計-Ｉ電気｣に従事するの

は、日本下水道事業団の｢オ-設計エンジニアリングマネジャー｣と｢サ-電気設計管理者｣な

らびに設計コンサルタントの｢メ-電気担当者｣,電機メーカーの｢ワ-管理技術者Ｆ｣であり、

｢コ-電気設計課長｣と｢マ-管理･照査技術者｣は、彼らの支援業務に当たることが下図から見

てとれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１９ ＦＢＳ×ＯＢＳの概念図 
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しかしながら、これらはプロジェクトのデータ管理の概念を示したものであり、実際の

運用はコンピュータを操作することによって行なわれると考えている。その具体案として

は、スクリーン上にある行列の交点を指定することにより、各要員のタスクの内容と成果

物の品質管理項目ならびに最終レビューまでのマイルストーンなどを確認できるようにす

るとよい。加えて、同一のアクティビティに従事する要員同士は、サーバーを介してＣＡ

Ｄ図面の内容を確認したり、変更に伴う打ち合わせの連絡をすることなどが可能となる。

そして、当該プロジェクトに自部門のメンバーを出向させている責任者には、彼らが従事

しているアクティビティの進捗状況とその内容が把握できるようにレポートが届けられる。

こうした情報はメンバーの動員計画や人事考課に役立てることができると考えている。 

 

ＤＢＳ×ＯＢＳ 

ＤＢＳとＯＢＳのマトリックスは、プロジェクトの最終成果物である下水処理施設を建

造するために必要な物理的資源と人的資源を定義している。ＤＢＳについては、下水道事

業に必要な処理場や管渠,ポンプ場といった建築物のほかに、発電機や計測機器のような装

置が挙げられる。ＯＢＳについては上記の説明の通りである(図５-２０参照)。 

このマトリックスからは、成果物の完成および品質管理に責任をもつ人物を確認するこ

とができる。これによりプロジェクトの発注者から委託を受けた工事監理者が、出来高数

量の確認や品質試験などの検査を行なう際には、誰に説明を求めればよいかが直ちに判る。 

例えば、｢36-汚泥脱水施設｣の設計図書に関する事項は｢ケ-機械設計管理者｣に尋ねれば

よいし、より詳しい説明を求めるのであれば｢ム-機械担当者｣または｢マ-管理･照査技術者｣

に問い合わせるとよい。さらに、施設内に設置される｢貯留タンク攪拌装置｣や｢汚泥脱水機｣,

｢ケーキ貯留ホッパー｣などの機械設備については、電機メーカー｢ヲ-担当技師Ｇ｣から詳細

な情報を聴取することができるであろう。 

また、両構造が定義する要素は、コスト指標で計算して概算費用を求めることができる

[例: 3-管理施設(685)=意匠図･構造計算･機械/電気図･数量計算書(7)+直接工事費(658)+

共通仮設費(3.1)+現場経費(11.4)+一般管理費(5.5) (百万円;人件費含む)]。この場合には、ま

ず設計業務の受注者である｢ミ-土木担当者｣が意匠図･数量計算書などの設計図書費用を見

積ることになる。算出された見積価格には実際の経費に加えて企業の利益が含まれている

が、他方で｢オ-設計ＥＭＲ｣もまた市場価格などから(入札)予定価格をあらかじめ算定して

いるので、両者の間には大きな隔たりは見られない。次に、完成した設計図書に基づいて、

建設会社Ｂの｢ユ-監督責任者Ｂ｣と｢ヨ-担当所員Ｂ｣が工事に要する資機材･労務などの数

量や期間を算出し、それらに単価を掛けた工事原価および一般管理費を求める。この場合

もまた、発注者である地方公共団体に成り代わって｢オ-設計ＥＭＲ｣,｢キ-建築設計管理者｣

および｢ス-施工ＥＭＲ｣らが(入札)予定価格を算定し、工事価格の妥当性を評価しているの

で両者の金額の誤差が生じることはあまりない。 
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図５-２０ ＤＢＳ×ＯＢＳの概念図 (下水処理場) 

 

このようにマトリックスの特長のひとつとしては、｢3-管理施設｣などの成果物を工区や

部位ごとに分類して数量･コストを算定するために、第三者がその内訳を見ても理解し易く、

設計変更が生じた際にも対応に手間取らない点が挙げられる。加えて、過去に類似する成

果物の実績データと比較することにより、それぞれの担当者は施工方法の検討や工事数量

の分析を容易に行なうことができると考える。いま仮に、コスト算定の対象が成果物では

なくアクティビティであった場合には、発注や契約管理は容易に行なえるかもしれない。

 

主担当 補 助

1 敷地造成 

2 用地関連その他 

3 管理施設 

4 管廊施設 

5 脱臭施設 

6 場内整備 

7 進入道路 

8 自家発電施設 

9 監視制御施設 

10 受変電施設 

11 共通施設その他 

12 流入渠施設 

13 沈砂池施設 

14 主ポンプ施設 

15 流量調整池施設 

16 導水渠施設 

17 最初沈殿池施設 

18 反応タンク施設 

19 ＯＤ施設 

20 ＰＯＤ施設 

21 最終沈殿池施設 

22 送風機施設 

23 消毒施設 

24 処理水再利用施設 

25 砂ろ過施設 

26 放流ポンプ施設 

27 放流渠施設 

28 吐口施設 

29 水処理運転操作施設 

30 水処理計装施設 

31 水処理電気室 

39 汚泥溶融施設 

32 水処理施設その他 

33 汚泥濃縮施設 

34 汚泥消化施設 

35 汚泥貯留施設 

36 汚泥脱水施設 

37 汚泥乾燥施設 

38 汚泥焼却施設 

40 汚泥コンポスト施設 

41 汚泥処理運転操作施設 

42 汚泥処理計装施設 

43 汚泥処理電気室 

44 汚泥処理施設その他 

45 回分槽施設 

46 好気性ろ床施設 

47 単槽式嫌気好気槽施設 

48 特殊水処理施設その他 

ｱ
 
支
社
長
 

ｲ
 
Ｐ
Ｍ
室
長
 

ｳ
 
ﾌ
ﾟﾛ
ｼ
ﾞｪｸ
ﾄﾏ
ﾈ
ｼ
ﾞｬ
ｰ
 

ｴ
 
土
木
設
計
課
長
 

ｵ
 
設
計
Ｅ
Ｍ
Ｒ
 

ｶ
 
建
築
設
計
課
長
 

ｷ
 
建
築
設
計
管
理
者
 

ｸ
 
機
械
設
計
課
長
 

ｹ
 
機
械
設
計
管
理
者
 

ｺ
 
電
気
設
計
課
長
 

ｻ
 
電
気
設
計
管
理
者
 

ｼ
 
所
 
長
 

ｽ
 
施
工
Ｅ
Ｍ
Ｒ
 

ｾ
 
工
事
管
理
者
 

ｿ
 
工
事
課
長
 

ﾀ
 
工
事
課
職
員
 

ﾁ
 
計
画
課
長
 

ﾂ
 
計
画
課
職
員
 

ﾃ
 
会
計
課
長
 

ﾄ 
会
計
課
職
員
 

ﾅ
 
資
金
課
長
 

ﾆ
 
資
金
課
職
員
 

ﾇ
 
技
術
指
導
課
長
 

ﾈ
 
技
術
指
導
課
職
員
 

ﾊ
 
受
託
業
務
課
職
員
 

日
本
下
水
道
事
業
団
 

ﾌ
 
工
務
課
職
員
 

ﾋ
 
工
務
課
長
 

ﾍ
 
契
約
課
長
 

ﾎ
 
契
約
課
職
員
 

ﾏ
 
管
理
･照
査
技
術
者
 

ﾐ 
土
木
担
当
者
 

ﾑ
 
機
械
担
当
者
 

ﾒ
 
電
気
担
当
者
 

ﾓ
 
監
督
責
任
者
Ａ
 

ﾔ
 
担
当
所
員
Ａ
 

ﾕ
 
監
督
責
任
者
Ｂ
 

ﾗ
 
監
督
責
任
者
Ｃ
 

ﾛ
 
管
理
技
術
者
Ｅ
 

ﾖ
 
担
当
所
員
Ｂ
 

ﾘ
 
担
当
所
員
Ｃ
 

ﾙ
 
監
督
責
任
者
Ｄ
 

ﾚ
 
担
当
所
員
Ｄ
 

ﾜ
 
管
理
技
術
者
Ｆ
 

ｦ
 
担
当
技
師
Ｇ
 

ﾉ
 
受
託
業
務
課
長
 

Ｐ
Ｍ
室
 

土
木
設
計
課
 

建
築
設
計
課
 

機
械
設
計
課
 

電
気
設
計
課
 

工
事
事
務
所
 

工
事
課
 

計
画
課
 

会
計
課
 

資
金
課
 

技
術
指
導
課
 

受
託
業
務
課
 

工
務
課
 

契
約
課
 

設
計
ｺ
ﾝ
ｻ
ﾙ
ﾀ
ﾝ
ﾄ 

建
設
会
社
Ａ
 

建
設
会
社
Ｂ
 

建
設
会
社
Ｃ
 

建
設
会
社
Ｄ
 

電
機
ﾒ
ｰ
ｶ
ｰ
Ｆ
 

電
機
ﾒ
ｰ
ｶ
ｰ
Ｇ
 

電
機
ﾒ
ｰ
ｶ
ｰ
Ｅ
 

担
当
部
課
 

担
当
部
課
 

担
当
部
課
 

担
当
部
課
 
 

担
当
部
課
 

担
当
部
課
 

担
当
部
課
 

担
当
部
課
 

地
方
公
共
団
体
 

ﾝ
 
公
共
団
体
職
員
 

下
水
道
局
 

用地関連 

共通施設 

水処理施設 

汚泥処理施設 

特殊水処理施設 

下
水
処
理
場
 
D
e
liv
e
ra
bl
e
 B
re
ak
d
o
w
n
 S
tr
u
c
tu
re
 (
D
B
S
) 

Organizational Breakdown Structure (OBS) 



- 211 - 

しかしながら、ひとたび変更が生じた場合にはそのイメージが掴み難く、関係者はアクテ

ィビティの序列に沿って｢伝言ゲーム｣のように変更箇所の調整に時間と労力を費やすこと

が予想される。 

なお、このマトリックスは上述したように材料や工事原価,労務といったリソースの数

量･単価を成果物ごとに把握できるので、これがＰＭＩＳ(プロジェクトマネジメント情報

システム)に装備されれば、別のマトリックス上にあるアクティビティの手順と連動させた

管理を行なうことができる。さらに、ＯＢＳ上の担当者の人件費および人事管理費ならび

にＤＢＳ上の管理項目を財務会計の勘定科目と一致させることにより、プロジェクト毎の

コスト･マネジメントを事業全体の会計手続きに連結することも可能であると考える。 

 

ＦＢＳ×ＤＢＳ 

ＦＢＳとＤＢＳのマトリックスは、プロジェクトのアウトプットを形成する各種施設と

その製作に必要なアクティビティを明らかにしている(図５-２１参照)。これらに加えて、

ＤＢＳで定義した施設が完成していく過程を、ＦＢＳ上のアクティビティが左から右へ推

移することによって捉えることができる。ゆえにこのマトリックスは、各アクティビティ

の担当者がアウトプットの完成に必要なリソース(インプット要素)を適時に投入している

ことを監視するために利用できると考える。ただし、ここで図示しているのは最低限の管

理項目であるから、実際の運用において両構造が定義する要素は、さらに細かい単位でデ

ータを収集･管理する必要がある。 

その一例として、ＤＢＳ上の｢16-導水渠施設｣のケースをここに挙げておく。導水渠と

は、処理場内で施設間を結ぶ配水管のことである。その設置に際しては、事前に行なわれ

た地質や埋蔵物の調査結果に基づいて、ＦＢＳ上の｢Ｆ-土木｣において竣工図や施工計画書

を用意する必要がある。続く｢Ｊ-土工｣のアクティビティにあっては、リソース(インプッ

ト要素)となる管材や生コンなどの材料および作業員,仮設材,重機などの調達に目途をつ

け、発注者側と協議しながら工事工程表を作成しなければならない。 

下水道管渠は自然流下を原則としているので、その敷設高および勾配が竣工図と合致し

ていなければ機能を果たすことができない。後続する｢Ｐ-管渠工｣のアクティビティでは、

レーザー光線を応用した測量機器によって管渠の敷設高を決定し、その高さを維持するた

めに重機を使って基礎工および埋戻工を行なう。さらには管材の継手が適正に施工されて

いることを検査し、管渠工事の品質確保に努めなければならない。各アクティビティの担

当者は、施工計画書や工事工程表と共にこのマトリックスを用いることで、リソース投入

のタイミングを調整したり、アクティビティの工程数や処理スピードを見直すことが可能

になると考える。その結果として、プロジェクト･スケジュールのコントロールを効果的に

行なうことができるようになるであろう。 

以上のことから、日本下水道事業団が３次元のＷＢＳ(ＣＲＳＣ)を適用した場合に想定

される業務の有効性とは以下のとおりである。 
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(1)要素成果物の完成に対する責任単位が明確になり、当該プロジェクトに携わるメンバー

にとってもコミュニケーションを図るうえで組織的な調和が取り易くなる。 

(2)物理的資源と人的資源の両方からコストを把握することができ、関係者がコスト算定の

根拠を理解したり、プロジェクトの進捗状況を把握する助けとなる。 

(3)アクティビティ遂行の順序と所要期間から遅延のリスクを抽出し、リソース投入のタイ

ミングを調整するなどして、スケジュールを効果的にコントロールすることができる

ようになる。 

そして、これらは３つのブレークダウン･ストラクチャーで定義した構成要素の交点に

あたるワークパッケージの主要な役割であるといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-２１ ＦＢＳ×ＤＢＳの概念図 (下水処理場) 

1 敷地造成 

2 用地関連その他 

3 管理施設 

4 管廊施設 

5 脱臭施設 

6 場内整備 

7 進入道路 

8 自家発電施設 

9 監視制御施設 

10 受変電施設 

11 共通施設その他 

12 流入渠施設 

13 沈砂池施設 

14 主ポンプ施設 

15 流量調整池施設 

16 導水渠施設 

17 最初沈殿池施設 

18 反応タンク施設 

19 ＯＤ施設 

20 ＰＯＤ施設 

21 最終沈殿池施設 

22 送風機施設 

23 消毒施設 

24 処理水再利用施設 

25 砂ろ過施設 

26 放流ポンプ施設 

27 放流渠施設 

28 吐口施設 

29 水処理運転操作施設 

30 水処理計装施設 

31 水処理電気室 

39 汚泥溶融施設 

32 水処理施設その他 

33 汚泥濃縮施設 

34 汚泥消化施設 

35 汚泥貯留施設 

36 汚泥脱水施設 

37 汚泥乾燥施設 

38 汚泥焼却施設 

40 汚泥コンポスト施設 

41 汚泥処理運転操作施設

42 汚泥処理計装施設 

43 汚泥処理電気室 

44 汚泥処理施設その他 

45 回分槽施設 

46 好気性ろ床施設 

47 単槽式嫌気好気槽施設

48 特殊水処理施設その他
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５.１０. ワークパッケージを規定する条件 

ワークパッケージは定義上、プロジェクトの最も小さな作業単位または要素成果物であ

る。それゆえ、プロジェクト全体のマネジメントを効率的に行なうようにするには、ワー

クパッケージの規模を調整可能な範囲に限定することが重要となる。 

このことについて、既存研究からはワークパッケージの規模を｢スケジュール指標｣で規

定していた文献が幾つか見られた。Morreale(1985)はワークパッケージの規模を約１～２

週間で完遂する作業量と定義した。Mansuy(1991)もまた、ＷＢＳの最下位層にあるワー

クパッケージは、およそ８０時間分の作業量を超えるべきではなく、１つの報告期間より

も長くなるべきではないと主張していた。Kiewel(1998)は｢通常、ワークパッケージは短

期間(４０～１００時間)のスケジュールを持っていて、ひとつの活動領域に限定され、完

成時の基準が定義づけられている(21)｣と述べていた。Raz と Globerson(1998)によると、｢幾

つかの企業では『ワークパッケージはせいぜい３回、少なくとも１回の報告時期までは続

けるべきである』というようなガイドラインを適用している。すなわち、もし進捗報告が

毎週あれば、ワークパッケージの継続期間は１週間から３週間のあいだになる(22)｣という

ことであった。以上のように、ワークパッケージはある程度の報告を必要とし、その後の

調整管理が求められるので、ワークパッケージの大きさはプロジェクトマネジメント･チー

ム内の情報処理の回数と、進捗測定を通じた修正行動に要する仕事量に関連していると考

えられる。そこで、この項では、ワークパッケージの大きさ(規模)を決める際に考慮すべ

き指標について提案を試みる。 

プロジェクトで定義されるワークパッケージの数が多くなればなるほど、プロジェクト

はより精密に測定され、厳格な進捗管理が適用されることになる。しかしながら、もしワ

ークパッケージの細分化が行き過ぎると、その数があまりにも多くなってしまうか、ある

いは規模が小さ過ぎるといった状態に陥ってしまう。その結果として、必要な程度を超え

た時間と労力が進捗状況の測定や報告に費やされ、非生産的なマネジメント業務を増やす

ことになる。 

それに対して事例研究では、入札･契約を通じて日本下水道事業団に引き渡される要素

成果物が、ワークパッケージの規模を決めるひとつの目安となっていた。このことは、一

部の例外はあるものの、ワークパッケージの完成に必要なコストは、それが完了するまで

は契約者が負担することを示唆している(23)。こうした状況下において規模の小さなワーク

パッケージを適用すると、契約者(協力会社)のキャッシュフロー(Cash Flow)は改善され、

彼らの財政的負担を軽減することができるかもしれない。しかしながら、規模の小さな要

素成果物の引渡しや、その支払いが頻繁に発生すれば、結果的にプロジェクトマネジメン

ト･チームやオーナー側の負担が増すことも予想される。このように、ワークパッケージの

規模(期間)は、プロジェクトのキャッシュフローに影響を与え、それがオーナーやサプラ

イヤーを含むプロジェクト全体の収益性にも影響を及ぼしていると考えられる。ワークパ

ッケージ･レベルでの費用/効果･便益分析(Cost-Benefit Analysis)やＥＶＭ(Earned 



- 214 - 

Value Management)による進捗管理を整備したうえで、融資や債券発行といった資金調達

および回収ができるプロジェクト･ファイナンス機構の設立が待ち望まれるところである。 

上記のＣＲＳＣ(Cost Responsibility System Cube)については、要素成果物を完成させ

るシステムをワークパッケージの基本単位として捉え、要素成果物の製作に要する製造原

価を除いた管理諸費が必要利益を上回るまでは細分化を続けても構わないと考えている。

言い換えると、進捗測定などに費やされるコストがワークパッケージの遂行、さらにはプ

ロジェクトを継続するために最低限は必要と考えられる利益を圧迫しない範囲までは、ワ

ークパッケージの細分化は許容できるということである。このほかには、システムのアウ

トプットが資金の流出入と関わる要素成果物と結び付いていることや、２つのワークパッ

ケージを横断するようなシステムの依存関係が存在しないことなどが、ワークパッケージ

を定義する条件として考えられる。 

 
５.１１. 研究課題３の論考から導出される仮説命題 

この論文の第３の研究課題は、｢ＷＢＳはその開発過程において、プロジェクトの特性

をどのように反映しているか｣であった。そして、プロジェクトの最終成果物を段階的に細

分するための基準とＷＢＳ要素の抜け洩れを未然に防ぐ方法について考察した。 

既存研究からは、プロジェクトの複雑性や技術的な要求、あるいはそのコストや所要期

間といった要素が、ＷＢＳの階層とワークパッケージの数を増やす要因であるとしていた

(Prentis, 1989)。このことについて事例研究では、プロジェクトで必要とされるリソース

やアクティビティの種類が多様化してくると、それに対応するパッケージの数は増加した

が、ＷＢＳの階層はそうならなかった。このほかリソースの数量とアクティビティの所要

期間が増えた場合には、該当するワークパッケージの金額およびスケジュールには反映さ

れたが、ＷＢＳの階層数が増えることはなかった。このように Prentis が挙げた要因は、

ワークパッケージの増減には影響を及ぼしたが、ＷＢＳの階層数を限定する要因とはなら

なかった。日本下水道事業団では、その独自のプロジェクトマネジメント形態を、ＷＢＳ

を介してプロジェクトの進捗状況を報告するコミュニケーション･チャネルに反映させて

いた。 

プロジェクトを細分化するための基準については、５.６.２.においてプロジェクトの

要素成果物を完成させるのに必要なアクティビティとリソースを特定することを提案した。

この方法は、要素分解を繰り返すことによりＷＢＳ構造を深化させていく。その手順は以

下のとおりであった。 

(1)プロジェクトの要素成果物を識別する。 

(2)要素成果物を生成するアクティビティを定義する。 

(3)アクティビティに要する(要素成果物の完成に必要な)リソースを特定する。 

さらに、５.７.では、ＷＢＳで定義したアクティビティをＰＮＤ上で同時展開すること

を提案した。上記のプロセスがＷＢＳ要素の垂直分解であるのに対して、提案した手法は
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同じＷＢＳ階層上の水平展開を意図していた。そこでは、その前提条件としてワークパッ

ケージで定義するアクティビティとＰＮＤのアクティビティを一致させることを強調した。

そうすることで、アクティビティ相互の従属関係からワークパッケージの欠落を確認でき

ると考えたからである。また、作業遂行時間に余裕のないワークパッケージを特定するこ

とで、これらに対して適正なリソース配分や並行処理が検討できることを示した。 

５.８.においては、｢ＪＳ標準ＷＢＳ｣を基に５.６.２.で提示した定則(O-F-I Formula)

を適用することにより、ＣＲＳＣ(Cost Responsibility System Cube)と称する３次元のＷ

ＢＳを提示した。このＷＢＳは、ＤＢＳ,ＦＢＳ,ＯＢＳを組み合わせることによってコス

ト(Cost) 責任範囲(Responsibility) システム(System)の所在を明らかにすることがで

きる。ＣＲＳＣは、要素成果物に対する責任単位とコスト･アカウンタビリティを明瞭にす

るだけでなく、システム要素のコントロールを通じて効果的なプロジェクトマネジメント

が実現できることが予想される。 

ワークパッケージを定義する指標については、既存研究が報告の頻度や作業時間などの

｢スケジュール指標｣を用いていたのに対して、本節ではキャッシュフローによる定義を唱

えた。このほかには、ワークパッケージに費やされる製造原価を除く一般管理費などのコ

ストが必要利益を上回るまではその細分化が可能なことや、２つのワークパッケージを横

断するようなシステムの依存関係が存在しないことなどが、ワークパッケージを定義する

条件として示された。 

以上のことから、プロジェクトを細分化する基準については、次のような仮説命題が導

き出される。 

[1]プロジェクトの複雑性や規模,技術的な要求水準はワークパッケージを増減させるが、

ＷＢＳの階層数を限定する要因とはならない。 

[2]ＷＢＳ階層数と見積りの詳細レベルには関連性がある。 

[3]ＷＢＳにおける要素分解は、成果物→アクティビティ→リソースの順番に類別される。 

[4]ワークパッケージの細分化は、管理コストが必要利益を上回るまで行なえる。 

 

(1) Galbraith(1980) pp.8-9 
(2) PMBOK(2000) p.200 
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(5) 押領司 重昭氏 (２００２年１２月１２日)のインタビュー記録による。 

(6) ２００３年６月１０日 日本下水道事業団大阪支社 受託業務課 押領司氏からの電子メール 
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第６章 結論と含意 

本研究においては、プロジェクトマネジメントの導入におけるＷＢＳ開発のプロセスを、

経験的事実に基づいて明らかにすることを目指してきた。本研究から知り得た発見事実に

ついては第５章に提示した。ここではまず、この論文における研究目的が達成されたかを

確認する。次に、本研究の貢献について説明する。そして、既存研究への理論的含意と実

務への実践的含意について述べる。最後は、残された研究の今後の方向性についての見解

を示して、この論文を締めくくる。 

 

６.１. 研究目的は達成されたか 

本節では、第１章で掲げた３つの研究目的が達成されたか否かを確かめることにする。

この論文の第１の研究目的は、｢ＷＢＳを要求する背景およびその開発プロセスを解明す

る｣ことであった。ここでは、ＷＢＳを開発･導入するに至った経緯とその目的および方法

を、事例を通して明らかにすることを目指した。そのため、｢プロジェクトを完成させるた

めの作業ないしプロセスは、ＯＢＳまたはＷＢＳのどちらにおいて既知であるのかに焦点

をあて、ＯＢＳとＷＢＳの編成過程ならびにそれらの背景を記述する｣という研究課題を掲

げた。そこで５.３.２.では、｢プロジェクトを完成させるための作業ないしプロセス｣を Ⓐ

プロジェクトの成果物を生み出す作業 と Ⓑそれらの作業を統合･調整するマネジメント

業務に分けた。次に、こうした仕事に関する情報を蓄積しているのは、ＯＢＳまたはＷＢ

Ｓのどちらであるのかを、日本下水道事業団の事例を通して検証した。関係者へのインタ

ビュー調査から、成果物を作製するための情報はＯＢＳ(日本下水道事業団)の外部に存在

することが確認できた。ＯＢＳの成員は、それらをプロジェクトの特性や要件に応じて調

達し、統合するためのノウハウを経験的に備えていたのである。それゆえ、彼らはこうし

た経験に基づいて設計図書や管理帳票を参考にしながら、施設と作業の２つのＷＢＳを完

成させていくことができた。他方、組織設計論の観点からは、業務量の削減を目指して受

託事業費や外部調達品などのデータを一元管理し、これを共有化することで組織の情報処

理能力の向上を図ったことがＷＢＳの開発に結び付いたと考えられる。 

第２の研究目的は、｢ＷＢＳの用途を特定する条件を明らかにする｣ことであった。そこ

で２つの研究課題を掲げ、ＷＢＳの使用目的や適用範囲について考察した。２つの研究課

題とは、(1)｢プロジェクトにおけるマネジメントの対象に注目して、ＷＢＳの用途を限定

しているものを推測する｣と、(2)｢ＯＢＳにおけるコミュニケーション･ツールとしてのＷ

ＢＳの実用性について検証する｣であった。 

(1)については、既存研究のレビューからプロジェクトないしはその成果物の構成要素

を明確にし、それらの全体のボリュームを把握するためにＷＢＳを利用していることが理

解できた。そこで５.４.３.では、それらが完成したことを定量的に把握するために、｢コ

スト指標｣と｢スケジュール指標｣から成るＷＢＳ要素の測定指標を提示した。ここで｢コス

ト指標｣の対象となるのは、成果物のインプット要素となる物理的･人的資源(リソース)で
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ある。他方、｢スケジュール指標｣の対象となるのは、リソースを成果物へと加工･変換する

アクティビティである。｢コスト指標｣を用いたＷＢＳは、リソースの消費量をコントロー

ルすることにより、プロジェクトのコスト･マネジメントや実績測定を行なうことができる。

これに対して｢スケジュール指標｣のＷＢＳは、アクティビティの工程数やその処理スピー

ドを調整したり、開始または終了の日程を変更することによって、プロジェクト全体の所

要期間をコントロールすることができる。これらのことから、ＷＢＳの用途はその測定指

標によって決まると考えられる。 

(2)については、プロジェクトマネジメントの遂行プロセスとＷＢＳ(マスタースケジュ

ール)の使用方法について関係者へのインタビュー調査を実施した。その結果、日本下水道

事業団では、プロジェクト情報を早く正確に伝達する目的からプロジェクトマネジメント･

チームを起点とするステークホルダーとのコミュニケーション活動においてＷＢＳを利用

していたことが確認できた。そこでは、各自が担当するＷＢＳレベルのデータを集計して、

上位の者が管理する(ＷＢＳ)レベルで報告するルールが存在していた。このことは、ＷＢ

Ｓの階層とＯＢＳの階層構造がデータ授受の視点から整合することを意味している。それ

ゆえＷＢＳの階層構造は、そこで管理するデータとそれを利用する職位を結び付けること

ができるといえる。このほか、プロジェクトマネジメント導入の有効性を評価する社内ア

ンケート調査からは、回答者の７割が｢コスト･スケジュールの把握｣や｢協定金額の見積り

精度｣が改善されたと評価していた。こうした事実は、ＯＢＳ内におけるＷＢＳの有効性を

裏付けるものと理解できる。 

第３の研究目的は、｢プロジェクトの最終成果物を段階的に細分化する基準(The 

Principle of Decomposition)を提示する｣であり、そこから生じた研究課題は｢プロジェク

トの特性をどのように反映しているかに着目し、ＷＢＳの構成要素を類別しているルール

を探索する｣ことであった。まず既存研究においては、プロジェクトを ⓐ機能またはプロ

セス ⓑ中間成果物 ⓒアクティビティ ⓓロケーション などの要素で分割していることが

確認できた。さらに、プロジェクトの複雑性や技術的な要求,コストや所要期間といった要

素が、ＷＢＳの階層とワークパッケージの数を増やす要因であるとしていた。これに対し

て筆者は、プロジェクトの特徴を適正に表現するのはＷＢＳの階層ではなく、ワークパッ

ケージの数を増減させることであることを、事例研究を通して明らかにした。加えて、５.

４.３.では、ＷＢＳが要素成果物を完成させるのに必要なリソースとアクティビティから

構成されていることを測定指標の観点から説明した。 

５.６.２. においては、ＷＢＳ参照マトリックスを用いて、成果物の構成要素とそれら

を完成させる組織の両方、あるいはその片方しか定義できていないプロジェクトの特性に

ついて論じた。筆者が示した４つのＷＢＳのパターンは、プロジェクト成立のための諸条

件が徐々に段階を追って詳細に定義されていくことを表わしていた。さらに、第３の研究

目的である｢プロジェクトの最終成果物を段階的に細分化する基準｣としては、①プロジェ

クトの要素成果物を識別する ②要素成果物を生成するアクティビティを定義する ③アク
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ティビティに要するリソースを特定する 順序を提案することができた。 

 
６.２. 本研究の貢献 

まずは、本研究に独自の貢献があるとするならば、次の３つに要約できるであろう。 

[1]ＷＢＳで定義するプロジェクトの構成要素とその測定指標を明示した。 

[2]ネットワーク･ロジックを適用することで、ＷＢＳ要素の欠落を確認できることを

実証した。 

[3]プロジェクトの構成要素を３次元で表現したＷＢＳを提示した。 

 

プロジェクトマネジメントにおけるＷＢＳの開発は、プロジェクトの計画フェーズにお

けるスコープ定義の一手法として理解されている。そこでは、プロジェクトの要素成果物

を定義し、それらを処理しやすい規模にまで細分化することが行なわれる。また、プロジ

ェクトの要素成果物が完成したことを証明するには、ＷＢＳの構成要素を測定する指標を

確立しておく必要がある。 

[1]については、５.４.２.においてＷＢＳ要素を測定する指標として｢コスト指標｣と｢ス

ケジュール指標｣を提示した。さらに、測定指標の観点からＷＢＳで定義する対象を、プロ

ジェクトの要素成果物の完成に必要なリソース(インプット要素)と、それらを加工･処理し

要素成果物へと変換するためのアクティビティであることを明らかにした。このように、

ＷＢＳはプロジェクトにおけるマネジメントの対象を選定していると考えられる。 

ＷＢＳ要素を介したプロジェクトのマネジメントとは、およそ次の通りである。プロジ

ェクトの要素成果物を完成させるのに必要なリソースとアクティビティをＷＢＳで選定し

て計画し、それらを(1)リソースの投入のタイミングを制御する (2)リソースの消費量を加

減する (3)アクティビティの工程数を加減する (4)処理動作のスピードを調整する (5)作

業開始または終了の日程を変更する ように操作した結果を測定し計画との乖離を是正す

ることが、プロジェクトを成功に導くために重要であると考える。 

[2]については、ＷＢＳで定義したワークパッケージの抜け洩れを識別する方法に関する

幾つかの提案を行なった。既存研究において、ＷＢＳはプロジェクトに必要な作業を包含

し、それらはスケジュール作成や予算編成に利用されていたことが読み取れた。しかしな

がら、これらの研究は作業遂行の責任を特定のワークパッケージに割付けることには言及

していたが、定義したワークパッケージがプロジェクトの遂行上、適正な規模かどうか、

あるいはそれらに抜け洩れがないかを識別する有効な方法は示していなかった。すなわち、

従来までのＷＢＳでは、作業遂行手順の確認と作業量の見積りが充分になされてこなかっ

た。そのために、予算や要員などのリソースを特定のワークパッケージに割付ける不合理

を内包していたといえる。結果として、ＷＢＳによるワークパッケージの選定がプロジェ

クトの工程計画や実際の運営管理と適合せず、必然的に実行段階でのスコープ変更を余儀

なくされるという限界が存在していたと考えられる。 
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そこで５.７.では、ＷＢＳで定義したワークパッケージをＰＮＤ(Project Network 

Diagram)上で同時展開することを論議した。その前提条件としては、ＷＢＳのワークパ

ッケージとＰＮＤのアクティビティを一致させておくことを主張した。そうすることで、

アクティビティ間の依存関係からワークパッケージの欠落を確認できると考えたからであ

る。さらに、ワークパッケージの依存関係を識別するためにＷＰＭ(Work-package 

Precedence Matrix)を提示した。ＷＢＳとＷＰＭによって補完されたワークパッケージは、

ＰＮＤによって所要期間が算定できる。本研究では、見積られた所要期間を過ぎて終了す

ると、依存関係にある後続のアクティビティの開始が遅延するクルーシャル･アクティビテ

ィ(Crucial Activity)の存在を指摘した。クリティカル･アクティビティおよびクルーシャ

ル･アクティビティは、ＰＮＤ上で識別することができても、ＷＢＳによる作業分解だけで

はその判別が難しい。それゆえＷＢＳで定義するワークパッケージをＰＮＤ上で展開でき

るようにしておけば、それらを指定することができる。さらに、これらのアクティビティ

に対してリソースの追加配分や並行処理を行なうことで、その遂行と処理時間を調整する

ことができるようになると考える。 

アクティビティまたはワークパッケージの重要度は、その所要期間の余裕だけでなく、

完遂までの工程数,タスクの専門性や不確実性,要員と資機材の投入期間などのリソース要

件とも関係があると考えられる。そこで[3]においては、ＣＲＳＣ(Cost Responsibility 

System Cube)と称する３次元のＷＢＳを提示した。このＷＢＳは、ＤＢＳ(Deliverable 

Breakdown Structure), Ｆ Ｂ Ｓ (Functional Breakdown Structure), Ｏ Ｂ Ｓ

(Organizational Breakdown Structure)などの構造体を組み合わせることにより、当該プ

ロジェクトのコスト(Cost) 責任範囲(Responsibility) システム(System)の所在を確認

することが可能となる。 

例えば、ＦＢＳとＯＢＳの組み合わせは、プロジェクト･スコープと組織成員を明確に

する。それゆえ、ＦＢＳで定義したアクティビティを所定の期限までに確実に完了させる

責任と権限をＯＢＳの成員に割り当てることが可能となる。このことは、事例研究におい

て作業ＷＢＳの管理項目とそのレベル(階層)に、プロジェクトマネジメント･チームのメン

バーの職位と専門領域(所属部門)を適合させていた発見事実とも一致する。両構造を交差

させることは、組織内で使用している言語や成員間のインフォーマルなコミュニケーショ

ンをプロジェクト･スコープと適合させ、組織的な調和を図ることができるのではないかと

考えられる。 

ＤＢＳとＯＢＳのマトリックスは、オーナーがプロジェクトマネジメント･チームや母

体組織さらには外部の協力会社から、何をいつまでに受け取り、それらに幾ら支払うのか

といったアカウンタビリティ(説明責任)を明瞭にしている。ＤＢＳの記載事項は、プロジ

ェクトを遂行し、その最終成果物を完成させるのに必要なすべての物理的資源(原材料や部

品,機械装置など)を網羅している。それに対して、ＯＢＳはプロジェクトの要素成果物を

完成させる作業とそれをマネジメントする活動に直接、関与する人的資源を組織した構造
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である。両構造で定義した物的･人的資源は、コスト指標で計算して金額を求め、それらの

配分を計画し、実績を測定することが可能となる。 

ＦＢＳとＤＢＳの構成要素からは、プロジェクトの最終成果物を完成させるのに必要な

物的資源(Input)とアクティビティ(Function)から産出される要素成果物(Output)およ

び、それらから構成されるプロジェクト(Mission / Outcome)を明らかにすることができ

る。ＦＢＳとＤＢＳの組み合わせは、要素成果物を完成させる工程をシステムとして捉え、

リソースとアクティビティの処理ならびにシステム間の依存関係を調整することで、プロ

ジェクトのコントロールを有効に行なおうとするのである。 

以上のように、３次元ＷＢＳであるＣＲＳＣは、要素成果物に対する責任単位とコスト･

アカウンタビリティを明瞭にするだけでなく、システム要素のコントロールを通じて効果

的なプロジェクトマネジメントを実現できると考えられる。 

 

６.３. 本研究から導出された仮説命題 

この論文の導入部では、International Journal of Project Management 誌における

Turner と Cochrane および Lamers によるＷＢＳ開発とＯＢＳの関連性についての議論を

整理した。この議論の焦点は、｢ＷＢＳを開発するのはＯＢＳを編成する前なのか、あるい

はその後なのか｣であった。そこから｢ＷＢＳで定義するプロジェクトの構成要素とは何か｣

や、さらには｢ＷＢＳとＯＢＳのあいだにはコミュニケーションの観点から関連性があるの

か｣といった研究課題を導出した。 

ＷＢＳに関する文献レビューでは、(1)ＷＢＳの適用事例 (2)ＷＢＳの用途 (3)ＷＢＳ

開発の方法 (4)プロジェクト遂行組織との関わり の観点から既存研究の動向を把握し、そ

れらを体系的に整理することを試みた。さらに、これら既存研究の検討に基づいて本研究

の分析枠組みを構築した。この分析枠組みは、(A)ＷＢＳ (B)プロジェクト (C)ＯＢＳ の

３つの概念から構成された。これらの概念間の関係を示すのは、(1)スコープ定義 (2)実績

測定 (3)進捗データの配付 (4)プロジェクトマネジメント･チームによるコントロール 

(5)プロジェクトを通じて獲得したノウハウ (6)プロジェクトマネジメントのカレント･ベ

スト･プラクティス であった。なお、ここでのＯＢＳは｢プロジェクトを遂行する組織構造｣

を意味し、その実践的な組織形態として｢マトリックス組織｣を当てはめることにした。こ

の概念枠組みのダイナミズムとは、ＯＢＳの各員がプロジェクトを通じて獲得したノウハ

ウをＷＢＳに蓄積することで、それらを｢組織の知的資源｣として共有することができると

いうものであった。 

この論文では、前章で示した分析枠組みに則して、日本下水道事業団におけるプロジェ

クトマネジメントの導入とその運用,ＷＢＳの開発ならびにＯＢＳ編成について事例研究

(ケーススタディ)を試みた。日本下水道事業団におけるＷＢＳの開発ならびにＯＢＳ(マト

リックス組織)の編成は、プロジェクトマネジメントによるビジネス･プロセスの再設計の

過程で実施された。前者は見積項目の標準化を指向したものであり、後者は組織横断的な
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協働環境の実現を目指していた。これらに共通していたのは、プロジェクト遂行に必要な

あるいはその途中で発生する情報をいかに管理するかであった。なお、日本下水道事業団

のＷＢＳ(ＪＳ標準ＷＢＳ)は、プロジェクトの成果物である下水処理施設と設備、それら

を完成させるのに必要な作業や調達物から構成されていた。また、その運用はプロジェク

トにおける外注業務のコスト管理を行なっていることが確認できた。そして、これらの研

究結果を踏まえたうえで、プロジェクトマネジメントの概念モデルを設定した。このモデ

ルの特徴は、ＯＢＳの成員がプロジェクトを通じて獲得した行動様式を明文化することに

より、それまで個人の暗黙知であったプロジェクトマネジメントのノウハウを、ＷＢＳで

はなく『ワークフロー』に蓄積･共有化することであった。 

最後に、調査事例の分析結果と研究課題の考察を通じて、この論文では以下の仮説命題

を導出することができた。 

[1]ＷＢＳの展開は、まずプロジェクトの成果物を要素分解し、次にその構成要素を作製

する作業を定義する。 

[2]プロジェクト･データの一元管理や共有化を目的としたＷＢＳの活用は、組織の情報

処理能力を向上させる。 

[3]ＷＢＳはプロジェクトでマネジメントする要素を識別するために開発する。 

[4]ＷＢＳの構成要素はプロジェクトにおけるマネジメントの対象を定義したものであ

る。 

[5]ＷＢＳ要素で定義するのは、要素成果物のインプット要素とそれを処理するアクティ

ビティである。 

[6]ＷＢＳにおけるマネジメントの対象は測定指標を限定しないが、測定指標はＷＢＳの

用途を特定する。 

[7]ＷＢＳ要素で管理するデータとそれを利用するＯＢＳの職位を一致させておけば、組

織階層における情報処理の負荷を軽減することができる。 

[8]要素成果物の識別符としてＷＢＳ(コード)を利用すれば、ステークホルダー間の共通

言語として通用できるようになる。 

[9]エクスターナルＷＢＳによるコミュニケーション･チャネルの設計は、ＯＢＳを起点

とするホイール型もしくはハブ･アンド･スポーク型で構築するとよい。 

[10]プロジェクトの複雑性や規模,技術的な要求水準はワークパッケージを増減させる

が、ＷＢＳの階層数を限定する要因とはならない。 

[11]ＷＢＳ階層数と見積りの詳細レベルには関連性がある。 

[12]ＷＢＳにおける要素分解は成果物→アクティビティ→リソースの順番に類別される。 

[13]ワークパッケージの細分化は、管理コストが必要利益を上回るまで行なえる。 
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６.４. 本研究の理論的含意 

この論文では、ワーク･ブレークダウン･ストラクチャーの開発方法に焦点を当ててきた。

その研究に際しては、プロジェクトマネジメントやマトリックス組織の知識体系ならびに

組織設計論における研究成果を摂取したうえで事例研究を行なった。それゆえ本研究は、

プロジェクトの計画管理という論題に留まらず、次のような理論に対して含意を有すると

考えられる。 

 

プロジェクトマネジメント研究への示唆 

Turner, J. R.と Cochrane, R. A.ならびに Lamers, M.の学説における焦点は、ＷＢＳの

開発がＯＢＳによって規定されるかどうかであった。Turner と Cochrane(1993)の論理は、

ＯＢＳが既に存在するという前提条件があるために、ＷＢＳの開発がＰＢＳ(Product 

Breakdown Structure)の定義の有無だけで論じられていた。Turner(2000)は、プロジェ

クトにおいて最初に構築されるのがＰＢＳであり、次にＯＢＳを編成すると述べていた。

Turner の説は、ＰＢＳで定義した成果物を作り出すための専門知識やノウハウといった情

報がＯＢＳに存在するために、ＷＢＳが開発できるということであった。他方で、

Lamers(2002)は、ＰＢＳを参照してＷＢＳが作り出され、ＷＢＳで定義したアクティビテ

ィを実施するためにＯＢＳを組織するという見解を示した。彼らがいうＰＢＳとは、プロ

ジェクトの実在的な成果物(Product)を分解し、その構成要素を体系的に配置した構造を

指している。 

この論文の事例研究では、日本下水道事業団の職員が過去に使用した管理帳票や設計図

書を参考に下水処理施設(成果物)を分解し、その構成要素を列挙した施設ＷＢＳ(ＰＢＳ)

を完成させたことが明らかになった。やがて、見積項目明細仕様や積算体系などを参照し

て、施設ＷＢＳ要素の作製に必要なタスクやリソースを特定し、作業ＷＢＳを完成させて

いった。したがって、ＷＢＳ開発のプロセスとしては、設計図書→管理帳票→施設ＷＢＳ(Ｐ

ＢＳ)→見積項目明細仕様→作業ＷＢＳ の順となる。なお、ＯＢＳ(マトリックス組織)と

の関連性であるが、施設ＷＢＳの開発はＯＢＳ編成の方向性が示される以前に完了したこ

とから、両構造の間に依存関係は見られなかった。それに対して、作業ＷＢＳの開発はＯ

ＢＳの編成と同時期に開始され、ＯＢＳの形態が確定した後もその活動は続いていた。こ

のように時間的な観点からは、作業ＷＢＳとＯＢＳの間に依存関係があったことを確認す

ることはできなかった。 

以上のことから、ＷＢＳの開発はＰＢＳ要素に基づいて行なわれ、その作製に必要なア

クティビティを特定する点は、Turner らの見解や事例の発見事実とも一致した。他方で

Lamers が主張するように、ＷＢＳで定義したアクティビティを遂行するためにＯＢＳを

編成することについては、事例から証明することができなかった。それゆえＷＢＳの開発

がＯＢＳによって規定されることはなく、ＯＢＳの編成もまたＷＢＳによって条件付けら

れるものではないと考えられるが、５.６.２.のＷＢＳ参照マトリックスでは、両者が徐々
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に段階を追って定義されていく場合もあることを示した。 

 

組織設計論への示唆 

この論文におけるＯＢＳの組織観とは、内外環境の不確実性に対処していくための情報

処理システムとしての側面と、共通の目的に向かってコミュニケーションを図りながら協

働する人々の集合という面を呈していた。前者は、組織にとっての環境は不確実性の源泉

であり、それに対処するには情報処理の必要性を低減させるか、その処理能力を高めるこ

とが考えられる。Galbraith(1980)による組織設計の原理では、(1)規則と手順の設定 (2)

階層構造に基づく意思決定 (3)目標設定 (4)調整付加資源の投入 (5)自己完結的職務の形

成 (6)縦系列の情報処理システムの改善 (7)横断的協力関係の形成 が組織設計/代替戦略

として提示されていた。 

組織設計論の観点からＷＢＳ開発の条件を考察した場合、組織の情報処理能力を向上さ

せる方策として(6)縦系列の情報処理システムの改善を目指したことが、ＷＢＳの開発と結

びついたと考えられる。つまり、日本下水道事業団では受託事業費や外部調達品など(組織

の)インプットに関する情報を収集･分析し、その達成状況を管理するうえで体系化された

データの区分が必要であった。加えて、業務量を削減するためには、組織内の重複作業を

排除するだけでなく、データの一元管理や共有化を実現しなければならなかった。そのた

めに、受託事業における情報処理のプロセスとそこで扱われるデータの属性およびフロー

を分析し、下水道施設の構成要素とその建造に関わる一連の作業をＷＢＳとして定義した

のではないかと考えられる。 

また本研究においては、日本下水道事業団における組織形態と内外環境の変遷を概観す

ることにより、上記の戦略の妥当性について検討した。そこでは、(3)目標設定を除くすべ

ての戦略が公式に実行されたことが確認できた。組織設計の最終原理である(7)横断的協力

関係の形成とは、部門間を横断する集団を組織内に重層的に形成することで、問題解決を

組織階層に委ねることなく、情報が発生する現場で意思決定を行なう組織的状況を指して

いる。そこに示された組織形態は、(A)直接接触 (B)調整連絡役 (C)タスクフォース (D)

チーム (E)統合的職位 (F)統合管理職位 (G)マトリックス組織 であった。Galbraith に

よると、これらの組織形態は漸次推移しつつあり、低次の組織形態に付加される形で新し

い組織が累積的に形成されていくという。 

しかしながら、日本下水道事業団における組織変革では、上掲の組織形態を段階的に採

用していったのではなく、プロジェクトマネジメントを実践するための新しい管理体系を

組織内に構築し、プロジェクトマネジャーと称する(F)統合管理職位 を定着させる手段と

して、最初から(G)マトリックス組織を編成した。したがって、この論文の発見事実から

は、複数の部門間を調整する要員の権限強化を通じて恒常的な横断的調整機構を構築する、

という Galbraith の学説を支持することはできなかった。事例研究からは、上記の(A)か

ら(E)までの組織形態が累積的に形成されていったのではなく、『建設プロジェクト運営要
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領』や『ワークフロー』の作成過程のなかで内規や職権とともにその役割が見直され、最

終的には、それらの機能だけが(D)プロジェクトマネジメント･チームのメンバーに付与さ

れたのではないかと考えられる。 

それに対して｢協働する人々の集合｣という組織観については、プロジェクトが進行する

にしたがい、協働するステークホルダーがスコープの達成を確認したり、意思決定の拠り

所とするためにワークパッケージで管理する情報を伝達していた事実を知ることができた。

このように、ＷＢＳを成員間のタスクを調整する媒体として用いていたことから、ステー

クホルダーの｢分業あるいは協働の体系｣が、ＷＢＳの用途を特定する条件となっていたの

ではないかと考えられる。 

 

場の理論への示唆 

｢場｣という概念は、人々が相互作用を通じてコンテクスト(Context)に関する情報や知

識を獲得していくプロセスから、マクロの情報秩序が形成される状況を論究しようとする

ものである。経営学における｢場｣の研究は、(1)知識創造 (2)市場の秩序化 (3)マネジメン

ト(組織運営)の対象 といった観点からアプローチされてきた。 

これらの研究に共通していたのは、｢コミュニケーションによる情報と知識の相互作用

と場の秩序形成｣であったと考えられる。そのなかでも伊丹(1999)の場のパラダイムは、組

織を｢情報的相互作用の束｣として捉えていた。このことは、組織の形態と権限委譲による

情報処理能力の向上を目指す Galbraith の組織観とは、｢プロセス重視｣または｢(組織)構

造重視｣という観点から微妙に異なると考えられる。 

本研究においては、マトリックス組織の編成という組織構造の設計だけに留まらず、基

幹業務をコミュニケーションの観点から見直し、これを明文化することにより成員間の情

報的相互作用を｢半自律的｣に制御していた状況を解明することができた。さらに５.５.３.

では、プロジェクトマネジメントにおける｢場｣の形成と、プロジェクトマネジメント･チー

ムのメンバーによる｢情報的相互作用｣をモデルとして表わしている。ＷＢＳを介した情報

伝達と明文化されたコミュニケーション･フローが、チーム･メンバーの行動を整合性のと

れた状態へと導く現象を説明するうえで、概念モデルの設定は一定の貢献をしていると思

われる。 

 
６.５. 本研究の実践的含意 

多くの事業組織では、製品や事業のライフサイクルの短縮化ならびに情報技術革新の加

速化に対応するかたちで、さまざまな分業･協業のビジネスモデルを構築している。そこで

はマーケットのニーズや発注者の要望に応じて専門技術を擁したメンバーを組織し、機動

性の高いチームが事業を取り仕切る｢プロジェクトマネジメント｣が注目を集めている。 

しかしながら、プロジェクトマネジメントの有効性が多くの文献や教育研修で論じられ

ていても、新たにその手法を導入し成功を収めている組織の数は限られている。その一つ
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の理由として、プロジェクトで遂行する作業を網羅したＷＢＳ構築の難しさが挙げられる。 

こうした状況下にあって、本研究が提示した既存研究のレビューならびにＷＢＳ開発の

ケーススタディは、幾つかのプロジェクトを経験したことのある実務者にとっても有意義

な参考例になると思われる。とりわけ、プロジェクトマネジメントを情報処理活動として

捉えた概念モデルの構成要素は、プロジェクトデータの蓄積や共有による業務の効率化･

省力化と、委託されたプロジェクトのコンテクストやステークホルダーとの関係から、プ

ロジェクトマネジメントの知的資源を創造することを示唆している。実は、こうした｢目に

見えない財(経営資産)｣の創出がプロジェクトマネジメントの成功と深く関わっているこ

とを、多くのインタビュイーの証言から窺い知ることができた。 

既存のＷＢＳがもつ欠陥のひとつとして挙げられているのが、“A concise theory of the 

WBS does not exist; there are as many theories as there are people developing WBS.”
である。ＷＢＳには簡明な理論など存在せず、ＷＢＳを開発する人々の数だけ理論が存在

するという。加えて、これまでの開発思想には｢誰が｣｢何の目的で｣ＷＢＳ要素を利用する

のかといった視点と、要素分解の基準がうまく結び付いていなかったように思われる。 

しかしながら、プロジェクトの計画フェーズにおいては｢ＷＢＳの開発を通じて、プロ

ジェクトの何をマネジメントしたいのか｣あるいは｢ＷＢＳ要素で定義する対象は何で、そ

れは計画し、実行し、そしてコントロールすることが出来るのだろうか｣といった思考をす

ることも重要であると考える。本研究が提示したＷＢＳ開発の手順(O-F-I Formula)は単

純ではあるが、ＷＢＳ要素を介してリソース投入のタイミングとその消費量を加減し、ア

クティビティの進捗をコントロールすることでプロジェクトをマネジメントできることを

示唆している。さらに、ＤＢＳ,ＦＢＳ,ＯＢＳから構成された３次元のＷＢＳを提示し、

コスト,責任範囲,システムの観点からマネジメント業務を支援できることを検討した。 

この論文で提示したＷＢＳ開発のための思想やアプローチは、米国防総省が１９９８年

１月に刊行した軍需物資の調達及び開発に関するＷＢＳ適用基準である MIL-HDBK-881 

“Department of Defense Handbook Work Breakdown Structure”や米ＰＭＩによって作

成されたＷＢＳ適用のためのガイドライン “Practice for Standard Work Breakdown 

Structure”の一部を補うことができたと考えられる。とりわけ、コミュニケーション(情報

処理)活動の観点からＷＢＳのレベルとＯＢＳ成員の職位を関連づけたことにより、ＯＢＳ

内の情報の整合性と階層構造による情報処理能力の向上を図ることを指摘することができ

た。この点については経営組織論における研究蓄積を参考にして、今後とも継続的に考察

すべき課題であると考える。 

 

６.６. 今後の研究課題 

本研究は、ＷＢＳに関する研究蓄積が乏しい我が国の現状において、この分野における

国内外の既存研究を(1)適用事例 (2)用途 (3)開発方法 (4)組織構造との関連性 の観点か

ら体系的に整理した。これまで充分に明らかにされてこなかったＷＢＳ開発のプロセスと
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要素分解の基準を事例研究から明らかにし、考察することによって方法論と実務の隙間を

いくらか埋めることができたのではないかと考える。さらに、ＷＢＳ要素の測定指標の観

点からマネジメントの対象を識別するともに、それらを包括的に定義する３次元のＷＢＳ

を提示した。 

第５章において設定したプロジェクトマネジメントの概念モデルの一般化については、

今後もさらなる検討を加える必要がある。本研究における理論的および実践的含意もまた、

周辺分野の研究蓄積ならびに実務への適用を通じて継続的な研究が不可欠であると考える。

しかしながら、本研究では次のような限界が確認され、幾つかの研究課題を残すことにな

ったと考える。 

第１は、調査対象に関する限界である。第３章で提示した分析枠組みに基づいて、日本

下水道事業団のケーススタディを行なった。しかしながら、事例研究における発見事実は

単一のケースから導出されたものであり、それ以外のケースから同じ事実を得ることがで

きなかった。ＷＢＳ開発を要求する背景ならびにその利用目的を探索するには、複数事例

の比較研究が必要であると考える。本研究においては、後のＷＢＳ研究にとってこの論文

が比較の対象となり、時系列分析による事実の追試が行なえるようにＷＢＳ開発の経緯を

経時的に記述しておいた。 

第２は、分析単位に関する限界である。本研究における最小の分析単位はプロジェクト

マネジメント･チームであり、組織成員個人の行動レベルまで精緻に観察することができな

かった。このことは、場における｢情報的相互作用｣がどのようなコミュニケーションのコ

ンテクストから引き起こされるのかといったミクロレベルの分析と関連している。個人と

個人あるいは個人と環境との間でなされる相互作用をいかに測定するか、そのための指標

の確立と計測方法の開発が求められる。 

第３は、ＷＢＳ要素の定義に関する限界である。本研究においては、ＷＢＳ要素を識別

する基準を(1)要素成果物 (2)アクティビティ (3)リソース の３つに限定して論を進めた。

しかしながら、実務に即したＷＢＳ要素としては、以下の２点を考慮する必要があると考

える。ひとつは、地域の特殊性を考慮することである。このことは、要素成果物の配置や

アクティビティが実施されるロケーション,リソースの調達ならびに成果物を移動させる

といったロジスティクスの問題と結び付いている。ＷＢＳの上位レベルで定義することが

望ましいと考えていたが、結果的には開発手順(O-F-I Formula)の中に組み入れることが

できなかった。ふたつめに、プロジェクトには時間の経過と共に実行するスコープの内容

や要件が徐々に明らかになってくる性質がある。しかしながら、プロジェクト･フェーズが

近づいた時に、ＷＢＳ要素またはワークパッケージを段階的に細分化する方法については

解明することができなかった。プロジェクトマネジメントにおけるＷＢＳ開発プロセスを

より精緻にし、それを理論へと昇華するためには、上記の課題に取り組む必要がある。 

第４は、ＯＢＳのコミュニケーションの数量化に関する限界である。本研究では、ワー

クフローの改定作業に関するインタビューに先立ち、プロジェクトマネジメント導入時に
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使用していたワークフローと、２年後に改訂したワークフローの比較分析を行なった。そ

の際に、コミュニケーションの内容とアクティビティの種類を１５項目に分類し、それら

をＯＢＳの成員を含むステークホルダー毎にカウントした。その結果として、どのプロジ

ェクト･フェーズで、誰がどのような情報処理を行なったのかを明らかにすることができた。 

しかしながら、｢誰から誰に｣といったコミュニケーションの起点と終点を連続的に記録

する方法を確立することができなかったために、どのステークホルダー間でどのようなコ

ミュニケーションがどれぐらいの頻度で行なわれているか、といった解析に失敗した。マ

トリックス組織におけるコミュニケーションの実態を把握するうえでも重要な分析である

と思われるため、測定方法を確立して継続的な研究が望まれるところである。 

プロジェクトマネジメントにおいては、リソースの投入を調整し、アクティビティの進捗

をコントロールすることに加えて、プロジェクトの進捗状況を個人の知覚のみに頼らず情

報として捉え、それをいかに組織的に系統立ててコミュニケーション(情報処理)活動をマ

ネジメントするかが重要であると考える。プロジェクトマネジメントをステークホルダー

間のコミュニケーション(情報処理)活動と認識することは、事業組織の行動研究として多

くの課題と発展性を有しているといえる。〔完〕 
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